加速器技術に関する先端動向調査 (先端研究・先端医療を担う小型加速器開発の推進をめざして) by 瀬谷 道夫 et al.
NISTEPREPORTNo．67
加速器技術に関する先端動向調査
（先端研究・先進医療を担う小型加速器開発の推進をめざして）
平成13年6月
文部科学省　科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
????????
Research on Frontier of Accelerator Technologies
－For Development of Compact Accelerators
for Advanced Studies and Medical Uses－
June2001
Michio Seya，Terutaka Kuwahara
Science and Technology Foresight Center
NationalInstitute of Science and Technology Policy（NISTEP）
Ministry of Education，Culture，Sports，Science and Technology
目　　　次
I　調査の日的・概要およびまとめ
I－1　調査の背景、目的
I－2　調査の概要
???????
Ⅰ肩一肩一．′一．．．．．・．．．．．．．．．．．．．．P．．．．．．．1．肩一………＝……‥llfll′ll fl．肩．4－fll′1．41．41．tJr′
…　…°1．ll tltll…………t t t胃°肩胃胃t°肩°t t t t°°t t t t胃肩t t t°肩t°t t t胃°t t t t°°
加速器科学各分野での研究開発の動向と加速器に求められる要件
加速器専門家人材育成状況と先進小型加速器の研究開発・…・＝‥
加速器科学でのビーム使用状況、将来的なビームニーズ　………
高周波加速器研究開発の現状および加速器小型化に関する技術の限界＝・……
先進加速技術等の抽出および先進小型加速器等の具体案の抽出　………＝…・
6　先進加速器技術等の研究・開発段階分類
7　先進小型加速器の実現予測
8　先進小型加速器等へのニーズ
9　先進小型加速器等の実用化がもたらすマクロレベルでのメリット………………
10　先進加速技術等の研究開発に関する米国、欧州および日本の取り組み、課題…
I－3　先進加速技術等の研究開発方策についての提言
Ⅱ　加速器科学の動向と加速器
Ⅱ－1各分野での動向および加速器に求められる要件
1高エネルギー物理学　　………‥……‥‥・＝……
（1）研究の動向
1）標準理論の形成と検証課題
2）力（相互作用）の大統一と超対称理論
3）CP不変性の破れの検証
4）現在進行中あるいは今後の高エネルギー物理学実験
①　ニュートリノ質量の有無の検証
②　クオークとレプトン間相互作用の精密調査
③　cp不変性の破れ（CP非保存）の精密検証
④　「クオークの閉じ込め」の破れの検証
⑤　質量の起源を説明する基本的な粒子、ヒッグス粒子の探索
⑥　超対称粒子の探索
A　陽子・反陽子衝突実験
B　電子・陽電子衝突実験
C　〃粒子・反〃粒子衝突実験
（2）高エネルギー物理学研究加速器に求められる要件　‥
2　原子核（素粒子・原子核）物理学
（1）研究の動向
1）低エネルギー核物理研究
目次1
3
9
9
12
14
19
21
22
23
26
27
29
35
35
35
35
35
39
40
41
41
42
42
43
44
45
45
46
46
47
50
50
50
2）中間エネルギー原子核物理研究
①　不安定原子核研究（超重元素研究を含む）…
②　原子核内部構造および原子核内での核力研究
③　中性子反応研究（中性子核物理学）
④　中間子反応研究（中間子核物理学）
［冗中間子および〃粒子利用］
3）QCD原子核物理（素粒子・原子核物理）研究
①　核力および核子構造研究
②　クオーク原子核物理研究
A　高エネルギービームによる原子核衝撃研究
B　ハイパー核研究（K中間子利用）
③　核物質研究
（2）原子核物理学研究加速器に求められる要件　……
3　エネルギー科学
（1）研究の動向
1）放射性元素の消滅処理研究
2）ミューオン触媒核融合研究
3）重イオン慣性核融合研究
（2）ェネルギー科学研究用加速器の要件
4　物質・材料科学
（1）研究の動向
1）物質・材料科学で使用される各種ビームと加速器
①　電子ビームとその二次ビーム
A　制動放射
B　中性子ビーム
C　陽電子ビーム
D　シンクロトロン放射光（放射光）
E　自由電子レーザー
②　陽子、重イオンビームとその二次ビーム
A　不安定核ビーム
B　中性子ビーム
C　冗中間子ビーム／〃粒子ビーム
D　陽電子ビーム
2）物質・材料科学分野での動向
①　物質・材料の構造解析（静的および実時間挙動解析）研究
A　静的原子配列などの探索
51
52
53
54
54
55
56
56
57
57
58
58
60
62
62
62
66
68
71
73
73
74
74
74
75
75
76
78
80
80
81
82
82
83
84
84
B　動的な原子配列などの変化の探索‥「その場観察（実時間挙動解析）」…　86
②　表面・界面構造および薄膜構造の解析
A　静的原子配列などの探索
目次2
B　動的な原子配列などの変化の探索：「その場観察（実時間挙動解析）」…　88
③　物質・材料の電子状態の解析（電子物性解析）
④　極限条件下での物質・材料の解析　＝…‥‥…・
⑤　極微量分析
⑥　物質・材料の創製・加工
（2）物質・材料科学用加速器に求められる要件　……・
5　生命科学
（1）研究の動向
1）放射線生物学
2）細胞生理・生体組織機能解明研究
3）構造生物学
（2）生命科学研究加速器の要件
6　医療利用
（1）医療利用の動向
1）（腫瘍などの）治療利用
2）診断医学（核医学）用RI製造
3）シンクロトロン放射（Ⅹ線）による診断利用研究
（2）医療利用加速器に求められる要件
1）放射線（ビーム）治療用加速器
2）核医学用のRI標識製造用加速器
3）診断映像撮影用放射光源
Ⅱ－2　各分野での加速器の要件のまとめ
Ⅱ－3　各分野での加速器研究者の人材養成について
Ⅲ　加速器ビーム利用の現状とニーズ
Ⅲ－1加速器ビーム利用調査の概要など
Ⅲ－2　加速器ビーム利用の現状および将来ニーズの概要
Ⅲ－3　加速器ビーム毎の利用の現状および将来ニーズ　‥
1　電子ビーム
2　陽子ビーム
3　重イオンビーム
????????????
陽電子ビーム
放射光
コヒーレント光子ビーム（自由電子レーザー、コヒーレント放射光など）
中性子ビーム
〝粒子ビーム
中間子（冗中間子、K中間子）ビーム
反陽子ビーム
不安定原子核ビーム
目次3
123
123
126
133
133
137
141
144
147
150
153
156
157
158
159
Ⅲ－4　加速器ビームニーズのまとめ
Ⅳ　高周波加速器およびビーム冷却に関する研究開発状況
Ⅳ－1高周波加速器に関する研究開発状況
1　シンクロトロン
1）電子シンクロトロン
1）ェネルギーフロンティア電子・陽電子（シンクロトロン）衝突器…＝……・
2）高エネルギー電子シンクロトロン
3）放射光電子蓄積リング／中間・高エネルギー電子シンクロトロン・・…・…
4）電子シンクロトロン技術での硬Ⅹ線放射光源小型化の限界　……‥‥・…日日
（2）陽子シンクロトロン
1）ェネルギーフロンティア陽子・（反）陽子（シンクロトロン）衝突器……
2）高エネルギー陽子シンクロトロン
3）中間エネルギー陽子シンクロトロン　………………………‥＝…日日‥……‥
①　医療用陽子シンクロトロン
②　中性子駆動用陽子蓄積リング
4）陽子シンクロトロン技術での200MeV級シンクロトロン小型化の限界
（3）重イオンシンクロトロン
1）高エネルギー重イオン・重イオンシンクロトロンおよび衝突器　…………
2）中間エネルギー重イオンシンクロトロン
3）重イオンシンクロトロン技術での200MeV／n級シンクロトロン小型化の限界
2　サイクロトロン
（1）電子サイクロトロン（マイクロトロン）
1）電子サイクロトロン技術による1GeV級電子加速器小型化の限界
2）陽子・重イオンサイクロトロン
1）大型サイクロトロン（リング（セクター分離型）サイクロトロンなど）・‥
2）中型サイクロトロン
3）小型サイクロトロン
4）陽子・重イオンサイクロトロン技術での200MeV／n級サイクロトロン小型化の限界
3　線形加速器
（1）電子線形加速器
1）ェネルギーフロンティア電子・陽電子
線形衝突器（リニアコライダー）
2）高エネルギー電子線形加速器
3）中間・低エネルギー電子線形加速器
4）電子線形加速器技術による1GeV級電子線形加速器小型化の限界
（2）陽子・重イオン線形加速器
1）中間エネルギー陽子線形加速器
2）低エネルギー陽子・重イオン線形加速器
目次4
162
167
167
169
170
170
172
172
178
179
179
181
182
182
183
184
185
185
186
187
188
189
189
189
189
193
194
194
195
195
3）陽子・重イオン線形加速器技術による200MeV／n級線形加速器小型化の限界
Ⅳ－2　ビーム冷却に関する研究開発状況　　　＝…日日……………・＝‥…＝…＝…・＝
1　放射冷却
2　ストカスティック（確率）冷却
3　電子ビーム冷却
4　レーザー冷却
一5　エネルギー損失（アイオニゼーション）冷却
Ⅴ　先進加速技術等の研究開発状況
Ⅴ－1先進加速技術等の定義とその研究開発の意義
Ⅴ－2　先進加速技術等による小型加速器等研究開発状況・＝・＝‥
1高周波極限加速技術による小型加速器研究開発状況
（1）電子の高周波極限（Wバンド（ミリ波））加速技術
（2）陽子（重イオン）シンクロトロンの小型化極限技術
2　非高周波高勾配加速技術、′」、型放射光振技術による
小型加速器等の研究開発状況
（1）非高周波高勾配加速技術による電子加速
1）ビーム励起型プラズマ加速
2）レーザー励起型プラズマ加速
①　レーザー励起プラズマ航跡場加速
②　レーザービート波励起プラズマ波加速
③　自己変調レーザー励起プラズマ波加速
3）逆チェレンコフレーザー加速
4）直交場加速
①　レーザー（横波型）直交場加速　‥…
②　プラズマ（縦波型）直交場加速　…‥
5）その他
①　真空中での航跡場（ビーム航跡場／レーザー航跡場）加速
②　2ビーム加速（Two BeamAcceleration；TBA）
③　逆スミス・パーセル加速
④　自動共鳴加速I（AutoresonanceAccelerationI）
⑤　逆自由電子レーザー加速
（2）非高周波高勾配加速技術による陽子・重イオン加速
1）電子リング加速
2）レーザー励起型プラズマ加速
3）レーザー衝撃波加速
4）直交場加速
①　レーザー（横波型）直交場加速
目次5
204
205
205
206
207
208
209
②　プラズマ（縦波型）直交場加速
5）その他
①　自動共鳴加速II（Autoresonance AccelerationII）
②　Converging Guide Acceleration
（CGAまたはSpace－Charge Wave Acceleration）
（3）小型（硬Ⅹ線）放射光発生技術
1）レーザーアンジュレータ放射光発生
Ⅵ　先進小型加速器等の実用化予測および実用化後の想定される使用
Ⅵ－1先進小型加速器等の開発予測調査およびその結果
1小型加速器等の実用化の可否および実用化予測時期結果
（1）高周波加速小型電子加速器
1）実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
2）実用化時期予測結果
（2）高周波加速小型陽子・重イオン加速器
1）実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
2）実用化時期予測結果
（3）非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器
1）実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
2）実用化時期予測結果
（4）非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加速器
1）実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
2）実用化時期予測結果
（5）′ト型放射光発生装置
1）実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
2）実用化時期予測結果
2　実用化予測時期の総括および研究開発段階
3　他の予測調査結果との比較
Ⅵ一2　先進小型加速器等へのニーズと実用化後に想定される使用、種々の利点
1　先進小型加速器等へのニーズ
2　先進小型加速器等の想定される使用
（1）高周波極限（Wバンド）加速小型電子加速器
（2）超小型陽子・重イオンシンクロトロン
（高周波極限加速小型陽子・重イオン加速器）
（3）非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器
（4）非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加速器
（5）レーザーアンジュレーター（硬Ⅹ線）放射光発生装置
3　先進小型加速器等の想定される複合的な使用
目次6
Ⅶ　先進加速技術の研究開発方策についての具体的提言など
Ⅶ－1加速器科学おける先進加速技術等開発の意義および必要性
Ⅶ－2　先進加速技術等の研究開発に関する米・欧および日本の取り組みなど
1米国および欧州における取り組み
（1）米国
（2）欧州
2　日本における取り組みと課題
Ⅶ－3　先進加速技術等の研究開発方策を考える上での要件のまとめ
Ⅶ－4　実証機開発・普及をめざした研究開発体制の検討
1研究開発体制案
［体制案1：多研究機関参加・研究開発委員会主導方式］
［体制案　2：分散型研究所方式］
［体制案　3：多研究機関参加・政府組織主導方式］
2　研究開発体制案の比較評価
Ⅶ－5　先進小型加速器技術等の研究開発方策についての具体的提言…………・＝………
添付資料I－1先端科学技術動向調査委員会（加速器科学）委員および活動
添付資料I－2　日本の加速器科学関係予算調査
添付資料Ⅱ　　　高エネルギー物理学、原子核物理学関係研究機関略語・加速器など
参考資料1加速器の原理（物理学辞典（改訂版；培風館）より）
参考資料2　加速器の原理と技術の発達史の展望
参考資料3　加速器科学関連用語集
目次7
307
307
309
309
309
312
313
314
316
316
316
317
318
319
321

I　調査の目的・概要およびまとめ

I　調査の概要
I－1調査の背景、目的
科学技術政策研究所（以後、「当研究所」ともいう）の先端科学技術動向調査は、国の科学技術
政策策定に資するため、科学技術の各分野における最先端の研究状況や今後の発展の方向性など
を調査し、必要に応じて具体的な提言を行うことを目的としている。今般の先端科学技術動向調
査においては、加速器科学の共通基盤となっている加速器技術を対象とした。加速器科学とは、
加速器（あるいは加速器で発生させる各種ビーム）を用いた研究分野の全体を総称するものであ
り、また、加速器とは、荷電粒子を電磁気的力により加速する装置をさすものである。
本調査（加速器科学に関する先端動向調査）においては、加速器ビーム利用が進展している物
質・材料科学、生命科学、医療利用分野で要望される高性能な小型加速器の研究・開発を意識し、
加速器の大幅な小型化に寄与するキーテクノロジー（先進加速　術）の抽出を行うとともに、その
墾班星監塾趣を把畳』＿班霊屋星空重畳重量豊墨；圭を旦地とした。その結果、これまでの大型加
速器の基盤技術である高周波加速技術における（研究・開発段階にある）極限的な技術、高周波
加速とは異なる新たな粒子加速原理に基づく非高周波高勾配加速技術や、レーザー・逆コンプト
ン散乱による放射光発生技術が抽出された。（これらを総称して先進加速技術（定義については5
頁参照）と呼ぶ。）また、先進加速技術研究者が極めて少ないこと、米国に比べて組織的な取り組
みが遅れていることなどを踏まえて、先進加速技術研究者の属する多数の研究機関が運営母体機
関の下に参画する共同研究開発方式の体制で、開発段階にある先進小型加速器（小型放射光源含
む）の実証機開発を提言した。なお、本調査は、当研究所に設置した専門家で構成される「先端
科学技術動向調査委員会」の指導の下に行ったものであり、その構成メンバーおよび活動につい
て添付資料胃1に示す。
現在の科学技術において、加速器科学に包含される分野として、高エネルギー物理学（または
素粒子物理学）、原子核物理学、エネルギー科学、物質・材料科学、生命科学、医療利用（あるい
は医学利用）などが挙げられ、学術基礎研究、工学研究・利用あるいは医療利用など民生利用も
含む大きな分野を形成してきていることがわかる（表－I－1－1参照）。また、添付資料I－2
に示すように、本調査の一環として、加速器科学に関する予算のうち加速器設備建設や維持費な
どの大まかな額を把握する調査も実施したが、国の年間予算は700億円を上回る規模になってい
る。三並ら旦迦達墨杜塾三重と貪呈拉星昼転出通運録」』選遡
拉壁究堂珪塵聖進展に髭饗土星三上となを。加速器科学のこの特徴を考えると、基通装置笠ある
加齢：細るいは具適犠盤技術である加速器技術の肝徒開発状況を把　ミし　特に　物胼・材料科学
皇金塾呈」匿塵魁配主よ笠聖堕変型1且」直墓剋旦ある吏旦室民生製麺生麦皇皇畳昼をも左互生萱二
三之∠＿旦之二を払出土塁上上＿魁三」豊里壁窒＿二＿園重量］皺遽辺＿左を医五三と注進豊に重要な選題
である。
これまで、畳謹呈二主を盛絵コ逗遡塵墨蛙」直主星生卓二塾墾掌あるヒ蛙厘壬遜麹彗望遡宏旦
必要性むら胆道旦拉工主星サイクロトロン、シンクロトロンや線形加速器のような高周波（RF：
RadioFrequency：通常「マイクロ波」と呼ばれている）加速器が主であり、現在の先端的研究の
多くは、ある程度高いエネルギーのビームが使用され、それを供給できるものは高周波加速器の
大型のものである（なお、静電加速器なども含めて、加速器の原理を参考資料1．に示す）。我が
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表二I－1－1加速器科学が包含する研究分野と研究内容
加速器科学分野 小項 目
高エネルギー物理学
1ノ．質量起源粒子 （ヒッグス粒子）の探索
2 ．C P 不変性の破れの検証 （B ファク トリー）
3 ．ニュー トリノ質量検証
（素粒子物理学） 4 ．クオーク ・レプ トン間相互作用の精密探査
5 ．クオーク閉じ込めの破れの検証
6 ．超対称粒子の探索、他
原子核物理学
1 ．低エネルギー核物理研究
①原子核 （励起）構造研究
②原子核反応研究 （素粒子核反応研究含まず）
2 ．中間エネルギー原子核物理研究
①不安定原子核 （中性子過剰核、陽子過剰核、超重元素など）研究
②原子核内部構造および原子核内での核力研究
③中性子反応研究 （中性子核物理学）
④中間子反応研究 （中間子核物理学）
3 ．Q C D 原子核物理研究
（》核力および核子構造研究
②クオーク原子核物理研究、他
エネルギー科学
1 ．放射性元素の消滅処理研究
2 ．重イオン慣性核融合研究
3 ．ミューオン核融合研究
4 ．その他 （プラズマ理工学研究など）
物質 ・材料科学
1 ．物質構造解析 （結晶、非晶質などの原子配列構造解析）
2 ．物性研究 （超伝導、磁性など）・電子状態解析 （原子物理を含む）
3 ．物質表面 （界面）研究
4 ．物質材料内の欠陥診断 ・極微量不純物分析
5 ．極限環境下の物質構造 ・物性研究
6 ．ビーム物質相互作用研究 ・照射による改質研究
7 ．新材料開発
①機能性材料創製
②核融合炉材料開発
③原子炉用耐放射線材料開発究
④耐宇宙環境材料 ・半導体などの開発
8 ．ビームによる微細加工 （リソグラフィーなど）研究
9 ．R I核種製造 ・核化学研究 ・放射化学研究、　 他
生命科学
1 ．放射線生物学
①遺伝学研究 （D N A 損傷研究など）
②変異種研究
2 ．細胞生理 ・生体組織機能解明研究 （P E T を用いる）
3 ．構造 （分子）生物学
①蛋白質構造解析
②生体高分子 （核酸、脂質、高分子糖など）構造解析、　 他
医療利用
1 ．がん治療 （電子線、Ⅹ線、陽子線、重粒子線）
2 ．医療用R I製造
3 ．画像診断研究
①心臓冠状動脈造影 （コロナ リー アンジオグラフィー）
②単色Ⅹ線C T 、　 他
その他 1 ．ビーム制御 ・ビーム物理研究
2 ．その他 （自由電子 レー ザー発振、加速器研究など）
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国における高エネルギー物理学や原子核物理学用の大型加速器は、新しい法則・原理の発見、未
知の現象の予測・発見などを世界的な（競争的）共同作業として行うネットワークに組み込まれ
て、世界水準の研究成果を生み出しており、人類の知的資産の拡充に貢献してきている。今後も、
相応な国際的な分担・協力が求められるとともに、我が国がリーダーシップをとる大型加速器施
設も建設され、知的資産の拡充に貢献するものと考えられる。
一方、近年、加速器ビームの利用は、物質のナノメーター以下の原子配列を探る微細構造解析
など物質・材料科学や、ポストゲノム研究の中心の一つである蛋白質やその他の生体高分子の構
造解析（構造生物学または分子生物学）など生命科学、あるいはがん治療や医療診断への利用拡
大が進んできているが、これは、これまでに発展してきた学術研究用のものか、あるいはそれと
基本的には同じ構造の大型加速器を拠点としているものである。物質・材料科学や生命科学は、
産業面あるいは民生利用面における科学技術の基盤となっている分野であり、加速器ビームがこ
れらの分野において、物質の構造やその性質・機能などを探る極めて有効なプローブとして利用
されている。また、逆に言えば、放射光などの加速器ビームの利用拡大が無ければ、これらの先
端的研究の進展は期待できない。医療利用においては、陽子や重イオンビームを使ったがん治療
が、身体的な負担が少なくQOLの観点から優れた治療法であることが認識されつつある。また、
現段階では大型放射光施設でしか研究できていない、ヨウ素静脈注射後の硬Ⅹ線を用いるエネル
ギー差分法による心臓の冠状動脈造影（コロナリーアンジオグラフィー）は、医療診断あるいは
心臓疾病予防の面で画期的な効果を発揮するものと考えられており、一般病院への設置が将来的
な目標とされている。このエネルギー差分法による血管造影は、心臓のみならず脳血管系や全身
の血管系の診断にも使え、高齢化社会の疾病予防にも威力を発揮するものと考えられている。
迦遷墨宣二＝A型剋且拉二塾土工蛙」上空去i往生監聖堂星型塾廷皇塾エビ星型」物量二狂塑型豊
や生命科学あるいは医咄利用～野においては　その′、・野で使用される他の分析機器や詩廿主治糠
麹詮狼と出廷］二を＿と⊥＿透題拉担至塵旦三選遊里太皇盤も旦上皇三三吏互。物質・材料科学や生命科
学研究の更なる発展のためには、その研究領域の広さからすると、いくつかの少ない拠点（セン
ター）ばかりではなく、日本全国の関連するあらゆる研究機関の参加を可能とすることが肝要で
ある。特に、医療面では、優れた治療・診断を全国のあらゆる地域で受けられることが最終的な
目標となる。この観点からすると、逸在聖大聖加速詮拉迄ヒ旦二生壁塾＿＿（彗皇生る宣二二生三星空
ギーがある程度高い）を、非骨に′トさな蝿　‾で実現する、新しい加速器技術山間奄・実刑じか遥
窒皇謹塁上．な2三と上皇。
なお、上の加速器利用の他、低いビームエネルギー領域においては、一般病院での電子線治療
や、工業生産におけるイオン照射やイオン注入による機能性材料の製造などでの利用が普及して
いる。これらは既に広く普及しているものであり、本調査ではこれらの利用については扱ってい
ない。
本調査においては、上に挙げた課題などを踏まえて、最初に掲げた目的とし、以下のような手
順で実施した。
まず、加速器科学が包含する全分野での動向、加速器ビームの利用状況、将来的なビームのニ
ーズおよび現在の主流加速器である高周波加速器に関する研究開発状況を把握する。この際、加
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速器科学各分野での加速器自体の研究開発を行う専門家人材の状況についても把握するとともに、
これまで大型加速器の開発が中心で、高性能な小型加速器が開発されてこなかった背景について
も調べる。（1～4）
1 加速器科学の研究開発の動向と加 加速器科学の全分野における研究開発の動向はどのよう
速器の要件 になっており、各分野で加速器に求められる要件の違い
（Ⅱ章） は如何なるものか
2　加速器専門家人材育成状況と先進 加速器科学各分野での加速器自体の研究開発を行う専門
小型加速器の研究開発 家人材の育成状況と加速器開発の動向との関連はどのよ
（Ⅱ章、Ⅳ章） うになっているか
3　加速器科学でのビーム使用状況、 加速器科学の全分野で各種加速器ビームがどのように使
将来的なビームニーズ
（Ⅲ章）
用され、また、将来的なビームニーズは何か
4 高周波加速器研究開発の現状およ 高周波加速器に関する現状の研究開発課題は何か、また
び小型化に関する技術の限界 加速器の小型化に関する技術の限界はどのようになって
（Ⅳ章） いるか （高周波加速技術で先進小型加速器は可能か）
上の点の把握においては、求める小型加速器（先進小型加速器；定義を次頁に示す）の規模お
よび性能として、以下の目安のものを念頭においた。
大型 高周波加 速器に近い性能 をもつ新 しい小型加速器 の 目安
加速器等 の大きさ　　　　　　　　　 おおよそ縦 5 m X 横 5 m X 高 さ3 m の区域 内に
加速器全体の構成装置が納ま るもの
加速器等 の全重量　　　　　　　　　 おお よそ 10 ton 程度
ビー ムエネルギー
電子エネルギ 　ー　　　　　　　　 1 GeV 程度
陽子 ・重イオンエネルギ 　ー　　　 200 MeV／n 程度
放射光子エネルギ 　ー　　　　　　 30～100 keV 程度 （硬 Ⅹ線）
この目安は、医療利用については、全国いたるところの一般病院への設置を可能とさせる規模、
大学やその他の研究機関あるいは企業では、ごく普通の実験室に（必要に応じて研究室単位ある
いは部門単位で）設置できる規模のものである。なお、当研究所で実施した第5回（1991年）お
よび第6回（1996年）技術予測調査においては、」王室趣致ヱ直監巨＿型遡凸旦超止聖厘
遮坦迦達墨吐転出ヒさ並立」墓剋出遡厘盟異姓旦＿＿建L亘旦」』塑＿旦＿」屋且回迫」という課
題があり、目安としてはほぼ同じものである。
なお、上の1～4の事項の把握において明らかになるが、この目安は、示されている中間エネ
ルギーのビームを供給できる従来型の高周波加速器に比べて、大きさ、重量ともに数分の1～1／10
以下のものとなっている。ちなみに、現在の高周波加速器の場合、電子で1GeV程度のエネルギ
ーを達成するには、Sバンド線形加速器では100m前後の長さのものが、シンクロトロンでは直径
10m以上、重量数10トン程度（東京大学の電子シンクロトロン（既に閉鎖）並み）が必要となる。
また、陽子で200MeV程度のエネルギーを達成するためには、サイクロトロンでは医療用に開発
された最軽量のもので約200トン程度のもの（通常2，000トン程度の大型のもの）が、線形加速
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器では数10mのものが、シンクロトロンでは周長20m～30m程度のものが必要とされる。また、30
～100keV程度の光子エネルギーをもつ放射光については、現在、高エネルギー加速器研究機構
（KEK）のPhotonFaCtOry（PF）やPFARあるいは（財）高輝度光科学研究センターのSPring－8
のような大型放射光施設でのみ発生させることが可能である（Ⅴ章、213頁参照）。また、Ⅳ章に
示すように、現在一般的に使われている大型高周波加速器を構成する確立された高周波技術につ
いては、上記の目安までのドラスティックな小型化は概して困難であり、高周波加速技術のうち
これまであまり研究されていない高勾配のものなども含めて、新たな加速技術の研究開発が必要
となることがわかる。
本調査報告においては、直選遮堕盤笠坐聖但拉太皇⊥室生生を艶と巳姐塾堕証左去堕逝去な迦
達厘彗追基ゴ⊥直麺己旦迦達堕匿を」羞進迦達退避⊥上吏吏」皇旦塵盤拉基＿星止型迦達墨皇」先
進公望迦達墨⊥上吏i。また、⊥先進加速重麺迫＿J…」畳来生之と之＿三上竺之遡塑造王＿と＿国重度聖王
室∠主∃三＝亘も2遊塑造を異な旦昼聖ヱ装置を魁塾；公望但上三塁皇呈堂透遊塑造遜遊歴を全を重
工＿上先進迦達技塾笠」塑型△」畳進止型麹直塾」三上起旦題塑造匪珪垣拉よる公望遊剋並遊立会
虹⊥先進止聖迦達墨…塾＿＿土壁墨こととする。
次に、本調査における主題である、加速器の大幅な縮小に寄与する技術の抽出およびその技術
による小型加速器等（先進小型加速器等）の提案の抽出を行う。
5　先進加速技術等の抽出および先進 ・現在の大型加速器に近い性能をもつ、4 頁の目安規模
小型加速器等の具体案の抽出
（Ⅳ、Ⅴ章）
の、（高性能の）小型加速器を構成する加速技術 （先進加
速技術）にはどのようなものがあるか
・抽出された先進加速技術に基づく小型加速器 （先進小
型加速器）の具体的な提案はどのようなものになるか
また、抽出された先進加速技術に基づく小型加速器の具体案について、研究開発段階を整理す
るとともに、その実現予測時期を把握する。このことにより開発の重点投資対象や開発期間の目
安に関する有用な情報が得られる。
6　先進小型加速器等の研究開発段 各先進小型加速器の研究開発段階 （研究段階か、実証機
階分類　 （Ⅵ章） 開発段階に進めるか）の分類はどのようになるか
7　先進小型加速器等の実現予測 各先進小型加速器が実現する時期はいつ頃になると予測
（Ⅵ章） されるか
更に、先進小型加速器等に関する現在の加速器ビームユーザーの期待（ニーズ）や具体的利用
の方法を明らかにし、それらを考察することで、日本全体のマクロレベルでのメリットも把握す
る。
8 　 先 進 小 型 加 速 器 等 へ の ニ ー ズ
（Ⅵ 章 ）
現 在 の 加 速 器 ビ ー ム ユ ー ザ ー の 、 先 進 小 型 加 速 器 に 対 す
る 期 待 （ニ ー ズ ） の 大 き さ は ど の 程 度 か 、 ま た 、 そ の メ
リ ッ ト は ど の よ う な も の か
9 　 先 進 小 型 加 速 器 実 用 化 が も た ら す 先 進 小 型 加 速 器 の 実 用 化 が も た ら す 、 日 本 全 体 と し て の
マ ク ロ レ ベ ル で の メ リ ッ ト （Ⅶ 章 ） メ リ ッ ト は 何 か
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同時に、先進加速技術の研究開発に対する日本、米国および欧州の取り組みを比較することで、
有効な具体的提言を行う上での示唆を得る。
10　先進加速技術の研究開発に関す 先進加速技術の研究開発 に関 して、 日本、米 国および欧
る日本、米国、欧州の取り組み 州の研究費、研究開発体制 などを比較す るとどの ように
（Ⅶ章） なるか
以上の項目について調査した結果を基に、先進加速技術等の研究開発方策について、具体的な提
言を行う（先進加速技術等の研究開発方策についての提言（Ⅶ章））。
I－2に、上記の1～10に関する結果の概要を、また、それに基づく先進加速技術の研究開発
に関する具体的提言についてはI－3にまとめる。
なお、本調査においては、加速器科学各分野において、ビームエネルギーの高低やビーム強度
について統一された定義がされないまま使われている現状を踏まえ、ビームのエネルギーの高低
およびビーム強度を示すものとして、表－I－1－2および表－I－1－3のような仮の定義を
与えている。加速器科学全般を捉える際には統一的な用語の定義が強く望まれるものであり、表
－I－1－2および表－I－1－3の見直しも含めて今後の議論を期待したい。
表－I－1－2　ビームエネルギーの高低についての仮定義
電子 ・陽子 重イオン
低エネルギー ～ 140MeV ～ 数 10MeV／n
中間エネルギー 140MeV ～ 数 GeV数 10MeV／n ～ 数 100MeV／n
高エネルギー 数 GeV ～ 数 100MeV／n ～
（なお、表中MeV／nは、核子あたりのエネルギーを表す）
壷二＿I－1ー3　ビーム強度の大小についての仮定義
電流値
（多数のパルスを含む平均値）
極小強度 ～ 1nA
小強度 1nA ～ 1〃A
中強度 1〃A ～ 1m A
大強度 1m A　～ 1 A
極大強度 1 A　～
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I－2　調査緒栗の概要
1加速器科学各分野での研究開発の動向と加速器に求められる要件（Ⅱ章）
本調査においては、まず、加速器科学が包含する高エネルギー物理学、原子核物理学、エネル
ギー科学、物質・材料科学、生命科学、医療利用の各分野における先端研究などの動向およびそ
の分野で加速器に求められる要件を調査、整理した（Ⅱ章）。なお、Ⅱ章でのまとめについては、
加速器専門家人材育成状況の観点でも行った。
その結果として、上の各々について、次のようにまとめられる。
表－I－2－1加速器科学の研究開発動向と加速器に求められる要塵
高エネルギ 物ー理学
（素粒子物理学）
研究 ・利用 日的 ：物質の究極的構造、自然界を支配する法則（力）の解明
高エネルギー （フロンティアエネルギー）の粒子 ビームなどを用いて、物質
の究極的構造、自然界を支配する法則 （力）の解明をめざす
ビームへの要求 ：基本粒子が主、フロンティアエネルギー、大強度、高品質
①電子、陽子などの基本粒子や構造が簡単な粒子 ビームあるいは光子ビーム
で、フロンティアエネルギーでの実験や特定の素粒子反応に関する実験がで
きるエネルギーをもつこと
②粒子 （あるいは光子）ビームどうしの衝突で目的とする現象 （反応断面積
が小さい現象）が高い頻度で発生する衝突特性 （大きなル ミノシティ ：大き
なビーム強度および小さいエミッタンス）をもつこと
加速器の要件 ：実績の積まれた加速技術をペ胃スとする大規模なもの
A ．上記②により、ビームの精密な制御のため、技術的な経験が十分有 りビ
ーム特性が良く理解 されている加速技術に基づ く必要がある
B ．これまで十分実績の積まれた加速技術をベースとして、上記①のように
非常に高いエネルギーをめざすため、加速器は大規模なものとなる
原子核物理学
研究 ・利用 日的 ：原子核（核子多体系）の構造や性質の解明
低エネルギーから中高エネルギーの粒子ビームなどを用いて、強い相互作
用で結びつく核子多体系としての原子核の構造や性質およびそれ らが発現
するメカニズムの解明や原子核に様々な粒子を衝突させた際に起こる反応
（核反応）現象の解明をめざす。また、原子核その際に生 じる中間子など
の二次粒子を用いて、様々な物理現象の解明をめざす。（より、本質的には、
原子核の原子核の構造や性質を素粒子物理学が解明する、物質の究極的構
造、自然界を支配する法則 （力）との関連での理解をめざす。）
ビームへの要求 ：多種類の粒子・光子、エネルギー、強度、品質とも多様
①様々な重イオンや陽子、中性子あるいは電子 ビームなどで、低エネルギ
ーから高エネルギーまでの幅の広い領域のエネルギーが使用できること
（反応断面積の小さい現象を捉える場合は）
②ある程度大きなビーム強度を有すること
③長時間 （数時間から数 日）にわたり安定的にビームを供給できること
加速器の要件 ：実績の積まれた加速技術をペースとするやや大型のもの
A ．原子番号の大きな （非常に重い）重イオンを加速する場合や高エネル
ギーの陽子ビームを用いる場合は、高エネルギー （素粒子）物理学研究 と
同様に、技術的な経験が十分有 りビーム特性が良く理解されている加速技
術に基づ く必要があり、加速器は大型のものとなる
B ．上記のように非常にバラエティーに富んだビームを使 うことより、様々
な加速器が使える
（次貢に続く）
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（前頁より続く
表一I－2－1加速器科学の研究開発動向と加速器に求められる葺性
エネルギー科学
研究 ・利用日的 ：核エネルギーの利用研究
加速器で発生させる中間エネルギーの （主として大強度の）粒子ビームを用
いて、原子核の変換 （核破砕、核分裂、核融合など）を起こし、発生するエ
ネルギーなどの利用をめざす。この研究には、放射性原子核の安定原子核な
どへの変換 （消滅処理研究）も含まれる。
ビームへの要求 ：陽子、重イオンが主、中間エネルギー、超大強度、高品質
①陽子あるいは軽重イオンのビームで比較的高いエネルギー （中間エネルギ
ー）で、格段に大きなビーム強度を有すること
②非常に長時間 （数ヶ月程度）にわたり安定的にビームを供給できること
加速器の要件 ：実績の積まれた加速技術をペースとするやや大型のもの
A ．上記の①および漏れビームによる放射化を抑えることなどのためビーム
の精密な制御が必要であり、技術的な経験が十分有りビーム特性が良く理解
されている加速技術に基づく必要がある
B ．これまで十分実績の積まれた加速技術をベースとして、軽重イオンや陽
子などで中高エネルギーのものが必要であるため、加速器は大型のものとな
る
物質・材料科学
研究 ・利用日的 ：物質・材料の構造、性質などの解明、新たな物質の創成
加速器で発生させる粒子ビームや光子ビームを用いて、主に固体物質など
を中心とする物質 ・材料の静的な構造や動的な構造やその変化などの解明
および物質 ・材料のもつ性質が発現するメカニズムの解明をめざす。また、
独特な性質を有する新たな物質 ・材料を創成することなどをめざす。
ビームへの要求 ：ビームの種類、エネルギー、強度、品質とも非常に多様
今後は、動的解析用の超短パルスビームの需要増大
①ビームの種類は目的に応じて、電子、光子 （放射光）、陽電子、中性子、
陽子、重イオンなど多様なものが使用できること
②ビームエネルギーについても、目的に応じて、低エネルギーから中間エ
ネルギーまでのものが使用できること
③ビーム強度についても、目的に応じて、小さい強度から大きな強度まで
のものが使用できること
④ビーム時間構造 （連続、パルス、極短パルスなど）についても、目的に
応じた様々なものを選択できること
加速器の要件 ：できるだけコンパクトで、多種類、多様なビーム供給が可能
A ．物質 ・材料科学研究における加速器は、同時並行的に使用される多く
の実験 ・分析装置の一つにすぎず、できるだけコンパクトなものが良い
B ．上記のように非常にバラエティーに富んだビームを使えること
C ．同一の実験ステーションで複数のビームが供給できるものが望ましい
（物質 ・材料科学研究用の加速器は、他の研究装置とさほど大きさの違わ
ない小型加速器で、様々などームの複合的利用が可能なものが理想的と考
えられる）
生命科学
研究 ・利用日的 ：生命体の遺伝現象、病理、変異現象などの解明
加速器で発生させる粒子ビームや光子ビームを用いて、生命体 （自己再生
化学反応系の進化した姿）に関する最も基本的な遺伝現象、生命再生現象
あるいは生命体の様々な病理、変異現象を解明することをめざす。この分
野は、大別すると、放射線生物学、細胞生理 ・生体組織機能解明研究およ
び構造生物学 （または分子生物学）に分けられる
（次貢に続く）
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表－I－2－1加速器科学の研究開発動向と加速器に求められる要件
生命科学
ビームへの要求：ビームの種類、エネルギー、強度、品質とも非常に多様
今後は、動的解析用の超短パルスビームの需要増大
①様々な重イオンや陽子、中性子、放射光などで、比較的高いエネルギー
（中間エネルギー）までの幅の広い領域のエネルギーが選択できること
②ビーム強度については、目的に応じて、小さい強度から大きな強度まで
のものが使用できること
③ビーム時間構造（連続、パルス、短パルスなど）については、目的に応
じた様々なものを選択できること
加速器の要件：できるだけコンパクトで、多種類、多様なビーム供給が可能
A．生命科学研究における加速器は、同時並行的に使用される多くの実験・
分析装置の一つにすぎず、できるだけコンパクトなものが良い
B．上記のように非常にバラエティーに富んだビームを使えること
C．同一の実験ステーションで複数のビームが供給できるものが望ましい
（生命科学研究用の加速器は、他の研究装置とさほど大きさの違わない小
型加速器で、様々などームの複合的利用が可能なものが理想的と考えられ
る）
研究・利用日的：がんなどの治療、病変や疾病の撮影画像診断
加速器で発生させる主に中高エネルギーの粒子ビームや光子ビームを用い
て、・体への負担の少ない腫瘍（がん）などの治療、・非侵襲的で精度の高
い病変や疾病の撮影画像診断などを行う
医療利用
ビームへの要求：電子、院子、軽重イオン、放射光、エネルギー範囲は比較的
狭い、小強度
放射線（ビーム）治療用加速器
①ビームのエネルギー領域（治療用エネルギ⊥領域）は、電子で～30MeV
程度、陽子で70～250MeV、重イオンで数10MeV／n～数100MeV／nである
②ビームの強度については、数10nA程度
③ビームのエネルギー分解能は0．1％程度以下
核医学用RI標識製造用加速器
①（主に陽子）ビームのエネルギー領域は、30MeV程度まで
②ビームの強度については、数100〃A～1mA程度
診断映像撮影用放射光源
血管造影（アンジオグラフィー）用
①硬X線領域（数10keV程度（ヨウ素K－edgeを使用するものでは33keV）
の光子エネルギーを有すること
②必要な強度で発生できること
単色Ⅹ線CT用
①硬Ⅹ線領域（数10keV～100keV程度）の光子エネルギーを有すること
②必要な強度で発生できること
加速器の要件：できるだけコンパクトで、所定の種類、エネルギ胃のビーム供給
が可能
A．上記の要件を満たすビーム発生が可能であること
B．できる限り小型であること
（建設コストができる限り低い（治療費を低く抑えられる）こと）
（各地の総合病院に容易に導入が可能なこと）
C．立ち上げ、立ち下げが容易にできること
D．安定したビームが取り出せること
E．故障が少ないこと
核医学用のRI標識製造用加速器
F．（望ましくは）治療用の加速器で代用ができること
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各分野における加速器への要件を概観すると、これまで学術研究の必要性から様々な加速器を
開発してきた高エネルギー物理学および原子核物理学研究分野における主たるインセンティブは、
高エネルギー化やあらゆる種類の粒子ビームによる学術研究の更なる進展であり、使用する加速
器は成熟した加速器技術が基礎となるものであり、大規模な高周波加速器でしか現実な対応はと
れないと考えられている。エネルギー科学研究分野の加速器については、ビームの超大強度化に
伴う種々の技術的問題の解決を追求することが現状の課題である。一方、塾笠＿二＿杜粒塾豊堂生金
塾掌理監＿＿＿医遮剋坦壁宏など拉剋盟主也互生堕聖宣二主皇選絵土星迦連星匙三2ヒエ旦主」宣二二廻三
重重さ並五三主と望二堂盟星など蚕遊星I三重堕笠あ旦⊥＿＿往来旦大聖直凰遮迦達墨旦剋旦堪企旦壬
はなく、その分野のニーズにマッチした専用加速器が望まれている。
2　加速器専門家人材育成状況と先進小型加速器の研究開発（Ⅱ章）
加速器自体の研究開発については、これまで学術研究分野（高エネルギー物理学および原子核
物理学）が主として担ってきており、その他の分野には、それぞれの分野のニーズを踏まえて加
速器の研究開発を行う研究者がほとんどいない状況である（表胃I胃2胃2参照）。加速器自体の
研究開発を行う研究者のうち多くを抱える高エネルギー物理学や原子核物理学分野では、1に述
べたように加速器開発が極めて重要な課題になっている。直王室！と里＝塑型呈堂昼三越塑聖堂金
星笠珪壁星空国監置皇墜盤上も＿迦遁墨且佐里生型化を迫丞生る三上王室塵壁窒空屋週埋立去塑
生る＿こ≧∃題建建並旦主上上通建」＿迦達墨且佐里生型但皇道丞］曇適建避腫堪直⊥塾止　また、
超（極）大強度化をめざすエネルギー科学研究分野の加速器についても、上と同様に成熟した加
速器技術が基礎となるものであり、加速器自体の小型化を追求できる段階には至っていなし一。
このような事情により、これまで先進小型加速器の研究開発があまり進んできていないものと
考えられる。また、確立した高周波加速器技術では、ここで目標とする性能を実現することが概
して困難であることも、その理由の一つであると考えられる。なお、日本では、大学の講座で加
速器工学を置いているところは数大学で（その設置もごく近年で規模も小さく）、加速器専門家（開
発者）を十分供給できる体制にはなっていない。
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壷二ユニ呈：二塁＿迦遷墨製掌の各分野での加速器専門家（研究者）人材養成
高エネルギ「物理学
加速器専門家の自給体制
大規模な加速器を建設する必要があり、自ら加速器専門家を養成するとと
（素粒子物理学） もに加速器の設計などを行っている。高エネルギー物理学研究用の加速器は、
共同利用施設 となっており、加速器専門家 （研究者）は、共同利用がスムー
ズに行 くよう加速器の様々な技術的な問題にも対処する。
原子核物理学
加速器専門家の自給体制
大型の加速器を建設する必要があり、高エネルギー物理学と同様に、自
ら加速器専門家を養成するとともに加速器の設計などを行っている。原子
核物理学研究用の加速器は、共同利用施設となってお り、加速器専門家 （研
究者）は、共同利用がスムーズに行くよう加速器の様々な技術的な問題に
も対処する。但し、高エネルギー物理学分野ほどには加速器の専門家はい
ない。
エネルギー科学
加速器専門家の一部自給、主として高エネルギー分野、原子核物理学での養成
にたよる
これまでのところ、原子核物理学用の加速器を使っている場合が多い。加
速器の専門家はそれほど多くない。近未来的には、大強度陽子加速器の建設
のため、加速器専門家不足になると予想される。
物質・材料科学
加速器専門家の養成は、主として高エネルギー物理学、原子核物理学分野
大型の共同利用加速器施設を利用する場合が多い。ユーザーは加速器につ
いては共同利用施設側の加速器専門家に任せきり。加速器専門家は、高エネ
ルギー物理学や原子核物理学分野などで養成される場合が多く、共同利用施
設では利用がスムーズに行 くよう加速器の様々な技術的な問題に対処する。
小規模の加速器施設においては、加速器研究者は少なく、物質 ・材料科学
専用の先進小型加速器を研究する余裕はほとんどない。
生命科学
加速器専門家の養成は、主として高エネルギー物理学、原子核物理学分野
′大型の共同利用加速器施設を利用する場合が多い。ユーザーは加速器につ
いては共同利用施設側の加速器専門家に任せきり。加速器専門家は、高エネ
ルギー物理学や原子核物理学分野などで養成される場合が多く、共同利用施
設では利用がスムーズに行 くよう加速器の様々な技術的な問題に対処する。
小規模の加速器施設においては、加速器研究者は少なく、生命科学専用の
先進小型加速器を研究する余裕はほとんどない。
医療利用
加速器専門家の養成は、主として高エネルギー物理学、原子核物理学分野（－
部組織的な養成開始）
最近医療専用の加速器施設ができてきているが、大型の共同利用加速器
施設を利用する場合も多い。ユーザー （医師）は加速器については、全く
の加速器専門家に任せきり。加速器専門家は、高エネルギー物理学、原子
核物理学分野あるいは民間企業で養成される。一部で組織的な養成が行わ
れている。加速器専門家は、その施設での医療利用がスムーズに行くよう
加速器の様々な技術的な問題に対処 している。
医療用の先進小型加速器を研究する余裕はほとんどない。
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3　加速器科学でのビーム使用状況、将来的なビームニーズ（Ⅲ章）
次に、現状での加速器ビーム使用の状況および将来のビームに対するニーズを把握するため、
調査票による「加速器ビームニーズ等に関する調査（平成11年9月下旬～平成12年1月中旬実
施、調査対象者：主として加速器ユーザー3，076名、回答者553名）」（以後、「ビームニーズ等調
査」ともいう）を実施した。その結果の概要をⅢ章にまとめたが（詳細については、当研究所　調
査資料－76「加速器ビームニーズ等に関する調査結果（2001年6月）」参照）、以下のように要約
される。
（加速器ユーザー：広い分野に拡大）
加速器ビームのユーザーについては、調査対象者を大学、研究機関のホームページなどで収集
し、約3，000名の対象者を選び出したが、その研究分野より推定される分野別分類は以下のよう
に、物質・材料科学が最も多くなっており、また、生命科学・医療利用分野も素粒子・原子核物
理学分野に対して相当な割合になっており、加速器科学が広い分野に拡大していることがわかる。
表－I－2－3　加速器ビームニーズ等調査対　着く推定）研究分野別分
研究分野 対象者数 割合
素粒子物理学／原子核物理学 571 18．6％
エネル ギー科学 115 3．7％
（原子核物理学、物質 ・材料科学 も一部込み）
物質 ・材料科学 1，218 39．6％
生命科学／医療利用 428 13．9％
その他 744 24．2％
（ビーム制御 、 ビーム物理研究、加速器研究など）
総　　 計 3，076 100．0％
（ビーム使用の現状：使用される加速器ビームの多様化、現在の利用状況に必ずしも満足せず）
現在使用中の加速器ビーム、現在（使用したいが）使用できていない加速器ビーム、および今
後使用したい加速器ビームについては図－I－2胃1のとおり。現在使用中の加速器ビームにつ
いては、一次ビーム（陽子ビーム、重イオンビーム、電子ビーム）ばかりではなく、二次ビーム
（放射光（放射光は一次ビームを凌ぐ）、中性子ビーム、陽電子ビームなど）も多く使用されてい
る。将来使用したいビームについてもほぼ同様である。ここで、現在使用している人数に対して、
現在（使用したいが）使用できていない人数は約3割にもなっており、現在加速器ビームを使用
している研究者も、他の種類のビーム利用などで、満足しているわけではないことがわかる。ま
た、現在使用できていない理由については、身近に利用可能なセットアップされた施設がない／
実験測定装置が未整備、装置の持ち込みができない／自分の研究に合致した専用のビームライン
が確保できないなど、の理由の他、ビームタイムの不足などが挙げられている（表－Ⅲ－2－2
参照）。
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種子　　　陽子　　重イオン　　陽t子　　放射光　コヒーレント　中性子　　〟粒子　　中間子　　反陽子　　不安定検　　その他
ビーム　　ビーム　　ビーム　　ビーム　　　　　　　光子ビーム　ビーム　　ビーム　　ビーム　　ビーム　　ビーム
図－I－2－1加速器ビーム毎の現在の利用者数および将来利用希望者数
（要望されるど胃ム仕様：多様化、高度化（高品質化））
加速器科学のすべての分野において、研究や利用の多様化、高度化を反映して、加速器ビーム
に求められる仕様（ビームのエネルギー、エネルギー分解能、径、強度、時間構造など）は、非
常に多様で、かつ、より高品質や時間分解解析が可能な短パルス化をめざすものとなっている（以
下の例）。
表－I－2－4　要望されるビーム仕様の多様化、高度化（高品質化）の例
高エネルギ 物ー理学 ・フロンテ ィアエネル ギーエネルギーでの粒子 ・反粒子衝突実験のため、非
（素粒子物理学） 常に高いエネル ギーで、径 を絞 り込んだ、強度の高い ビームが要求 され る
原子核物理学
・多様 な （不安定な）二次粒子 （不安定原子核 、〃粒子、K 中間子、反 陽
子 など） をより多 く生成 させるため、高エネル ギーで、強度の高い陽子 、
重イオンビー ムが要求 される
物質・材料科学
・極 めて短時間 （ピコ（10‾12）秒、フェム ト（10▼15）秒）に起 こる反応 を調べ る
ため、超短パルス （パルス幅はピコ（10‾12）秒、 フェム ト（10 1ー5）秒程度）の ビ
ーム （放射光や電子 ビーム）が要求 され る
・極 めて小 さな試料や極小領域への照射 を行 うため、極めて細い ビーム （マ
イクロビーム）が要求 され る
生命科学
・細胞あるいは遺伝子部への照射 のため、極 めて細い ビーム （マイ クロビー
ム）が要求 され る
・細胞内での蛋 白質な どや薬物の機能、効果 を調べる動的観察のため、パル
ス ビーム （パルス放射光な ど）が要求 される
医療利用
・治療照射 をオ ンラインで監視 しつつ行 うための、 P E T 核種を含んだ重
粒子 ビームが要求 され る
・画像診断用 の放射光 として、エネルギーの揃 った （単色性の高い）硬 Ⅹ
線が要求 され る。
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4　高周波加速器研究開発の現状および加速器小型化に関する技術の限界（Ⅳ章）
Ⅳ章では、現在の加速器の主流である、高周波加速器を構成する高周波加速技術の現状の研究
開発課題や高周波加速技術による小型化の限界について調査した。
これまでに確立されている高周波加速技術を用いた場合、現在は大型加速器でしか得られない
ビームを、4頁の目安規模まで小型化された加速器で実現することは現実的には困難であること
が認識された。なお、壁窒」雛壇週避迦達珪垂魁…塵吏ヱjも＿＿＿三並星空旦直週遮迦適塞担堰
星皇超え互亘亘堕ヒ旦あ屋＿立聖と立工ゝ」聖三と上墨王迦遷遊饉墨よ塗壁止聖過王」重4宣∠Lと之
之旦上旦∠迦達珪誼塑挙岨
高周波加速器毎のまとめは、以下のとおりである。
表－I－2－5　高周波加速器研究開発の現状および加速器小型化に関する技術の限界
高周波加速器 研究開発の現状、小型化に関する技術の限界
シンクロトロン
（1）電子シンクロトロン
エネルギづロンティア衝突リング
（数10GeV～100GeV）
高エネルギーシンク叫ロン
（数GeV～数10GeV）
中間・高エネ1時やーシンクロトロン
（数100MeV～数GeV）
超大型。開発は一段落。放射光による損失のため、CERNの
LEP　が現実的な限界。
大型のもので開発は一段落。かつて電子衝突リングとして利用さ
れたものが多く、放射光リングへの入射器として使われているも
のもある。
やや大型のもので開発は一段落。放射光リングとして活用されて
いるものがほとんどである。数GeV級のリングは硬Ⅹ線領域まで
をカバーする高輝度放射光源として使われている。
硬X線電子シンクロトロン放射光源の小型化の限界
電子シンクロトロンで偏向電磁石あるいはアンジュレータによ
る放射光発生で硬X線を得るためには数GeV級の電子ビームを
蓄積することが必要。数GeV級の電子を無理に小さい曲率半径で
曲げると、放射光損失が大きくなる技術的困難をかかえる。従っ
て、硬Ⅹ線（同10～100keV）発生には、新たな、レーザー逆
コンプトン散乱（レーザーアンジュレータ）方式などが必要であ
る。
（2）陽子シンクロトロン
エネルギづロンティア衝突リング
（数100GeV～数TeV）
高エネルギーシンクロトロン
（数GeV～数10GeV）
（超）大型。現在の最高エネルギーはFNALのTevatron（シ
ンクロトロンの規模としては、CERNのSPS、DESYの肛RA
とほぼ同じ）。CERNのLEPのトンネルを利用するLHCが次の
エネルギづロンテげ衝突ルグとなる。磁場強度の大きな超伝導電磁石の
開発など必要。
大型のもので開発は一段落。かつて陽子衝突リングとして利用さ
れたものが多く、エネルギーフロンティア衝突リングの前段加速
器となっている場合が多い。QCD原子核物理学関連の研究に使
われている。
（次貢に続く）
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（前頁より続く
壷二L＝旦＝旦＿＿壷屋塵担重畳班究開発の現状および加速　小型化に関する技術の限界
高周波加速器 研究開発の現状、小型化に関する技術の限界
（2）陽子シンクロトロン（続き）
中間エネルギ シーンク可ロン 医療用の 250MeV クラスでは周長約 20m 程度 （小型化はある程度
（数 100MeV～数 GeV）進んでいる）。大強度陽子蓄積 リング （500MeV～1GeV）に用いら
れるものは周長数 10m～数 100m
200M eV 級陽子シンクロトロンの小型化の限界
電磁石の磁場強度 （電流値）の増大、周長が短いことによる電流
の短パルス化、陽子速度の変化に対応する加速空洞における高周
波の周波数変調幅の拡大により、更なる小型化の余地がある （た
だ し、いずれも限界に挑戦する必要あり）。
（3）重イオンシンクロトロン
高エネルギ シーンクロトロン 大型のもので、大型の陽子シンクロトロンと同様に開発は一段落
（数 100MeV／n～100GeV／n）段階にある。
中間エネ／峰やーシンクロトロン やや大型のもので、医療用に使われているものは、周長約 100m
（～数 100MeV／n） ～200m 程度）
200M eV／n 級重イオンシンクロトロンの小型化の限界
（200MeV 級陽子シンクロ トロンの小型化の場合と同様）
電磁石の磁場強度 （電流値）の増大、周長が短いことによる電流
の短パルス化、陽子速度の変化に対応する加速空洞における高周
波の周波数変調幅の拡大により、小型化の余地がある （ただし、
いずれも限界に挑戦する必要あり）。
サイクロトロン
（1）電子サイクロトロン
（マイクロトロン） 主に低いエネルギー （数 10MeV 程度）の電子ビーム発生用に使わ
れており、基本的な開発は終了。最近は、放射光リングへの入射
器 （150MeV 程度の電子 ビーム源）として使われる場合もある。
1G eV 級電子サイクロトロン小型化の限界
現在のマイクロ トロンの電子エネルギーの最大値は約 150MeV
で、その大きさは（2～3）mx（2～3）m の面積に収まる程度である。
マイクロトロンでこれより大きなエネルギーを持つものはなく、
1GeV の電子ビームを発生させるものを構成できるか否かについ
て検討することが必要であるが、可能であったとしても規模 とし
てはかな り大きくなるものと想定される。
（2）陽子・重イオンサイクロトロン
大型サイクロトロン ビームの発散を抑えつつ加速するA V F サイクロトロン（強集束
（～数 100MeV／n）
中型サイクロトロン
型 ：磁石を分割させるなど）。常伝導電磁石を用いる場合は、磁
石重量が 1，000 トンを超える大型のもの。超伝導電磁石を用いる
場合は、磁石重量そのものは小さくなるが、付帯装置としての液
体ヘリウム冷却系が必要。基本的開発課題は終了。
大型サイクロ トロンと同様のA V F サイクロトロンで常伝導電
（～数 10MeV／n） 磁石を用い、数 100 トン程度の重量。基本的開発は終了。
（次頁に続く）
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（前頁より続く）
表－I－2－5　高周波加速器研究開発の現状および加速器小型化に関する技術の限界
高周波加速器 研究開発の現状、小型化に関する技術の限界
（2）陽子・重イオンサイクロトロン
（続き）
小型サイクロトロン 初期のサイクロトロンで、単純なディー構造磁石を用いる。
（～数 MeV／n） 基本的開発は終了。
200M eV 級陽子サイクロトロンの小型化の限界
200MeV 級陽子を加速できるサイクロ トロンは中型のものとな
り、現在の最軽量クラスでも200 トン。目安規模までの小型化は
困難。液体ヘ リウム装置を使 う超伝導化については、医療設備 と
しては負担になる可能性あり。
200M eV／n 鰻重イオンサイクロトロンの小型化の限界
200MeV／n 級重イオンを加速できるサイクロ トロンは大型のもの
となり、目安規模までの小型化は困難。
線形加速器
（1）電子線形加速器
エネルギづロンティア 超大型。できるだけ規模 を小 さくす るためより高勾配 （数
線形衝突器 10MeV／m～100MeV／m）の加速方式 （Ⅹバン ドあるいはK バン ド高
（100GeV～） 周波利用）のものを開発中
高エネルギ 線ー形加速器 大型。 S バン ド高周波 （加速勾配 max20MeV／m 程度）利用のもの
（数 GeV～50GeV 程度）については開発終了。
中間 ・低エネルギー 中型 （数 m～数 10m）のもの。基本的にはL バン ドあるいはS バ
線形加速器 ン ド高周波利用で開発終了。 自由電子 レーザー発振用の高効率、
（数 10MeV～
数 100MeV 程度）
大電流加速のために、超伝導加速管の開発中。
1GeV 級電子線形加速器の小型化の限界
線形加速器で電子を 1GeV 級まで加速する場合、開発済みのS バ
ン ド高周波加速では約 50m、開発中のⅩバン ド高周波加速の 目標
値でも約 20m を必要とし、1GeV 級電子線形加速器の目安規模ま
での小型化は、現在開発中の技術では困難。より周波数の高いW
バン ドを使 うことなどが必要。
（2）陽子・重イオン線形加速器
中間エネルギ 線ー形加速器 大型。数 MeV までの初期加速 （R F Q 加速器）、100－200MeV の前
（～数 GeV 陽子）
低エネルギ 線ー形加速器
段加速 （ドリフトチューブ型加速器）、最終エネルギーまでの主
加速 （結合空洞型）の段階に分けて、加速管形式が異なるものを
組み合わせる。基本的な開発は終了。加速管の超電伝導化などに
より、加速の効率化を図っている。
R F Q 加速器および ドリフ トチューブ型加速器。基本的な開発は
（数 MeV～100MeV 程度）終了。陽子 100MeV級 ドリフ トチューブ型加速器の長さは約 100恥
（次貢に続く）
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（前貢より続く
壷二j二2－5高周波加速　研究開発の現状および加速器小型化に関する技術の限界
高周波加速器 一研究開発の現状、小型化に関する技術の限界
（2）陽子・重イオン線形加速器 200MeV／n級陽子・重イオン線形加速器の小型化の限界
（続き） 陽子の場合の加速勾配は数MeV／m程度であり、重イオンの場合の
加速勾配は陽子の場合より更に低く、200MeV／n 級陽子 ・重イオ
ンを加速する場合は数 10m 以上の長さが必要。目安規模までの小
型化は困難。
5　先進加速技術等の抽出および先進小型加速器等の具体案の抽出（Ⅳ、Ⅴ章）
Ⅳ章において、まだ実用化されていない研究・開発中の高周波加速技術で、これまでの高周波
加速器の限界を超える可能性を有するものとして、以下のものが挙げられた。
表－I－2胃6　先進加速技術等の抽出および先進小型加速　等の具体案の抽出結（1）
高周波極限加速技術
i 高周波極限電子加速（W バンド電子加速）
これまでの高周波 （S バン ド （3GHz 程度）など）に比べて非常に短い波長の高周波 （W バン
ド （90GHz 程度））により極限的に大きな加速電場を得て、高加速勾配を実現 しようとする技術
で、極めて細い加速管製作や加速管材料中の不純物の管理がポイン ト。具体案については、図
－Ⅴ－2 － 1 参照。
ii 超小型陽子（重イオン）シンクロトロン技術
陽子 （重イオン）シンクロ トロンにおいて高周波変調幅の拡大や偏向 （常伝導）電磁石の磁
場の大強度化を極限まで追い求める技術。具体案については、図－Ⅴ－2 －2 参照。
次に、本調査の主題であるところの、新たな加速原理に基づく先進加速技術研究の状況および
その技術に基づく小型加速器の提案について幅広く調査した。これらの先進加速技術は、これま
での高周波加速技術とは異なる原理に基づくもので、高加速勾配が得られるとされるもの（非高
周波高勾配加速技術）であり、加速技術研究においては、これまでのところ、あまり研究されて
いないものである。（が、この調査研究を実施した過去3年間に、山一C　レーザー衝撃波加速（重
イオン）については（世界的に）急速な進展が見られ、短パルス大強度レーザーの薄膜衝撃によ
り数10MeVのエネルギーのイオンが発生することが明らかになってきており、これらの技術の進
展には目が離せない。）同時に、放射光源として、これまでのように偏向電磁石あるいはウィグラ
ーやアンジュレータの交代磁場で電子ビームの進行方向を曲げて発生させる方法ではなく、レー
ザー光の強い磁場で電子ビームを曲げるレーザーアンジュレータ方式（レーザー逆コンプトン散
乱方式）の放射光源も挙げられた。
以上をまとめると、次のようになる。
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表－I－2－6　先進加速技術の抽出および先進小型加速器の具体案の塾坦整墓地
非高周波高勾配加速技術
iii　非高周波高勾配加速技術による電子加速
iiトA　ビーム励起型プラズマ加速
プラズマに電子ビームを当て、励起させたプラズマ波の強電場により電子を短距離で加速す
る。加速電場は、Sバンド高周波加速に比べて～1000倍程度（～数10GV／m）。具体案について
は、図－Ⅴ－2－4参照。
iiトB　レーザー励起型プラズマ加速
プラズマにレーザービームを当て、励起させたプラズマ波の強電場により電子を短距離で加
速する。レーザーによるプラズマ波の励起の仕方はいくつかある。加速電場は、Sバンド高周
波加速に比べて～1000倍程度（～数10GV／m）。以下の種類がある。
①レーザー励起プラズマ航跡場加速　　具体案については、図胃Ⅴ－2－6参照
②レーザービート波励起プラズマ波加速　　　具体案については、図－Ⅴ－2－参照
③自己レーザー励起プラズマ波加速　　　具体案については、図－Ⅴ－2－10参照
iiトC　逆チエレンコフレーザー加速
ガス内で、電子ビームとレーザーをチェレンコフ角で交叉させることにより電子ビームを加
速する。加速電場は、数GV／m程度。具体案については、図一Ⅴ一2－12参照。
iiトD　直交場加速
①レーザー直交場加速
レーザーの磁場成分と同方向に定常磁場をかけ、磁場中性点に電子を捕獲し加速する。加速
電場は、電子が磁場中性点に捕獲される時間による。具体案については、図－Ⅴ－2－14参照。
②プラズマ直交場加速
プラズマ波の進行方向と垂直に定常磁場をかけ、プラズマ波への捕捉を長時間行い、電子を加
速する。加速電場は数10～100GV／恥　具体案については、図一Ⅴ－2－16参照。
掠　非高周波高勾配加速技術による陽子・重イオン加速
iv－A　電子リング加速（陽子・一重イオン）
磁場に捉えられたリング状の電子群内にイオン（陽子や重イオン）を捕獲し、電子リングを
磁場で加速することにより、イオンを加速する。加速電場は数10MV／m（陽子線形加速器の数10
倍）。具体案については、図－Ⅴ－2－22参照。
iv一日　レーザー励起型プラズマ加速（陽子）
プラズマに（プラズマ波より長い波長の）レーザービームを当て、レーザー光のラマン散乱
で発生する速度の遅いプラズマ波の強電場により陽子を短距離で加速する。加速電場は100GV／m
であるが加速距離は数mmで、陽子では150MeV程度が限界か。具体案については、図－Ⅴ－2
－25参照。
iv－C　レーザー衝撃波加速（重イオン）
レーザーを薄膜に当てて、磁場中にプラズマを飛び出させると、発生するアルペン衝撃波に
イオンが捕獲され、加速される。加速電場は、かける磁場が数Teslaの場合、数100GV／m程度。
具体案については、図－Ⅴ－2－27参照。
iv－D　直交場加速（陽子・重イオン）
①レーザー直交場加速
レーザーの磁場成分と同じ方向に定常磁場をかけ、磁場中性点に電子を捕獲し加速する。加
速電場は、イオンが磁場中性点に捕獲される時間による（数10MeV程度）。具体案については、
図胃Ⅴ－2－29参照。
②プラズマ直交場加速
プラズマ波の進行方向と垂直に定常磁場をかけ、プラズマ波への捕捉を長時間行い、イオンを
加速する。加速電場はプラズマ幅による。具体案については、図－Ⅴ－2－31参照。
（次頁に続く）
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亘二王二呈二6先進加速技術等の抽出および先進小型加速　等の具　の抽出　（2）
小型放射光発生技術
V　小型放射光発生技術
レー ザーアンジュレー タ放射光発生技術
レーザー光の強い磁場で電子ビー ムを曲げ放射光を発生させる （レー ザーアンジュレー タ方
式 （レー ザー逆コンプトン散乱方式））放射光源。低い電子エネルギーで高い光子エネルギーの
放射光の発生が可能。具体案については、図－Ⅴ－2 －35参照。
なお、Ⅴ小型放射光発生装置の電子ビーム源として、Ⅹバンド（11GHz程度）電子加速が挙げ
られた。Ⅹバンド電子加速器については研究開発が行われており、今後実証機レベルの開発へ移
行してゆく段階にあり、その実用機は、小型放射光発生装置用の電子ビーム源として使われるこ
とが予想される。
以上挙げられた先進加速技術等で実現される小型加速器等の全体装置および実現のための技術
課題を調査し、非高周波高勾配加速技術および小型放射光源技術による小型加速器および小型放
射光源に関する提案を試案としてまとめた。
6　先進加速器技術等の研究・開発段階分類
今回の調査において抽出した先進加速技術に基づく小型加速器等について、現時点での研究開
発状況から、研究段階にあるものと、実証機をめざす開発段階に進めるものを分類すると以下の
ようになる。
表－I－2－7　先進小型加速器等の研究・開発段階分類
先進小型加速器等 段階分類
i 高周波加速小型電子加速器 研究段階
（高周波極限電子加速 （W バン ド電子 ・原理実証がなされていないため、原理実証を
加速）技術による） めざす基礎的な研究が必要
五　 高周波加速小型陽子・重イオン加速器 開発段階
（超小型陽子 （重イオン）シンク可ロン ・基本的には、シンクロ トロン技術について限
技術による） 界に挑戦するもので、外挿が可能 （ロシアの研
究所では、実際にモデル機を製作 した）
通非高周波高勾配加速技術による小型電 研究段階（左記全て）
子加速器 ・開発に進むための原理実証データが不十分で
山一A　 ビーム励起型プラズマ加速器 あり、原理実証をめざす基礎的な研究が更に必
嵐－B　 レーザー励起型プラズマ加速器 要。（ただ し、プラズマにレーザーを当て、電
山一C　逆チェレンコフレーザー加速器 子を飛び出させるレーザー ・プラズマカソー ド
山一D　直交場加速器 については開発段階。）
料非高周波高勾配加速技術による小型陽 研究段階にあるもの
子 ・重イオン加速器 わ Bー レーダ 励ー起型プラグマ加速器
由一A　電子リング加速器（陽子・重イオン） 料－D 直交場加速器
料一B　レーダ 励ー起型プラス．マ加速器 （陽子） については研究段階
料一C　 レーザー衝撃波加速器 （重イオン） ・原理実証がなされていないため、原理実証を
料一D　直交場加速器 （陽子 ・重イオン）
（料の欄続く）
めざす基礎的な研究が必要
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表－I－2－7　先進小型加速器等の研究・開発段階分類
k 非高周波高勾配加速技術による小型陽 開発段階にあるもの
子 ・重イオン加速器 料－A 電子 リング加速器
料－A　電子 リング加速器 （陽子・重イオン） 料－C レーザー衝撃波加速器 （但 しイオン源 とし
料胃B　レサや－励起型プラスやマ加速器 （陽子） ての利用）
料－C　 レーザー衝撃波加速器 （重イオン）については開発段階
料胃D　直交場加速器 （陽子 ・重イオン） ・電子 リング加速器については、ロシアでの実
（続き） 績あり
・レーザー衝撃によるイオン飛び出しについて
は、昨年、世界の3 研究機関で実証された
Ⅴ小型放射光発生装置 開発段階
レザ ヰーアンジュレータ放射光発生装置 ・構成する機器は、大きくわけて低エネルギー
電子ビーム源とレーザー装置になるが、電子ビ
ーム源、レーザー装置ともに、ビームの絞込み
の限界に挑戦 しつつ実現をめざす
7　先進小型加速器の実現予測（Ⅵ章）
抽出された先進小型加速器の実現予測調査（「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する
開発予測調査（平成10年11月初旬から平成11年1月中旬実施、調査対象者：加速器研究者452
名、回答者90名）」）を実施した。この調査では、先進小型加速器等の具体案およびその実現のた
めの技術課題を加速器研究者に提示しつつ、その実用化時期を質問し、その結果をⅥ章にまとめ
た（詳細については、当研究所　調査資料－61「ブレークスルー技術による小型加速器等に関す
る開発予測調査結果（1999年5月）」参照）。結果概要を以下に示す。なお、実用化時期について
は、調査時点（1999年）より5年刻みで30年後までのいずれの期間で実用化するかの回答を求
め、回答分布の中央値とした。この予測調査の概要は以下（表－I－2－8を含む）のとおりで
ある（Ⅵ章参照）。
iおよび正のものは、高周波加速技術に属する技術であるが、これまでにほとんど研究・開発
されてきていない技術を極限的に追求するもので、加速器研究者においては比較的取り組みやす
いものであり、2012～2013年頃の実用化が予測されている。また、1990年代に入りレーザー技術
の急速な進展とともに注目されてきているレーザー励起プラズマ電子加速技術については2014
年頃の、硬Ⅹ線を発生させることのできるレーザーアンジュレータ放射光装置については2008年
頃の実用化が予測されている。なお、料の非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加
速器については、加速器研究者においてもなじみの薄いものであり予測時期を得られた回答数が
少なく、実用化時期の算定はできていない。これらの技術については、研究者そのものがあまり
に少なく原理実証を行う必要があるものと考えられる。が、急速な進展が見られるものもあり機
動的に研究に対処する必要がある。
壷二＿I二呈二旦一基墜生型迦重器等に関する実用化予測調査結果
先進小型加速器等 実用化予測時期
i　 高周波加速小型電子加速器 2012 年頃
（高周波極限電子加速 （W バンド電子加速）技術による）
（次貢に続く）
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表二＿＿I－2－8　先進小型加速器等に関する実用化予測調査結果
先進小型加速器等 実用化予測時期
五　 高周波加速小型陽子 ・重イオン加速器 2013 年頃
（超小型陽子 （重イオン）シンク可ロン技術による）
嵐　 非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器
2013 年頃山一A　 ビーム励起型プラズマ加速器
通－B　 レーザー励起型プラズマ加速器 2014 年頃
通－C　逆チェレンコフレーザー加速器 －
嵐－D　直交場加速器 －
料　 非高周波高勾配加速技術による小型陽子 ・重イオン加速器
－わ Aー　電子 リング加速器 （陽子 ・重イオン）
料－B　 レーザー励起型プラズマ加速器 （陽子） －
わ Cー　 レーザー衝撃波加速器 （重イオン） －
わ Dー　直交場加速器 （陽子 ・重イオン） －
Ⅴ　 小型放射光発生装置
2008 年頃Ⅴ－A　 レーザーアンジュレータ放射光発生装置
（実用化予測時期の胃は、サンプル数過小のため算定できなかったことを示す。）
8　先進小型加速器等へのニーズ（Ⅵ章）
抽出された先進加速技術による具体的な小型加速器等の提案について、ビームニーズ等調査の
際に、ユーザーにその開発メリットを質問した。その結果をⅥ章に示すが、概要は以下のとおり。
先進小型加速器等の各々に対して、回答者が自身の研究用の装置として、メリットを感じるか
否かを質問したところ、その結果は、以下の図－I－2－2に示すとおりであった。
?
??????
??????????
??????????
高周波加速
小型電子
加速器
高周波加速
小型陽子・重イオン
加速器
小型電子　　　　　　小型陽子・重イオン
トト290
小型放射光発生装置
（レーザーアンジュレ一一タ
放射光発生装置）
図－I－2－2先進小型加速器等へのニーズ（自身馳埜吐圭塵重畳班塞宣教）
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また、具体的なメリットは表－I－2－9のとおりであった。先進小型加速器等に自身の研究
上メリットを感じると回答した者（205名：重複回答のため図－I胃2－2では290名）は、全
回答者（553名）のうち約37％に当たっている。この結果は、先進小型加速器等の開発が直接的に
利益をもたらさない高エネルギー物理学、原子核物理学あるいはエネルギー科学研究者を含めて
のことと考えると、開発ニーズが相当に高いものであることを示しているといえる。特に、 小型
逸塑造装置＿上と二里＝ヱ∠之三と二皇遊敏光装呈塾⊥止聖塵王＿二重土互と迦達墨会旦園畳三二重重き
直上二。前者は生命科学、物質・材料科学での利用、後者は医療利用を意識したものと考えられる
（表－I－2－9参照）。
表－1－2－9　先進小型加速器等の実用化によるメリット
i高周波極限（W バンド）加速小型電子加速器 （高周波加速小型電子加速器）
・小型 の電子 、陽子加速器、放射光発生装置が実用化できれば企業の研究所 レベルで多様 な研
究が可能 となるばか りではなく、工場や病院等で産業 レベル の利用が可能 とな り、社会的貢
献度が大きい。
・小型 な らば省スペースが可能であ り＼ 各研究者の独特の発想 を生か した周辺設備 の構築が可
能 となる。
・複合 ビームを利用 した研究においては、限 られたスペースに多 くの複合 ビーム源 を置 くこと
が重要であ り、小型加速器 のメリッ トは大きい。
・′J、型化 による加速器 建屋建設 コス ト、放射線遮蔽 コス トが低減す る。
・各地方大学や民間研 究所等、小規模な大学 ・研究機 関に導入 でき、多様 なビー ム利用が展開
できる。
・加速器 ビー ム物理、 ビーム加速の研究対象 として研究意欲 を起 こさせ るメ リッ トがある。
・これ らの開発は、同時に素粒子物理学研究用大型超高エネル ギー加速器開発へのブ レークス
ルーをもた らす。
他
ii超小型陽子シンクロトロン（高周波極限加速小型陽子 ・重イオン加速器）
（上の高周波極限（W バンド）加速小型電子加速器 （高周波加速小型電子加速器）でのメリットの他）
・陽子 ・重粒子加速器 を小型 にできるな らば、治療 ・診 断ビーム発生器 として現実的な規模 と
な り、病院併設がよ り容易にな る。
・陽子や重粒子 による治療費の大幅低減 に寄与す る。
・超小型陽子加速器 により固体 ターゲ ッ ト照射が可能 にな り、病院施設等 において も固体ター
ゲ ッ トによりラジオアイ ソ トー プの製造が可能 となる。
・陽子加速器 の小型化によ り、国内10ヶ所以上に ミュオ ンビームを発生できる施設できれば、
ミュオンの利用が広 がることが期待できる。 （ただ し、パイ中間子、ミュオンが十分な量発生
で きるよ うに ビームエネルギー は500MeV程度、陽子 ビーム強度 は100〃A程度あるこ とが望ま
しい）
・生物実験専用 として使 えれ ば研究効率が大巾に上昇す ると考え られ る。
他
iii非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器
高周波極限 （W バン ド）加速小型電子加速器 （高周波加速小型電子加速器）に同 じ
iv 非高周波高勾配加速技術による小型陽子 ・重イオン加速器
超小型陽子シンクロ トロン （高周波極限加速小型陽子 ・重イオン加速器）に同 じ
（次頁に続く）
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表－I－2－9　先進小型加速器等の実用化によるメリット
Vレーザーアンジュレータ放射光発生装置
・小型放射光の場合、現状では10keV以上の高エネルギーⅩ線を得ることが不可能である。もし、
ハードⅩ線が小型放射光装置で実現できれば大きなブレイクスルーを生む。
・蛋白構造解折で必要だが通常使用できない実験が出来る。35keV付近に吸収端を持っキセノン
を加圧して結晶中に入れ多波長異常分散法で構造を分析したい（ビームラインに制限があっ
て、今まで出来ていない）。
・研究室レベルで第三世代放射光より輝度も強度も高いビームを得られれば、蛋白質等生体高
分子集合体の研究に多大な恩恵をもたらすであろう。
・一般の実験室で良質のⅩ線吸収スペクトルが測定できるようになり、汎用の構造解析手段と
しての利用・応用や研究が飛躍的に拡がる。
・通常の放射光施設の共同利用を前提とする運用形態とは全く別の実験室感覚の利用が可能で
あり、そのため行おうとする測定の内容やその質を変える可能性が考えられる。特に材料研
究のように試料作成とのフィードバックを頻繁に必要とする分野では効果は大きい。
・放射光実験施設が多く設置されるようになれば地理および時間的な要因による試料の劣化が
防げるようになると考えられる。
・強度が強く、時分割、その場観察が高いレベルで可能となる。
・現在放射光は共用性が高いが小型化することにより単独の目的に放射光をシステムの一部と
して利用することができる。それにより放射光を組み込んだ高度のシステムを作ることがで
きる。
・全国に多数配置されることになれば放射光の利用者も増え、量の拡大は質の変化をもたらす
と考える。
・精密加工（X線リソグラフィー）において超高密度集積回路、メモリーに新しい最先端テクノ
ロジーとなる。
・日本の各地で小型放射光装置のニーズが高まっている。特にX線発生可能な小型装置が開発さ
れれば非常に大き′なimpactがあると考える。
他
これらの先進小型加速器等実用化の一次的、派生的なメリットとして以下のものが、挙げられ
た。
表－I－2－10　先進小型加速器等実用化の一次的、派生的メリット
（一次的）
・小型化により加速器等自体の値段および運転経費が安くなる
・収納する施設が小型化され、放射線遮蔽区域も小さくなる
・幾種類かの小型加速器等の導入が容易になる
（派生的）
・病院などにおける医療 （診断、治療）利用が進展する
・物質 ・材料科学での高度利用や産業利用 （半導体加工など）が進展する
・生命科学関係での高度利用が進展する
・民間研究所や各地方大学 （場合にまっては研究室単位で）での導入が進展する
・数種類の小型加速器等による複合ビーム利用研究が進展する
・大学の実験室にて学生の授業あるいは大学院生の研究に使われ、授業や研究のレべ
ルの向上に役立つ
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9　先進小型加速器等の実用化がもたらすマクロレベルでのメリット（Ⅶ章）
上に挙げられたメリットは個別的なものであるが、日本全体としてみると、次のようなマクロ
レベルでの効果が期待できる（Ⅶ章）。
0　加速器偏在の解消による先端研究機会均等化および地域での研究水準の向上
現在、大型加速器は地域的に偏在しており、現在大型加速器を用いてしか研究できない先端研
究の実施面での実質的機会不均等が生じている。（利用機会については平等であるものの遠隔地
からの出張利用には、研究実施への躊曙をもたらす。）この機会不均等を是正する上で、大型加速
器に近い性能を持っ先進小型加速器等の実用化は、大きな役割を果たすこととなる。先進小型加
速器等の身近な場所への設置は、先端研究への参加を容易にし、これまで大型加速器がなかった
地域での研究水準の向上に寄与し、結果として日本全体の先端研究水準の向上にもつながる。
0　日本の物質・材料科学や生命科学研究水準のトップランナー化への寄与
物質・材料科学や生命科学はその研究対象数が膨大である。例えば、ポストゲノム研究の中心
となる構造生物学が扱うべき蛋白質や生命体高分子の数は極めて多い。これら膨大な数の対象を
扱う場合、日本のあらゆる地域の参加可能な研究機関を動員した研究実施体制が必要となる。先
進小型加速器等の実用化は、このような日本全体で実施すべき研究の基礎的ツールとなるもので
あり、今後、日本がより積極的に取り組む物質・材料科学、生命科学分野で世界のトップランナ
ー化に寄与するものとなる。この場合、大型加速器施設は、センターとしての機能を果たすこと
は言うまでもない。
○　高度先進医療の全国的な普及による活力ある高齢化社会達成への寄与
今後急速に進む高齢化社会においては、高齢者が健康で活力ある生活を行えるようにすること
が重要であり、そのための疾病予防や体への負担の少ない高度先進医療を普及させて行くことが
大切である。先進小型加速器等の実用化は、心臓のみならず脳や腹部の血管系の診断を身体的負
担が少なく行えるアンジオグラフィーや、同様に、外科手術に比べて身体的負担の少ない重粒子
線治療を日本のあらゆる地域で普及させることに大きく寄与する。
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10先進加速技術等の研究開発に関する米国、欧州および日本の取り組み、課題（Ⅶ章）
現在の日本では、極めて少ない予算で個別単発的に先進加速技術等の研究が行われているのが
実状であり、その発展性を考えるとこれらの先進加速技術等をまとめて研究開発してゆくことが
必要である。米国においては、既に15年にわたりこれらの先進加速技術研究をエネルギー省のプ
ロジェクトとしてまとめて推進してきており、その知識の蓄積には大きな差が出てきている。し
かし、米国においては、先進加速技術等の研究開発を、高エネルギー物理学研究用の加速器の規
模をこれ以上増大させずにエネルギーフロンティアをめざせる技術の開発として実施しており、
これらの技術の物質・材料科学や生命科学あるいは医療利用などへの適用については、あまり意
図されていない。（Ⅶ章）。
表－I－2－11先進小型加速器等の研究開発に　する日・米・欧の取り組み
日本 米国 欧州
研究費 年間 1億円程度 年間＄12．5M（1999）
エネルギー省が担当 （但
し、高エネルギー加速器
の規模 を変えずに性能を
上げる技術に特化）
研究体制 研究者個人の興味の範囲 1985 年よりエネルギー省 研究者個人の興味の範囲
内での研究が主 の主導で、傘下の国立研 内での研究が主
究所に分担させて実施 英国、フランス、ロシア
など
定期 的 な研 公的なものはない ”Workshop on Advanced ／
（研究者は、左の米国の究発表の場 （研究者は、右の米国の Accelerator Concept”
ワークショップを利用） （ェネル ギー省 （High
Energy Physics Division
の　Advanced　Technology
R＆D Group）がスポ ンサ
ー；2000 年で9 回となる）
発表論文数
6th 1994　‥72
7th 1996　‥87
8th 1998 ・101
ワークショップを利用）
概略 少ない予算で個別離散的
国内での議論の場もない
まとまった額で組織的 個別離散的
この事情を考慮すると、日本がこの分野における知識の蓄積水準を高めるとともに、先進加速
技術等の研究開発を物質・材料科学や生命科学あるいは医療利用などへの適用を目的とし、世界
的にリーダーシップを取って行くためには、
・個別独立的な進め方ではなく、知識の相乗効果が期待できる、研究者をネットワーク化した研究開発
体制を構築すること
・先進加速技術等研究開発費の絶対額を大きく増加させること
（米国では、電子に関する先進加速技術のみで約‡12．5M＝約14億円ノ年）
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・実証機の開発が可能であるものへの重点的投資
が急務である。最初の事項は、日本における先進加速技術等の研究者が極めて少ない（数10名程
度でリーダーシップをとれる研究者数はごくわずかである）ことからも必要条件となる。
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I－3　先進加速技術等の研究開発方策についての提言
以上の調査のまとめとして、先進加速技術等の研究開発方策に関する提言は以下のようになる
（Ⅶ章）。
重点的実証機研究開発
・以下の技術による小型実証機開発に重点的に投資すること（Ⅶ章、315～319貢参照）
・超小型 陽子 ・重イオンシンクロ トロン技術
・レーザー衝撃加速 （但 し、イオン源 としての利用）
・レーザーア ンジュレー タ放射光発生技術
実証機研究開発体制
・運営母体となる組織を軸に、主導的研究者の所属する多数の研究機関が柔軟に参加でき、必要とさ
れる（最先端のものを含めたあらゆる）知見や技術を生かすことができる体制（以下の、［多研究機関
参加・研究開発委員会主導方式］など）で進めること
政府
（文部科学省）
（運営母体組織）
先
研究屏
進力口達技術等
司発委員会 （仮称）
先進加速技術等
研究開発評価委員会
（仮称）
研究開発拠点1 研究開発拠点　0
研究開発拠点　m 研究開発拠点　n
［多研究機関参加・研究開発委員会主導方式］
先進加速技術研究者の属するいくつかの研究機関（独立行政法人、特殊法人、大学など）に開
発に参画してもらい、先進小型加速器の使用目的に沿った全体系総合技術調整および研究開発に
関する諸々の事務を特定の公的非営利組織（独立行政法人、特殊法人あるいは財団法人などで、
先進加速技術研究者を有し、目的に適する組織；以下、「運営母体組織」という）が一括して行う
ものである。この際、運営母体組織に設置される「先進加速技術等研究開発委員会（仮称）」（以
後、「研究開発委員会」という）が横断的な技術的検討、運営母体および各研究機関で分担される
具体的個別研究計画の作成、予算要求原案作成および進捗管理などを行い主導して進めてゆくも
ー29胃
のである（上図参照）。この研究開発委員会のメンバーは、運営母体組織の研究者、参加する各研
究機関の研究責任者、各研究開発拠点の責任者および関連専門研究者から構成される。
開発する先進加速技術に精通した研究者の提案などを基に、放射線管理などの安全関連業務サ
ービスなどを受けることのできる研究開発拠点を決める。この際、各研究開発拠点施設を有する
研究機関は、研究開発委員会への協賛機関として（あるいは当該組織との何らかの協定、契約に
より）施設の利用などへの協力を行うものとする。各研究開発拠点の責任者は、その研究開発拠
点施設を所有する機関以外の者でも可とする。これは、先進加速技術等の専門家が少なく、適当
な施設があるものの適当な責任者がいない場合が一般的であると考えられるからである。この際、
必要に応じて、研究機関どうしの協力協定を結ぶものとする。
先進加速技術等研究開発に関する計画については、当該組織に独立して設けられる「先進加速
技術等研究開発評価委員会（仮称）」の意見を反映させた上で、研究開発委員会において決定し、
当該組織がそれに基づく予算要求および実行（契約関連諸事務手続き；必要があれば任期付き博
士研究員の採用手続きも含めて）を行う。研究開発委員会は、定期的に研究開発に関する技術的
な問題点を中心に実務的な会合を持ち、各研究開発拠点の状況を把握しつつ、責任者あるいは研
究開発グループ間の意見交換を実施し、必要があれば研究開発計画の変更を行う。
なお、各研究開発拠点では、若手研究者（大学院生、任期付き博士研究員、大学の助手クラス
あるいは独立行政法人、特殊法人などの若手研究員）および海外招碑研究者の受け入れに協力す
る。
基墾堅塁と空重透
・以下の先進加速技術などの基礎研究を連携して進めること
高周波極限加速技術
高周波極限（Wバンドなどによる）電子加速
非高周波高勾配加速技術による電子加速
ビーム励起型プラズマ加速
レーザー励起型プラズマ加速
逆チェレンコフレーザー加速
直交場加速
非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加速
レーザー励起型プラズマ加速（陽子）
直交場加速（陽子・重イオン）
班霊園重量差
・先進加速技術研究開発予算を年間10数億円程度（米国並み）に増額してゆくこと
なお、上の具体的提言にあたり、考慮した点は、
A．先進加速技術等の研究者数が限られ、かつ、分散している
B．米国よりもスタートが遅れており、研究開発投資の効率化が必要
－30一
C．比較的高いエネルギーのビームを扱うため、必要な放射線遮蔽対策が取られること
であり、このことから研究開発方策を考える上での要件として、10（25～26貢）に述べたものの
他、次のものが挙げられる。
・普及をめざした必要な人材（先進加速技術等の専門家）の育成
・世界の最先端研究者との意見交換、世界的な視野での定期報告会およびレビュー
・既存施設などの有効利用（研究開発費の有効投資）
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Ⅱ　加速器科学の動向と加速器
Ⅱ－1各分野での動向および加速器に求められる要件
1高エネルギー物理学
（1）研究の動向
（参考文献［Ⅱ1a］、［Ⅱ1b］、［Ⅱ1C］、［Ⅱ1d］、［Ⅱ1e］、［Ⅱ1f］、［Ⅱ1g］、［Ⅱ1h］、［Ⅱ1i］により
まとめる）
高エネルギー物理学は、素粒子理論と連携しつつ、高エネルギーの粒子ビームを用いた実験に
より、物質の究極的構造、自然界を支配する法則（力）の解明をめざすものである。以下、簡単
に素粒子理論と現在の高エネルギー物理学の課題に触れる。なお、高エネルギー物理学関係研究
機関略語および高エネルギー加速器については、添付資料Ⅱに説明する。
1）標準理論の形成と検証課題
これまでに世界の研究機関により行われた高エネルギー電子（陽電子）あるいは陽子（反陽子）
を用いた種々の実験により、ゲージ理論に基づく標準理論（StandardModel）が成功を収めてき
ており、それを非常に簡略化して述べると、以下のようにまとめられる。
標準理論は、電磁相互作用と弱い相互作用が統一された形で記述される電弱理論（Electroweak
Theory）と、強い相互作用を記述する量子色力学（QCD：Quantum ChromoDynamics）とで構成
される。標準理論における基本粒子（素粒子）は、6種類のレプトンと6種類のクオークであり、
これらのレプトンおよびクオークは各々3世代に分類される（表－Ⅱ－1－1参照）。それらの基
本粒子間の相互作用を媒介するものがゲージ粒子（ゲージボソン）といわれるもので、光子、3
種のウィークボソン（W±ボソン、ZOボソン）（電弱理論でのもの）及び8種類のグルーオン（Q
CDでのもの）がある（表－Ⅱ－1－2参照）。
墨二旦＝1二L塵整理塵⊆お蛙昼塾墨拉壬
基本粒 子 電荷
（単位 e）
第 1世代 第 2 世代 第 3 世代
レプ トン
－1 e 〃 T
（電子） （ミューオン） （タウ）
0 V e γ〝 V で
（電子ニュートリノ） （〝ニュー トリノ） （てニュー トリノ）
クオー ク
2／3 u C t
（ア ップ） （チ ャーム） （トップ）
－ 1／3 d S b
（ダ ウン） （ス トレンジ） （ボ トム）
電弱理論は、電荷間に働く力（電磁相互作用）及びβ崩壊などを引き起こす弱い相互作用とを
統一的に記述するものであり、ゲージ対称性の自発的破れ（ヒッグス機構）を伴うゲージ理論に
基づいている。この理論では、基本粒子間の電磁相互作用は質量をもたない光子が交換されるこ
とにより、また、弱い相互作用は3種のウイークボソン（W±ボソン、ZOボソン）が交換される
ことにより生じると理解されている。また、3種のウイークボソンは、対称性の破れ（ヒッグス
機構）により質量をもつとされ、これまでの実験結果からW±ボソンで約80GeV／C2、ZOボソンで
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表－Ⅱ－1－2標準理論における対象相互作用とゲ二二ジ粒子
力 力の種類 関係する 相互作用を媒介する
（相互作用） 基本粒子 ゲージ粒子
電磁力
（電磁相互作用）
遠隔力 電荷をもつもの 光子
弱い力 極短距離力 レプトン、クオーク ウイークボソン
（弱い相互作用） （W ±、ZO）
強い力 短距離力 クオーク グルーオン
（強い相互作用） （g ：8種類）
約91GeV／C2の質量をもっていることが明らかにされた。ゲージ粒子の大きな質量が弱い相互作用
を極短距離力（10Ilh程度の範囲で作用する）にしている。
QCDは、クオークの複合粒子とされるハドロン間の強い相互作用を記述するものであり、色
の自由度によるゲージ理論（ゲージ対称性の自発的破れ（ヒツグス機構）を伴う））に基づいてい
る。ハドロンとは、中間子（メソン）および陽子、中性子などの重粒子（バリオン）の総称であ
り、中間子はクオークと反クオークの対（鋼）で、また重粒子は3つのクオーク（ヴ朋）で構成
される。また、6種類のクオークは、各々が3つの（便宜上、赤、青、緑の3色で表す）自由度
をもつとされる。この理論では、6種類のクオーク間の強い相互作用は、8種類の質量をもたな
いグルーオン（ゲージ粒子）を交換することにより生ずると理解されている。クオーク間力は、
遠距離で強く近距離で弱いという漸近的自由性をもつとされており、これが、rクオークは、ハド
ロン内部には存在するが単独では取り出せない」とする「クオークの閉じ込め」の性質に関係が
あると考えられている。この漸近的自由性により、強い相互作用（いわゆる核力）は短距離力（10－15m
程度の範囲で作用する）になっていると理解されている。
標準理論が形成されるにあたり、高エネルギー加速器が関与してきた過程を表－Ⅱ－1胃3に
簡単にまとめる。これらの高エネルギー実験は、電子・陽電子衝突、電子・陽子衝突および陽子・
反陽子衝突によるものである。これらの高エネルギーの衝突実験を行う大型のシンクロトロンあ
るいは大型の線形加速器を衝突器（Collider）と呼んでいる。
標準理論はこれまでの高エネルギー実験の結果と矛盾しないものであるが、現在、高エネルギ
ー物理学が直面する課題の一つに、この理論が記述するゲージ対称性の自発的破れ（ヒッグス機
構）に基づくクオーク、レプトンおよびゲージ粒子の質量発生機構の検証がある。標準理論では、
真空の対称性の破れにともない真空中に凝縮したヒッグスボソン（ヒッグス粒子）は、弱い相互
作用を媒介するウイークボソンとは弱い相互作用をし、その結果ウイークボソンは質量を獲得し、
また、クオーク、レプトンとも湯川型の未知の力（この力は標準理論の枠内では決められない）
で相互作用し、同様にクオーク、レプトンは質量を獲得する、としている。すなわち、ヒツグス
ボソンは質量の起源を説明する基本的な粒子と考えられており、その実験的検証が質量の起源を
解明することであり、標準理論の検証に残された最も大きな課題となっている。しかし、ヒッグ
スボソンの質量はヒッグスボソン同士に働くヒッグス相互作用の結合定数により決まるため、標
準理論ではヒッグスボソンの質量を予言することはできないとされている。また、ニュートリノ
が有限の質量を持つかどうかについても決められず、その他にも決められないパラメーターが多
くあるため、標準理論を包含する理論が必要であるとされている。
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表－Ⅱ－1－3標準理論の成立の過程とその実験坦重畳の歴史
年 発　 表　 内　 容　 な　 ど
1964 ・Murray Gell－Mann （C I T （カリフォルニア工科大学））とGeorge Zweig （C
I T 、C E R N （欧州合同原子核研究機関））が、各々、8 重項を成すバ リオン
（重粒子）およびメソン （中間子）が （u 、d 、S ）の3 つの基本粒子 （クオー
ク）で説明できるとするアイデアを提出。
・Sheldon Glashow とJames Bjorken （S L A C （スタンフォー ド線形加速器セ
ンター）が、レプ トンとの類似性により4 番 目のクオーク、チャーム （C ）の存
在を示唆。
1965 ・0．W．Greenberg，M．Y．Han と南部陽一郎が色電荷の理論を提出。
1967 ・StevenWeinberg （L B L （ローレンス ・バークレイ国立研究所）、M I T （マ
サチューセッツ工科大学））とAbdus Salam （Imperial Colledge、London）が、
別個に、電磁相互作用と弱い相互作用を統一する電弱相互作用の理論 （電弱理
論 ：Weinberg－Salam 理論）を提案。
1968－1969・James Bjorken と Richard Feynman （C I T ）がスタンフォー ド線形加速器に
よる電子 ・陽子散乱実験の結果を解析 し、陽子を構成するクオークの存在の証拠
を発見。
1973 ・Donald Perkins がC E R N の古いデータを解析 し、荷電交換を伴わない弱相
互作用の証拠を発見。
・強い相互作用の場の量子論が定式化され、量子色力学 （Murray Gell－Mann ら
命名）と呼ばれる。
・小林誠、益川敏英は、中性K 中間子の崩壊に見られるC P の破れを Weinberg
ーSalam 理論に基づいて説明するには、クオークが少なくとも6 種あり、世代混
合と呼ばれる特定の相互関係が必要であるとの理論を提唱。（小林 ・益川の6 元
クォーク模型→ボ トムクオーク （b ）、 トップクォーク （t ）の提唱）
1974 ・John lliopoulos が初めて標準理論の物理的描像を発表。
・Burton Richter （‾S L A C ）が電子シンクロ トロン ・蓄積リング （SPEAR）を
用いた電子 ・陽電子衝突実験で、また、Samuel Ting （M I T ）がB N L （ブル
ックヘブン国立研究所））の陽子シンクロ トロン （AGS）での陽子を固定標的に当
てた実験で、それぞれ独立にJ／v粒子 （チャームクオーク ・反チャームクオーク
の複合粒子）の発見を同時に発表。
1976 ・Gerson Goldhaber と Francois Pierre がD O メソン （反アップクオーク ・チ
ヤームクオークの複合粒子）を発見。
・Martin Perl （S L A C ）は、SPEAR での電子 ・陽電子衝突実験で最初の第 3
世代のレプ トン、タウ （T ）粒子を発見。
1977 ・Leon Lederman （F N A L （フェル ミ国立加速器研究所））は、陽子シンクロ ト
ロンでの陽子 ・固定標的衝突実験でボ トムクオーク （b ）を発見。
1978 ・Charles Prescott （Yale 大学）とRichard Taylor （S L A C ）は、S L A C
の線形加速器からの偏極電子の重水素による散乱実験で、標準理論が予言するZ
ボゾンが媒介する弱相互作用を観測。
（次頁に続く）
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（前頁より続く）
二刀－1ー3　標準理論の成立の過程とその実験的立証の歴史
年 発　 表　 内　 容　 な　 ど
1979 ・D E S Y （ドイツ電子シンクロ トロン研究所）の電子 ・陽電子衝突器 （PETRA）
での実験でクオークによって放射されるグルーオンの存在の強い根拠を発見。
1983 ・C E R N の Carlo Rubbia とSimon Van der Meer によって開発 された反陽子ビ
ーム冷却技術を使った陽子 ・反陽子衝突型シンクロトロン （SPS）の2 つの実験
で電弱理論が要求するW ボソンおよび Z ボソンが発見される。
1986～ ・高エネルギー物理学研究所 （K E K ）の電子 ・陽電子衝突器 （TRISTAN）での
実験が開始され、Z ボゾンの質量の決定や基本粒子の世代数 （3 ）の決定などに
寄与するデータを出す。（重心系エネルギーは最高で 65GeV）
1989～ ・S L A C の電子 ・陽電子衝突器 （SLC）での実験 （S L D 実験 ；重心系エネル
ギー90GeV）およびC E R N の電子 ・陽電子衝突器 （LEP）での実験 （O P A L な
ど4 つの実験 （重心系エネルギー110GeV））は、基本粒子は3 世代しか存在 しな
いことを強く示唆する。これらの実験によりZ ボソンの質量 （91．1GeV／C2）が、
また、F N A L の陽子 ・反陽子衝突型シンクロ トロン （Tevatron）での詳細な実
験によりW ボソンの質量 （80．OGeV／C2）が明らかになった。
1995 ・F N A L の Tevatron での実験でC D F とD O グループが トップクォーク （t）
を発見、その質量が 175GeV／C2であることを明らかにした。
1998 ・東京大学宇宙線研究所のスーパーカミオカンデ （5 万 トン水チェレンコフ検出
器）での観閲で、大気ニュー トリノを用いて、地球を通過する際のニュー トリノ
振動 （〃ニュー トリノからてニュー トリノへの変換）の強い証拠を兄いだ した。
1999 ・K E K と東京大学との共同で、12GeV 陽子シンクロトロンを用いたニュー トリ
ノ振動実験が開始された。
・（高エネルギー加速器研究機構）K E K の TR工STAN の トンネル内に設置された
電子 ・陽電子衝突器でのB ファク トリー実験が開始された。
・S L A C の電子 ・陽電子衝突器 PEP Ⅱにおいて、B ファク トリー実験が開始 さ
れた。
・K2K （K E K ・神岡間）長基線ニュー トリノ振動実験が開始され、スーパーカ
ミオカンデにおいてニュー トリノ事象の観測がスター トした。
2000 ・B N L のm IC において、高エネルギー重イオン同士の衝突実験が開始された。
・C E R N の電子 ・陽電子衝突器 （LEP Ⅱ）での実験 （（重心系エネルギー200GeV）
でヒッグス粒子 らしき粒子が観察された （未確認）。
（日本の貢献については、CERNのLEP、LEPⅡではOPAL実験に東京大学（素粒子物理国際
研究センター）、神戸大学が、また、LHCではATLAS実験にKEK、東京大学、神戸大学、広
島大学、東京都立大学他の12研究機関が、SLACのSLCではSLD実験に、名古屋大学、東北
大学などが、FNALのTevatronではCDF実験に、筑波大学、大阪市立大学、早稲田大学、岡
山大学他の6研究機関が参加している。）
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標準理論では決められないニュートリノ質量の有無を確認することや、同様に、クオークとレ
プトン間の相互作用をより精密に調べる（この過程において、レプトンである電子内部構造につ
いても調べる）ことについては、標準理論の検証のみならず、大統一理論など、標準理論を包含
する理論への基礎となる検証課題である。
また、QCDでは、グルーオンが媒介するクオーク間力は漸近的自由性をもつとされ、「クオー
クの閉じ込め」の性質が出現しているとされる。しかし、クオークとグルーオン系の温度が極め
て高い状態（数兆度以上）やクオークの密度が極めて高い状態（普通の原子核の10倍以上）では、
「クオークの閉じ込め」の性質は破れ、クオークとグルーオンが入り混じって存在するプラズマ
状態（これを、「クオーク・グルーオンプラズマ」という）になると予測されている。これを検証
することは、標準理論の検証のみならず宇宙創生直後の状況を調べることと考えられており、現
在の高エネルギー物理学の重要な課題の一つになっている。
2）力（相互作用）の大統一と超対称理論
標準理論においては、自身では決めることのできない多数のパラメータを含んでいる。これら
をより少ない定数から導出するとともに、自然界を支配する力を統一的に説明する理論が追求さ
れている。なお、標準理論はこれまでの実験結果を良く説明するものであることから、追求され
ている理論は、標準理論を包含するとともに、究極的には自然界を支配する4つの力を統一的に
説明できるものと期待されている。
標準理論を包含する理論として、強い相互作用、電磁相互作用、弱い相互作用を、唯一の相互
作用定数をもつ（非可換）ゲージ理論として統一して記述する大統一理論（GrandUnifiedTheory）
が提唱されている。（なお、数学的な記述の仕方はいくつか提案されている。）この理論において
も、標準理論と同様に、ゲージ対称性の自発的破れ（ヒッグス機構）を持つとされており、バリ
オン数を保存しない相互作用を媒介するゲージ粒子（101℃eV／C2）およびウイークボソン（80～
90GeV／C2）が導かれる。この1LO1℃eV／C2の質量をもつゲージ粒子は、安定な粒子と考えられている
陽子の崩壊現象を起こす相互作用を媒介するものであり、大統一理論においては陽子の崩壊現象
が起こることを示唆するものであるが、ゲージ粒子の質量が極めて大きいことから、この現象が
極めて少ない確率で発生するものと考えられている。陽子崩壊現象を観測する実験は、岐阜県神
岡町の神岡鉱山跡に設置されたスーパーカミオカンデ（東京大学宇宙線研究所の5万トン水チェ
レンコフ検出器）などで進行中であるが、現在まで確認されていない。
一方、大統一理論において、くりこみ群の理論による3つの力の有効相互作用の強さはエネル
ギースケールとともに変化し、エネルギーが非常に大きく（1015GeV程度）なると一致する（力
の大統一が起こる）のではないかと考えられていたが、欧州合同原子核研究機関（CERN）に
おけるLEPⅡなどでの電子・陽電子衝突実験データにより詳細な計算を行うと、これらが一致し
ないことが示された。また、この大統一理論においても、ヒッグスボソンの質量を決定すること
はできていない。
これらの点を救うものとして、フェルミオンーボソン間の新たな対称性（超対称性）を導入し
た超対称理論（SupersymmetricTheory）が提唱されている。この理論によると、1016GeV程度の
エネルギースケールにおいて力の大統一が起こることが示されている。また、超対称理論では、
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ヒッグスボソンの質量は比較的軽い（150GeV／C2以下）ことが予想されている。
素粒子世界には、半整数スピンをもつフェルミオン（クオーク、レプトンなど）および整数ス
ピンをもつボソン（ゲージボソン、ヒッグスボソンなど）が存在するが、このフェルミオンーボ
ソン間の変換に対して相互作用が不変であることを要求する理論が、超対称理論である。標準理
論を構成するゲージ対称性は、ゲージ変換に対して相互作用が不変であることを要求するものの
フェルミオンーボソン間の変換は要求せず、フェルミオン（ボソン）はフェルミオン（ボソン）
のままである。超対称理論においては、フェルミオンとボソンが対（例えば、電子（スピン1／2、
フェルミオン）にはスカラー電子（スピン0、ボソン）など）になっており、超対称粒子の発見
が今後の大きな課題の一つである。また、上記のフェルミオンーボソン間の変換は時空の対称性
と密接に結びついており、超対称理論は、時空の幾何学である重力理論（一般相対性理論）と自
然に一体となり、重力をも統一する超対称大統一理論（Supersynmetric GrandUnified Theory）
へ導くものと考えられている。
超対称理論は、質量、電荷の等しい対の粒子（超対称粒子）の存在を要求しているが、例えば、
電子と同じ質量、電荷を持ち、スピンが0のスカラー電子がこれまでに見つかっていないことな
ど、現実の世界においては「超対称性は破れている」と考えられている。超対称性の破れに関し
ては、重力を含む超対称理論（超重力理論）がこれまでの観測結果に対してごく自然な説明を与
えるものと考えられている。これによると、クオークやレプトンの超対称パートナー粒子は、か
なり重いことが示唆されている。また、超対称理論において電弱理論の対称性の破れを実現する
には、トップクォークの質量が陽子の100倍程度あることが必要であると考えられていたが、1995
年にフェルミ国立加速器研究所（FNAL）での実験により発見されたトシプクオークの質量は
175GeV／C2であり、超対称理論を支持するものであった。なお、超対称粒子の質量は、対応する通
常粒子に比べて重いが、理論の自然さから1TeV／C2程度以下であるものと考えられている。
超対称理論は、大統一理論に基づく陽子崩壊現象について崩壊メカニズムの変更を必要とする
が、スーパーカミオカンデでの実験により確認できる程度の崩壊確率を持っことを示唆している
とされている。
3）CP不変性の破れの検証
素粒子の相互作用の対称性に関する概念として、荷電共役変換（C：電荷の符号を変える変換：
粒子一反粒子変換）と空間反転（P：空間座標の符号を変える変換）を同時に行うCP変換があ
る。この変換に対して相互作用が不変の時は、CP不変性が保たれているといわれ、粒子一反粒
子間の対称性が保たれることを意味している。強い相互作用、電磁相互作用はCP不変性が保た
れており、弱い相互作用も多くの場合はCP不変性が保たれている。1964年に中性K中間子の崩
壊の中にCP不変性が破れる現象が発見され、1973年に、小林誠、益川敏英はこの現象を説明す
るものとして、クオーク世代混合の概念を含む「クオーク6元模型」（小林・益川模型）を提案し
た。このCP不変性の破れの起源については、小林・益川模型により説明できるとされているも
のの、未解決の課題である。なお、現在の宇宙が大部分粒子で構成され反粒子が少ないのは、C
P不変性の破れに起因しているものと考えられている。CP不変性の破れに関しては、K中間子
を用いた実験がCERN（NA48実験）やFNAL（KTeV実験）で行われてきている。
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現在の高エネルギー物理学の重要な課題の一つが、CP不変性の破れる現象の精密な検証であ
る。これまで中性K中間子の崩壊においてCP不変性の破れが見つかっていたが、ボトムクオー
ク（b）を含む中間子であるB中間子は、その崩壊過程において大きなCP不変性の破れが発現
するものと予想されている。このため、電子・陽電子衝突によりB中間子を大量に発生させるB
ファクトリー計画が進められてきており、日本（高エネルギー加速器研究機構（KEK））や米国
（スタンフォード線形加速器センター（SLAC）およびコーネル大学（CU））において、精密
な実験的検証が開始され、検証のためのデータが蓄積されつつある。
また、K中間子を用いて精度の良い検証を行うた桝こは、K中間子を大量に発生させることが
できるよう、陽子ビームのエネルギーおよび強度が十分に高いことが要求される。この検証につ
いては、KEKで計画されている50GeV陽子シンクロトロンなどから構成されるハドロン研究用
大型加速器が必要とされている（大型ハドロン計画）。なお、大型ハドロン計画は、日本原子力研
究所の中性子科学研究用大型加速器計画と統合されて「大強度陽子加速器施設計画」となった。
4）現在進行中あるいは今後の高エネルギー物理学実験
以上述べた素粒子理論研究を更に進展させめるた桝こ、検証が必要とされている大きな課題を
挙げると、以下のようにまとめられる。
①ニュートリノ質量の有無の検証
②クオークとレプトン間相互作用の精密調査
③CP不変性の破れ（CP非保存）の精密検証
④クオーク・グルーオンプラズマ中での「クオークの閉じ込め」の破れの検証
⑤質量の起源を説明する基本的な粒子、ヒッグスボソンの探索
⑥超対称粒子の探索
など。
（りニュートリノ質量の有無の検証
ニュートリノは、表－Ⅱ胃1－1に示すように標準理論においては基本粒子レプトンであり、
弱い相互作用に関連している。その存在は40年ほど前に確認され、質量が非常に小さいことが知
られているが、反応率が極めて低いためその性質は良くわかっていない。先に述べたように、標
準理論ではニュートリノの質量は決められない。現代の素粒子理論においては、基本粒子の質量
は、ゲージ対称性の自発的破れにともない発生するゲージ粒子との相互作用の結果として発現す
るものとされており、ニュートリノ質量の有無の確認は、その根元的な課題であるとされる。
電子ニュートリノ、〟ニュートリノおよびでニュートリノが各々異なる質量を持つとすると、
質量の固有状態は、各々これらの異なるニュートリノに対応するものとなる。一方、弱い相互作
用の固有状態は、質量の固有状態とは異なり、質量の異なる固有状態（異なるニュートリノを表
現する状態）の重ね合わせにより表現されるとしている。これは、弱い相互作用による崩壊現象
で発生したニュートリノが、走行中にその種類が変化することを意味するものであり、「ニュート
リノ振動」と呼ばれている。
スーパーカミオカンデでの観測で、大気中での一次宇宙線の反応でつくられる冗中間子、K中
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間子の崩壊生成物である大気ニュートリノを用いて、地球を通過する際のニュートリノ振動（〝
ニュートリノからTニュートリノへの変換）の強い証拠を兄いだしている（1998年6月）［Ⅱ1j］。
これは、ニュートリノには質量が有ることを示唆する初めての信頼性のある証拠であり、陽子加
速器を使った更なる精密確証実験が、日本（KEK）および米国（FNAL）で開始（あるいは
準備）されている（表－Ⅱ－1－4参照）。これらの実験では、陽子ビームを標的に当てて発生さ
せた冗中間子の崩壊で発生するニュートリノを非常に長い距離を走らせ、ニュートリノの減少を
精密に測定しようとするものである。
－Ⅱ－1－4　ニュートリノ　動の
研究機関 計画および加速器 実験開始年
高エネルギー加速器研究 長基線ニュートリノ振動実験（K2K）；陽子シン 1999年6 月
機構 （K E K ） クロトロンKEKPS（12GeV）の陽子ビー ムを使い
（茨城県つくば市）
東京大学宇宙線研究所
（岐阜県神岡町）
ニュー トリノを発生させ、約 250km 離れた岐
阜県神岡町のスーパーカミオカンデで、ニュ
ートリノ振動現象を測定する
フェルミ国立加速器研究 NuMI Project ；Tevatron 用のMain Injector実験施設建設中
所 （F N A L ） （120GeV陽子シンクロトロン （1999年完成））
（Illinois州Batavia）の陽子ビームを使いニュートリノを発生さ
せ、約730km離れた地点（Minnesota州Soudan）
で、ニュー トリノ振動現象を測定する
②クオークとレプトン間相互作用の精密調査
QCDの成立過程においては、高エネルギーの電子・陽子衝突実験でクオークやグルーオンの
存在の証拠が観察され、ハドロンがクオークの複合粒子である考え方が確立したと考えられてい
る。しかし、クオークとレプトン間の相互作用については、1980年代からの数多い電子・陽電子
衝突実験および陽子・反陽子衝突実験においては、十分に探られてきているとは言えない状況で
あったが、ドイツ電子シンクロトロン研究所（DESY）では、西欧6カ国と共同で大型の電子・
陽子（シンクロトロン）衝突器HERA（30GeV電子＋820GeV陽子）が建設され、1992年より実験が
開始された（この実験については、日本（KEKなど）も参加している）。この電子・陽子衝突か
ら得られる情報は、陽子の内部構造に関するものばかりではなく、クオークや電子に内部構造が
あるとするとその情報も含むものとなっていると考えられ、クオークの構造あるいは電子の構造
までを探れるものと考えられている。なお、陽子構造については、これまでに豊富な実験データ
が得られている。
標準理論においては、電子、〃粒子、T粒子は基本粒子のレプトンであり、内部構造を持たな
いとされている。レプトンの内部構造を探る研究は、標準理論の検証のみならず、標準理論を包
含する新しい理論体系を模索する上で、重要な課題であると認識されている。
③cp不変性の破れ（CP非保存）の精密検証
CP非保存の検証については、従来からK中間子を使うものがあるが、より精密な実験として、
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電子・陽電子衝突によりT粒子（10．6GeV／C2）を発生させ、その崩壊によるB中間子を大量に発
生させる計画（Bファクトリー計画など）が進められてきており、現在、以下の高エネルギー加
速器施設で実験が開始されている（表－Ⅱ－1－5参照）。この実験では、B中間子の寿命の短さ
からくる観測上の難しさがあり、それをカバーするため、B中間子を速い速度で運動させ（相対
論的効果により）その寿命を伸ばせるよう、電子、陽電子のエネルギーを非対称にする方法も取
られている。
なお、K中間子を使うCP非保存の検証はQCD原子核物理（素粒子・原子核物理）研究にも
関連するものであり、今後の加速器整備とともに研究が進展するものと考えられている（原子核
物理学研究分野参照）。
－Ⅲ－1－5　CP不変　の破れの検証実験
研究機関 加速器 実験開始年
高エネルギー加速器研究 KEKB ；TRISTAN に使用 したリング内に設置さ 1999 年
機構 （K E K ） れた電子 （8．OGeV）・陽電子 （3．5GeV）非対称
エネルギー衝突器
スタンフォー ド線形加速 PEP II ； PEP の トンネル内に設置 した電子 1999年
器センター （S L A C ） （9．OGeV）・陽電子 （3．1GeV）非対称エネルギ
ー衝突器
コーネル大学 （C U ） CESRPhaseⅢ ；CESR を用いた電子 （5．3GeV）・
陽電子 （5．3GeV）対称エネルギー衝突器
④クオーク・グルーオンプラズマ中での「クオークの閉じ込め」の破れの検証
クオーク・グルーオンプラズマは、多数のクオークやグルーオンが存在する系（重元素の原子
核）に大きなエネルギーを与え、系の温度を極めて高く、かつ、密度を通常の原子核の10倍程度
まで上げるときに出現するものと考えられている。このような状態では、原子核を構成する核子
（陽子および中性子）がバラバラになるものと予想されており、これを実現するためには、高い
加速エネルギー（100GeV／n程度）をもつ重イオンどおしを衝突させることが必要である。
CERNおいては、SPSを用いて重イオン・重イオン衝突実験が続けられてきており、最近ク
オーク・グルーオンプラズマの存在が確認されたと報告されている。
米国のブルックヘブン国立研究所（BNL）で建設が終了した新しい加速器RHICにおいて、重
イオン・重イオン衝突実験が開始されている。また、将来的には、CERNで建設中の陽子・反
陽子衝突型シンクロトロンLHC（LargeHadronCollider）においても、より高エネルギーの重イ
オン・重イオン衝突実験が計画されている。
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⑤質量の起源を説明する基本的な粒子、ヒッグス粒子（ヒツゲスボソン）の探索
標準理論においてクオーク、レプトンおよびゲージ粒子の質量発生を担うヒッグス粒子（ヒッ
グスボソン）の探索は、標準理論の検証の上での大きな課題となっている。標準理論を包含する
超対称理論では、ヒッグス粒子の質量を150GeV／C2以下と予言しており、このエネルギー領域（重
心系で150GeV～数100GeV）での探索が必要であると考えられている。先にも述べたように、ヒ
ッグス粒子の発見は、標準理論の検証のみならず超対称理論への足がかりになるものと考えられ
ており、その探索は非常に重要な課題であると認識されている。
この課題のた桝こ必要とされるエネルギー領域は重心系で150GeV～数100GeVとされているが、
これには、内部構造を持たないとされる電子とその反粒子（陽電子）の衝突実験が望ましいとさ
れている。これは、加速された電子、陽電子のエネルギーがすべて新粒子の生成反応に使われ、
また、反応そのものが単純であることによるものである。が、電子（陽電子）については、この
エネルギー領域まで加速するには、シンクロトロンでは電子（陽電子）が周回中に起こすェネル
ギー損失（シンクロトロン放射）により非効率であるため、直線状の大規模な線形加速器が必要
と考えられており、世界の主要国でその計画が検討されている。（最近、世界最大のシンクロトロ
ンであるCERNのLEPⅡにおいて、ヒッグス粒子存在の兆候が観測されたとの報道があった（事
実関係については、［IIlk］参照）が、LEPⅡからLHCへの移行作業により観測が停止されるとされ
ている。）一方、電子に比べて約2，000倍の質量を有する陽子および反陽子を加速粒子とすると、
シンクロトロンでも放射光によるエネルギー損失が小さく効率的に加速され、シンクロトロンに
よる限界の問題はない。しかし、陽子、反陽子は内部構造を持っており衝突の全エネルギーの数
分の1が新粒子の生成反応に使われるのみであり、電子・陽電子衝突の場合に比べて数倍の加速
エネルギーが必要とされる。
ヒッグス粒子の探索においては、エネルギーフロンティアでの電子・陽電子衝突（レプトン衝
突）実験あるいは陽子・反陽子衝突（ハドロン衝突）実験が必要とされるが、これらの衝突実験
は、（これまでの高エネルギー物理学実験でもそうであったように）互いに相補的なものと考えら
れている。陽子・反陽子衝突実験は、以下に述べるように、現存する大型衝突リングでまだエネ
ルギーを高められる余地があるが、その衝突反応の複雑さや実質的に新粒子生成に使われる効率
の低さから、新しい事象の発見という役割には適しているものの、精密な検証には向かないとさ
れている。一方、電子・陽電子衝突では、衝突エネルギーのすべてが新粒子生成反応に効率よく
使われ、かつ、反応が比較的単純であることより、精密な検証に向いているとされるが、上で述
べたように、直線状の大規模な線形加速器が必要と考えられ技術面での難しさがある。
なお、レプトン衝突実験として、第2世代のレプトンで電子の約200倍の質量を有するミュー
オン（〃粒子）およびその反粒子を加速粒子とすると、シンクロトロンでも放射光によるエネル
ギー損失が小さく、これまで電子・陽電子衝突実験に用いたシンクロトロンで、電子に比べて数
十倍のエネルギーまで加速できるものと考えられている。また、〃粒子・反〝粒子衝突では、電
子・陽電子衝突に比べて、ヒッグス粒子の生成される確率がかなり高いと予想されている。しか
し、その（静止）寿命が短いため、実際に加速粒子として使うには関連する技術の研究開発が必
要とされている。
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⑥超対称粒子の探索
超対称理論においてはクオークやレプトンあるいはゲージボソンなどと対を成す超対称粒子が
仮定され、その質量は対応する通常粒子に比べて重いものの、理論の自然さから1TeV／C2程度以
下であるものと考えられている。この超対称粒子の存在を検証することは、物質の究極的構造、
自然界を支配する法則（力）の解明を更に進めることとなり、極めて重要な課題であると認識さ
れている。この検証においては、重心系で1TeV～数TeVのエネルギー領域での探索が必要である
と考えられている。このエネルギー領域は、③におけるヒッグス粒子の探索に必要とされるエネ
ルギーより数倍高いものであるが、それらの粒子・（反）粒子衝突実験の延長線上にあるものとさ
れている。
以上⑤および⑥の検証を行ってゆくには、以下の表－Ⅱ－1－6に整理されるような粒子ビー
ムを用いた衝突実験が必要とされている。いずれも、非常に大型の衝突器を必要とするものであ
る。
－Ⅱ－1－6　粒子　理学エネルギーフロンティア　　に　求される　子とエネルギー
加速衝突粒子
既に達成された 必要とされる
粒子エネルギー （重心系） 粒子エネルギー （重心系）
陽子 ・（反）陽子 約 1．8 TeV
（0．9TeV ＋0．9TeV）
数 TeV 以上
電子 ・陽電子 約 200 GeV
（100GeV ＋100GeV）
250GeV～約 1．5 TeV
〝粒子 ・反〃粒子 － ～数 TeV
A陽子・（反）陽子衝突実験
上表の中で、技術的、資金的に最も容易なものは、陽子・（反）陽子衝突実験である。陽子・反
陽子衝突実験によるこれまでに達成されたエネルギーは、重心系で約1．8TeV（FNALの
Tevatron）であるが、CERNでは、電子・陽電子での衝突実験を終了したLEPIIのトンネルを
用いた、陽子・陽子衝突器LHC（重心系エネルギーで14TeV（7TeV＋7TeV））の建設が開始されて
いる。日本や米国もこの加速器建設に協力しており、大規模な国際共同プロジェクトとなってい
る。また、FNALのTevatronにおいても、更なる性能の向上がなされている。
米国SSC研究所（SSCL）においては、陽子・陽子衝突器SSC（重心系エネルギーで40TeV
（20TeV＋20TeV））の建設を1989年に開始したが1993年に中止された。なお、米国のFNAL
を中心とする研究者においては、LHC以後を念頭にした超大型陽子・陽子衝突器VLHC（周長約100kn
以上：重心系エネルギーで100TeV）のものも考えられている。
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B電子・陽電子衝突実験
標準理論では基本粒子となっている電子（あるいは陽電子）を加速し衝突させるものが検証実
験には最も望ましいとざれる。電子・陽電子衝突実験によるこれまでに達成されたエネルギーは、
重心系で約209GeV［Ⅲ1k］であるが、これより高いエネルギーを有する電子あるいは陽電子を加速
するには、線形加速器が有効であるとされている。しかし、現代の素粒子理論が予言する粒子を
検証するエネルギーまで電子、陽電子を（できるだけ高い加速勾配で）加速し、求める現象を高
い頻度で発生させるた桝こは、研究開発が必要であり日本（KEK）、ドイツ（DESY）、米国
（SLAC）などにおいて研究開発がなされている。次世代の（250GeV＋250GeV）大型線形衝突
器計画に関する概要を表－Ⅱ－1－7に示す［Ⅱ11］［Ⅱ1m］。
－Ⅱ－1－7　次世代大型電子・　子リニアコライダー　　形　突　　よ
く250GeV＋2506eV）
加速器名称 TESLA JLC NLC CLIC VLEPP
研究機関 D E SY K EK S LA C C ER N B IN P
（国・地域） （ドイツ） （日本） （米国） （欧州） （ロシア）
加速周波数 （GHz） 1．3 5．7 11．4 11．4 30 14
（バンド名称） （L） （C） （Ⅹ） （Ⅹ） （K） （K）
ビー ム繰返し（Hz） 5 100 150180 511 15
ルミノシティ（（nbs）－1） 3．7 5．02 5．18 3．54．4 12
加速勾配 （MeV／m） 2胃5 33 58．2 37 100 96
全長 （km） 30 18．8 10．5 15．6 7．3 6．4
C甘粒子・反〟粒子衝突実験
これまでに建設された大規模シンクロトロンにより、電子と同じく基本粒子である第2世代の
〃粒子（あるいは反〝粒子）を加速して実験を行うことも考えられている。〃粒子の質量が電子
の約200倍であり、周回中のシンクロトロン放射によるエネルギー損失が小さく効率的に加速で
きるが、〝粒子、反〃粒子の発生装置（陽子ビームを標的に当てて発生させた冗中間子の崩壊で
得られる〝粒子、反〃粒子を効率的に集める装置）が必要であること、および〃粒子の（静止）
寿命が2．2〝Sと短いことから、衝突現象の頻度を高めるためのビーム冷却において、時間のかか
るストカスティック冷却ではなく、短時間で行えるアイオニゼーション冷却を用いることなど、
種々の研究開発が必要であり、電子・陽電子線形衝突器よりは将来の加速器であると考えられて
いる。
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（2）高エネルギ胃物理学研究加速器の要件
上に述べたように、高エネルギー物理学の目的は、物質の究極的構造、自然界を支配する法則
（力）の解明をめざすことである。より具体的には、標準理論の検証、標準理論を超えた大統一
理論や超対称理論などの可能性を、高エネルギーの実験を通して追求してゆくことである。
高エネルギー物理学の研究目的により、この分野の研究に使われる加速器の要件は、以下のよ
うにまとめられよう。
①ェネルギーフロンティアでの実験が可能なェネルギーをもつ粒子ビームを発生させられること
②粒子ビームどおしの衝突で目的とする現象が高い頻度で発生するビーム衝突特性（大きなルミ
ノシティ；大きなビーム強度、小さなェミッタンス）を有すること
高エネルギー物理学研究の特徴の一つは、世界の主要国が国の威信をかけて競い、数多くのノ
ーベル賞研究を生み出してきていることである。世界の主要国の高エネルギー物理学研究者は、
より確実に、より速くフロンティアを切り開いてゆくことが求められてきた（あるいは、それを
求めてきた）。このことが高エネルギー加速器の発展方向に影響を及ぼしてきたとも考えられる。
この分野における加速器は、まず①の要件のため大規模なものとなる。後にも述べるように、
高エネルギー加速器は高周波（マイクロ波あるいはRF（RadioFrequency）波）加速によるシン
クロトロンや線形加速器（ライナック）である。
エネルギーフロンティアをめざすシンクロトロンは、粒子（電子、陽子など）を多数の電磁石
により軌道を曲げて周回させ、途中に設置した高周波加速空洞を粒子が通過する度に少しずつ加
速し（参考資料1（各種加速器の説明）参照）、最終的に非常に高いエネルギーまで加速する装置
である。高エネルギーシンクロトロンの周回軌道の大きさが、周長で数kmから数10kmの非常に
大きな規模になるのは、陽子については（反陽子についても同様）、高エネルギー陽子の質量が相
対論的効果により非常に重くなり、電磁石で曲げられる度合いが小さく、曲率半径が大きくなる
ためである。また、電子については（陽電子についても同様）、元々の質量が小さいため電磁石に
より曲げる度合いを大きくし、軌道を小さくすることは陽子に比べると容易ではあるが、曲げる
度合いを大きく（曲率半径を小さく）すると周回時のシンクロトロン放射が大きくなり電子の加
速効率が悪くなることから、結果的に大きな周回軌道が必要となることによる。電子、陽子（陽
電子、反陽子も同様）とも、シンクロトロンで加速する場合は、エネルギーが高くなればなるほ
ど曲率半径の大きい周回軌道が必要となる。前述したように、電子については、CERNの大型
電子シンクロトロンLEPⅡ（周長約27km）を超えるエネルギーを達成するためには、シンクロト
ロン放射のない大型の線形加速器が必要であると考えられている。
線形加速器（ライナック）は、円筒状の加速空洞ユニットを直線上に並べ粒子を加速するもの
である。各ユニットの空洞にクライストロンで発生させたマイクロ波（電子の場合は通常Sバン
ドといわれる波長が10cm程度（約3GHz程度）のもの）を入力させ、空洞内に発生する進行波電
場により粒子を加速してゆく（参考資料1（各種加速器の説明）参照）。この加速空洞における電
子加速勾配は使う高周波にもよるが数10MeV／m程度であり、仮に数100GeVの電子ビームを得る
場合は、数km～数10kmの長さの線形加速器が必要となるとされている。これまで、エネルギー
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フロンティアの実験に使われてきた線形加速器は、SLACのSLC（50GeV電子・陽電子衝突器＝
線形加速部（長さ3，050m：Sバンド使用）と衝突用アーク部（周長約2km）から構成される）の
ものだけである。表－Ⅱ－1－7に示したように、次世代の大型電子・陽電子線形衝突器につい
ては、CバンドやⅩバンドあるいはKバンドでの高周波加速が計画されている。Cバンド加速技
術の開発は終了しているが、Ⅹバンド加速は現在開発中の技術であり、CERNにおけるKバン
ド加速はⅣ章で説明する2ビーム加速で、Ⅹバンド加速よりは将来の技術であると見られている。
大型の加速器は非常に多くの装置より構成され、個々の装置の信頼性はもとより、装置と装置
間の連携が正しく行われないと粒子加速はできないため、極めて精密な制御が要求される巨大精
密装置であるといえる。このため、主要構成装置である高周波加速部や電磁石などに大きな変更
があると、大規模加速器の全体系に大きな変更を迫ることとなる。②の要件を満たしつつ、より
確実に、より速くフロンティアを切り開いてゆくためには、（漸進的な改善変更はされるが）構成
装置に大きな変更を迫る必要のない確実な方法、すなわち、加速器規模の拡大による高エネルギ
ー化がとられてきた。規模が拡大すると、資金的にも大きなものが必要とされ、より確実に求め
る事象が捕まえられるよう、技術的にはより確実なもの（よく理解されている技術）を使って全
体系を構築してゆくこととなる。高エネルギー加速器においては、特定のバンドの高周波技術あ
るいは関連する電磁石技術などにおいて、非常に深化した技術が確立されてきている。
一方、現在の素粒子物理学の要求するフロンティアエネルギーは非常に高いものであり、加速
器の規模の大きさでエネルギーフロンティアをめざすのが資金的な面から次第に難しくなりつつ
ある。米国といえども、SSCの中止が示すように、一国で素粒子物理学の要求するフロンティア
レベルのエネルギーを実現できる規模の大きい加速器を建設することは、資金的に困難な状況に
なってきており、今後のエネルギーフロンティア加速器の建設には国際協力あるいは国際的分担
化による研究投資の効率化が重要になってくる。
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2　原子核（素粒子・原子核）物理学
（1）研究の動向
原子核物理学は、強い相互作用で結びつく核子（陽子と中性子の総称）の少数多体系としての
原子核の構造・性質やそれらが発現するメカニズムの解明および原子核と様々な粒子との反応（核
反応）現象あるいはそのメカニズムの解明などをめざすものである。
この研究分野は、大きく分けると、低エネルギー原子核物理研究、中間エネルギー原子核物理
研究およびQCD原子核物理（素粒子原子核物理）研究に分けられる。低エネルギー核物理研究
とは、（一つの区分の仕方として）冗中間子が発生するエネルギー（約140MeV）以下の低いエネ
ルギー領域での粒子ビームを使い、主に原子核の励起構造などを解明する研究をさすものである。
中間エネルギー原子核物理研究とは、冗中間子が発生する以上のエネルギーで数100MeV～数GeV
程度の粒子ビームを使った研究で、原子核内部の構造を探る研究や入射ビームによる核破砕反応
などから様々な不安定原子核を生成しその性質や挙動を調べる研究、あるいは中性子、冗中間子、
〝粒子などを発生させ、それらを用いる各種の研究をさしている。QCD原子核物理（素粒子原
子核物理）研究とは、QCDに基づき原子核あるいは核物質の性質の解明をめざすものであり、
数GeV程度以上のエネルギーのビームを用いる。
なお、高エネルギー物理学においては、これまで素粒子理論の形成が先にあり、それを実験的
に検証するような形で研究が進展してきているのに対し、原子核物理学については、中心的な存
在（例えば、太陽系における太陽のように他を圧倒した中心的な存在）のない核子少数多体系の
理論的取り扱いが難しいことから、実験的研究が先行する形で進んできている。
原子核物理学関係の研究機関の略語および加速器については、添付資料Ⅱに説明する。
1）低エネルギー核物理研究
（参考文献［Ⅱ2a］［Ⅱ2b］によりまとめる）
1932年のJ．Chadwickによる中性子の発見後すぐに原子核は陽子と中性子から構成されるとの
考え方が提唱され、また、1934年の湯川秀樹による核力理論（核子（陽子と中性子）間では、中
間子が交換されることにより力が働くとする理論（中間子論））が出された。この中間子（冗中間
子）が1947年に発見され、原子核は陽子と中性子から構成されるとの考え方が確立した。
原子核物理研究の中心は、最近まで安定な原子核の基底状態や低い励起構造、低いエネルギー
の軽い粒子（陽子、中性子、重陽子、3He核、α粒子など）と原子核の反応の研究（これは重イオ
ン核物理研究とも呼ばれている）であった。これらの研究においては、約140MeV以下の比較的低
いエネルギー領域での粒子ビームを扱ってきており、低エネルギー核物理学と称されることは、
上に述べたとおりである。このエネルギー領域では、核子は内部構造を考慮せずに済み原子核の
構成単位と見なせる。
安定な原子核（の基底状態）は、加速された陽子ビームや電子ビームなどによる散乱実験によ
り、その半径（核半径）が調べられ、原子核の体積がほぼそれを構成する核子数に比例する（原
子核内の核子密度がいずれの原子核でもほとんど一定である）という飽和性をもつことが知られ
ている。また、原子の希ガス（電子の数がある殻を全部占める場合、閉殻）に対応するように、
陽子数、中性子数が特定の数（これを「魔法数（マジックナンバー）」といい、その核を「閉殻核」
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という）の時、高い安定性が見られ、原子核においても一体ポテンシャル中を核子が独立に運動
するような模型で良く説明される（独立粒子模型、殻模型）。これは、核子間に働く核力が、長距
離部分では引力であるが短距離部分では強い斥力になっている性質（核力の芯）および核子がパ
ウリ原理によりお互いを排斥し合いはかの核子から受ける影響が適当に平均化されることから説
明されている。その一方、軽い原子核の励起構造の一部の説明においては、原子核内で局所的に
強く相関し合っている核子の部分的小集団をクラスター（代表例は、α粒子をクラスターとする
αクラスター）と見なし、原子核をクラスターの集合体として取り扱う模型（クラスター模型）
が有効であるとされている。
また、魔法数から離れた質量数の原子核においては、例えば、低い励起状態に変形した原子核
が全体として回転していることを示す励起準位が見出される。これは原子核内の多数の核子が集
団としてそろって一定の向きに回転する運動と理解されており、核子の個別の運動である一粒子
運動と区別して集団回転運動といわれている。また、平衡状態のまわりの振動と見なせるような
集団振動運動も兄いだされる。更に、基底状態にある原子核を電子ビームなどで励起させると、
原子核全体が関与する特徴的な巨大共鳴が起こることが知られている。
安定な原子核については、以上のように、（一体ポテンシャル中で）核子が単一粒子として運動
する単一粒子構造、（いくつかの核子からなる）クラスターが原子核内であたかも一種の粒子のよ
うに振る舞うクラスター構造あるいは核子全体が集団的に運動するような構造など、一見矛盾す
るような性質をもつことが明らかにされており、それに対応する殻模型、クラスター模型あるい
は集団模型などにより理解が進んできている。しかし、これらの模型をより高いレベルから包括
する理論は未だ創られていない。
これらの低エネルギー核物理研究は、日本においては、東京大学（旧原子核研究所：現、原子
核科学研究センター）のSFサイクロトロン、京都大学、東京工業大学、九州大学などの静電加
速器、大阪大学核物理研究センター（RCNP；Research Center of Nuclear Physics）のAV
Fサイクロトロンや東北大学の電子線形加速器などを用いて行われてきている。
2）中間エネルギー原子核物理研究
標的（原子核）に粒子ビームを当て様々な反応を生じさせて行う研究については、使う粒子（電
子、陽子、軽重イオン）ビームのエネルギーが高くなってくると、標的の原子核が励起され核子
が飛び散る原子核破砕反応が起こり、中性子が発生したり、中性子過剰核あるいは陽子過剰核な
どの不安定な原子核（不安定核）が生成される。また、原子核破砕反応の他に、標的原子核の構
成核子とビーム重イオンの構成核子の間で交換が生じたり、一部の核子群の一方より他方への移
動などの様々な反応（核子移行反応や核融合反応も含む）を起こし、発生する確率は低いものの
自然界には存在しない重い元素（超重元素）を生ずる現象も起こるようになる。これらの不安定
な原子核研究は、原子核物理学研究の一つの柱になってきている。
一方、比較的強い陽子ビームを使うと、中性子や冗中間子、〝粒子などが大量に発生するため、
これらの加速器施設は中性子あるいは冗中間子ファクトリーと呼ばれている（中間子工場はメソ
ンファクトリーとも呼ばれる）。これらの中性子や冗中間子を使った核物理研究も原子核物理学研
究の重要な部分を担っている。
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これらの反応現象は、数100MeV～数GeV程度のエネルギーの粒子ビームにより起こされるもの
であり、中間エネルギー原子核物理研究と呼ばれている。
以下では、中間エネルギー原子核物理研究を、不安定原子核研究、原子核内部構造研究、原子
核内での核力研究、中性子反応研究（中性子核物理学）、中間子反応研究（中間子核物理学）とい
う観点で整理する（なお、この分類については、本調査をまとめるにあたり暫定的に用いるもの
であり、学術的な議論が必要であると考えられる）。
①不安定原子核研究（超重元素研究を含む）
（参考文献［Ⅱ2C］［Ⅱ2d］によりまとめる）
自然界には約270種類の安定な原子核が存在する。これ以外に、一定の寿命で崩壊する不安定
核が存在する。原子核は不安定核も含めると6，000から8，000種のもの（これらはほとんどのも
のが不安定核である）の存在が予想されているものの、まだ、2，500種が知られ（あるいは生成
され）ているのみである。まだ、知られていない（あるいは生成されていない）原子核は、中性
子過剰核や陽子過剰核である不安定核であると考えられている（中性子過剰核の方が多い）。また、
陽子数114あるいは126、中性子数184（陽子数、中性子数とも魔法数）の準安定な超重元素の存
在も予言されている。これらの不安定核については、重イオンビームを固定標的に当てた際に生
成される様々なフラグメントの中から、選択的に取り出されて、その性質などが調べられている。
軽い中性子過剰核については、理化学研究所などにおいて、原子核内の中性子分布が調べられ、
周りに皮のような中性子だけの層をもつ中性子スキン核（6He、8He、32Na）や周りに薄く霧のよう
に中性子が拡がっている中性子ハロー核（llLi、11Be、14Be）が兄いだされている。中性子過剰核に
おける中性子だけからなる層を調べることは、宇宙物理学における研究テーマの一つである中性
子星の仕組みを研究することにつながるものとして、今後の研究の進展が期待されている。また、
中性子過剰核の中には、通常の原子核には見られない様々な大きな変形があり得ると予想されて
いる。例えば、長軸と短軸の比が2：1（超変形核）あるいは3：1（極超変形核）、逆に長軸と
短軸の比が1：2（パンケーキ型超変形核）などのものである。変形状態の原子核は、回転対称
性の要求からスピン（回転）状態にあり、変形が大きいほど高いスピン状態を持っていると考え
られている。この高スピン状態の研究は、核子有限多体系の原子核の多様性を理解してゆく上で
非常に興味深いものと考えられている。更に、陽子の数を固定した際に、どの程度の中性子過剰
核までが不安定核として存在し得るか（中性子過剰の限界）を、陽子数を変化させてつないだも
のは中性子ドリップライン、また中性子と陽子を入れ替えて同様にして求めたものを陽子ドリッ
プラインと呼ばれているが、これらのドリップラインな探索は原子核理論を構築してゆく上での
基礎となる研究であると考えられている。また同時に、特に、中性子ドリップライン付近の中性
子過剰核は、超新星爆発時のr一過程（rapid process）に関与しているものと考えられており、
宇宙における元素の起源の解明に寄与するものと期待されている。
以上のような、安定核と大きく異なる性質をもつ不安定核（極限状態にあるという意味で、「エ
キゾティック原子核」ともいわれる）に関する研究は、原子核研究の重要な部分を占めるものと
なっているが、その対象とする原子核が極めて多数あることから、今後、専用の加速器が整備さ
れると様々な研究が進展する分野であると考えられている。
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これらの研究は、世界的には、米国の（カリフォルニア大学）ローレンス・バークレイ研究所（L
BL）のBevalac（1992年閉鎖）や88”サイクロトロン、ロシア（デュブナ）の合同原子核研究所
（JINR）のシンクロフアゾトロンや超伝導シンクロトロン（ニュークロトロン）、ドイツの重
イオン科学研究所（GSI）の重イオン加速器群などを用いて行われてきている。なお、LBL
の複合系Bevalacは1992年に停止されたが、ドイツのGSIにおいて、より高度に整備された複
合加速器群（重イオンライナックUNILAC、重イオンシンクロトロンSIS、重イオン蓄積・冷却リ
ング（ESR）など）が1990年に稼働している。また、日本では東京大学（旧原子核研究所）のS
Fサイクロトロンをベースにした短寿命核加速実験装置、理化学研究所およびRCNPのリング
サイクロトロン、日本原子力研究所の大型タンデムブースター（タンデム型静電加速器＋超伝導
リニアック）を用いて行われてきている。理化学研究所においては、現在のリングサイクロトロ
ンの後段として、超伝導リングサイクロトロンなどの建設が開始されており、様々な不安定核（R
I）をビームとして利用する計画（RIビームファクトリー計画［Ⅱ2e］）が進展している。この
計画では、後述の蓄積、冷却技術により、重イオン反応で生成される不安定原子核ビームを蓄積・
冷却し、不安定核ビームによる核物理研究などを主とする研究を目指している。また、KEKと
日本原子力研究所が実施する「大強度陽子加速器施設計画」（［Ⅱ2g］［Ⅱ2h］［Ⅱ2i］）においても不
安定核研究がなされることとなっている。
②原子核内部構造及び原子核内での核力研究
原子核においては、核子が他の核子との相互作用により束縛されている。浅い束縛状態にある
核子状態を調べるには、エネルギーの低い粒子の散乱実験により行えるが、深く束縛された核子
状態の研究には、中間エネルギー粒子による散乱実験が必要となる。
原子核を理解する上で基本となる自由な核子間に働く核力（10‾15m程度の範囲で作用する短距離
力）については、その長距離部分については、中間子論（湯川理論）に基づき1冗中間子（パイ
オン）交換力として理解されている。また、この中間子論からは核子のまわりを冗中間子が雲の
ように取り巻く、冗中間子雲模型で核子の性質のある部分は説明できるとされている。他方、核
力の短距離部分において斥力の芯が発現するメカニズムについては、中間子論の立場からは冗中
間子ばかりではなくより重い中間子を交換する模型が出されている［Ⅱ2a］。（標準理論のQCD
に基づくクオーク間の相互作用を用いて説明するものもある。）
中間子論の立場からすると、原子核は陽子や中性子が高密度で詰まった中を核力の担い手であ
る中間子が生成消滅をくり返している世界とされる。この環境では、陽子、中性子や中間子自身
の性質が変化しているものと考えられている。原子核に中間エネルギー領域（200MeV～400MeV程
度）の陽子ビームを当てると、原子核内の核子と散乱し、弾性散乱、非弾性散乱、核子のノック
アウト反応、核子移行反応などが起こる。これらの反応について、特に、偏極した陽子を入射さ
せた場合を詳細に調べることなどにより、原子核内部における核子・核子相互作用（核力）の性
質が解明できることとなる［Ⅱ2f］。
これらの詳細な研究は、日本においては、RCNPのリングサイクロトロンなどを用いて行わ
れてきている。また、原子核深部構造研究においては、後に述べるようなパウリの排他律を受け
ないハイペロンを原子核に導入するハイパー核実験も使われる。
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③中性子反応研究（中性子核物理学）
電子ビームや陽子ビームを標的原子核に当てると、ビームのエネルギーを受け、標的原子核に
束縛されていた陽子や中性子が解放され飛び出す（いわゆる核破砕）反応が生じる。陽子ビーム
については、陽子エネルギーが数100MeVという中間エネルギーになると、1個の入射陽子による
核破砕反応で発生する中性子の数がかなりのものとなり、強い強度の中性子を得ることができる。
これを、中性子ファクトリー（表－Ⅱ一1－8参照）と呼んでいる。なお、これは、次に示す中
間子ファクトリー（メソンファクトリー）とも同一の加速器施設である。
原子力開発の初期においては、中性子の比較的低いエネルギー領域における核反応断面積を求
めることなど、核物理的研究が精力的になされてきたが、現在の中性子ファクトリーにおける研
究の中心は、後にも述べるように物質・材料科学あるいは生命科学にあり、これらは原子核物理
学研究も含めて中性子科学とも呼ばれるようになっている。日本原子力研究所においては、中性
子科学研究用の原子炉（Jm－3M、JRR－4など）を有しているが、これらの原子炉の老朽化による
閉鎖で将来不足する中性子ビームニーズに対応するため、中性子科学研究用の大型陽子線形加速
器を計画（中性子科学研究計画）していたが、KEKの大型ハドロン計画と統合され、「大強度陽
子加速器施設計画」となった［Ⅱ2g］［Ⅱ2h］［Ⅱ2i］。
④中間子反応研究（中間子核物理学）
1970年代から1980年代にかけて、数100MeV～1GeV程度のエネルギーをもつ陽子ビームを標
的に当て、冗中間子を大量に発生させる冗中間子ファクトリー（冗メソンファクトリー）が建設
され（表－Ⅱ－1－8参照）、冗中間子と原子核の相互作用や冗中間子の崩壊により生ずる〝粒子
を用いる研究が進展してきている。
表ーⅡ－1－8　世界の主な中間子・中性子ファクトリー
研究機 関 加速器 加速器種類 エネルギー ビ ムー強度 建設終了
（国名 ） 略称 規　　 模 （MeV） （p／sec）
ロスアラモス国立研究所 LAⅦ）F 陽子線形加速器 800 4 ×10151972
L A N L （米 国） 全長 ：800m
ラグフォー ド・アップルトン研究所 ISIS 陽子シンクロトロン 800 1．2×1015 1984
R A L （イギ リス） 平均直径 ：52m
3 大学連合中間子ファクトリー 陽子 リングサイクロトロン 520 6 ×1014 1974
T R I U M F （カナダ） 平均直径 ：17m
ポ ／ートシェラー研究所
P S I （スイス）
陽子リングサイクロトロン 595 6 ×1014 1974
科学アカデミー原子核研究所 Mh『 陽子線形加速器 600 1．0 m止
I N R －R A S （ロシア） 全長 ：450m
高エネルギ 加ー速器研究機構 BSF 陽子シンクロトロン 500 4 ×1013 1980
K E K （日本） 平均直径 ：約 12m
なお、中間子ファクトリーにおいては、以下に示すような原子核物理研究の他、物質科学、生
命科学、医学研究なども行われており、これらは原子核物理学研究も含めて中間子科学とも呼ば
れるようになっている。
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［井中間子および〃粒子利用］
（参考文献［Ⅱ2j］、［Ⅱ2k］によりまとめる）
7T中間子には、7T＋（質量139．57MeV／C2、寿命2．60×10‾8sec）、冗0（質量134．97MeV／C2、寿命
0．84×10．16sec）、冗‾（質量139．57MeV／C2、寿命2．60×10．8sec）があるが、冗0は寿命が短く利用
されることはない。冗中間子生成の素過程は、次の二つの反応である。
・p＋p　→　7；＋＋n＋p
・p＋n　→　7T－＋p＋p　または　7；＋＋n＋n
この反応を発生させるためには、冗中間子の質量の2倍（280MeV）以上の入射エネルギーが必
要で、一般的には500MeV以上の陽子加速器が使用される。上記の過程が、原子核内の陽子や中性
子を標的とする場合には、それらが束縛されていることによる補正が加わる。
冗中間子ファクトリーにおいては、数100MeV～1GeV程度のエネルギーで100〃A程度の強度を
もつ陽子ビームを炭素などの原子核（標的）に当てて発生させる。QCDにおいては、冗中間子
はクオーク2個が強い相互作用で結合してできている複合粒子とされており、冗中間子の内部構
造を調べることは、陽子や中性子などクオーク3個から構成されるとされる複合粒子の内部構造
を調べることと密接に関係している。このため、QCD原子核物理研究の一環として、冗中間子
に電子ビームなどを衝突させてその内部構造を調べる研究が行われている。
また、冗中間子はその崩壊により〝粒子（ミューオン）を発生させることから、〝粒子源とし
ても利用されている。この崩壊様式は、以下のとおりである。通常、発生した冗中間子を強い磁
・冗＋→バ＋γ〝
・冗‾→〝胃＋γ〝
場を持つ超伝導ソレノイドを使って閉じ込めながら飛行させ、効率よく〃粒子を得る方法が用い
られている。FE粒子は第2世代のレプトンで、FL＋（質量105．66MeV／C2、寿命2．2×10．6sec）、p
－（質量105．66MeV／C2、寿命2．2×10A6sec）は内部構造を持たない素粒子とされている。
〃粒子を用いる研究の中心は、ミューオンを触媒とする核融合に関する研究である。JJ‾は非常
に重い電子のように振る舞い、重水素（D2）と三重水素（T2）の混合系に入射すると、dt〝のよう
な分子を形成し、その分子運動によりd＋t→α　＋nという核融合反応を起こさせる（ミュー
オン触媒核融合）。自身は、その寿命が有る限り、更に次の核融合を起こすように作用する（エネ
ルギー科学参照）。また、高エネルギー物理研究分野において述べたように、大統一理論ではレプ
トン数非保存現象も予言されており、（〝‾→電子）変換現象の探索にも使用される。更に、ニ
ュートリノビームを発生させるために、加速されたバ→陽電子＋γ〝＋V。の崩壊反応を使う
ことが考えられている。
〝粒子を利用する（核物理）研究は、表－Ⅱ－1－8に示す中間子ファクトリーおよび米国B
NLなどにお．いて行われている。なお、理化学研究所はイギリスのラザフォード・アップルトン
研究所（RAL）との間で、ISISを用いた「ミュオン科学研究」を共同研究として行っている（第
1期（1990－2000）、現在は第2期実施中）［Ⅱ21］。
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3）QCD原子核物理研究
素粒子物理学における標準理論の登場以後においては、原子核を理解しようとするごく自然な
アプローチは、強い相互作用を記述するQCDから理解しようとするものである。QCDにおい
ては、核子（陽子および中性子）を基本粒子クオークとそれらを結びつけるグルーオンの相互作
用で記述するものであり、このアプローチは、原子核や核子などから構成される核物質を、その
中でのクオークなどの行動に焦点を当てつつ理解しようとするものである。
以下では、QCD原子核物理研究（素粒子原子核物理研究）を、強い相互作用（核力）および
核子構造研究、クオーク原子核物理研究、核物質研究の観点で整理する。
①核力および核子構造研究
核力については中間子論的な説明の他、標準理論のQCDに基づくクオーク間の相互作用を用
いて説明するものがあり、QCD原子核物理は後者の立場により原子核の性質などを理解しよう
とするものである。QCDにおいては、原子核を構成する核子（陽子や中性子）は、3つのクオ
ークがグルーオンにより媒介される強い相互作用で結合してできている複合粒子とされる。
この立場では、クオークは（2／3）もしくは（－1／3）の電荷を持つのに対して、陽子は電荷1、中性
子は電荷0を持っことから、核子内部でのクオークの運動に関連する「核子内部の電荷分布」を
詳細に調べることが必要とされる。また、核子はスピン（1／2）の粒子でスピン軸という方向を持っ
ており、他方、クオークはスピン（1／2）をもつ基本粒子で、これらが絡み合ってスピン（1／2）の陽
子や中性子を形成しているものとされるが、3つのクオークが陽子や中性子を構成する時のクオ
ークのスピンおよびクオークの運動による軌道角運動量に関する角運動量保存の仕組みは明らか
にされておらず、「核子のスピン構造」を解明する研究が必要であるとされている。これらの点の
解明については、核子内部におけるクオークの運動に関する詳細な実験的検証が必要であると考
えられている。
核子内部の電荷分布の探査については、電子あるいは光子は強い相互作用をしないことから、
高エネルギーの電子ビームやγ線を用いた探査が有効であり、数GeV程度の電子ビームあるいは
高エネルギー電子ビームとレーザー光の（逆）コンプトン散乱で発生するγ線（逆コンプトン散
乱γ線：これは、「レーザー電子光」とも呼ばれている）により核子の内部構造を探る研究が行わ
れている。これらの研究に関しては、米国のトーマス・ジェファーソン国立加速器研究所（TJ
NAFまたはCEBAF）の4GeV電子加速器を用いて精力的に行われており、また、後者のレ
ーザー電子光による研究については、（財）高輝度光科学研究センターのSPring－8での研究も開
始されている。このレーザー電子光による研究は、大阪大学RCNPレーザー電子光グループ（い
くつかの大学の共同研究グループ）、日本原子力研究所および（財）高輝度光科学研究センターと
の共同研究である［Ⅱ2m］。
核子のスピン構造を探る研究においては、陽子のスピン軸のそろった偏極陽子ビームを用いる
実験が行われてきている。米国BNLのRHICでは、偏極陽子衝突試験が予定されており、日本か
らのメンバーも参加している［Ⅱ2n］［Ⅱ20］。
その他、電子ビームや陽子ビームを標的に当てた際の反応フラグメント中のハイペロン（「ハイ
ペロン」については、次頁参照）に注目し、例えば陽子との散乱現象などを調べることによりハ
ー56－
イペロンと核子の相互作用を解明する研究や、ハイペロン2つが結合した粒子、Hダイバリオン
を対象とする強い相互作用の研究なども行われている。
なお、高エネルギー物理学研究分野でも述べたように、核子の深部構造研究については、ドイ
ツDESYのHERAでの電子・陽子衝突実験において詳細に調べられている。
これらの研究は、「強い相互作用」が宇宙創世期に果たしていた役割を解明する研究などとも関
連し、原子核の性質を標準理論から理解する上で重要な課題であると認識されている。
②クオーク原子核物理研究
原子核は、（3つのクオークの複合粒子とされる）陽子や中性子が集合したものであり、QCD
の観点からは、原子核はクオークから構成されるものと理解される。この観点にたった場合、原
子核内におけるクオークの運動に関心が向かうものとなる。核子が原子核内に束縛される場合は、
その核子中のクオークの運動は、核子単独で存在する場合と異なるものになっていると考えられ
ている。
原子核内のクオニークの運動を探る場合、原子核の内部に入り込める高エネルギーの粒子が必要
となる。高エネルギーのビームを原子核に当てると、ビームが原子核内部のクオークに散乱され
る現象や、ビームのエネルギーが原子核内部のクオークに与えられ、結果として、中間子や核子
などのハドロンが原子核から飛び出してくる現象が起こる。後者は、「クオークの閉じ込め」の性
質によるものである（原子核に高エネルギーを与えてクオークを飛び出させようとしても、閉じ
こめの性質より原子核から出てくる粒子は、中間子や核子などのハ下ロンである）。
これらのことから、原子核内におけるクオークの運動を探る方法のひとつとして、
A．高エネルギー粒子などを原子核に衝突させた際の散乱や、クオークの運動情報を担って発生
する中間子や核子などを調べる
ことが挙げられる。
また、陽子、中性子を構成するクオークは第1世代のuクオーク、dクオークであるが、第2
世代のストレンジ（S）クオークを含む核子（これを「ハイペロン」という）は陽子、中性子と
は異なるフェルミオンであるため、パウリの排他律の影響を受けずに陽子、中性子が原子核内で
束縛されるいかなる状態へも入り込める性質を持っている。そのため、原子核の深部構造を探る
（これを通じてクオークの運動を探る）方法として、
B．ハイペロンを含む原子核（ハイパー核）をつくり、その性質を調べる
ことが挙げられる。
A高エネルギービームによる原子核衝撃研究
（参考文献［Ⅱ2p］によりまとめる）
原子核に高エネルギーのビームを当て内部のクオークの運動を探る場合に、望ましいと考えら
れるビームは、強い相互作用をしない電子ビーム、〃粒子ビームや光子ビーム（γ線）である。
数GeV程度の電子、〃粒子あるいはγ線は、原子核の内部まで入り込むことができる。内部に入
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り込んだ電子、〃粒子あるいはγ線はクオークにより散乱されるか、あるいは、そのエネルギー
をクオークに与え、内部でのクオーク状態の情報を持ったハドロン（中間子や核子など）を原子
核の外に飛び出させる。これらの現象を詳細に調べることにより、原子核内でのクオークの運動
を探ることが可能となる。
1980年代始めには、高エネルギーの〃粒子ビームを用いた、重水素および鉄を標的とする散乱
実験により原子核構造関数が調べられ（EMC：EuropeanMuonCollaboration）、運動量移行の
大きな領域では、原子核の構造関数は核子の構造関数の単なる重ね合わせではないこと（EMC
効果）が示された。これは原子核中のクオーク分布が、核子のものとは異なっていることを示す
ものであり、核子が原子核中に束縛されることによる運動学的効果、原子核中の中間子の効果、
原子核内での核子内部構造の変化など、種々の説が出されているが未だ定説と言えるものはない
とされている。
1994年からは、米国TJNAFの4GeV電子加速器を用いて、高エネルギー電子ビームおよび
レーザー電子光による原子核内のクオーク状態に関する研究が精力的に行われている。日本にお
いても、SPring－8を用いたレーザー電子光によるクオーク核物理研究が開始されている［2m］。
Bハイパー核研究（K中間子利用）
（参考文献［Ⅱ2p］、［Ⅱ2q］、［II2r］、［II2h］、［II2i］によりまとめる）
数GeVを超える電子ビームや陽子ビームを標的に当てると、二次粒子中にK中間子を含むよう
になる。このK中間子を入射粒子として原子核に当てると、ストレンジネスを持った（構成クオ
ークにストレンジクオークを含む）バリオン（これをハイペロンという）を含むハイパー核を発
生させるができる。ハイパー核においては、ハイペロンはパウリの排他律に影響を受けないため、
深く束縛された状態が観測しやすい状態で作られるため、ハイパー核研究は深く束縛された核子
の状態（あるいは原子核深部構造）の解明に寄与している。また、ハイペロンを2つ含んだ原子
核であるダブルハイパー核の研究や、ストレンジネスを更に多く含んだ原子核の探索実験も行な
われている。なお、高エネルギー物理学研究分野において述べたように、K中間子は、CP不変
性の破れにも関係しており、この点に関する研究にも使われている。
ハイパー核研究は、日本においてはKEKの12GeV陽子シンクロトロン（KEK－PS）を用いて、
また、世界においては、米国BNLの30GeV陽子シンクロトロン（AGS）やCERNの26GeV陽子
シンクロトロン（CPS）などを用いて研究が行われている。KEKにおいては、計画中の50GeV陽
子シンクロトロン（大強度陽子加速器施設計画のなかの高エネルギー陽子シンクロトロン）を用
いることが検討されている。
③核物質研究
（参考文献［Ⅱ2p］［Ⅱ2d］によりまとめる）
重い原子核の中心部にある、密度がだいたい一定の値p。≒0．17fm－3である領域は一様密度の核
子からなる物質と見なすことができ、これを（狭義の）核物質と呼んでいる。（N～Zである核物
質を標準核物質といい、また、密度が3p。を超える場合は他のバリオンや中間子も共存するハド
ロン物質となるが、広義には、これも核物質と呼んでいる。）原子核どおしを高速で衝突させた場
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合は、瞬間的にN～Zの高密度、高温の核物質となる。（厳密には、運動量分布が異なるため上記
の核物質とは同一視できないが、近似としては成立する。）
クオークが質量を持つメカニズムは「対称性の自発的破れ」により説明され、クオークを真空
中から原子核内あるいは核物質中にもって行くと質量が変わると予想されている。中間子は、ク
オーク2つから構成されるものであるため、中間子の原子核内あるいは核物質内での質量にも変
化が現れるものと考えられており、これを検証する研究が進められている。
また、大きな重い原子核どおしを非常に大きなェネルギーで衝突させると、核子がバラバラに
なってクオーク・グルオンプラズマ相になると予想されている。このクオーク・グルオンプラズ
マ相については、高エネルギー物理学においても触れたように、QCDにおける「クオークの閉
じ込め」の破れの検証の他、核物質中でのクオークなどの基本粒子の振る舞いの研究など、素粒
子・原子核物理研究における重要な研究対象と考えられており、高エネルギー重イオン衝突実験
用の加速器が整備されるとともに、興味ある課題が研究されることとなる。高エネルギー物理学
分野でも述べたように、米国BNLに建設された新しい加速器RHICにおいて、重イオン・重イオ
ン衝突実験が開始されている。MICにおける実験は世界的な共同研究として行われており、日本
の文部省（高エネルギー加速器研究機構）および科学技術庁（理化学研究所）がDOEと協定を
結び、その協定の下に東京大学、京都大学、筑波大学、広島大学、早稲田大学、長崎総合科学大
学および放射線医学総合研究所のメンバーがPIⅢNIX実験に参加している［2n］。
以上述べた、標準理論を基礎とし、核子や原子核の構造・性質を理解しようとするQCD原子
核物理（素粒子原子核物理）研究は近年進展が著しいが、原子核は種々の量子数を選べる孤立系
であり、標準理論の最も精密な実験検証やその限界を知る上での良い対象である。これらの研究
は、強い相互作用が宇宙創世期に果たしていた役割を解明する研究なども含め、今後、極めて多
彩な研究課題を有する大きな研究分野を形成してゆくものと考えられており、これらの研究を進
めてゆくには、エネルギーフロンティア加速器ほどの高エネルギー粒子ビームを必要とするもの
ではないが、数GeV～数10GeV程度の陽子ビームや電子ビームあるいは数10GeV／nの重イオンビ
ームが必要とされている。
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（2）原子核物理学研究加速器の要件
原子核物理学研究の目的とするところは、強い相互作用をする有限多体系としての原子核（安
定核、不安定核）の構造や性質が出現するメカニズムの解明をめざすことである。原子核物理研
究においては、エネルギーの低い粒子ビームによる安定核の構造研究（数MeV）から核物質の物
性物理研究やQCD理論の原子核内での検証などの幅の広い研究が含まれる。原子核物理学研究
加速器の要件としては、以下のようにまとめられよう。
①比較的高い（中間）ェネルギーまでの様々な重イオンビームを加速できること
②反応断面積の小さい現象が捉えられるような大きなビーム強度を有すること
③上記ビームを長時間（数時間から数日）にわたり安定に供給できること
原子核物理学研究においては、上記の要件のように、バラエティにとんだ重イオンを比較的高
いエネルギーまで大きなビーム強度を保持しつつ加速でき、かつ、それを長時間維持できる加速
器が必要となる。現在の加速器技術では、大型のリングサイクロトロンやェネルギーフロンティ
アマシーンよりは小型ではあるが、やはり、大型のシンクロトロンが上記の要件を満たせる加速
器である。後にも述べるように重イオン加速技術については、高周波加速以外にはほとんど研究
がなされていないのが現状であり、高勾配をめざす加速器先端技術による小型加速器の予測時期
からもいえるように、上記①、②および③の要件を満たす加速器としては、今後もしばらくは、
改良はされるであろうと考えられるものの、大型のリングサイクロトロンや大型のシンクロトロ
ンであろうと考えられる。
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3　エネルギー科学
（1）研究の動向
加速器科学に属するエネルギー科学とは、加速器ビームを用いた放射性元素の消滅処理研究、
エネルギー増幅装置研究、ミューオン触媒核融合研究および重イオン慣性核融合研究などの核エ
ネルギーの利用研究をさすものである。
以下では、放射性元素の消滅処理研究、ミューオン触媒核融合研究および重イオン慣性核融合
研究の観点で整理する。
1）放射性元素の消滅処理研究
（参考文献［Ⅱ3a］によりまとめる）
原子炉で発生する使用済み燃料中には、原子炉内での中性子捕獲により生成するNp、Am、cmな
どのマイナーアクチノイド（MA；MinorActinide）や核分裂生成物中の紗rc、129Iなどの長半減
期核分裂生成物（LLFP；LongLife Fission Product）が含まれる（表－II－1－9、10参
照）。
－Ⅱ－1－91000MWe　子l　用　み　　　のマイナーア　チノイド
核 種
P W R L M F B R
（燃 焼 度 33，000MⅥ）／MT） （燃 焼 度 150，000蛸m ／MT）
冷却 3 yr冷 却 3 yr 冷 却 5 yr
Np－237 57．9 ％ 41．3 ％ 9．45％
Am－241 27．4 ％ 48．8 ％ 54．9 ％
Am－242m － － 1．38％
Am－243 11．9 ％ 8．33％ 25．4 ％
cm－243 0．03％ 0．02％ 0．29％
cm－244 2．67％ 1．44％ 7．73％
cm－246 0，15％ 0．10％ 0．89％
MA 発 生 量 合計
（kg／Gwe／y）
20．9 29．8 28．8
二旦ー1－101000MwePWR使用済み燃料中の核分裂生成
半減期 核　 種 生成割合
（％） （g／MT）
＜lyr 4．8 ％ 1，650
1yr － 10yrRu－106，Sb－125，Pm－127，Cs－134，Eu－154，Eu155 1．3 ％ 451
10yr －30yr Kr－85（11yr），Sr－90（29yr），Cs－137（30yr）5．3 ％ 1，830
30yr － 100yrSm－151 0．03％ 13
100yr － 104yrNone 0．0 ％ 0
104yr －5×109yrSe－79，Zr－93．Tc－99（2．1×105yr），Pd－1076．6 ％ 2，270
ト129（1．6×107yr），Cs－135（2．3×105yr）
5×109yr＜Rb－87，In－115，Ce－142，Nd－144，Sm－147，Sm－148 7．6 ％ 2，620
Sm胃149
安定 75．1 ％ 25，800
合計 100　 ％ 34，300
（燃焼度：33，000Mm／MT、冷却時間：150日）
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これらのものは放射性毒性が大きく、短半減期の核種や安定な核種に変換することが望ましい。
この核種変換により放射性毒性を消滅させることを放射性元素の消滅処理と呼んでいる。消滅処
理を行うためには、使用済み燃料を再処理する際の溶液中の消滅させるべき元素群を取り出す群
分離処理が必要であり、消滅処理は群分離処理と一体的に行われることが必要である。群分離に
より取り出されたマイナーアクチノイドについては、高速中性子による核分裂により、また、長
半減期核分裂生成物については、中性子捕獲反応により核種変換を行うことが考えられている。
核燃料サイクルの一つの選択肢として、群分離・消滅処理を導入した階層核燃料サイクルが提
案されており、その概念を図－Ⅱ－1－1に示す。
最終処分場　500年以下 TRU：超ウラン元素
FP：核分裂生成物
MA：マイナー・アクチノイド
図－Ⅲ－1－1　　　．．サイクルの概念
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上記の階層核燃料サイクルの第一サイクルは、通常の燃料サイクルであり、このサイクルで発
生する高レベル放射性廃棄物を第二サイクルにおいて群分離・消滅処理する。この結果、階層核
燃料サイクルを経て出てくる廃棄物は、短寿命の核分裂生成物が主となり、最終処分となる地層
処分の簡素化、処分場の′ト規模化に寄与する。
階層核燃料サイクルの第二サイクルにおける消滅処理専用プラントとしては、専焼炉および加
速器駆動炉がある。消滅処理専用プラントでは、新たなマイナーアクチノイドの発生を避けるた
めU－238を用いないシステムであることが必要であり、また、そのため、中性子エネルギー・ス
ペクトルが硬く、実行遅発中性子割合が小さくなり原子炉の制御が難しくなる。これを補償する
ためには、高濃縮ウランが必要となり、核拡散上の問題が生ずる。一方、加速器駆動炉は基本的
に未臨界体系であり、外部中性子源による制御を行い、以下のようなメリットを有しており、消
滅処理専用プラントに最適であると考えられている。
・設計の自由度が大きい
・臨界事故に対する余裕度が大きい
・実効遅発中性子割合は小さくてもよい
・燃料組成の自由度が大きい
この消滅処理には、1GeV程度のエネルギーの大電流（数10mA）陽子ビームにより、鉛などの重
元素からなる固定ターゲットを衝撃した際の核破砕反応で発生させた中性子を用いて行うことが
最も現実的なものと考えられており、日本原子力研究所においては、加速器駆動未臨界消滅処理
炉の設計研究が進められている。その概念を図－Ⅱ－1－2に、また、固体タングステンターゲ
ットを用いた加速器駆動固体システムを図胃Ⅱ－1－3および表－Ⅱ－1胃11に示す。
超伝導時子加速器
嘲匝喧嘩噛施・圏圏錮
原子力発電所
高レベル廃棄物
長寿命抜棟を
含まない廃棄物
群分離・清意 燃料サイクル
図＿二』＿二1－2　加速器駆動消滅処理炉の概念
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核破砕
ターゲット
用済み燃料
HA：マイナーアクチノイド
図－Ⅱ－1－3　加速器駆動固体シ瑚念
表－Ⅱ－1－11加速器駆動匝拠墾皇室産直
燃料 T R U 窒化物
ターゲット 固体タングステン
一次冷却材 液体ナ トリウム
T R U インベン トリ 3，160kg
中性子増倍係数 0．93
核破砕中性子数 36n／p
陽子 ビーム 1．5GeV・40mA
熱出力 820MW
消滅率 250kg／yr（8．0％／yr）
出力密度 （最大／平均） 930／400MW／m3
温度 （炉心入口／出口） 330／430℃
冷却材速度 （最大） 8m／S
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放射性元素の消滅処理研究について世界的に見ると、日本は最も積極的に研究している国であ
る。日本における群分離・消滅処理は、1988年オメガ計画の発足とともに開始され、大強度陽子
加速器施設においては、加速器駆動消滅処理に関する要素研究が行われる計画である［Ⅱ3b］［Ⅱ
3C］。
フランスにおいては、1991年末に成立した「放射性廃棄物管理法」（群分離・消滅処理研究が
取り上げられている）を背景にして、高レベル・長半減期放射性廃棄物管理に関する研究の一環
として、群分離・消滅処理研究が実施されている。高速増殖炉スーパーフェニックスの廃棄決定
後、加速器駆動消滅処理システムを用いた階層核燃料サイクル概念に近いものが検討されている。
米国においては、ロス・アラモス国立研究所で大強度陽子加速器を用いた研究が行われているが、
消滅処理研究はあまり積極的に行われているわけではない。韓国においては、廃棄物処分場決定
が困難であることを受け、群分離・消滅処理に活路を兄いだすべく、加速器駆動システムの研究
が実施されている。
なお、近年、トリウム中に消滅すべき放射性廃棄物を混ぜたものを燃料とし、加速器からの陽
子ビームが起こすカスケード核反応により核分裂性物質を増殖しつつ廃棄物を消滅させる、「エ
ネルギー増幅器（EA；EnergyAmplifier）」がCERNのC．Rubbiaらにより提案され、検討が
なされている。これは、加速器駆動型（未臨界）消滅処理炉の一種である。
2）ミューオン触媒核融合研究
（参考文献［II3d］、［II3e］、［II3f］、［Ⅱ3g］、［II3h］、［Ⅱ3i］によりまとめる）
ミューオン（〃粒子；静止寿命2．2〃S）触媒核融合とは、負ミューオン（〃‾；物質中では重
い電子として振る舞う）を、pD2、D2－H2、D2－T2（重水素と三重水素の混合系）などに入れたと
きに、〝‾が触媒として働くことにより連鎖的に起こる核融合現象である。なお、〝‾は、陽子ビ
ームを標的に当てて発生させる冗中間子の崩壊で生成する。
以下、D2－T2の系におけるミューオン触媒核融合について説明する（図－Ⅱ－1－4参照）。
D2－T2に入射した〃‾は、減速されD原子、T原子の電子と置き換わり、dv原子、tp原子が
生成される。dv原子の基底状態はtv原子の基底状態よりエネルギーが高く、dv＋t→tp＋d
の反応が進み、d〃原子はtp原子に変わってゆく。t〝原子は電気的に中性であり、D2分子の電
子雲をくぐり抜け一方のdと結合し、ミューオン分子dt〃が形成される。このミューオン分子d
t〟では、分子振動により核融合反応d＋t→α＋nが急速に起こり、0．3～0．5％の割合で〝‾がα
に付着（α付着率）して失われるものの、残りの99．5～99．7％の〝‾は解放され、新たな核融合反
応を引き起こす。この連鎖的反応は〝‾の寿命の間起こり続けるため、エネルギーが生産されるこ
ととなる。何らかの方法によりα付着率を下げられれば、ミューオン生成コスト（科学上のブレ
ークイーブン；1個の〃‾が約300回の連鎖核融合を起こす）や経済上のブレークイーブン（ェネ
ルギー生産システムとして経済的に成立する点；1個の〝‾が約900回の連鎖核融合を起こす）を
達成することも可能になるものと考えられている。
ミューオン触媒核融合の最初の実験的検証は、1957年LW．AIvarezらが加速器からのミュー
オンビームを用いて、その飛程から捉えたものが最初である。1970年にはE．A．Vesman、LI．
Ponomarevらのソ連の理論家がミューオン分子の生成がD－T系で大きな速さで共鳴的に起こる
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－Ⅱ－1－4　dl tミューオン　　　　合サイクル
（参考文献［Ⅱ3e］［Ⅲ3f］より）
可能性を提唱し、ドゥブナ（ソ連）のJINRで先駆的な実験が行われた。1980年代になってメ
ソンファクトリーで強力な〃‾ビームを得ることができるようになったことなどから、大きな前進
が見られている。現在、世界的にはカナダのTRIUMF、米国のLANL、スイスのPSI、
ロシアのJINRおよび英国のRALなどで研究されている。
日本におけるミューオン触媒核融合研究は、KEKの中間子施設や理化学研究所のリングサイ
クロトロンを用いた研究が行われる一方、理化学研究所が英国RALとの共同研究としてRAL
のISISのビームラインを使って行っている。将来的には、KEKと日本原子力研究所の大強度陽
子加速器施設でも行うことが検討されている。
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3）重イオン慣性核融合研究
（参考文献［Ⅱ3j］によりまとめる）
慣性閉じ込め核融合（ICF；InertialConfinementFusion）には、レーザー光あるいは粒子
ビームを燃料ペレットに照射して、ペレット内に含まれる燃料（例えば、重水素（D）と三重水
素（T））の核融合を起こさせるものである。重イオン慣性核融合とは、慣性閉じ込め核融合のう
ちドライバーとして重イオンビームを使うものであり、核融合燃料を内部に詰めたペレット（標
的）に、重イオンビームをいくつかの方向から当て、核融合燃料を星の内部に相応するほどの高
密度プラズマ状態に爆縮させ、このプラズマが慣性でとどまっている間に核融合反応を完了させ
てしまうものである。現在、実験炉の計画検討段階にある磁場閉じ込め核融合（MCF；Magnetic
ConfinementFusion）とローソン条件（プラズマ密度×閉じ込め時間≧1015）の満たし方を比較し
たのが、表－Ⅱ－1－12である。慣性閉じ込め核融合は磁場閉じ込め核融合に比べて、短時間で
反応が終了する。
表二旦二1ー12プラズマ温度と閉じ込め時間（ローソン条件）
プラズマ密度 閉 じ込 め時間 プラグマ密度 ×閉 じ込め時間
n （／cm3） T （sec） n T （sec／cm3）
磁場 閉 じ込 め
（M C F ）
1014 10 1015
慣性 閉じ込め
（I C F ）
1025 10‾10 1015
現段階においては、ICFのうち、レーザー光を用いるレーザー核融合研究が最も進んでおり、
大阪大学レーザー核融合研究センター（ILE；Institute ofLaser Engineering）では、ガラ
スレーザーを用いた「激光ⅩⅡ号」（1983年～、レーザー出力25kJ、ピークパワー55TW、12本の
レーザービーム）による燃料ターゲット照射で核融合反応を起こす（1986年に1×1013個の核融
合中性子を観測）とともに、爆縮過程の詳細を解明する研究が進んでいる［Ⅱ3k］［Ⅱ31］。また、
米国のローレンス・リバモア国立研究所（LLNL）では、核融合研究装置Nova（1984～1999年
まで稼働、レーザー出力30kJ、ピークパワー120TW、10本のレーザービーム照射［Ⅱ3m］、既に解
体中）の次の192本のレーザービーム照射による核融合研究装置NIF（NationalIgnitionFacility、
レーザー出力1800kJ（1．8MJ）、ピークパワー500TW）の建設が始まっており（2002年建設終了予
定）、自己点火をめざすこととなっている［Ⅱ3n］。なお、上記のILEおよびLLNLは、レーザ
ー核融合研究施設の世界の2大拠点である。
しかし、レーザーが、最終的に電力施設において核融合エネルギー発生ドライバーとなるため
には、レーザー発生の際の電力効率および繰り返しの遅さを克服しなければならないとされてい
る。このような観点から、重イオンビームをドライバーとする重イオン慣性核融合の研究が行わ
れている。
重イオン慣性核融合の燃料ペレット（直径数mの球形）の構造として、燃料を圧縮する方式か
ら直接駆動方式のものと間接駆動方式のものに分けられる。それらの構造の違いを説明したもの
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が表－Ⅱ－1－13である。直接駆動方式では、燃料層は重イオンビームのエネルギーを吸収した
プッシャー層が燃料層を直接的に圧縮する。この方式では、圧縮効率は良いが、ペレット表面上
へのエネルギー付与の一様性が強く求められ、照射重イオンビーム本数は6から～12本が必要と
されている。一方、間接駆動方式では、重イオンのエネルギーをコンバーターでX線に換え、X
線によりアブレーターをプラズマ化しそれにより燃料を圧縮する方式で、圧縮性の一様性が良く、
重イオンビーム輸送系、炉構成の複雑さを大きく低減できるとされている。一方で、イオンビー
ムエネルギーをⅩ線に変換する効率を高くするた桝こは、直接駆動と比較して重イオンビームの
パワーを上げ、また、ビームスポットを小さくするなど、加速器自身の性能にはより厳しい条件
が求められるとされている。
表－Ⅱ－1－13　重イオンICF燃　ペレットカプセル（形）造比
直接駆動方式 間接駆動方式
層名 役割 層名 役割
外層
タンパー （鉛）
燃料ペレット全体
の被覆およびプッ
シャー層が外側に
膨張することを防
ぐ（原子番号が大き
く重いため、プッシ
ャー層を内側へ圧
縮させる効果をも
つ）
ケースティング
燃料ペレット全体
の被覆およびコン
バーター部で発生
したⅩ線の閉じ込
めを行う
（ケースティング
内は、コンバータ一
部以外は空洞）
アブソーバー
入射重イオンビー コンバータ一部（ケ 二本の相対する入
ムのエネルギー吸 ースティングに接 射重イオンビーム
収 続、互いに向かいあ
う2 カ所）
のエネルギーをⅩ
線に変換する
圧縮層 プッシャー
重イオンビームの
最終端での大きな
エネルギー放出を
うけ、燃料の圧縮を
行う
アブレー ター
ケースティング内
に充満 したⅩ線に
よりプラズマ化し、
燃料を圧縮する
燃料層 燃料層 （D T ）
プッシャー層から
の圧縮により内側
のボイ ドで、核融合
反応を起こす
燃料層 （D T ）
アブレーターで発
生 したプラズマの
圧縮により内側の
ボイ ドで、核融合反
応を起こす
内層 ボイ ド 燃料が圧縮され、反
応するスペース
ボイド 燃料が圧縮され、反
応するスペース
重イオン慣性核融合炉に関する概念検討も実施されており、1980年代の始めには名古屋大学プ
ラズマ研究所、大阪大学レーザー核融合研究センター、東京工業大学、東京大学原子核研究所な
どの研究者が共同でまとめたHIBLIC（HeavyIonBeamandLithiumCurtain）計画［II30］がある。
現在は、ドライバイーに関する基礎研究が、東京大学（理学系研究科）原子核科学研究センター、
東京工業大学や理化学研究所で行われている。また、将来的には、理化学研究所に建設が進めら
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れているRIビームファクトリーで研究が行われる予定である［Ⅱ3p］。
ドライバーとしての加速に要求される性能の一例（直接駆動方式のもの）を表－Ⅱ－1－14に
示す。
表－Ⅱ－1－14ドライバーとしての加速器に要求されるパ塁卓二皇迅魁
項　 目 値など
イオン種 質量数 200 程度の
一価あるいは二価イオン
ビームエネルギー 4　MJ
イオン運動エネルギー 15　GeV （75MeV／核子）
粒子数 1．7×1015 個
ビームパワー 160　TW
パルス幅 25　ns
ピーク電流 10．7kA
標的上のビーム半径 3．2mm
繰 り返し 10　Hz
標的利得 100
ここで最も鍵となる点は、パルス幅が短かく（25ns）、ピーク電流値の高い（10．7kA）重イオン
ビームを生成する方法であり、これらを達成しようとすると、現段階においては、非常に大規模
な線形加速器群と圧縮・蓄積リングが必要となる（HIBLIC計画では、数血×数血の面積が必要
とされている）。
重イオン慣性核融合の研究に関しては、世界的にみると、米国ではローレンス・バークレー研
究所（LBL）を中心に、ヨーロッパではドイツの重イオン科学研究所（GSI）を中心に進め
られている。LBLでは大電流加速に適した誘導線形加速器（インダクションライナック）を用
いた方式が研究されており、GSIでは重イオンシンクロトロン＋蓄積リング（SIS／ECR）を用い
たドライバーに関する課題に取り組んでいる。
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（2）エネルギー科学研究用加速器の要件
エネルギー科学研究は、加速器ビームを用いた核エネルギーの利用を研究するものであり、ビ
ームへの要求は以下のようにまとめられる。
①やや高いエネルギーをもつ陽子や重イオンビームを加速できること
②非常に大きなビーム強度を有すること
③（②の理由により）ビームの漏れによる加速器装置部の放射化が少ないこと
④③上記ビームを長時間（数日から数ヶ月）にわたり安定に供給できること
エネルギー科学研究においては、上記の要件のように、陽子や重イオンをやや高いエネルギー
まで大きなビーム強度を保持しつつ加速でき、かつ、それを長時間維持できる加速器が必要とな
る。現在の加速器技術では、発生するエネルギーや核種変換により消滅処理される放射性同位元
素の量が実用的なレベルにまで到達できるほどのビーム強度を達成させる加速器はまだ実現され
ていない。この分野においては、大きなビーム強度の達成そのものが一つの目標である。また、
大ビーム強度の達成が要求されるが故に、漏れビームによる加速器装置部の放射化をなるべく小
さく押さえることも同等に重要な目標となっている。
現在の加速器技術からすると、大強度の陽子や重イオンの加速器の主流になると考えられてい
るものは、ビームを曲げずにすむ線形加速器である。後にも述べるように、陽子や重イオンの線
形加速の場合、加速勾配が小さいため必要なェネルギーを達成するた桝こは、加速器そのものは
大型のものになる。
後に示す高勾配をめざす加速器先端技術による小型加速器の予測時期からもいえるように、今
後しばらくの間は、上記①、②、③および④の要件を満たすエネルギー科学研究用加速器は、改
良はされるものの、大型の線形加速器などであろうと考えられる。
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4　物質・材料科学
（1）研究の動向
加速器科学としての物質・材料科学は、加速器から得られる各種ビームと物質・材料を構成す
る原子や電子あるいは原子核との相互作用を利用して物質・材料の構造や性質などの解明をめざ
す研究あるいはその成果を応用した開発をおこなう科学分野である。この分野においては、加速
器からのビームを利用し、物質・材料の構造解析（静的および実時間挙動解析）、表面・界面構造
および薄膜構造の解析、物質・材料の電子状態の解析、物質・材料の創製・加工研究、極限環境
下での物質・材料の解析、極微量分析などに分類される研究や開発が行なわれている。
この分野においては、小規模な加速器から大型（放射光用）加速器まで多様な加速器により電
子、陽子あるいは重イオンビーム（これらを一次ビームという）を発生させ、それを直接的に利
用する他、電子ビームからの二次（高次）ビームである制動放射、シンクロトロン放射光、自由
電子レーザー、陽電子ビーム、中性子ビーム、また、陽子ビームからの二次（高次）ビームであ
る中性子ビーム、〝粒子ビーム、陽電子ビーム、あるいは重イオンビームからの二次ビームであ
る不安定核ビーム、中性子ビームなどが用いられている（表－Ⅲ－1－15参照）。
－Ⅱ－1－15物質・材料科学分野で用いられる加速墨ビ二二ム¢垂
一次 ビーム 二次 （高次） ビーム 発生方法概要
電子ビ ムー
光子ビ ムー
制動放射 （γ線） 電子 ビームを重金属の標的に当てる
（電子エネル ギー ‥～数 10MeV）
シンク叫ン放射光 電子 ビームを偏向電磁石で曲げる
（電子エネル ギー ：数 100MeV～数 GeV）
自由電子レーダー ほぼ光速 の電子 ビーム を交代磁 場で蛇行運動 させ
る （電子エネル ギー ：～数 100MeV）
陽電子 ビーム
制動放射の場合 と同様 （制動福射 中の γ線による対
生成 （γ→ e ＋＋e ‾））
（電子エネルギー ‥～数 100MeV）
中性子 ビーム
制動放射 の場合 と同様 （制動福射 中の γ線による光
核反応 （（γ， n ）反応 ‥巨大共鳴領域））
（電子エネルギー ：～数 10MeV （35MeV で飽和））
陽子ビ ムー
陽電子 ビーム
陽子 を特定の原子核 （27Al、180 な ど）に照射 し、
β＋崩壊核種を生成 し陽電子を得 る
（陽子エネルギー ：～数 10MeV 程度）
不安定核 ビーム
陽子 ビームを標的に当て る （標的原子核 の陽子 ビー
ムによる核破砕反応）
（陽子エネルギー ：～数 100MeV）
中性子 ビーム
陽子 ビームを標的に当て る （標的原子核の陽子 ビー
ムによる核破砕反応）
（陽子エネル ギー ：数 100MeV～1GeV））
〃粒子 ビーム
陽子 ビー ムを標的に当てた際に発 生す る 冗中間子
を集 め、それ を自然崩壊 させ る
（陽子エネル ギー ：数 100MeV～1GeV）
（次頁に続く）
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（前貢より続く
－Ⅱ－1－15　　・　・学分　で用いられる加　器ビームの
一次ビーム 二次 （高次） ビーム 発生方法概要
重イオンビ ムー
不安定核 ビーム
重イオンビー ムを重金属の標的に当てる （入射原子
核あるいは標的原子核の重イオンビームによる核
破砕反応など）
（重イオンエネルギー ：数 10MeV／n）
中性子 ビーム
重陽子ビームを トリチ ウムあるいはリチウム標的
に当てる （前者は核融合反応、後者は中性子ス トリ
ッビング反応）
（重陽子エネルギー ：数 100keV、35MeV）
以下では、まず、物質・材料研究のプローブとしての各種ビームを発生させる方法や加速器な
どを概観し、次に、それらを用いた物質・材料研究の動向について触れる。
1）物質・材料科学で使用される各種ビームと加速器
①電子ビームとその二次ビーム
（参考文献［Ⅱ4a］、［II4b］、［Ⅱ4C］、［Ⅱ4d］によりまとめる）
物質・材料科学における電子ビームの利用については、それを直接利用するものより、二次ビ
ームを発生させる一次ビームとして利用する場合の方が一般的である。電子ビームの直接利用の
場合、電子ビームをド・ブロイ波（電子波）として使う結晶の電子線回折などにおいては、電子
エネルギーが数100keV程度のものであり、本調査の対象外とする。また、数MeV程度のエネルギ
ーの電子ビームは、産業利用において電子線照射用としてごく一般的に使われている。ここでは、
主に10MeV程度～数GeVの低エネルギーあるいは中間エネルギーの電子ビームとその二次ビーム
について述べる。10MeVを超える電子ビームを発生させる加速器は、線形加速器およびシンクロ
トロンが主である。なお、日本の低・中間エネルギー電子線形加速器については表－Ⅳ－1－20
を、中間・高エネルギー電子シンクロトロンについては表－Ⅳ－1－4を参照。
電子ビームより二次ビームを発生させる方法を大別すると、電子ビームを固定標的に当てるこ
と、および電子ビームの進行方向を磁場で曲げること、の2つになる。
まず電子ビームを固定標的に当てることにより発生させる二次ビームについて述べる。
A制動放射
電子ビームを標的に当てると、標的の構成原子と衝突して、その原子を励起したり電離したり
してエネルギーを失う非弾性散乱の他に、電磁放射線の放出、すなわち制動放射と呼ばれる現象
が発生する。この現象は、荷電粒子の速度の急激な変化〔大きな加速度〕に伴って引き起こされ
る。制動放射と非弾性衝突の比は、電子のエネルギーが高くなるほど、標的の原子番号が大きく
なるほど大きい。例えばタングステン（W）やタンタル（Ta）を標的にすると、約10MeVで二つの
現象は同程度に起こり、10MeV以上のエネルギーでは、制動放射の割合が急速に増大する。放射
される光子のエネルギーはゼロから最高は電子のエネルギーの間で連続分布しており、その強度
は電子のエネルギーのにほぼ反比例の窟）している。制動放射は、現在では数MeV付近のγ
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線源として使用されているが、放射光が普及する以前は、Ⅹ線源やγ線源として広く使われてい
た。
一方、重粒子の場合は、質量が大きく衝突による速度の変化が小さいので、TeVレベルのエネ
ルギー範囲になければ制動放射は問題にならない。
B中性子ビーム
電子ビームを標的に当てた時の制動放射で発生するγ線光子のエネルギーが約10MeVを超すと、
原子核とγ線の衝突によって中性子を発生する（γ，n）反応が生ずるようになる。これは光核
反応の一つであり、概ね10数MeVから数10MeVの間に、標的の元素によって国有の共鳴エネルギ
ーがある。γ線のエネルギーが共鳴エネルギーに一致するとき、大きな反応確率をもつ。制動放
射のエネルギー分布（ん甘）を考慮して、電子ビームは30MeVより若干大きなエネルギーのものが
使われる。発生する中性子のエネルギーは連続スペクトルをもつ。なお、電子のエネルギーが約
35MeV付近になると、ビーム出力あたりの中性子収率が飽和傾向を示すので、これ以上のエネル
ギーの電子ビームは、光核反応による中性子発生には使われることが少ない。
電子加速器の出力ビームがパルス構造をもつ場合、中性子ビームも似たようなパルス構造をも
つ。このことは、時間変化する現象を捉える場合に有用である。発生したエネルギーの高い中性
子（高速中性子）を減速し、常温の気体と同等のエネルギーをもつ熱中性子に（熱中性子化）す
ると、中性子は波としての性質が顕著になる。この中性子波（ド・ブロイ波）の波長は、結晶の
格子間隔程度であるため、中性子回折など物性値の測定に利用される。なお、電子ビームよって
発生する出力あたりの中性子ビームの強度は約2×1015n／S／hⅣである。
日本において、中性子発生が可能な電子加速器施設は以下のとおりである。
－Ⅱ－1－16　日　の中性子　生　子加　器
研究機 関 加 速器名称 加速器概要 （稼働年） 中性子発生率
（n／S）
ビ ムー出力
（kW）
標的
エネルギー
北海道大学 45MeV　Electron電子線形加速器 （1974）1．0×1013 2 W
工学部 Linac （長 さ約 23m，45MeV） 35MeV
東北大学 Tohoku　 300MeV電子線形加速器 （1967）1．4×1013 7 W
核理研 Electron Linac（長 さ約 52m，300MeV） 250MeV
京都大学 KURRI－LINAC電子線形加速器 （1967） Ta、W
原子炉実験所 （長 さ約 5m，46MeV） 46MeV
核燃 料サイ ク 10MeV　Electron 電子線形加速器 （1996） 4．7×1013 12．3Pb
ル開発機構 Linac （長 さ約 18m，－35MeV） 35MeV
（核燃料サイクル機構の電子加速器については、検討のみ）
C陽電子ビーム
陽電子は、数10MeVを超えるエネルギーの電子またはγ線と原子核との衝突に際する電子・陽
電子対生成によって得ることができる。γ線と原子核の衝突過程の方が反応断面積（反応確率）
が一桁以上高いので、陽電子の発生には、上記のエネルギー領域の電子から効率よく変換された
γ線を用いることが多い。このγ線は、タンタル（Ta）、タングステン（W）など原子番号の大き
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な材料でできた標的に、電子ビームを当てて制動放射により発生させている。なお、陽電子発生
に使われる電子ビームのエネルギーは、数10～100MeV程度のものである。
陽電子は、物質中または表面近傍の電子の振る舞いを非破壊的に知ることができるため、物質・
材料研究にとり有用などームである。固体などの物質中を通る高速陽電子の消滅確率は小さく、
ほとんどすべての場合、高速陽電子は原子核との散乱で運動エネルギーを失い、周囲とほぼ熱平
衡に達してから対消滅する。物質・材料研究には低速陽電子（エネルギーがeV程度）と呼ばれる
エネルギーのそろった陽電子が使われることが多い。低速陽電子は、100MeV位の電子ビームをTa
などの標的に入射して、幅の広いエネルギーをもつ高速陽電子（keV～MeV）を得た後に、W箔な
どの減速材（モデレ一夕）の中で減速・熱化し、減速材から自発的に放出されるものを電界で引
き出して使う。このようにして得た低速陽電子のパルス幅は減速過程でマイクロ秒まで広がる。
物質・材料研究のために有用な短パルス低速陽電子は、陽電子を蓄積し、切り出した後、パルス
圧縮を行うことで得られる。
日本における陽電子利用機関あるいは陽電子利用を検討している機関を、表－Ⅱ－1－17に示
す。
－Ⅱ－1－17　日本の　　子　生用　子加
研究機関 加速器名称 加速器概要（稼働年） 陽電子発生率
（eソS）
電子エネルギー
備考
京都大学
原子炉実験所
KURRI－LINAC電子線形加速器 （1967）
（長さ約 5m，46MeV）
電子技術 TELL 電子線形加速器 （1981）107～108 60－70MeV
総合研究所 （長さ約 80m，500MeV） パルス幅 100ps
大阪大学 ISIR S－Band電子線形加速器 （1989） （検討中）
産業科学研究所 Linac （長さ約 10m，150MeV）
高輝度光科学 SPring－8 電子線形加速器（1997） （検討中）
研究センター 入射器 （長 さ約 140m，1GeV）
核燃料サイクル開 10MeV 電子線形加速器 （1996） ～10735MeV （W 標的）
発機構 Electron Linac（長 さ約 18m，－35MeV） （検討のみ）
日本原子力研究所 Positron 電子線形加速器 （加速器検討中）
高崎研究所 Factory（100MeV）
次に、電子ビームの進行方向を磁場で曲げることにより発生させる光子ビームについて述べる。
Dシンクロトロン放射光（放射光）
シンクロトロン放射光（単に、放射光ともいう）は、中間エネルギー～高エネルギーの電子ビ
ームの軌道を偏向磁石などで曲げる際に電子ビームの接線方向に放出される輝度の高い光（ェネ
ルギーは連続分布）である。この現象は加速度を持って運動する荷電粒子が電磁波を出す現象と
して理論的に古くから知られていたが、1947年電子シンクロトロンから初めて観察され、その発
見の経緯より電子シンクロトロンからの放射光は、シンクロトロン放射光と呼ばれている。放射
光は最近では物質・材料科学あるいは生命科学研究などで広く使われるようになってきているが、
これは基礎物理学研究用の加速器の進展がもたらした大きな副産物といえる。シンクロトロン放
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射光の発生においては、通常、数100MeV～数GeVのエネルギーを持った電子ビームが使われてい
る。また、同様な原理により、短いパルス電子ビームを直線状に配置させた交代磁場で蛇行（ア
ンジュレーション）を与えると、ビームが磁場で曲げられる（蛇行する）度にシンクロトロン放
射光に相当する光（ェネルギーは連続分布）が位相のそろった状態で放射される。これをシンク
ロトロン放射光の蓄積リングに設けた直線部で行なうと、偏向電磁石の場合に比べてより高輝度
の放射光が得られる。
当初のシンクロトロン放射光の利用は、素粒子や原子核研究用の電子シンクロトロンに寄生す
る（あるいは共生する）形で行われてきた（このような施設を、「第1世代放射光施設」という）。
1970年代後半から世界の各地で放射光発生用の専用電子蓄積リングをもつ放射光専用施設（これ
を、「第2世代の放射光施設」という）が建設され、放射光の幅広い利用が進展した。更に、1990
年代に入り、電子の周回軌道中の直線部にウィグラーや交代磁場を持ったアンジュレータ（これ
らは、挿入光源と呼ばれる）を設けるとともに、周回する電子ビームのエミッタンスを極めて低
くし（運動量のばらつきを極めて小さくし）、輝度および指向性の格段に高い放射光を発生させる
放射光専用施設（これを、「第3世代放射光施設」という）が建設され、高度な放射光の利用が進
展してきている。シンクロトロン放射光の特徴としては、以下のようなものが挙げられる。
・広い波長領域（赤外線（0．1eV，104nm）から硬X線（100keV，0．01nm））にわたる連続したス
ペクトルをもつ
・輝度が高い光源である（明るく強い光である）
・指向性が良い（非常にシャープな光である）
・様々な偏向特性を持たせることができる（光源の仕組みにより直線偏光、楕円偏向、左右円偏
向などの偏向状態を持たせることができる）
・パルス特性をもつ
・光源特性が計算でき標準光源として使える
・清浄な光源である
これらは、光源としての優れた特性であり、物質・材料科学のみならず生命科学、医療利用な
どの幅広い分野において、世界的に利用が進展してきている要因となっている。
なお、後にも述べるように、通常、放射光リング内では加速用RF波の波長毎に電子のパンチ
を入れた状態で周回させるため、各電子パンチからのパルス放射光が短い間隔であたかも連続す
るかのように発生する。この場合、パルス間隔が短すぎて（連続ビームと同じで）、動的な変化を
捉えるには不適当である。これを単パンチの電子ビームを周回させることで、パルス間隔の長い
パルス放射光を発生させることができ、これによって、反応中間体の構造を反応前、反応後と分
離して調べることができることとなり、動的な変化を捉えることができるようになる（パルスラ
ジオリシスまたはポンプ＆プローブ）。KEKのPF－ARでは単パンチの電子ビームによるパルス
放射光を発生させている。
表－Ⅳ－1－5に日本の放射光専用加速器を、また、表－Ⅳ－1－6に世界の第3世代放射光
専用加速器を示す。
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E自由電子レーザー
自由電子レーザーは、シンクロトロン放射光に、レーザーの特徴であるコヒーレンス（可干渉
性）とハイパワーを付加したものということができる。真空中をほぼ光速で走るエネルギーの高
い電子を、アンジュレータと呼ばれる周期磁場発生装置で蛇行させると、電子が方向を変えると
きにシンクロトロン放射光の場合と同様の原理により、光を前方に放射する。このとき、電子は
次第に集群（パンチ）され、個々の電子からの放射は干渉によって強調され、位相がそろった強
力な光を得ることができる。自由電子レーザーは、電子パンチを生成する線形加速器、高輝度な
光を生成し増幅する挿入光源（アンジュレータ）、光を閉じ込め、電子ビームと繰り返し相互作用
させ、フィードバックをかけて光増幅率を高める光共振器で構成される。アンジュレータから放
出される光は幅の広いスペクトルをもっているが、1対以上の反射鏡で構成される光共振器を用
いて繰り返し相互作用させることにより、特定の波長の光だけを効率良く取り出すことができる。
Ⅹ線領域での発振や大出力化をめざした自由電子レーザー発生の場合では、共振器を用いずに、
非常に長いアンジュレータを使ったSASE（SelfAmplified Spontaneous Emission：自己増幅自
発放射）法が用いられる。
通常のレーザーが、ある種の原子や分子などのエネルギー準位差を利用しているので、得られ
る波長が原子や分子によって決まってしまうのに対し、自由電子レーザーでは電子の運動を制御
することにより任意の波長のレーザーを作ることができるという特徴がある。
自由電子レーザーの研究は、スタンフォード大学で1977年に赤外域での発振に成功してから、
世界各地の研究機関で高効率化と短波長化をめざした研究が行われている。日本においては取り
組みが10年程度遅れ、電子技術総合研究所で1991年に成功したものが最初の発振であったが、
その応用に関する研究の進展は速く、1994年からは（株）自由電子レーザー研究所において、物
質・材料科学、医療利用などに発振されたレーザーが供されている。現在の自由電子レーザー利
用施設としては、表－Ⅲ－1－18のものを挙げることができる。
－Ⅱ－1－18　世界の自由電子レーザー利用施設
研究機関 加速器概要 初 波長域 ピ クー出力 利用研究
発振 （〃m） （平均出力） 分野
Stanford Univ． 超伝導電子線形加速器1977 3 －　15 1．2MW物性物理
（USA） （66MeV ；5．6A） 20　－　60 （1W） 生物 ・医学
UCSB （U．C at Santa バンプグラづ型加速器1985 350　－2500
（～10kW） 半導体物性Barbara）（USA） （ 6MeV） 60　－　350
30 －　90
Duke Univ． 常伝導電子線形加速器1986 1．8－　9．5 2　MW物性物理
（MarkⅢ） （USA）（45MeV ；40A） （3W）
Vanderbilt Univ． 常伝導電子線形加速器1991 2 －　　8 3　hⅣ物性物理
MFEL （MarkⅢ）
（USA）
（45MeV ；40A） （6W） 生物 ・医学
FOM FELIX 常伝導電子線形加速器 1991 5 －　30 5　hⅣ原子分子物理
（オランダ） （45MeV ；70A） 16　－110 （0．5W） 生物 ・医学
LURE CLIO 常伝導電子線形加速器 1992 1．8－17．5 10　hⅣ物性物理
（France） （70MeV ；75A） （9W）
（次貢に続く）
胃78－
（前貢より続く）
研 究機 関 加 速器 概 要 初 波長 域 ピ クー出力 利用研 究
発 振 （〃m） （平均 出力 ） 分 野
LANL AFEL 常伝 導電 子 線形加 速器 1993 4 －　　 6 10　 MW医療 応用
（USA） （15MeV ；100A） （1．5W）
（株 ） 自由電子
レーザ ー研 究所
常伝 導電 子 線形加 速器
（長 さ 46m ∴165MeV）
（33MeV ；42A） 1994 5　－　 2210MW （1 W）半 導体物 性
（75MeV ；50A） 1995 1 －　　 65MW （0．5W） 同位 体 分離
（165MeV ；60Å） 1995 0．23－ 1．25MW （0．5W） 医療 応 用
（30MeV ；40A） 1996 20　－　 805MW （1 W） 生物 工 学
（20MeV ；40A） 1997 50　－ 1002hⅣ（1 W）新 素材
（参考文献［2b］，10貢．表1を引用）
なお、姫路工業大学高度産業科学技術研究所の放射光施設（ニュースバル）においては、リン
グの直線部に設置した光クライストロンで、波長0．2－12〝mの自由電子レーザーが発振可能で
その利用が開始されている［Ⅱ4e］。
自由電子レーザー発振に用いられている加速器は、主に線形加速器であり、数10～数100MeV
程度の電子エネルギー領域が使用されている。発振波長域によっては、電子蓄積リングと組み合
わせて使用される。現在のところ赤外からサブミリ波領域（波長1〝m～数100〝m）のものの発
振に成功しているが、波長が10〃m～0．1〃m（近赤外から可視光）領域は通常のレーザーの活躍
領域であり、自由電子レーザーの戦略的な優位性のある領域としてはサブミリ波から遠赤外領域
（将来的に自由電子レーザーの短波長化が進めば、極端紫外から軟Ⅹ線領域も）であると考えら
れている。なお、レーザー出力（平均出力）をみると、通常のレーザー発振の場合、炭酸ガスレ
ーザーやYAGレーザーのように既にkW級の平均出力を出せるのに対し、自由電子レーザー発振の
平均出力は数W程度のものしかなかった。これは、高出力の発振を行おうとする場合高い電流値
の電子ビームが必要となるが、通常の電子線形加速器では常伝導加速空洞を用いているため空洞
部で発生する熱が大きすぎて間欠的にしか運転できなく、（平均の）電流値を上げられないことに
よるものである。しかし、近年、日本原子力研究所や米国トーマス・ジェファーソン国立研究所
での超伝導電子線形加速器を用いた高出力（数kW）の遠赤外レーザーの発振が可能になってきて
いる。国内における自由電子レーザー研究機関を表－Ⅱ－1－19に示す。
－Ⅱ－1－19　日　の白　　子レーザー　究施
研究機関 加速器概要 初発振 波長域
（〝m）
平均出力
（ピ クー出力）
電子技術総合研究所
常伝導電子線形加速器十
電子蓄積 リング （TEm S）
1991 0．6
常伝導電子線形加速器＋
電子蓄積 リング （NIJトⅣ）
（300MeV）
1992 0．59
（現在は
0．21 まで）
（次頁に続く）
－79－
（前頁より続く）
研 究機 関 加 速 器概 要 初 発 振 波 長域
（〃m）
平均 出 力
（ピ クー出力）
岡 崎国立 共 同研究機 構 常伝 導 電子 線 形加 速器 ＋ 1992 紫 色
分子 科学研 究所 電子 蓄 積 リン グ （W SOR）
大 阪大学 常伝 導 電 子線 形加 速器 1994 30－40
（推定 1MW 超 ）産 業科学研 究所 ISIR L－Band Linac
（長 さ約 3m， 38MeV）
日本 原子 力研 究 所 超伝 導 電 子線 形加 速器
SCARLET （長 さ 25nl、nlaX23MeV）
（17MeV ；100胃200A （6鵬 ））
1998
2000
7－30 0．1 kW
（lMW）
2．34kW
（800MW）
（参考 ） 超伝 導 電 子線 形加 速器 1998
1999
5
3
0．3kW
CEBAF （TJNAF） （長 さ 49m X 幅 6m） （10hⅣ）
（USA） （40－50MeV ；　 A （ト5mA）） 1．7kW
（40MW）
なお、上表以外に川崎重工業（株）では1993年に、住友電気工業（株）播磨研究所では1997年に
発振に成功している。また、日本大学（原子力研究所）や東京理科大学などでも自由電子レーザ
ー研究が開始されている。
②陽子、圭イオンビームとその二次ビーム
物質・材料科学分野における陽子あるいは重イオンビームの利用については、ビームを直接使
用する場合が主であり、数～数100MeV／n程度までの加速エネルギーをもつビームが使用されてお
り、低いエネルギー領域（20～30MeV／n程度）では静電加速器や小型サイクロトロンが、それ以
上のエネルギー領域では、AVFサイクロトロンやリングサイクロトロンが主に用いられ、近年
では重イオンシンクロトロンも用いられ始めている。なお、陽子や重イオンビーム用加速器につ
いては、素粒子物理学あるいは原子核物理学研究用と共用されている場合も多い。陽子あるいは
重イオンビームからの二次ビームとしてこれまで最も多く利用されて来ているものは、中性子ビ
ームであり、核破砕反応により二次的に発生させたビームを用いて研究が行われている。また、
特に磁性に注目する研究においては、〃粒子を使う研究も行われている。更に、核破砕反応によ
り発生する不安定核をビームとして取り出し、利用する研究が今後進展していくものと考えられ
る。
A不安定核ビーム
不安定核ビーム（RIビーム；放射性同位体ビーム）は、入射核破砕反応および標的核破砕反
応の二つの方法で発生させることが行われている。前者は、数10MeV／nのエネルギーをもつ重イ
オンビームを入射核とし、標的核との衝突により入射核の破砕反応を起こし、不安定核ビームを
発生させるものである。後者は陽子あるいは軽重イオンを入射核とし、厚い標的物質（標的核）
を照射・破砕し標的物質内に種々の不安定核を発生させ、表面まで熱拡散させた後イオン化・初
期加速して、精密な質量分離器で不安定核を分離し再加速するものである。下表に、この二つの
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方式による不安定核生成についてまとめる。なお、入射するビームはいずれも大きな強度を要す
る。
入 射 核 破 砕 方 式 標 的 核 破 砕 ・再 加 速 方 式
（I S O L ；I s o t o p e S e p ar a t O r O n －L i n e ）
入 射 核 （質 量 数 の 多 い ） 重 イ オ ン 陽 子 あ る い は 軽 重 イ オ ン
標 的 物 質 薄 い 標 的 物 質 厚 い 標 的 物 質
不 安 定 核 の 分 離 標 的 に 当 て て 生 成 し た 不 安 定 核 ビ ー 標 的 物 質 中 の 表 面 ま で 到 達 し た 不 安
ム 中 に は 種 々 の 核 種 が 混 じ っ て お 定 核 種 を 表 面 電 離 、 プ ラ ズ マ 放 電 で
り 、 こ れ を 2 段 階 に 分 け て 分 離 す る イ オ ン 化 し 、 あ る い は ガ ス 流 に 取 り
（第 1 段 階 で は 同 じ A ／Z の ビ ー ム を 込 み 電 子 サ イ ク ロ ト ロ ン 共 鳴 型 イ オ
取 り 出 し 、 エ ネ ル ギ ー 減 衰 板 を 通 し ン 源 に 移 送 し て イ オ ン 化 し 、 高 電 圧
た 後 、 第 2 段 階 で 核 種 を 分 離 す る ） で 初 期 加 速 し た 後 、 高 分 解 能 の 質 量
分 離 器 で 核 種 を 分 離 す る
再 加 速 な し あ り
特 徴 ・寿 命 の 短 い 不 安 定 核 ビ ー ム も 得 る ・寿 命 の 短 い 不 安 定 核 ビー ム を 得 る
こ と が で き 、 得 ら れ る 核 種 は 多 い こ と は 困 難 で あ る
・エ ネ ル ギ ー の 広 が り 、 指 向 性 と も ・エ ネ ル ギ ー の 広 が りの 小 さ い 指 向
右 よ り悪 い （晶 質 は 良 く な い ） 性 の 良 い （晶 質 の 良 い 不 安 定 核 ビ
ー ム ） 不 安 定 核 ビ ー ム が 得 られ る
実 施 研 究 機 関 第 1 世 代 K E K 田 無 分 室 他 、 世 界 の 陽 子 ・軽
L B L （B e v a l a c ） （米 国 ）
第 2 世 代
理 化 学 研 究 所 （R IP S ） （日本 ）
N S C L （A 1 2 0 0 ） （米 国 ）
G S I （F R S ） （ドイ ツ ）
G A N I L （L I S E 3 ） （フ ラ ン ス ）
重 イ オ ン 加 速 器 施 設 に 多 数 設 置
B中性子ビーム
100MeV程度を超える陽子ビームを国定標的（原子核）に当てると、原子核に束縛されていた陽
子や中性子が解放され飛び出す核破砕反応が生じる。原子核物理研究において述べた中性子ファ
クトリー（表－Ⅱ－1－8参照）は、この核破砕反応を利用した中性子を大量に供給する施設で
ある。核破砕反応による中性子のエネルギースペクトルは、核分裂に近いエネルギースペクトル
を有しているため、核破砕反応を利用する加速器ベースの中性子ファクトリー（パルス中性子発
生施設）が、老朽化により閉鎖される原子炉に代わり、今後の主たる中性子源になるものと考え
られている。日本においては、計画中の大強度陽子加速器が建設されれば、より強度の大きい中
性子ビームが得られ、物質・材料科学への中性子利用が飛躍的に進展するものと考えられている。
一方、重イオンビームを用いた中性子源として、重陽子（d）ビームを用いるD－T中性子源およ
びD－Li中性子源などがある。
D－T中性子源は、核融合反応t（d，n）4Heにより中性子を得る方法であり、重陽子の加速エネル
ギーは、高々数100keV程度であり、静電加速器が用いられている。この反応により得られる中性
子は、14MeVの単色のスペクトルをもつ。日本原子力研究所の核融合中性子源（FNS）が世界最強
のものである。
また、D－Li中性子源は、重陽子をLiに入射させた際の重陽子からの中性子のはぎ取り（スト
－81－
リッビング）反応を利用するものである。重陽子軽原子核に当てた際の重陽子からの中性子スト
リッピング反応の断面積は非常に大きく、上の中性子源はこの反応を利用するものである。この
反応では、前方で高い中性子強度が得られ、かつ、中性子のエネルギーは、重陽子入射エネルギ
ーの半分程度の値にピークをもつ単色性のスペクトルをもつ。特に、重陽子のエネルギーを35MeV
とすると、中性子エネルギーのピークは14MeVとなるので、これを核融合材料照射に用いること
も考えられている。
表－Ⅱ－1－20に、加速器を利用する中性子源についてまとめる。
表－Ⅱ胃1－20各種の加速器中性子源で得られる中性子重度など
加速器中性子源 中性子発生量 備　 考
（利用するビーム） （ビーム出力あた り）
（n／S／MW）
光核反応中性子源 2　 ×1015 （Pb クーダット） 白色蒸発型スペク トル
（電子 ビーム） 4　 ×1015 （U ターダット） （電子エネルギー35MeV で飽和）
核破砕中性子源 1．3×1017 1MeV付近に最大値をもつ蒸発型スペク
（陽子 ビーム） （1．5GeV 陽子、Pbターグット） トル
D －T 中性子源 7　 ×1014 14MeV の鋭い単色
（重陽子ビーム） （FNS 350keV，20mA）
D －Li 中性子源 ＜ 1　×1016 ピークエネルギー約 14MeV の準単色
（重陽子ビーム） （重陽子エネルギ 3ー5MeV）
なお、この他、がん治療におけるホウ素中性子捕捉療法（BNCT；Boron Neutron Capture
Therapy）用の中性子源として、7Li（p，n）7Be反応や9Be（p，n）9Bによるものが考えられている。
これらの反応に用いられる陽子ビームのエネルギーは各々、2．5MeV、棚eVであり、必要とされる
電流値は10mAとされている。
C疋中間子ビーム／〟粒子ビーム
冗中間子ビームおよび〃粒子ビームの発生については、原子核物理学の中間子反応研究（中間
子核物理学）［冗中間子および〃粒子利用］（55頁参照）。
D隠電子ビーム
20MeV程度に加速した陽子をアルミニウムターゲットあるいは水（H2180）に照射し、27Al（p，n）27si
あるいは180（p，n）18Fで発生したβ＋崩壊核種27si、18Fからの陽電子をビームとして利用する。
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2）物質・材料科学分野での動向
（参考文献［Ⅱ4f］での研究項目分類に従い、［Ⅱ4d］、［Ⅱ4g］、［Ⅱ4h］、［Ⅱ4i］、［II4j］、［II4k］、
［Ⅱ41］、［Ⅱ4m］、［Ⅱ4n］、［Ⅱ40］によりまとめる）
以下では、物質・材料科学分野での加速器からのビームを利用した研究について、その動向を
次の研究項目分類により簡単に総括する。
①　物質・材料の構造解析（静的および実時間挙動解析）研究
②　表面・界面構造および薄膜構造の解析
③　物質・材料の電子状態の解析
④　極限条件下での物質・材料の解析
⑤　極微量分析
⑥　物質・材料の創製・加工
なお、各研究項目で主に使用される加速器ビームをまとめると、下表のとおりとなる。
－Ⅱ11121　・　　　　　の研究項目　　と　用される加　　ビームの
研究項目分類 主に使用される
加速器ビー ム
使用される方法など 主たる使用目的
物質・材料の構造解析
（静的および実時間
電子ビー ム 電子線回折 基本原子配列探査
放射光
X 線回折 基本原子配列探査
微小角Ⅹ線回折 物質表面・薄膜原子配列
探査
Ⅹ線ラマン散乱 不純物元素
Ⅹ線 吸 収 微 細 構 造 結晶微細構造探査
（XAFS）分析 不純物元素
回折吸収微細構造 特定結晶構造中の特定元
挙動解析）
表面・界面構造および
（DAFS）分析 素の化学結合状態探査
CTR 散乱 界面原子配列探査
中性子ビー ム 中性子回折 基本原子配列探査 （水素
薄膜構造の解析
（なお、実時間挙動解
析では、短いパルスビ
ームが使われる）
（中性子散乱） 原子の位置、挙動）
磁性構造探査
陽電子ビー ム
陽電子消滅分光法（PAS） 高精度格子欠陥探査
表面近傍の欠陥、不純物陽電子消滅励起オージ
ェ電子分光法（PAES）探査
反射高速陽電子線回折
（m EPD）
表面第1層の構造
陽電子チャンネリング 格子間原子の位置、格子
不整
陽子ビー ム シングルイオンヒット損傷 宇宙線による半導体損傷
重イオンビー ム
イオンチャンネリング
後方散乱（RBS） 不純物元素探査
重イオンメスバウアー測定
反跳粒子検出（ERDA）
特定元素分布
（次頁に続く）
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（前頁より続く
－Ⅱ－1121物・材　科学分　の研　　日　　と　用される加　　ビームの
研究項目分類 主に使用される
加速器ビーム
使用される方法など 主たる使用目的
物質 ・材料の
放射光
高分解能光電子スペク 電子状態の解析
トル測定法 （エネルギーバンド構造）
磁気コンプトン散乱運
動量分布測定 磁性電子状態
電子状態の解析 磁気円二色性測定
陽電子ビーム 陽電子消滅分光法（PAS） 電子状態の解析
〃粒子ビーム 〃粒子スピン回転法
（〃SR） 磁性電子状態
中性子ビーム 偏極中性子散乱法
極限環境下での
物質 ・材料の解析
放射光 X 線回折など 基本原子配列探査など
極微量分析
放射光 蛍光Ⅹ線分析など
不純物元素など
中性子ビーム 放射化分析
陽電子ビーム 陽電子消滅分光法（PAS）
重イオンビーム
イオンチャンネリング
後方散乱（RBS）
重イオンメスバウアー測定
反跳粒子検出（ERDA）
物質 ・材料の
重イオンビーム
ビーム照射、注入など 照射改質、多孔膜形成、放射光
創製 ・加工 陽電子 ビー ム 微細加工など
中性子 ビー ム
①物質・材料の構造解析（静的および実時間挙動解析）研究
物質・材料科学においては、原子の配列や不純物の位置などの構造を調べることが、物質・材
料の性質などを理解する基礎となっている。研究対象となる物質・材料は、単純な結晶構造を持
つ金属やセラミックス材料、超伝導材料、多数の原子からなる巨大分子など複雑な結晶構造をも
つ物質、非周期系あるいは結晶質でない物質・材料など非常に多様なものとなっている。
物質・材料の構造を調べる際にプローブとして使われるビームは、主にⅩ線波長領域の光、電
子ビーム、陽電子ビームあるいは中性子ビームであるが、重イオンビームも使われるようになっ
てきている。
A静的原子配列などの探索
Ⅹ線を用いた物質の構造解析では、Ⅹ線回折法が古くから使われてきた。これはⅩ線が強く散
乱される方向が結晶中に周期的に並んだ原子の間隔と関係があることを応用したものであり、そ
の光源には、Ⅹ線管などからの特性Ⅹ線や気体発光線、制動放射、シンクロトロン放射光などが
使われている。最近は、シンクロトロン放射光の利用が一般的になってきている。高輝度の第3
世代放射光源の普及につれて、Ⅹ線吸収微細構造（ⅩAFS：Ⅹ－rayAbsorptionFineStructure）
分析による特定原子近傍の構造解析のような、より高度な分析技術が育ってきている。また、Ⅹ
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線回折とⅩ線吸収微細構造分析を組み合わせた回折吸収微細構造（DAFS：I）iffraction
AbsorptionFineStructure）分析により、特定の結晶構造を持つ特定な元素の化学結合状態を調
べる研究も進展してきている。ⅩAFS分析やⅩ線ラマン散乱は不純物の分布の測定に、また、
DAFS分析は結晶欠陥の構造解析にも用いられている。これらの分析技術は、シンクロトロン
放射光のもつ特性（広い波長域、高輝度、指向性、偏光性、パルス特性、高信頼性、清浄）によ
るところが多い。
酸化物高温超伝導材料は、1986年に発見されて以来、工業的にも学術的にも極めて重要な材料
である。酸化物高温超伝導材料の超伝導発現機構解明のためには、高輝度シンクロトロン放射光
を用いた、精密な構造解析が不可欠である。また、磁気スピンとの相互作用が弱いX線は、磁性
構造を探るためのプローブとしては不適当であるとされていたが、高輝度放射光源の登場により
そのような従来の常識を覆しつつある。シンクロトロン放射光は連続スペクトルをもち輝度が高
いので、波長（エネルギー）を掃引して測定することにより、複雑な結晶構造をもつ物質や非晶
質などのように明確な回折ピークが得られない物質でも、構造解析が可能となる。このように優
れた特性を有するシンクロトロン放射光の利用は、物質・材料科学のみならず生命科学、医療利
用などの幅広い分野で世界的に広まってきている。
電子線も構造解析に利用されることが多い。電子波の回折現象を利用する電子線回折では、そ
のド・ブロイ波長が物質内における原子間距離程度のものを、その他の分析のためには物質を構
成する原子のエネルギー準位程度のエネルギーの電子が利用され、そのエネルギー範囲は数10～
数100keVのものである。この程度のエネルギーの電子は、加速器を用いなくても発生させること
が可能である。
中性子は、その質量が水素（陽子）とほぼ同じであり水素による散乱断面積が非常に大きいの
で、物質中の水素の挙動を調べるために有用であり、中性子散乱（中性子回折）法として応用さ
れている。特に、水素を多く含んだり、水素の動きが重要な役割を果たす、有機高分子材料や燃
料電池材料などの研究には、中性子ビームは不可欠になりつつある。また、中性子は磁気モーメ
ントをもっているので、磁気モーメントをもつ原子などと衝突するとき、磁気的相互作用を受け、
散乱される中性子は物質中の磁気モーメントに関する情報をもっている。このため、中性子は、
磁性体の原子磁気モーメントの配列など、磁気構造を調べるための有効なプローブとなっている。
中性子ビームは、液体や非晶質のように、規則正しい構造をもたない物質の解析にも用いること
ができる。なお、中性子回折などに用いる中性子は、そのド・ブロイ波長が物質内における原子
間距離程度のものとなるエネルギー領域（数10meV）の熱中性子である。熱中性子としては、原
子炉からの熱中性子が主に使われてきているが、原子炉の老朽化による廃止のため、今後は、加
速器を利用した中性子源が主要なものになると考えられている。また、不純物の分析においては、
中性子照射により放射化された元素からの放射線を利用して微量元素の種類や量を測定する、放
射化分析も一般的である。
陽電子は、電子と同じ質量で正電荷をもつために、物質中では原子核に捉えられることがなく、
散乱されつつ運動エネルギーを失い熱平衡に達する。陽電子が電子と遭遇すると対消滅を起こし
2方向にγ線を放出するが、対消滅は、陽電子のエネルギーが低い方が起こり易い。従って、陽
電子が物質中に進入して電子と遭遇して対消滅にγ線を発生させるまでの時間や2方向に放出さ
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れるγ線の角度相関の計測などを行うことによって、物質中の電子の振る舞いを直接的に非破壊
で知ることができる。陽電子消滅分光法（PAS：PositronAnnihilation Spectroscopy）や陽
電子消滅励起オージェ電子分光法（PAES：PositronAnnihilationinduced Auger Electron
Spectroscopy）など物質中や表面近傍、最表面の欠陥、不純物などを極めて高感度で測定できる
ようになってきている。
重イオンビームについては、イオンチャンネリング法および後方散乱法（RBS：Rutherford
Backward Scattering）などにより金属や固体中の不純物原子の状態を調べたり、不純物と空孔と
の相互作用などに関する挙動解析手段として使われている他、固体結晶に重イオンビームを照射
し特定の核反応を起こすことにより、結晶内に放射性核種を創出し、放射性核種の崩壊後の励起
原子核からのγ線を線源とするメスバクアー測定により、元素組成の変化による結晶格子の歪み
が与える影響の精密な解析が行われている。その他、入射ビームにより前方に反跳された粒子を
測定する反跳粒子検出法（ERDA：Elastic Recoil Detection Assay）により、固体中の特定
元素の分布状況測定が行われている。更に、宇宙で使用される半導体デバイスが重粒子線に曝さ
れ電子と正孔の大量発生によりデバイスが破損したりするシングルイベント現象の解明において
も、陽子あるいは重イオンビームが用いられており、水素原子と核反応を起こしやすい特定のイ
オンビームを用いた水素検出とチャンネリング効果を組み合わせた方法により精度の良い水素原
子の格子中の存在位置確定を行う研究も開始されている。
B動的な原子配列などの変化の探索：「その場観察（実時間挙動解析）」
極めて短時間内におこる物質内の原子配列の動的な変化や化学反応の進行などを「その場観察」
で捉えること（実時間挙動解析）は、現代の物質科学研究において必要不可欠なものとなってき
ている。「その場観察」によって、物質の構造変化や物質内での反応の進行などの動的な変化と、
温度、圧力、濃度、磁場、電場などの環境との関連を明らかにすることが可能となる。このこと
によって、物性の解明や極めて短時間のうちに進む反応の制御などを行うことが可能となる。
時間変化を観察するにあたり、プローブビームのパルス幅が長い場合には、検出器側に時間分
解機能を持たせる必要があり、しかもこの場合には検出感度を高める必要があるので、一般的に
高時間分解能を得ることは難しい。そのため、高時間分解で効率良く観測するためには、プロー
ブビームに高強度かつ短パルスのものを使用し、現象のスナップショット（駒撮り）や照射後の
物質の応答を測定する必要がある。このように短パルスビームを使うことにより、速い時間的な
変化を瞬時に捉える技術をポンプ＆プローブ分析という。
「その場観察」は、今後の物質・材料科学研究においてより広範に普及してゆくものと考えら
れるが、それには、変化や反応が起こっている最中に短パルスビームを使った観察が必要となる
ため、将来的には物質科学研究専用の加速器を、他に必要な実験装置と同じスペースに入れるこ
とが望ましいものと考えられる。
パルス特性を有する高輝度放射光は、その場観察に適しており、今後の更なる発展が期待され
ている。また、短パルス電子ビームを用いた化学反応などの実時間挙動解析などがこれまでも行
われてきているが、ピコ秒より短いフェムト秒領域のパルス電子ビームにより時間分解能の格段
に優れた実時間挙動解析ができるものと期待される。更に、適当なパルスにした重イオンビーム
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により結晶内に創出される放射性核種を用いたメスバクアー測定によるその場測定（インビーム
メスバウアー分光）などの発展も期待される。
中性子については、これまで原子炉からのものが主に使われてきているが、短いパルス特性を
もつ中性子ビームは、先にも述べたように、数GeV級陽子ビームによる核破砕反応から得られる
ものである。核破砕中性子は強度も大きなものとすることが可能であり、今後の物質科学の発展
を担う中性子源になるものと考えられている。
②表面・界面構造および薄膜構造の解析
物質科学における研究対象として、物質の表面あるいは界面は、構造解析全般とは切り離して、
特に注目されるものとなっている。これは、表面・界面が固体バルクにはない物性を発現させる
という観点から重要であるのと同時に、表面・界面は物理・化学的に興味深い現象が数多くある
ことによるものである。
A静的原子配列などの探索
結晶の最表面の原子配列解析、表面付近の原子配列垂直方向変化の解析や表面・界面の不純物
状態の分析などは、材料の表面・界面が介在する特性を理解し、また、それを様々に応用したり、
新たな特性を有する表面・界面を持った物質を創成する上での基礎的なデータを提供するものと
なっている。これらの表面・界面研究においては、放射光、中性子ビーム、陽電子ビームおよび
重イオンビームなど多様な加速器ビームがプローブとして使用されている。これらのビームをプ
ローブとして、表面ー界面付近の構造を調べる際には、表面・界面でのビームの散乱（あるいは
反射）現象が利用され、その散乱（反射）角依存性などのデータを基に、表面・界面付近の原子
配列などが調べられている。
一般に表面・界面での散乱はそれに寄与する原子の数が少なく、高輝度放射光はその測定を短
時間で行うのに適している。また、微小角散乱は表面付近の配列探索に有効である。半導体など
の結晶表面の三次元的な原子配列や欠陥構造の解析においては、放射光Ⅹ線を用いたCTR
（Crystal Truncation Rod）散乱や微小角Ⅹ線回折などの方法が用いられている。
ド・ブロイ波長が物質内における原子間距離程度の熱中性子も表面・界面研究においては一般
的に使われているプローブである。この際にも、中性子散乱が使われており、その角度依存性か
ら表面近傍の原子配列などを調べる研究が行われている。
陽電子は正電荷を持ち、固体表面で反発を受けるため、回折などにより最表層の状態を観測す
るのに適したプローブになるものと期待されている。反射高速陽電子線回折（RHEPD：
ReflectionHigh Energy PositronDiffraction）においては、表面第1層の観察が可能である。
また、機能性薄膜や多層膜の形成は、反射高速電子線回折（RHEED：ReflectionHighEnergy
ElectronDiffraction）などにより構造不整がないことを確かめながら行われているが、電子を
陽電子に置き換えることでより完全性の高い材料創製が可能になるものと期待されている。これ
らは、陽電子源の開発とともに進展してゆくものと考えられている。なお、陽電子の固体表面で
の反発を利用して、低速陽電子により最表層の原子を選択的にイオン化させることも可能であり、
これを利用した陽電子消滅励起オージェ電子分光法による表面不純物高精度分析や、表面・界面
－87－
に不純物を付着させている電子を消滅させ、不純物を取り除くことも行われている。
重イオンビームによる後方散乱法やチャンネリング法を用いた、半導体基盤上の薄膜と基盤と
の界面の構造解析、歪み解析あるいは結晶最表面の原子種類の確定分析なども行われてきており
発展が期待されている。
B動的な原子配列などの変化の探索：「その場観察（実時間挙動解析）」
表面・界面の動的変化についても、同様に重要な研究テーマとなっており、例えば、半導体の
エピタキシャル成長過程や人工格子のMBE（モレキュラービームエピタキシー；Molecular
Beam Epitaxy）成長過程など表面結晶成長の動的過程を調べるものがある。また、化学反応にお
ける触媒については、触媒物質の表面構造が果たす役割が大きく表面構造研究の重要な対象とな
っているが、その触媒作用は実際の化学反応を起こしながら観察することが必要であり、時間的
挙動を「その場観察」で明らかにする研究も発展してゆくものと考えられている。
現在は一般的ではないが、低速の〃粒子ビームを用いた〃粒子スピン回転（ミューエスアール：
〃SR（MuonSpinRotation））法でのその場観察による、人工格子のMBE（モレキュラービー
ムエピタキシー）成長過程でのミクロ磁性の表面・界面における振る舞いの解明なども、強度の
大きな〃粒子ビーム源の開発とともに進展してゆくものと考えられている。
③物質・材料の電子状態の解析（電子物性解析）
固体物質に金属（導体）、半導体あるいは絶縁体の性質が出現するメカニズムあるいは磁性が発
現するメカニズムは、その電子状態に大きく依存する。これらの電子状態が大きく関与する物性
は電子物性と呼ばれ、電子状態に関する解析は構造解析と並び、物質科学における重要課題であ
る。
1986年に発見された酸化物高温超伝導材料の起こす超伝導は、それまでの極低温の金属が起こ
す超伝導とは、異なるメカニズムによるものと考えられているが、まだ、解明されていない。こ
の機構解明のために精密な構造解析とともに、エネルギーバンド構造など電子状態の解明が不可
欠であり、真空紫外から軟Ⅹ線領域の、高いエネルギー分解能をもつ、高輝度放射光を用いた光
電子スペクトル測定によりバンド構造の解明がなされてきている。なお、高エネルギーのⅩ線に
よるコンプトン散乱を利用すると物質内部での電子の運動量分布を調べることができる。また、
電子運動状態の探査においては、陽電子が電子と対消滅を起こし発生させる消滅γ線も有効であ
る。このときの消滅γ線は、消滅前の電子・陽電子対の運動量およびエネルギーを正確に保存し
ているため、これを計測することにより電子の運動状態がわかる。この方法（陽電子消滅分光）
は、超伝導の仕組みを探る有力な方法の一つとなっている。
磁性材料は、産業分野で広く使われている材料であるが、磁性の発現するメカニズムの詳細な
研究においても電子状態の解明が不可欠である。磁性体の磁性を担う電子（磁性電子）の磁気コ
ンプトン散乱による運動量分布測定や、また、右回り円偏向と左回り円偏向の吸収の違いにより
生じる磁気円二色性測定による電子状態の研究には、高輝度放射光の円偏向Ⅹ線が用いられてい
る。また、先にも述べたように、中性子も磁気モーメントを有し磁性電子と磁気相互作用を行う
ため、偏極中性子散乱法により電子状態の研究に一般的に用いられている。同様に、磁性につい
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ては、磁気モーメントを有する〃粒子も用いても調べられている。酸化物高温超伝導材料のもつ
磁気的な性質については、〝粒子スピン回転法を用いた電子状態の探求が行われている。
その他、重イオンビームを利用した電子状態の研究については、原子の電子準位の精密な測定
がある。薄膜を通過した重イオンは高電離した状態であり、特定の遷移スペクトル線の薄膜通過
後の時間的変化を調べることにより、電子の遷移確率を得ることができる。これは、原子の準位
エネルギーと遷移に関する厳密な基礎データを与えることとなり、レーザーの開発やプラズマの
研究などに使われており、データ需要の高い研究である。
構造解析と同様に、電子状態の解析においても変化の過程を動的に測定することは、今後の物
質・材料科学における重要なテーマになってゆくものと考えられている。光、電子、イオンなど
外部からの摂動による電子状態の変化の探求においては、短パルスの各種ビームを用いた「その
場観察」が重要な手段となってゆくものと考えられる。
④極限条件下での物質・材料の解析
物質・材料の性質を明らかにし、新しい材料を創製するには、圧力や温度などによる構造変化
を研究することが重要となる。新機能を持つ無機物質合成の先進的な手法の一つに高圧合成法が
あり、この合成時に高圧状態に置かれた微小な試料セル中の物質の測定にはⅩ線回折が利用され
ているが、この場合には高輝度放射光による動的な構造解析も含めた展開が期待される。
⑤極微量分析
金属材料においては、より高度な耐食性、耐熱性や加工性などの特性を有した高付加価値の材
料開発が非常に重要になっている。この開発のためには、他種類の微量元素を効果的に添加する
ことが必要であり、微量元素（極低濃度）の分析は不可欠であり、より高精度な分析が求められ
てきている。
従来、蛍光Ⅹ線分析は非破壊で定量性の良い微量元素分析法として知られているが、高輝度放
射光の利用により微量分析の検出限界が著しく向上してきている。pptレベルの超低濃度不純物
分光分析の開発利用は今後進展してゆくものと考えられている。
微量不純物の分析においては、中性子照射により放射化された元素からの放射線を利用して微
量元素の種類や量を測定する放射化分析も一般的である。また、固体結晶中のイオンビームの散
乱・反跳を利用した不純物分析も進展してきており、イオンチャンネリング法および後方散乱法
（RBS）や反跳粒子検出法（ERDA）による固体中特定元素の微量分析の進展も期待される。
また、非常に少量のサンプルを用いて行う分析も進展してゆくものと思われる。少量のサンプ
ルの場合、ビームをミクロン以下の径の微小な領域に絞って当てるマイクロビーム技術が必須の
ものであり、この技術の研究開発が重要である。
⑥物質・材料の創製・加工
加速器ビームは、高分子の架橋による強度の増加などの改質、化学反応や溶融などのみを用い
る従来の材料製造法では不可能な、機能性材料の創成に用いられている。また、ビームを利用し
たLSI製造に関する極微細加工（リソグラフィー）研究にも用いられている。
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機能性材料創製においては、ビームの特徴を生かし、エッチング処理や固体表面のみの性質を
変えたり（表面改質）、薄膜の改質や物質中の異種層の創成などが行われている。表面改質におい
ては、高輝度放射光を用いるものの他、固体結晶の表面のみを非晶質化したりする際には比較的
低エネルギーの重イオンビームの照射が用いられている。また、陽電子を用いた表面の不純物除
去なども研究されている。なお、あまり一般的ではないが、中性子ビームを用いた表面の改質研
究もなされている。膜に関するものとして、薄膜に重イオンを照射することにより原子・分子レ
ベルでの孔をあけ、化学エッチング処理などを施す多孔性膜の作製や、高輝度放射光の励起効果
を利用した化学気相成長による薄膜形成などが行われている。更に、固体結晶中に異種物質の薄
い層を生成させるもの（結晶性異種物質相の形成）として、イオンビームを用いたイオン注入法
があり、結晶中にイオンを特定のエネルギーで打ち込み薄い層をつくることなどが発展・普及し
てきている。
なお、フェムト秒レーザー分光に始まる短パルスビームによるポンプ＆プローブ分析は、これ
まで高速光化学反応やビーム誘起反応の分析のみに活用されてきた。しかし、近年フェムト秒レ
ーザーを用いた発光ガラスの製造など、短パルスビームを使用した新物質の創成の研究が始まり
出している。時間差が精密に制御された2つの短パルスを使用すれば、創成される新物質の種類
は大きく広がるものと考えられている。分子サッカーボールやナノチューブなどのフラーレン創
成に応用される可能性も高い。このような新しい発想によるポンプ＆プローブ新物質創成も興味
ある応用分野の一つである。
ビームを利用した極微細加工（リソグラフィー）には、LSI製造時におけるⅩ線（あるいは
極端紫外線）による極微細加工（Ⅹ線リソグラフィー）が研究されているが、よりエネルギーの
高い高輝度放射光を用いるとより微細な加工が可能となり、この方面での利用が期待されている。
このような加速器ビームの高度利用を進展させるためには、マイクロビームの開発・利用も重要
な課題となっている。
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（2）物質・材料科学用加速器の要件
物質・材料科学に使用される加速器ビームへの要求をまとめると、次のようになる。
①ビームの種類は目的に応じて、電子、光子（放射光）、陽電子、中性子、陽子、重イオンなど多
様なものが使用できること
②ビームエネルギーについても、目的に応じて、低エネルギーから中間エネルギーまでのものが
使用できること
③ビーム強度についても、目的に応じて、小さい強度から大きな強度までのものが使用できるこ
と
④ビーム時間構造（連続、パルス、極短パルスなど）についても、目的に応じた様々なものを選
択できること
これらのことから、加速器の要件は、以下のようになる。
A．物質・材料科学研究における加速器は、同時並行的に使用される多くの実験・分析装置の一
つにすぎない場合が多く、できるだけコンパクトなものが良い
B．上記のように非常にバラエティーに富んだビームを使えること
C．同一の実験ステーションで複数のビームが供給できるものが望ましい
物質・材料科学研究用の加速器は、他の研究装置とさほど大きさが違わない小型加速器で、様々
などームの複合的利用が可能なものが理想的と考えられる。この点から、確立された大型加速器
ばかりではなく、新しい加速技術による小型加速器が要望されている。
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5　生命科学
（1）研究の動向
生命科学のめざすところは、生命体（自己再生化学反応系の進化した姿）に関する最も基本的
な遺伝現象、生命再生現象あるいは生命体の様々な病理、変異現象の解明である。生命科学にお
いては、生命現象に関するあらゆる対象を物理化学的手法で研究しており、組織や器官を扱うマ
クロレベルから生命体を構成する高分子を扱うミクロレベルまでの極めて多彩な研究が展開され
ている。生命現象の解明は、医療技術の高度化や薬品の開発などに大きく寄与するものであり、
世界的に急速に発展してきており、日本においても今後力点が置かれ、更なる発展が期待されて
いる分野である。
加速器からのビームを使う（加速器科学としての）生命科学分野は、主としてミクロレベルの
研究分野であり、大別すると、放射線生物学、細胞生理・生体組織機能解明研究および構造生物
学（または、分子生物学）に分けられる。
1）放射線生物学
（参考文献［II5a］、［Ⅱ5b］、［II5C］、［Ⅱ5d］、［II5e］、［Ⅱ5f］によりまとめる）
放射線生物学とは、Ⅹ線、γ線、電子線、中性子線、陽子ビーム、重イオンビーム（重粒子線）
などの（電離）放射線が生体に与える影響または効果（生体放射線効果、生物学的放射線効果）
を研究することを目的としている。　20世紀に人類が放射線を扱うのに伴い放射線生物学が発展
し、現在の生命科学研究において一つの領域を形成している。
上の（電離）放射線は、生体に対して変異原性をもつ環境因子である。これらの放射線は、物
質（生体）に与える線エネルギー付与（LET；Linear EnergyTransfer）の大きさにより、低
LET放射線（Ⅹ線、γ線）および高LET放射線（中性子線、陽子ビーム、重イオンビーム）
に分けられている。放射線生物学は、放射線による生物個体の生死、特定部分の細胞の生死、生
体機能変化などを対象に研究し、当初はマクロレベルの現象研究が主であったが、生物の発生に
関わる遺伝子研究の進展とともに、分子レベルの研究が進展してきている。
現在の放射線生物学においては、主に加速器ビームを用いた研究が行われている。加速器ビー
ムを含む放射線による細胞死や突然変異誘発など、放射線の生物学的な影響を表す指標として、
生物学的効果比（RBE；RelativeBiologicalEffect）がある。RBEは、ある放射線につい
て、基準放射線で吸収線量D。を与えたときに起きる生物学的な影響（例えば、細胞死の割合など）
と同じ影響を発現させる線量をDとしたとき、D。／Dで与えられるものである（この値は、着目す
る生物学的影響によっても異なる）。これらの研究により、放射線のRBEは、LETが高い線種
で率が高いなどのLET依存性が解明されてきている。また、放射線の生体への影響に関して、
放射線により生体内で生成される活性酸素やフリーラジカルの生体構成物質との反応性の研究が
展開されている。更に、陽子線や重粒子線によるがん治療の有効性が認識され、少しずつ拡がり
始めており、これらの粒子線を用いた治療を最適化してゆくための粒子線の生物効果に関する機
序の解明と定量的解析、粒子線による腫瘍治療効果、正常組織障害の評価、線質と細胞損傷に関
する研究などの研究が進展してきている。
放射線生物学のうち、特に遺伝子の一部欠損や損傷が引き起こす変異や病理現象を解明する研
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究は放射線遺伝学と呼ばれている。放射線遺伝学においては、電離放射線によるDNAなどの生
体高分子損傷　→　染色体レベルで観察される異常　→　突然変異や細胞がん化など細胞レベル
で見られる変化　→　個体として発現される影響、など時間的なスケールの違い、影響を検出す
る生物学的ポイントの多様性を踏まえて、そのメカニズムを解明することをめざしている。放射
線遺伝学で従来から行われているのは、加速器ビーム照射による突然変異種の研究であり、主に
植物に照射をすることにより様々な種類の変異種を作り出してきている（これは遺伝子資源拡大
とされている）。近年では、放射線照射による突然変異をDNAレベルで検出・解析する放射線突
然変異の検出・解析技術の開発などが進展し、放射線によるDNA損傷の修復に関わる遺伝子や
放射線生体応答に関与する複数の新規遺伝子が解明されている。放射線による発がん機構の解明
に関する研究については、DNA損傷修復不全マウスや発がん感受性の異なる系統のマウスを用
いた検証研究が実施されており、DNA損傷修復遺伝子の発がんにおける役割の解明や発がんに
関係する遺伝子の探索などが行われている。これらのDNAレベルの研究は、ゲノムダイナミク
ス解明の一環としての面も有している。
以上の加速器ビームを利用した放射線生物学研究は、放射線医学総合研究所、理化学研究所、
日本原子力研究所（高崎研究所）などで行われており、重イオンビームなどが用いられている。
なお、原子炉からの放射線を利用した同様な研究は、京都大学（原子炉実験所）などで実施され
ている。
2）細胞生理・生体組織機能解明研究
（参考文献［Il5a］、［II5b］、［Ⅱ5C］、［Ⅱ5d］、［Ⅱ5f］によりまとめる）
生体中の微量（無機）元素（必須元素としては15種類）は、一般に蛋白質や酵素の補助因子と
して生体活動に不可欠な存在であり、これらの無機元素の分布変動などを詳細に調べることによ
り、生理現象の解明に寄与できるものとされている。細胞内の代謝や生化学反応機能などを調べ
る手段として、重荷電粒子励起特性Ⅹ線（PIXE；ParticleInduced X－ray Emission）分析、
単光子放出断層撮影（SPECT；SinglePhotonEmissionComputedTomography）、陽電子放出
断層撮影（PET；PositronEmissionTomography）などが用いられている。
PIXEは、その分析限界値が極めて小さく（かつ、コスト的にも妥当なものであり）、生体試
料中の微量元素分析において、一般的になりつつある。PIXEでは、イオンビームにより励起
された原子核からの特性Ⅹ線を測定することにより、生体中の微量元素を解析するものである。
これは、マイクロビームを利用し細胞マッピングなどに利用され始めている。通常使用されるイ
オンビームは陽子で、その入射エネルギーは数MeVでありバン・デ・グラーフ型加速器や小型サ
イクロトロンからの陽子ビームなどを用いる。
SPECTは、EC（電子捕獲）あるいはβ＋崩壊をする不安定核（RI）を生体内に取り込ませ、
壊変後に放出するγ線を検出し、計算機処理することにより生体内の分布を画像化する方法であ
る。この方法で使われる核種は、67Ga、123I、201Tlなどである。この方法では、実時間で分布を観
察することが可能であるが、解像力および定量性の面で次に示すPETにやや劣るものとなって
いる。
PETは、生体構成元素あるいはそれに準ずる元素のβ＋崩壊を起こす不安定核（RI）を標識
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化合物として生体内に取り込ませ、その標識化合物中の不安定原子核より放出された陽電子が付
近の電子と対消滅を起こす際に発生する二本のγ線を測定器により検出し、計算機処理すること
により対消滅が生じた場所を特定し、標識化合物の分布を捉えるものである。生命体が吸収する
種々の物質の代謝を生きたまま（例えば、脳機能の解明や心臓の血流量把握などにおいては、P
ETなどのリアルタイムイメージング手法により）、実時間で観察することが可能であり、生命科
学においては（同様に医療利用においても）非常に有力な手段になりつつある。PETに用いら
れるβ＋崩壊核種は、llC、13N、150、18Fなどで生体構成元素あるいはそれに準ずるもので、生体
内の生化学的機能の検査に多くの利点を持っている。
SPECTあるいはPETに用いられる核種の生成は、小型AVFサイクロトロンからの30MeV
程度の陽子ビームなどをターゲットに当てて行われている。
3）構造生物学
（参考文献［Ⅱ5g］、［II5h］、［Ⅱ5i］、［Ⅲ5j］、［Ⅱ5k］、［Ⅱ51］によりまとめる）
生命現象の根元は、らせん構造を持つDNA上の遺伝情報であるが、その遺伝情報に基づき生
命体を形づくるものは蛋白質分子であり、蛋白質は生命の基礎物質と理解されている。生命体を
形づくる蛋白質は、遺伝情報によって定まるアミノ酸配列により決定される複雑な立体構造をと
ることにより、その機能が発揮されるものと理解されている。この場合、分子量が同じであるに
しても、その立体的な構造が異なれば性質も異なるとされており、その立体的構造を明らかにす
ることが基本となる。′蛋白質の他、生命現象には核酸、高分子の糖、脂質などの生体高分子が更
に集まって作る複合構造体も関与しており、これらの生体物質の複雑な立体構造を明らかにする
ことも同様に重要である。このように生体高分子の構造を解明する領域は、構造生物学（または、
分子生物学）と呼ばれており、生命科学研究における一つの重要領域を形成している。構造生物
学では、明らかになった蛋白質などの生体高分子の立体的な構造とその機能や物性との関連を解
明し、それをもとに種々の局面における生理的に重要な現象の詳細を理解してゆくことが基本と
なっている。
物質・材料科学分野でも述べたように、一般に分子の構造を調べるには、原子間距離程度の波
長をもつ波（光（Ⅹ線）や中性子波など）が用いられている。蛋白質を含む生体物質の立体構造
を解明するにあたり、Ⅹ線が大きな役割を果たしている。これまでに構造が決定された蛋白質の
約8割はⅩ線結晶構造解析によるものである。使用されるⅩ線として、放射光X線は、強度が強
くかつ連続スペクトルを有していることから、Ⅹ線構造解析に使われることが一般的になってき
ている。構造生物学において用いられている放射光の光子エネルギーは数keV～数10keVであり、
現段階では数GeV程度のエネルギーの電子シンクロトロンリング（すなわち、大型放射光施設）
でしか得られない。放射光Ⅹ腺を用いた蛋白質結晶の構造解析は、日本では、KEKのフォトン
ファクトリー（PF）で行われてきているが、1997年より運用が開始されたSPring－8においても、
放射光X線を用いた構造生物学研究が一つの柱となってきている。PFやSPring－8では、いくつ
かのビームラインを使用して、放射光Ⅹ線による散乱、回折による蛋白質、核酸、脂質などの生
体高分子の構造解析を実施している。放射光を用いた構造生物学研究においては、結晶化された
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高分子の他、非晶質高分子についても行われている。後者においては、連続スペクトルをもつ放
射光の特徴を利用し、Ⅹ線の波長（ェネルギー）を変えて散乱や回折を行うことにより実施され
ている。
また、構造生物学分野で、現段階ではあまり一般的ではないが、中性子ビームの使用が注目され
てきている。これは、Ⅹ線構造解析では観測が難しい水素原子が良く見えることによるものであ
る。このた桝こは強度の強い中性子ビームが必要である。現在、中性子ビームは原子炉から得ら
れているものがほとんどであるが、今後予定されているこれらの原子炉の廃炉に伴い、それを代
替する強度の大きい中性子源が望まれている。建設が開始されつつある大強度陽子加速器は、従
来の原子炉に代わる中性子源となることが期待されている。
また、これまでの生体高分子の構造解析は結晶化したものの分析であるが、EUの放射光施設
ESRFなどでは細胞中での生体高分子の構造や機能を探る研究が指向されている。
以上述べた加速器科学としての生命科学において使用される加速器ビームの種類などをまとめ
ると、以下の表－Ⅱ－1－22のとおりとなる。
二四2＿生命科学分野で用いられる加速器ビームの種類など
生命科学領域 使用される
ビーム
分析法など 使用される加速器
放射線生物学
（放射線遺伝学）
Ⅹ線 放射光施設
陽子 ・重イオン A V F サイクロトロン
ビーム 重イオンシンクロトロン
中性子ビーム 陽子シンクロトロンからの陽子ビ
ームによる核破砕中性子
細胞生理 ・
陽子ビーム P IX E バン・デ ・グラーフ型加速器
（数MeV） 小型サイクロトロン
不安定核 （ビー S P E C T小型サイクロトロン （加速器ビ ムー
生体組織機能解明研究 ムではなく放射 P E T そのものは不安定核を製造するの
性核種として） に使用される）
構造生物学
シンクロトロン放射光 Ⅹ線回折など 大型放射光施設
（Ⅹ線：数keV～
数 10keV）
K E K －PF（AR）、SPring－8
中性子ビーム 陽子シンクロトロンからの陽子ビ
ームによる核破砕中性子
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（2）生命科学研究加速器の要件
生命科学に使用される加速器ビームへの要求をまとめると、次のようになる。
①様々な重イオンや陽子、中性子、放射光などで、比較的高いエネルギー（中間エネルギー）ま
での幅の広い領域のエネルギーが選択できること
②蛋白質やその他の生命体高分子の構造解析を行う構造生物学に使用する放射光については、主
に硬いⅩ線領域のエネルギーが必要
③ビーム強度については、目的に応じて小さい強度から大きな強度までのものが使用できること
④ビーム時間構造（連続、パルス、極短パルスなど）については、目的に応じた様々なものを選
択できること
これらのことから、加速器の要件は、以下のようになる。
A．生命科学研究における加速器は、同時並行的に使用される多くの実験・分析装置の一つにす
ぎない場合が多く、できるだけコンパクトなものが良い
B．上記のように非常にバラエティーに富んだビームを使えること
C．同一の実験ステーションで複数のビームが供給できるものが望ましい
生命科学研究用の加速器は、他の研究装置とさほど大きさが違わない小型加速器で、様々など
ームの複合的利用が可能なものが理想的と考えられる。この点からこ確立された従来加速技術ば
かりではなく、新しい加速技術による小型加速器も要望されている。
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参考文献　（生命科学）
［Ⅱ5a］（社）日本アイソトープ協会，「イオンビーム利用の基礎と現状」（4．ライフサイエンスへ
の利用），（1996年5月）189－211．
［Ⅱ5b］（社）日本原子力産業会議原子力システム研究懇話会，「加速器の現状と将来」（第2章2．
イオンビーム利用（2－5生物学研究への応用）），NSA／COMMENTARIES：No．6原子力と先端技
術［Ⅴ］，（1998年6月）128－131．
［Ⅱ5C］原子力委員会放射線利用推進専門部会，「加速器利用研究の推進について（資料編含む）」，
（1996年6月）．
［Ⅱ5d］放射線医学総合研究所、「放射線医学総合研究所年報（平成10年度）」．
［Ⅲ5e］理化学研究所，「理研リングサイクロトロン10周年記念誌（世界のCOE確立へ“国際重イ
オン科学センター”を建設）」（1996年11月30日）
［Ⅱ5f］日本原子力研究所（塾主pJ血型二＿血旦L匹こ」近臣埴些△亜星」吐吐）（高崎研究所放射線高
度利用センター）．
［Ⅱ5g］航空・電子等技術審議会，「“構造生物学に関する総合的な研究開発の推進方策についで
（諮問第22号）に対する答申」，（1996年7月11日）
［Ⅱ5h］東京大学VSX高輝度光源利用者懇談会；尾嶋正治（東大工），太田俊明（東大理），神谷
幸秀（東大物性研）編，「高輝度放射光がめざす戦略的応用研究　－TechnologyVisionSR
2010－（平成10年3月6－7日　シンポジウム報告）」（3．10構造生物学とタンパク質X線構
造解析（三木邦夫（京都大学）），（有）WORDSPublishingHouse，（平成10年3月）178－187．
［Ⅱ5i］高エネルギー加速器研究機構（地逗迦生皇蛙二＿血∠吐血出止迦主）（物質構造科学研究所
放射光研究施設）．
［Ⅱ5j］SPring－8（吐迫∠肺∠）（SPring－8の
概要）．
［II5k］放射光利用研究促進機構（財）高輝度光科学研究センター，「SPring－8」，（1997年11月）．
［Ⅱ51］野田章（京都大学），科学技術政策研究所先端科学技術動向調査委員会（加速器科学）資
料，（1998年2月）．
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6　医療利用
（1）医療利用の動向
加速器ビームの医療利用（研究）については、以下のように大別できる。
・（腫瘍などの）治療利用
・診断医学（核医学）用放射性同位元素生成
・（Ⅹ線などによる）診断利用
1）（腫瘍などの）治療利用
（参考文献［II6a］、［II6b］、［Ⅱ6C］、［Ⅱ6d］、［Ⅱ6e］によりまとめる）
治療に利用されるビーム（光子線、粒子線）は、Ⅹ線、γ（ガンマ）線、電子線、中性子線、
陽子線、重粒子（重イオン）線、負パイ（冗‾）中間子線であり、主な治療対象疾病は腫瘍である。
図－Ⅱ－1－5は、治療に利用されるビームと組織の受ける相対線量（各々の最大値を100％と
する）を示すものである。ガンマ線、中性子線の場合は、浅い部分にピークを持つと同時にやや
深い部分まで比較的大きな相対線量をもち、照射の影響がやや広範囲（深部）に及ぶこととなる
（Ⅹ線、電子線についても同様）。これに対して、陽子線・重粒子線については、比較的深い部分
にピーク（ブラッグピーク）を持つがそれを超える深さでは急激に線量が低下し、照射による影
響をある深さのところまでで抑えることが可能となる。なお、冗‾中間子線は陽子に比べて質量が
軽く、人体における多重散乱効果によるビームの拡がりが大きくなり、陽子線あるいは重粒子線
に比べて照射の影響が患部以外の部分に及ぶ割合が高くなる。
????（?）
からだの表面からの深さ（cm）病巣部
塾二塁二＿1二5　　　　線により組　の受け廻豊里
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（X線・電子線治療）
Ⅹ線および電子線による腫瘍などの治療においては、腫瘍を抑えながら隣接する正常組織の過
照射による影響を避けることは難しいが、腫瘍を抑えることを優先させる妥協の上で治療が行わ
れている。Ⅹ線および電子線による治療については、1950年代前半の医療用電子ライナックの登
場により、Ⅹ線と電子線を組み合わせた治療が可能となり、現在では乳がんなどの治療用に全世
界的に普及している。全世界の医療用小型電子加速器の設置台数は3，000台を超え、日本では1997
年度で600台を超える規模になっている。医療用（小型）電子ライナックでの電子エネルギーは
数MeVから25MeV程度であり、加速に使用される高周波はSバンド（約3GHz）である。
（陽子線、重粒子線治療）
陽子線や重粒子線が体内を通過すると、組織は電離や励起を受け、それによって細胞内に生成
される化学的に活性なラジカルが細胞核にある遺伝子情報をつかさどるDNAに作用してこれを
傷つける。細胞にはこのような損傷に対する修復力があるが、ある限度を越える損傷を細胞に与
えると細胞は増殖できずに死んでゆく。このメカニズムを利用する治療が、陽子線あるいは重粒
子線によるがん（腫瘍）治療である。陽子線および重粒子線においては、その飛程の最後の狭い
範囲でブラッグピークを持ち、このピークの後ろでは線量が急激に低下し、照射の影響を及ぼさ
ない。また、ブラッグピークの手前のプラトー領域では、線量が少なく照射の影響は比較的小さ
い。この性質を利用して、あるステップでエネルギーの異なる陽子線・重粒子線を重畳させ、患
部に合わせた幅の広いブラッグピークを形成することができる。
実際の治療においては、正常細胞の修復能ががん細胞のそれを上回るように線量を分割して照
射することで、正常細胞への損傷を最小限にしてがん細胞を死滅させることが行われている。陽
子線や重粒子線治療では分割照射が日常的に行われ、筑波大学陽子線医学利用研究センターでの
陽子線治療の場合には20回前後の分割照射が、また、放射線医学総合研究所での重粒子（炭素）
線治療の場合にはより少ない回数の分割照射が採用されている。
陽子線治療においては、治療部の深さに応じて70～250MeVのエネルギー範囲の陽子が、また、
重粒子線治療においては、70～数百MeV／nのエネルギー範囲の重粒子が使われている。これらの
粒子線を供給する加速器は、ライナック（線形加速器）、サイクロトロン（シンクロサイクロトロ
ンあるいはアイソクロナスサイクロトロン）およびシンクロトロンである。
世界で、加速器からの陽子線・重粒子線を用いて治療を行っている主要施設を表－Ⅱ－1－23
（［Ⅱ6f］）に、また、日本における医療用陽子・重粒子加速器施設を表－Ⅱ－1－24に示す［Ⅱ
6g］［Ⅱ6h］［Ⅱ6i］［Ⅱ6j］［Ⅱ6k］。
陽子線治療については、1954年に米国のローレンスバークレー国立研究所（LBL）で開始さ
れ、また、重粒子線による治療は同研究所で1957年にBevatron（シンクロサイクロトロン）か
らのHeイオンを用いて開始された。米国における重粒子線による治療は、LBLのみで行われて
きたが1992年に停止され、現在米国においては、陽子線治療のみが実施されている。また、スウ
ェーデンのUppsalaUniversityでは、米国のLBLに続き1957年より陽子線治療を開始した。
また、ロシアでは、DubnaのJINRで1967年より陽子線治療を開始し、1969年にはITEPが
モスクワuの病院と連携した本格的な陽子線治療を開始した。
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表二＿Ⅱ－1－23　世界の主要陽子・重イオン治療施苫
国名 機 関 治療
開始
治療
患者数
主加速器 Max エネルギー
（MeV）
加速
粒子
米国
Lawrence Berkeley
National Laboratory
1954
（一1957）
30 184′サイク叫ロン 陽子
1957 2，487 Bevatron ／ He
（－1992） （2，054；He十
433；廿I）
Bevalac （Bevatron
＋SuperHILAC）
重イオン
Northeast Proton
Therapy Center
（at Massachusetts
General Hospital）
1961
8，558
（－2000．Jul）
ハーバ ドー大学サイクロト
ロン研究所 （HCL）
シンクロサイクロトロン
160 陽子
1998 サイクロトロン（4seCt．，
磁石重量約 200
トン，235MeV （p））
235 陽子
Loma Linda University 19905，563 陽子シンクロトロン 250 陽子
Medical Center （－2000．Oct）（周長約 23m）
Midwest Proton Radiation1993 34 サイクロトロン（4sect．， 210 陽子
Institute（MPRI）
（Indiana University
Cyclotron Facility）
（－1999．Dec） 磁石重量約 2，000
トン，205MeV （p））
UCSF－UCD；CNL （Crocker
Nuclear Laboratory）
1994 284
（－2000．Jun）
サイク叫ロン（3sect．） 68 陽子
スウェー Uppsala University
1957
（－1976）
73 サイクロトロン（3sect．，
磁石重量約 600 ト
180 陽子
デン The Svedberg Laboratory1989 236
（－2000．Jun）
ン，K＝192）
ロシア
Joint Institute for
Nuclear Research
（I）ubna Medical Center）
1967
仁1975）
84 7アブトロン 陽子
Institute　of
Theoretical and
Experimental Physics
（Moscow Medical Center）
1969 3，268
（－2000．Jun）
シンクロトロン 200 陽子
Institute　 of　 Nuclear
Physics （St．Petersburg
Medical Center）
1975 1，029
（－1998．Jun）
陽子
日本
放射線 医学総合 研究所
1979
133
（－1999．Dec）
サイクロトロン 90 陽子
1994 HIMAC （重イオンシンク可
ロン；直径約 42m）
230
1994 745
（胃1999．Dec）
HIh仏C （重イオンシンクロト
ロン；直径約 42m）
800MeV／n
（治療では
430MeV／n）
重イオン
筑波 大学
陽子線 医学利用研究センター
1983
仁2000）
700 KEK－BSF （陽子シンクロ
トロン；直径約 12m）
250 陽子
2001
予定
陽子シンクロトロン
（周長約 23m）
250 陽子
国立がんセ ンター東病院
1998 35
（－2000．Jun）
サイクロトロン（4sect．，
磁石重量約 200
トン，235MeV （p））
235 陽子
（次貢に続く）
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（前頁より続く）
ーⅡ－1－23世界の主要陽子・重イオン治産塵塁
国名 機 関 治療
開始
治療
患者数
主加 速器 Max エネルギー
（MeV）
加 速
粒 子
スイス Paul Scherrer Institute
Proton Therapy Facility
1984 3，014
（－1999．Dec）
サイクロトロン（4sect．，
磁石 重量約 470 ト
ン，72MeV （p））
70 陽子
1996 41
（－1999．Dec）
リングサイク叫 ロン（4se
ct．，磁 石 重 量 約
1，960 トン，K＝590）
200 陽子
英 国 Clatterbridge Center 1989 999（現在 upgrade 中）（62） 陽子
for Oncology （－2000．Jun）（線形加 速器 ）
フランス
Centre　de
Protontherapie d’orsay
（Paris－Sud University）
1991 1，527
（一1999．Dec）
シン如サイク叫 ロン 200 陽子
FNCLCC （＊） （Centre
Am toine LACASSAGNE）
1991 1，590
（－2000．Jun）
サイク叫ロン（4sect．） 65 陽子
南 National Accleretor 1993 380サイクロトロン（4sect．， 200 陽子
アフリカ Center
rIadron Therapy Facility
（－2000．Oct） 磁 石重量約 1，400
トン，K＝220）
カナダ
Proton Treatment1995 57 リングサイクロトロン（4se 70 陽子
Facility at TRIUMF （－2000．Jun） ct．，磁石重 量約
4，000 トン，K＝520）
ドイツ
Gesellschaft　ftir1997 72 SIS （重イオンシンクロトロ 430MeV／n 重イオン
Schwerionenforschung
（GSI）
（－2000．Jun）ン；直径約 60m）
Hahn－Meitner－Institut
Berlin GmbH
1998 105
（－1999．Dec）
陽子
（＊）La Federation Nationale des Centres de Lutte Contrele Cancer
表一Ⅱ－1－24　日本の医療用陽子・重イオン旭連墨施塁
機 関 加速器
名称等
稼働
開始
主加速器 エネルギー
（MeV）
加 速粒 子
筑波 大学 KEK－BSF 1983陽子シンクロトロン ～250 陽子
陽子線 医学利用
研 究センター
（2000 終了） （平均直径約 12m）　 500MeV
シンクロトロン 2001 陽子シンクロトロン
（周長約 23m）
′－250 陽子
放射線 医学
総合研 究所
HIh仏C 1994 重イオンシンクロトロン
（直径約 42m）
max800MeV／n （HI）
～430MeV／n
′－230
重イオン
陽子
国立 がんセンター
東痛院
サイクロトロン 1998 サイクロトロン （医療専用）
（直径約 2m，総重量約 200 トン）
～235 陽子
若狭湾 エネル ギ シンク叫ロン 2000 重イオンシンクロトロン （多 目的利 用） ～200 陽子
一研 究セ ンター （周長約 33m） He，C
兵庫 県立粒子線 HARIMAC建設 中 重イオンシンク可ロン 70～230 陽子
治療センター （仮称） （周長約 90m） 70～320MeV／n炭素
静岡県がんセ ン
ター
シンクロトロン 建設 中 陽子シンクロトロン
（周長約 20m）
235 陽子
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病院での治療については、米国においては、1961年からボストンのマサチューセッツ総合病院
（MGH；MassachusettsGeneralHospital）がハーバード大学サイクロトロン研究所（HCL；
HarvardCyclotronLaboratory）の160MeVシンクロサイクロトロンを利用して陽子線治療を行っ
ており、2000年7月までに8，500人を超える患者を治療している。また、カリフォルニアのロマ
リンダ大学医療センター（LLUMC；LomaLindaUniversityMedicalCenter）では、小型の
シンクロトロンを用いた陽子線治療を1990年より開始し、これまでに5，500人を超える患者を治
療している。
日本においては、放射線医学総合研究所がAVFサイクロトロン（陽子90MeV）を用いた陽子
線治療を1979年より開始し、続いて1983年から筑波大学陽子線医学利用研究センターがKEK
の12GeV陽子シンクロトロンの入射器であるブースターシンクロトロン（陽子500MeV）を用いた
陽子線治療を開始した。同センターでは、2000年度に250MeV小型陽子シンクロトロンが完成し、
KEKの陽子シンクロトロンの利用については終了した。これまでに約700の症例を治療した（表
－Ⅱ－1－25参照［Ⅱ6g］）。　また、放射線医学総合研究所では、1994年より重イオンシンクロ
トロンHIMAC（HeavyIonMedical Acceleratorin Chiba）での重粒子線治療が開始され、これ
までに800症例を超える治療を行っている（表－Ⅱ－1－26（2000年2月まで）参照［Ⅱ6h］）。
重粒子（重イオン）による治療については、日本の放射線医学総合研究所に続いてドイツのG
SIで、重イオンシンクロトロンSISからの重粒子（炭素）ビームを用いた治療を1997年より開
始した。日本においては、現在、兵庫県立粒子線治療センター（仮称）において、放射線医学総
合研究所のHI肌Cより少し小さい規模の重粒子治療用のシンクロトロンが建設中である。
陽子線や重粒子線を用いたがん治療は、これまでのⅩ線、電子線治療などに比べ、深部の病巣
を治療する際にその前後の正常な組織に与えるダメージが少なく、より優れた治療法である。日
本においても、陽子線・重粒子線治療実績が評価されてきており、少しずつ陽子線・重粒子線治
療が拡がりつつある。一般に、陽子線や重粒子線によるがん治療は、体への負担が比較的少ない
治療法であり、特に、高齢者に適していると考えられている。陽子線・重粒子線治療は、その治
癒率が他の治療法と同じ程度であれば、近い将来の高齢化社会においては体への負担が少ない治
療法として普及することになるものと考えられている。
陽子は重粒子（陽子より重い原子核）に比べると質量が小さく、加速器の小型化が重粒子に対
して先行している。このため、世界的には陽子線治療の方が一般的である。一方、放射線医学総
合研究所での6年間の実績により、重粒子線の陽子線に対するメリットとして、次のような点が
挙げられている。
○重粒子線（炭素線）の以下の性質などにより、Ⅹ線、陽子線では治癒が見込めない放射線抵抗
性の悪性腫瘍や、照射困難な部位でも、良好な局所制御率、低障害率が示されている
・多重散乱によるtransverseの広がりの小ささ
・飛程端末の高LETが与える高生物効果比と低酸素増感比
・照射野のオンライン観測（autoactivationによる）
○照射の分割回数もX線、陽子線の20回程度に対して、炭素線では最も少ない場合では4回照射
でも良好な実績が示されている。
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なお、放医研では、重粒子線を使う治療において、ポジトロンを放出する不安定原子核（llCな
ど）を用いることにより、その照射領域をPETでのイメージングにより確認しながら治療を行
う方法が開発されている。この方法が完成すると、生命維持に直接的に関係する重要な臓器へ隣
接した病巣へのサブmmの精度での治療照射が可能となる。
重粒子線治療の普及については、重粒子線加速器の小型化の実現が、その普及の鍵をにぎって
いると考えられている。
－Ⅱ－1－25　筑波大学　子　　　利用研　センター疾　別　子　治　　　数（1983．4－2000．7）
疾 患 治療 患 者数 割合
肝 臓 238 3‾4．0％
食 道 60 8．6％
肺 58 8．3％
頭 蓋 内腫 瘍 44 （神 経 膠 腫 26、髄膜 腫 12、そ の他 6） 6．3％
頭頚 部 42 6．0％
膀月光 38 5．4％
血管 奇形 な ど 38 5．4％
転移 性腫 瘍 36 （肝 臓 12、肺 11、 リンパ節 3、骨 2、そ の他 8） 5．1％
子 宮 29 4．1％
前 立腺 27 3．8％
小児 18 2．6％
皮膚 16 （悪 性 黒色 腫 9、そ の他 7） 2．3％
頭 蓋底腫 瘍 14 （脊 索 腫 13、軟 骨 肉腫 1） 2．0％
下垂 体腺 腫 13 1．8％
胃 6 0．9％
腎臓 6 0．9％
直腸 4 0，6％
骨 4 0．6％
その他 9 1．3％
合 計 700 100．0％
（［Ⅱ6h］より）
表二旦ー1－26　放射線医学総合研究所疾患別重粒子線治療患者数（1994．6－20埋却
プ ロ トコール 症 例数 プ ロ トコール 症 例 数
頭 頚部 －I ＃ 17 前 立腺－I ＃ 35
頭 頚部 －Ⅱ＃ 19 前 立腺－Ⅱ＃ 61
頭 頚 部胃Ⅲ ＃ 90 子 宮－I ＃ 30
中枢神 経 ：
星 状細 胞 腫
悪性 神 経 膠腫
転移 性 腫 瘍
10
29
4
子 宮－Ⅱ＃ 14
子 宮腺 癌 8
骨 ・軟 部 57
食道 （術前 ） 7
頭 蓋 底腫 瘍 12 食道 （根治 ） 14
肺－I ＃I 期 47 総 合 プ ロ トコール
肺－Ⅱ＃I 期 34 全 例 115
肝臓 －I ＃ 24 頭 頚部 17
肝臓－Ⅱ 61 肺 38
＃登録を終了したプロトコール　（［Ⅱ6g］より）
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（中性子線治療）
中性子線による（直接照射）治療については、Ⅹ線や電子線よりも大きなLETをもつので、
早く（1938年）から治療に用いられてきており、南アフリカ連邦国立加速器センターでは、サイ
クロトロンからの66MeV陽子ビームをBeターゲットに当てて発生させた中性子線を用いて治療を
行っている（米国のFNALでも同様な方法で実施されている）。しかし、現在では、中性子線に
よる治療はごくわずかの放射線抵抗性腫瘍に効果があるものと考えられている。
一方、中性子線の間接的な利用による治療については、1950年代に米国のブルックヘブン国立
研究所（BNL）で開始されたホウ素中性子捕捉治療（BNCT；BoronNeutronCaptureTherapy）
があり、これは手術のできない深部脳腫瘍に対して提案された治療法である。米国では、マサチ
ューセッツ工科大学（MIT；MassachusettsInstitute of Technology）でも行われ（～1961
年）、一時中断されたが、BNL、MITにおいて1994年より再開された。この治療法は、ホウ
素をあらかじめ特異的に腫瘍細胞に取り込ませておき、中性子照射により、ホウ素が熱中性子を
吸収して起こす10B（n，α）TLiという核反応により放出されるα粒子と7Li原子核で腫瘍細胞を
選択的に破壊することを利用するものである。この治療法は小型原子炉を用いて行われ、日本に
おいては1968年より続けられている。日本で治療に用いられた（用いられている）小型炉は、日
立炉（HTR）、京都大学のKUR、武蔵工業大学のMuITR、日本原子力研究所のJRR－2，3，4である［II
61］。
なお、小型原子炉を利用したこの治療法は、利便性に欠けることから低エネルギ一大強度
（2．5MeV，20mA）陽子加速器からのビームを利用し、7Li（p，n）7Be反応の2．3～2．5MeV共鳴を利
用して効率的に中性子を発生させ、ホウ素中性子捕捉治療に用いることが考えられている。この
低エネルギ一大強度陽子加速器の開発が、ホウ素中性子捕捉治療の普及の鍵となっている。
（負バイ（井‾）中間子線治療）
冗‾中間子腺による治療は、腫瘍に到達しガ中間子が腫瘍の原子に捕捉され、不安定になった
原子核が核分裂し、陽子、重陽子、軽イオンなどからなるパイオンスターにより腫瘍が破壊され
ることを利用するものである。ガ中間子は、加速した陽子を炭素やベリリウムのターゲットを衝
撃することにより発生させることができるが、発生にはエネルギーの比較的高い大強度陽子ビー
ムが必要とされ、実際に治療が行われるようになったのは、中間子工場と呼ばれる陽子ビーム強
度数100〃A、エネルギー500～1，000MeVの加速器が利用できるようになった1970年代からである。
この方法で治療を行った機関は、米国のロスアラモス国立研究所（LANL）、カナダのTRIU
MFおよびスイスのPSIである。7［一中間子は、質量が陽子の約7分の1であるため、人体内部
での多重散乱の効果でビームが広がってしまうことや、加速器装置が大がかりになることなどか
ら、1994年までですべて中止されている。
2）診断医学（核医学）用Rl製造
（参考文献［Ⅱ6a］、［Ⅱ6C］、［Ⅱ6d］によりまとめる）
診断を中心とする医療用のRI（放射性同位元素）の製造においては、原子炉あるいはサイク
ロトロン（小型AVFサイクロトロン）が利用されている。原子炉RIは、原子炉で簡単に大量
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に造れるが、一般に中性子吸収過程で生成される中性子過剰RIのため、β‾崩壊核種となる。こ
れに対して、サイクロトロンからの陽子・重イオンビームで生成されるRIは、原子核内に陽子・
重イオンビームが打ち込まれるため、陽電子を放出する中性子欠損核種（β十崩壊核種）が多い。
原子炉RIから放出されるβ‾（電子）線は、単に、人体の被曝を増加させるだけであるが、サイ
クロトロンRIから放出される陽電子は、電子との対消滅で生成するγ線が画像診断上有用であ
る。このため、医療診断用RIとしては、原子炉RIよりサイクロトロンRIの方が優れている
とされている。
医学診断として、これまで最も一般的に実施されてきたのは、ECあるいはβ＋崩壊核種を放射
性薬剤として用いるSPECTである。医療診断の需要の多い腫瘍（がん）部、心臓、脳の診断
に使われている方法で、生命科学でも述べたように、67Ga、123I、201Tlなどの核種が崩壊後放出す
るγ線を検出し、計算機処理することにより診断部位の画像を得る方法である。これらのRIは
小型AVFサイクロトロンからの30MeV程度の大強度の陽子ビームなどを用いて、商業的に製造
されている。
また、生命科学でも触れたように、近年では、陽電子を発生させる生体構成元素あるいはそれ
に準ずる元素の不安定原子核11C、13N、150および18F（放射性同位元素）などを含む標識化合物の
分布を測定し、脳や心臓の血流量や代謝量などを調べ、痴呆症やがんの早期発見などに大きく貢
献し始めているものに、PETがある。この方法は、上記の標識化合物中の不安定原子核より放
出された陽電子が付近の電子と対消滅を起こす際に発生する二本のガンマ線を検出して、計算機
処理することにより標識化合物の分布を捉えるものである。この診断法は、より一般的なSPE
CTに比べて、解像度および定量性の面で優れている。この診断に使われる不安定原子核は、医
用専用の小型サイクロトロンからの20MeV以下の陽子ビームを用いて造られている。日本では現
在、20基を超えるPET用の専用小型サイクロトロンが稼働している。
3）シンクロトロン放射（X線）による診断利用研究
（参考文献［Ⅱ6a］、［Ⅱ6m］によりまとめる）
医学診断においては、Ⅹ線領域のシンクロトロン放射（放射光）を用いた心臓の環状動脈のア
ンジオグラフィーおよび脳や頸に対するⅩ線断層撮影（CT；ComputedTomography）などの研究
がされている。
（冠状動脈撮影（コロナリーアンジオグラフィー））
心臓の冠状動脈撮影（コロナリーアンジオグラフィー）においては、ヨウ素の静脈注射後にヨ
ウ素のK胃edgeに相当するエネルギー（約33keV）を挟む2種類の硬Ⅹ線により心臓部を撮影し、
その差分をとる「エネルギー差分造影」が先端医療診断法として研究されている。この方法は、
従来のカテーテルを使う方法に比べて、身体的な負担が極めて小さく、かつ、鮮明な画像が得ら
れる。また、十分な強度のX線があれば短時間の照射により映像が得られ、必要に応じて連続し
た映像を撮り、心臓の動きとの関連も把握できることとなる。この方法は、冠状動脈撮影だけで
はなく、腹部血管撮影、脳血管撮影などにも適用が可能である。高齢化社会においては、加齢な
どにより血管系疾患が増加するものと予想されており、医療費増大を抑える予防医療が重要性を
ー106－
増すものと考えられている。身体的負担が少なく血管系のみを鮮明に映し出すこの診断法は、質
の高い予防医療手段として注目されている。
この方法は、米国のスタンフォード大学で提案され、同大学の放射光施設SSRLやブルックヘブン
国立研究所のNSLSやドイツのDESY・HASYLABのDORISあるいはフランスのESRFで研究が
行われている。このエネルギーのⅩ線（硬Ⅹ線）は、現在のところ数GeVのエネルギーを持つ大型
放射光施設で得られるものが実際に使用できるものであり、日本においては、高エネルギー加速器
研究機構の放射光施設PFARで筑波大学との共同研究により先駆的な研究（1996年～）が行われて
いる［II6n］。また、SPringT8での研究も開始されつつある［II60］。
（X線断層撮影（X線CT））
現在、日常臨床の場でのX線による断層撮影（CT；Computed Tomography）（Ⅹ線CT）の普
及は目ざましく、不可欠な装置となっている。現在のⅩ線CTの利用は、主に、臓器の異常やが
んなどの病変の形状を把握することを目的としているが、Ⅹ線CT導入当初は、各画素の線減弱
係数から組織病変を検出することが期待されていた。これは、使用するⅩ線のスペクトルが広い
ため、エネルギーの低いⅩ線は急激に減衰するものの、エネルギーの高いⅩ線はそれほど減衰せ
ずに（結果として、透過Ⅹ線が硬く（ェネルギーが高く）なる；これを硬化作用という）、正確な
線減弱係数が得られないことによる。
シンクロトロンリングでの放射光を利用すると単色性の高いⅩ線が得られ、硬化作用を回避す
ることができるため、正確な線減弱係数が得られる。また、使うⅩ線のエネルギーを変化させて
撮影し画像処理操作を施すことにより、病変の早期発見に寄与できるのではないかと考えられて
いる。
この方法は、米国ブルックヘブン国立研究所のNSLS、フランスのESRFで研究が行われている。
日本においては、高エネルギー加速器研究機構の放射光施設PF－ARで筑波大学、山形大学との共
同研究で行われている［Ⅱ6n］。
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（2）医療利用加速器に求められる要件
医療用に使用される加速器ビーム（放射光も含む）に対する要求は、目的別に以下のようにま
とめられる。
（放射線（ビーム）治療用加速器）
①ビームのエネルギー領域（治療用エネルギー領域）は、電子で～30MeV程度、陽子で70～250MeV、
重イオンで数10MeV／n～数100MeV／nである
②ビームの強度については、陽子、重イオンについては数10nA程度
③ビームのエネルギー分解能は0．1％程度以下
（核医学用のRI標識製造用加速器）
①（主に陽子）ビームのエネルギー領域は、30MeV程度まで
②ビームの強度については、数100〃A～1mA程度
（診断映像撮影用放射光源）
血管造影（アンジオグラフィー）用
①硬X線領域（数10keV程度（ヨウ素K－edgeを使用するものでは33keV）の光子エネルギーを有
すること
②必要な強度で発生できること
単色X線CT用
①硬X線領域（数10keV～100keV程度）の光子エネルギーを有すること
②必要な強度で発生できること
加速器の要件は、以下のようにまとめられる。
1）放射線（ビーム）治療用加速器
高齢化社会における体への負担が少ない治療法として、陽子線や重粒子線（ビーム）治療を普
及することをめざす場合、治療にかかるコストを下げることが最も望まれるところであり、今後
のビーム治療用陽子・重イオン加速器に求められる要件は、以下のようにまとめられよう。
A．上記の要求を満たすビーム発生が可能であること（治療用エネルギー領域、強度、分解能な
どをカバーできること）
B．できる限り小型であること
（建設コストができる限り低い（治療費を低く抑えられる）こと）
（各地の総合病院にスペース的にも容易に導入が可能なこと）
C．立ち上げ、立ち下げが容易にできること
D．安定したビームが取り出せること
E．故障が少ないこと
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2）核医学用のRl標識製造用加速器
核医学用のRI標識製造用に用いられる加速器は、20～30MeV程度の低エネルギーで比較的大
強度の陽子ビームを発生させることのできる加速器で、これら専用の小型サイクロトロンが普及
している。望ましくは、以下の件が挙げられる。
F．（望ましくは）治療用の加速器で代用ができること
3）診断映像撮影用放射光源
硬Ⅹ線領域の放射光を利用した画像診断は、疾病の発見や治療に役立つばかりではなく、疾病
の予防にも使えるものである。日本では、既に少子化、高齢化が進行しており、近い将来に、世
界のどの国も経験したことのない少子・高齢化社会が到来すると予想されている。このような状
況において、国民の疾病を早い段階から予防し（特に高齢者の）健康を維持してゆくことは、少
子化社会の日本の活力を支える原点になるものと考えられている。
このような点を考慮するとき、診断映像撮影用放射光顔に求められる要件は、1）放射線（ビ
ーム）治療用加速器の場合と同様である。
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Ⅱ－2　各分野での加速器の要件のまとめ
加速器科学の各分野の動向と加速器ビームに求められる要求および加速器の要件を調べてきた
が、それらを一覧にしたものが、表－Ⅱ－2－1である。
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表－Ⅱ二軍－1加速器科学各分野でのビームへの要求と加速器の要件（1）
各分野での研究・利用 日的 各分野でのビームへの要求 各分野での加速器の要件
高工柚 ギ 物ー理学
（素粒子物理学）
高エネルギーの粒子ビームなどを用いて、
物質の究極的構造、自然界を支配する法則 （力）の解明をめざす
①電子、陽子などの基本粒子や構造が簡単な粒子ビームあるいは光 A ．左記②により、ビームの精密な制御のため、技術的な経験が十
子 ビームで、エネルギーフロンティアでの実験や特定の素粒子反応 分有 りビーム特性が良く理解されている加速技術に基づく必要が
に関する実験ができるエネルギーをもつこと ある
②粒子 （あるいは光子）ビームどうしの衝突で目的とする現象 （反 B ．これまで十分実績の積まれた加速技術をベースとして、左記①
応断面積が小さい現象）が高い頻度で発生する衝突特性 （大きなル のように非常に高いエネルギーをめざすため、加速器は大規模なも
ミノシティ ：大きなビーム強度および小さいエ ミッタンス）をもつ
こと
のとなる
原子核物理学
低エネルギーから中高エネルギーの粒子ビームなどを用いて、
強い相互作用で結びつ く核子多体系としての原子核の構造や性質
①様々な重イオンや陽子、中性子あるいは電子 ビー ムなどで、低エ A ．原子番号の大きな （非常に重い）重イオンを加速する場合や高
ネルギーから高エネルギーまでの幅の広い領域のエネルギーが使 エネルギーの陽子ビームを用いる場合は、高エネルギー （素粒子）
用できること
（反応断面積の小さい現象を捉える場合は）
物理学研究と同様に、技術的な経験が十分有 りビーム特性が良く理
およびそれらが発現す るメカニズムの解明や原子核に様々な粒子 解 されている加速技術に基づく必要があり、加速器は大型のものと
を衝突 させた際に起こる反応 （核反応）現象の解明をめざす。また、 なる
B ．左記のように非常にバラエティーに富んだビームを使 うことよ
原子核その際に生 じる中間子などの二次粒子を用いて、様々な物理 ②ある程度大きなビーム強度を有すること
現象の解明をめざす。（より、本質的には、原子核の構造や性質を ③長時間 （数時間から数日）にわた り安定的にビームを供給できる
素粒子物理学が解明する、物質の究極的構造、自然界を支配する法 こと り、様々な加速器が使える （十分な実績のある従来加速技術ばかり
則 （力） との関連での理解をめざす。） ではなく、新 しい加速器が使える余地がある）
エネルギー科学
加速器で発生させる中間エネルギーの （主として大強度の）粒子ビ①陽子あるいは軽重イオンのビームで比較的高いエネルギー （中間 A ．左記の①および漏れビームによる放射化を抑えることなどのた
ームを用いて エネルギー）で、格段に大きなビーム強度を有すること めビームの精密な制御が必要であり、技術的な経験が十分有りビー
ム特性が良く理解 されている加速技術に基づく必要がある
B ．これまで十分実績の積まれた加速技術をベースとして、軽重イ
原子核の変換 （核破砕、核分裂、核融合など）を起こし、発生する ②非常に長時間 （数ヶ月程度）にわた り安定的にビームを供給でき
エネルギーなどの利用をめざす とともに、放射性原子核の安定原子 ること
核などへの変換への利用もめざす。 オンや陽子などで中高エネルギーのものが必要であるため、加速器
は大型のものとなる
物質・材料科学
加速器で発生させる粒子 ビームや光子ビームを用いて、
主に固体物質などを中心とする物質 ・材料の静的な構造や動的な
（》ビームの種類は目的に応 じて、電子、光子 （放射光）、陽電子、 A ．物質 ・材料科学研究における加速器は、同時並行的に使用さ
中性子、陽子、重イオンなど多様なものが使用できること
② ビームェネルギーについても、目的に応 じて、低エネルギーか
れる多 くの実験 ・分析装置の一つにすぎない場合が多 く、できる
だけコンパク トなものが良い
構造変化などの解明および物質 ・材料のもつ性質が発現するメカ B ．左記のように非常にバラエティーに富んだビームを使えるこ
ニズムの解明をめざす。また、独特な性質を有する新たな物質 ・ ら中間エネルギーまでのものが使用できること
③ ビーム強度についても、目的に応 じて、小さい強度か ら大きな
強度までのものが使用できること
④ ビーム時間構造 （連続、パルス、極短パルスなど）についても、
と
材料を創成することなどをめざす。 C ．同一の実験ステーションで複数のビームが供給できるものが
望ましい
（物質 ・材料科学研究用の加速器は、他の研究装置 とさほど大き
さの違わない小型加速器で、様々などームの複合的利用が可能な
目的に応 じた様々なものを選択できること ものが理想的と考えられる。また、十分な実績のある従来加速技
術ばか りではなく、新 しい加速器が使える余地がある。）
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表二旦二軍－1加速器科学各分野でのビームへの要求と加速器の要件（2）
各分野での研究・利用日的 各分野でのビームへの要求 各分野での加速器の要件
生命科学
加速器で発生 させる粒子ビームや光子 ビームを用いて、
生命科学のめざすところは、生命体 （自己再生化学反応系の進化
した姿）に関する最も基本的な遺伝現象、生命再生現象あるいは生
命体の様々な病理、変異現象の解明である。生命科学においては、
（》様々な重イオンや陽子、中性子、放射光などで、比較的高いエネ A ．生命科学研究における加速器は、同時並行的に使用 される多く
ルギー （中間エネルギー）までの幅の広い領域のエネルギーが選択 の実験 ・分析装置の一つにすぎない場合が多く、できるだけコンパ
できること ク トなものが良い
②蛋 白質やその他の生命体高分子の構造解析を行 う構造生物学に B ．左記のように非常にバラエティーに富んだ ビー ムを使えること
C ．同一の実験ステーシ ョンで複数のビームが供給できるものが望
生命現象に関するあらゆる対象を物理化学的手法で研究しており、
組織や器官を扱 うマクロレベルから生命体を構成する高分子を扱
使用する放射光については、主に硬Ⅹ線領域のエネルギーが必要
③ ビーム強度については、目的に応 じて、小さい強度から大きな強うミクロレベルまでの極めて多彩な研究が展開されている。生命現 ましい
（生命科学研究用の加速器は、他の研究装置とさほど大きさの違わ
象の解明は、医療技術の高度化や薬品の開発などに大きく寄与する
ものであり、世界的に急速に発展 してきてお り、日本においても今
後力点が置かれ、更なる発展が期待 されている分野である。
度までのものが使用できること
④ ビーム時間構造 （連続、パルス、極短パルスなど）については、
加速器からのビームを使 う （加速器科学 としての）生命科学分野 目的に応 じた様々なものを選択できること ない小型加速器で、様 々などームの複合的利用が可能なものが理想
は、主としてミクロレベルの研究分野であ り、大別すると、放射線 的 と考えられる。十分な実績のある従来加速技術ばか りではなく、
生物学、細胞生理 ・生体組織機能解明研究および構造生物学 （また
は、分子生物学）に分けられる。
新 しい加速器が使える余地がある。）
医療利用
加速器で発生させる主に中高エネルギーの粒子ビームや光子ビー （放射線（ビーム）治療用加速器） （放射線（ビーム）治療用加速器）
ムを用いて、
・体への負担の少ない腫瘍などの治療
①ビームのエネルギー領域 （治療用エネルギー領域）は、電子で A ．左記の要件を満たすビーム発生が可能であること （治療用エ
～30MeV 程度、陽子で70～250MeV、重イオンで数 10MeV／u～数 ネルギー領域、強度、分解能などをカバーできること）
100MeV／u である B ．できる限り小型であること
・非侵襲的で精度の高い病変や疾病の撮影画像診断
などを行 う。
② ビームの強度については、それほど大きなものは要求 されず、 （建設コス トができる限 り低い （治療費を低 く抑えられる）こと）
陽子、重イオンについては数 10 n A 程度 （各地の総合病院にスペース的にも容易に導入が可能なこと）
（診ビームのエネルギー分解能は0．1％程度以下
（核医学用のR l標識製造用加速器）
C ．立ち上げ、立ち下げが容易にできること
D ．安定 したビームが取 り出せること
E ．故障が少ないこと
（核医学用のR l標識製造用加速器）
（9 （主に陽子）ビームのエネルギー領域は、30MeV 程度まで A ．左記の要件を満たす ビー ム発生が可能であること
② ビームの強度については、数 100〝A～ 1 m A 程度
（診断映像撮影用放射光源）
B ．できる限 り小型であること （既にかな り小型になっている）
C ．立ち上げ、立ち下げが容易にできること
D ．安定したビームが取 り出せること
E ．故障が少ないこと
F ．（望ましくは）治療用の加速器で代用ができること
（診断映像撮影用放射光源）
血管造影（アンジオグラフィー ）用 A ．左記の要件を満たすビーム発生が可能であること
①硬Ⅹ線領域 （数 10keV 程度 （ヨウ素 K－edge を使用するものではB ．できる限り小型であること
33keV）の光子エネルギーを有すること （建設コス トができる限 り低い （診断費を低く抑えられる）こと）
②必要な強度で発生できること
単色X線CT用
（各地の総合病院に容易に導入が可能なこと）
C ．立ち上げ、立ち下げが容易にできること
D ．安定したⅩ線が取 り出せること
（か硬Ⅹ線領域 （数 10keV～100keV 程度）の光子エネルギーを有す
ること
②必要な強度で発生できること
E ．故障が少ないこと
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（前貢より続く
壷二旦二旦＝」」駈星置塾掌卑生盆堅塾軍功旦星置葦坦塞遁l究畳込星室盛
生命科学
加速器専門家の養成は、主として高エネルギー物理学、原子核物理学分野あ
るいは民間企業
大型の共同利用加速器施設を利用する場合が多い。ユーザーは加速器につ
いては共同利用施設側の加速器専門家に任せきり。加速器専門家は、高エネ
ルギー物理学や原子核物理学分野あるいは民間企業で養成される場合が多
く、共同利用施設では技術的な問題に対処する。
小規模の加速器施設においては、加速器研究者は少なく、生命科学専用の
先進小型加速器を研究する余裕はほとんどない。
医療利用
加速器専門家の養成は、主として高エネルギー物理学、原子核物理学分野
あるいは民間企業（一部組織的な養成開始）
最近医療専用の加速器施設ができてきているが、大型の共同利用加速器
施設を利用する場合も多い。ユーザー（医師）は加速器については、全く
の加速器専門家に任せきり。加速器専門家は、高エネルギー物理学、原子
核物理学分野あるいは民間企業で養成される。一部で組織的な養成が行わ
れている。加速器専門家は、その施設での医療利用がスムーズに行くよう
加速器の様々な技術的な問題に対処している。
医療用の先進小型加速器を研究する余裕はほとんどない。
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Ⅱ－3　各分野での加速器研究者の人材養成について
加速器自体の研究開発については、これまで学術研究分野（高エネルギー物理学および原子核
物理学）が主として担ってきている。上でみてきたように、特に、高エネルギー物理学分野では
ビームに対する要求が厳しく、その要求を満たす（高周波）加速器開発が極めて重要な課題にな
っている。このため、高エネルギー物理学および原子核物理学では多くの加速器専門家（加速器
研究者）を必要とし、自ら人材の養成を行っている。超大強度化をめざすエネルギー科学研究分
野についても、事情は同様であり、自ら人材の養成を行うか、あるいは原子核物理学分野との共
同での開発で人材の共有化を行っている。
一方、その他の分野には、それぞれの分野のニーズを踏まえて加速器の研究開発を行う研究者
がほとんどいない状況である。これまで物質・材料科学、生命科学あるいは医療利用分野では、
高エネルギー物理学あるいは原子核物理学分野で使われてきた大型加速器そのものを利用するか、
あるいはそれらと基本的に同じ大型の加速器により研究がなされてきている。
なお、日本では、大学の講座で加速器工学を置いているところは数大学で、その設置もごく近
年で規模も小さく、加速器開発者を十分供給できる体制にはなっていない。
加速器科学各分野での加速器専門家の養成に関する事情をまとめたものが、表－Ⅱ－3－1で
ある。
表－Ⅱ胃3－1加速器・の各分　での加速器　門家（究）人材　成
高エネルギ 物ー理学
加速器専門家の自給体制
大規模な加速器を建設する必要があり、自ら加速器専門家を養成するとと
（素粒子物理学） もに加速器の設計などを行っている。高エネルギー物理学研究用の加速器は、
共同利用施設となっており、加速器専門家 （研究者）は、共同利用がスムー
ズに行ぐよう加速器の様々な技術的な問題にも対処する。
原子核物理学
加速器専門家の自給体制
大型の加速器を建設する必要があり、高エネルギー物理学と同様に、自
ら加速器専門家を養成するとともに加速器の設計などを行っている。原子
核物理学研究用の加速器は、共同利用施設となっており、加速器専門家 （研
究者）は、共同利用がスムーズに行くよう加速器の様々な技術的な問題に
も対処する。但し、高エネルギー物理学分野ほどには加速器の専門家はい
ない。
エネルギー科学
加速器専門家の一部自給、主として高エネルギー分野、原子核物理学での養
成にたよる
これまでのところ、原子核物理学用の加速器を使っている場合が多い。加
速器の専門家はそれほど多くない。近未来的には、大強度陽子加速器の建設
のため、加速器専門家不足になると予想される。
物質 ・材料科学
加速器専門家の養成は、主として高エネルギー物理学、原子核物理学分野
あるいは民間企業
大型の共同利用加速器施設を利用する場合が多い。ユーザーは加速器に
っいては共同利用施設側の加速器専門家に任せきり。加速器専門家は、共
同利用がスムーズに行くよう加速器の様々な技術的な問題に対処する。
小規模の加速器施設においては、加速器研究者は少なく、物質 ・材料科
学専用の先進小型加速器を研究する余裕はほとんどない。
（次頁に続く）
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Ⅱ　加速器ビーム利用の現状とニーズ
Ⅱ－1加速器ビーム利用調査の概要など
加速器科学は多様な分野に拡がっており、加速器ビームに求められるニーズ（ビームニーズ）
も多様な拡がりを見せている。そこで本調査の一環として、加速器科学の全分野において
①現在使われているビームの仕様
②現在既に実現されている仕様のビームで、使いたいビームがあるものの使えていない状況
③現在はまだ実現されていないビーム仕様で、将来実現されれば使いたいもの
を把握することを目的とした「加速器ビームニーズ等に関する調査」を実施（平成11年9月末～
平成12年1月中旬）した。ここでは、この調査結果（詳細については、調査資料－76「加速器ビ
ームニーズ等に関する調査結果（2001年6月、科学技術政策研究所）」参照）に基づき、加速器
ビーム利用の現状と将来のビームに関するニーズをまとめる。
上記の調査は、大学、大学共同利用施設、国立研究所、特殊法人、財団法人、あるいは民間企
業において、現在加速器ビームを利用して研究を行っている研究者を主たる対象としたものであ
り、以下の加速器ビームについて上の①、②および③（以後、Ⅲ章においては①、②および③は
上記のものを表すものとする）を調査した。なお、国立病院やその他の総合病院などにおいて、
ごく一般的に使用されている医療用電子線形加速器（電子エネルギー25MeV程度まで）のユーザ
ーについては、この調査の対象としていない。
電子ビーム、　　　　　　　　陽子ビーム、　　　　　　　　重イオンビーム
陽電子ビーム、　　　　　　放射光、　　　　　　　　　コヒーレント光子ビーム（＊）
中性子ビーム、　　　　　　　〝粒子ビーム、　　　　　　　中間子ビーム
反陽子ビーム、　　　　　　　不安定核（RI）ビーム、　　その他ビーム
（＊：コヒーレント光子ビームとは、自由電子レーザーやコヒーレント放射光などの可干渉性
の高い光子ビームをいう。）
調査票の有効発送数は3，076であり、有効回答者数は553名で有効回答率は18．0％であった（表
－Ⅲ－1胃1）。また、本調査で有効対象者（3，076名）の研究分野別分類は表－Ⅲ－1－2のと
おりであった。なお、所属別、年齢別および研究分野別の回答率はほぼ均一（調査資料一76参照）
であり、回答者の代表性は良いものと考えられる。
垂二聖二1二二⊥＿迦重畳ビ＝腿盛堕遡葺
1．　調査時期　　平成11年9月27日～平成12年1月11日
2．　調査対象者　加速器ユーザーなど
3．　調査票発送
3－1．総発送数　　　　　　　　　　3，235
3胃2．回答辞退等での返却数　　　　159
3－3．有効発送数　　　　　　　　3，076
4．　有効回答　　　　　　　　　　553（有効回答率：18．0％）
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－Ⅱ－1－2　ビームニーズ　　査対　者研究分野別分　および国　事
研究分野 有効対象者数 回答者数 回答率
素粒 子物理学／原子核物理学 571 112 19．6％
エネル ギー科学 115 24 20．9％
（原子核物理学、物質 ・材料科 学も一部込み）
物質 ・材料科学 1，218 215 17．7％
生命科学／医療利用 428 106 24．8％
その他 744 96 12．9％
（ビーム制御、ビーム物理研究、加速器研究など）
総　　 計 3，076 553 18．0％
なお、上記の研究分野別分類については、本人の所属およびホームページなどの研究内容の記
述により判断した。この際、素粒子物理学および原子核物理学ならびに生命科学および医療利用
については、本人の研究内容記述からでは区分が曖昧な場合が多く、上記分類ではこれらについ
ては、各々1つとした。また、エネルギー科学については、一部原子核物理や物質・材料科学も
兼ねる記述があった。週査塾象恕整定拉拉ヒ：臼もj亘塑王塑堅塁払去ゼ厘三越麹聖堂廻艶⊆堪ゴ
て、物質・材料科学　生命科学および医糠利用分野での選定7ド　いものとなっており、回答一一比
重吏旦斐上も迦速器科学分野の肝杜勘七率にはなっていないことに留意されたい
素粒子物理学、原子核物理学は、基本的には大学研究者が実施しており、対象者への選定割合
が他の分野より高いと考えられるにも拘わらず、物質・材料科学分野のユーザーの数が多くなっ
ている。また、生命科学あるいは医療利用については、ホームページの整備状況（特に病院での
個人の研究の紹介）が悪く、対象者への選定割合がかなり低いと思われる（従って、今般の調査
対象者内での生命科学、医療利用分野のユーザーの比率は、実際のものにくらべてかなり小さめ
になっていると考えられる）ものの、ユーザーの数はかなり多くなった。これは、加速器科学が、
加速器の発祥分野の素粒子物理学、原子核物理学分野のユーザー規模を大きく超える規模で他の
分野に拡がっている現状を示すものと言える。
加速器科学分野については、以下の表（表一Ⅲ－1－3）のような小項目を含むものとして分
類した。
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加速器科学分野 小項目
素粒子物理学 1 ．新粒子 （ヒッグス粒子など）の探索
2．精密素粒子理論検証 （C P 非保存精密実験など）、　 他
原子核物理学 1．原子核 （励起）構造 ・原子核反応研究 （素粒子核反応研究含まず）
2．不安定原子核 （中性子過剰核、陽子過剰核、超重元素など）研究
3．中間エネルギー核反応 （素粒子核反応）研究
4 ．核物質 ・核物性研究、　 他
エネルギー科学 1．プラズマ理工学研究
2．放射性元素の消滅処理研究
3 ．重イオン慣性核融合研究
4 ．ミューオン核融合研究、　 他
物質 ・材料科学 1．物質構造解析 （結晶、非晶質などの静的 ・動的構造解析 （パルスラ
ジオリシスを含む）
2．物性研究 （超伝導、磁性など）・電子状態解析 （原子物理を含む）
3．物質表面 （界面）研究
4 ．物質材料内の欠陥診断 ・極微量不純物分析
5．極限環境下の物質構造 ・物性研究
6．ビーム物質相互作用研究 ・照射による改質研究
7．新材料開発 （機能性材料創製など）
物質 ・材料科学 8．ビームによる微細加工 （リソグラフィーなど）研究
（続き） 9－1．R I核種製造 ・核化学研究 ・放射化学研究
9－2．核融合炉材料開発
10．原子炉用耐放射線材料開発
11．耐宇宙環境材料 ・半導体などの開発、　 他
生命科学 1．放射線遺伝学研究 （D N A 損傷研究など）、変異種研究
2．生体組織機能 ・機構解析
3．細胞生理学研究
4 ．分子 （構造）生物学研究 （生体高分子構造解析など）、　 他
医療利用 1．画像診断研究
2．治療研究
3．医療用R I製造、　 他
その他 1．ビーム制御 ・ビーム物理研究
2 ．その他 （自由電子レーザー発振、加速器研究など）
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Ⅲ－2加速器ビーム利用の現状および将来ニーズの概要
まず、上記に示した加速器ビーム利用の現状および将来ニーズについて見てみると加速器ビー
ム毎の、現在の利用者人数、現在使用したいが使えていない人数および将来使用したい人数（い
ずれも同一人の重複回答有）は、図－Ⅲ－2－1のようになっている。なお、回答者（553名）
のうち約83％にあたる460名は、現在いずれかの加速器ビームを使用するユーザーである。
旦二男－2－1加速器ビーム　の現在の利用　　および　　　用　望
また、ビーム毎の研究分野別使用者（あるいは使用希望者）人数（同一人の重複回答有）は、
表－Ⅲ－2－1のとおりとなっている。なお、調査票では、週在室選ヱ皇エビ盆と宣二皇位撞三
塁来室逸二駐皇室土壁旦上皇ヒ宣二重についての回答を求めたが、実際の回答においては、現在実
現できているビーム仕様のものに関しても要望として出されてきているので、両者を含むものと
なっている。
図－Ⅲ－2－1あるいは表－Ⅲ－2－1より、現状のビーム利用においては放射光、陽子ビー
ム、重イオンビーム、電子ビームの利用者が多い。将来的に使用したいビームについては、放射
光、陽子ビーム、重イオンビーム、電子ビームへの要望も多いが、中性子ビーム、陽電子ビーム、
〃粒子ビームや不安定核ビームあるいは放射光のうち可干渉性の高いコヒーレント光子ビームへ
の要望が相対的に高くなってきている。また、現在の放射光、陽子ビーム、重イオンビーム、電
子ビームのユーザーにおいて、何らかの理由で現在使えていないビームがある割合は、約1／3に
なっている。（本ビームニーズ等調査は、加速器ビームユーザーを主として対象者としているため、
加速器ビームを使いたいと考えている研究者数は相当なものになると考えられる。）
また、表－Ⅲ－2－1において、加速器科学の各分野において、どの種類のビームを要望して
いるかを図に示したものが、図－Ⅲ－2－2～図－Ⅲ－2－7である。
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表－Ⅲ－2－1ビーム毎の研　　　別　用（るいは　用　望）人
素粒子 原子核 エネルギー 物質 ・材料 生命科学 医療利用 その他
物理学 物理学 科学 科学
電
子
① 25 15 0 47 8 8 29
② 4 9 1 17 5 7 14
③ 33 6 2 12 3 2 11
陽
子
① 20 35 4 50 7 22 18
② 5 8 0 13 3 6 9
③ 13 8 5 6 5 5 6
重
イオン
① 1 36 3 59 23 16 13
② 1 15 2 19 8 4 6
③ 1 12 4 10 4 3 5
陽
電
子
（り 18 0 0 9 0 0 3
② 4 0 0 13 0 1 3
③ 26 1 0 9 1 0 1
放
射
光
① 0 2 1 132 41 7 16
② 0 1 0 44 14 8 4
③ 0 2 0 49 7 4 7
コヒー
レント
光子
① 0 1 1 4 1 1 9
② 0 1 2 10 1 2 4
③ 1 2 1 22 3 1 5
中
性
子
（り 3 7 5 23 8 3 12
② 0 9 4 12 10 2 5
③ 1 5 4 19 6 2 7
〝
粒
子
① 3 1 6 4 0 0 0
② 3 0 1 3 0 0 1
③ 14 3 1 3 0 1 1
中
間
子
① 7 10 0 1 0 0 0
② 3 2 0 1 0 0 0
③ 5 7 0 0 0 0 0
反
陽
子
① 6 0 0 0 0 0 0
② 1 1 0 0 0 0 0
③ 7 3 0 0 0 0 0
不
安定
核
① 1 17 0 1 0 1 1
② 0 8 0 9 0 1 1
③ 1 14 0 2 1 1 0
そ
の
他
① 2 4 0 3 1 0 2
② 0 0 1 5 1 0 1
③ 3 1 1 3 2 0 0
（》現在使用中のビーム
②現在（使用したいが）使用できていないビーム
③将来使用したいビーム
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！邑二匹二2－2　素粒子物理学分野の使用者（あるいは使用希望者）人数
図二旦二塁二塁＿原子核物理学分野の使用者（あるいは使用希望者）人数
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－Ⅱ－2－4　エネルギー　学分　の　用（るいは　用　望）人
図－Ⅱ－2－5　物質・材料科学分野の使用者（あるいは直岨去塾
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種子　　　陽子　　重イオン　　屠電子　　放射光　コヒーレント　中性子　　〟粒子　　中間子　　反陽子　　不安定抜　　その他
光子ビーム
図－Ⅱ－2－6　生命科学　野の　用（あるいは　用　望）人
図二旦二呈二1＿医塵剋愚公星型直馳堪壁j坦出田拉基数
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加速器科学各分野についてまとめると以下のようになる。
（高エネルギー物理学（素粒子物理学））
現状では、電子、陽電子ビーム（KEKでのBファクトリーを反映）および陽子ビームの使用
が多い。将来的には、リニアコライダーへの要望を反映し、現状と同様に電子、陽電子ビームの
ニーズが高くなっている。また、第2世代のレプトンである〃粒子へのニーズも高くなっている。
（原子核物理学）
現状では、重イオンビーム、陽子ビーム、不安定核ビームなどの使用が多い。将来的には、不
安定核ビーム、重イオンビームのニーズが多くなっている。これは、理化学研究所のRIビーム
ファクトリーやKEKおよび日本原子力研究所の大強度陽子加速器研究施設への要望を反映して
いるものと考えられる。その他、陽子ビーム、中間子ビームの要望が見える。
（ェネルギー科学）
現状においては、〃粒子ビーム、中性子ビーム、陽子ビームなどが使用されている。将来的に
は、陽子ビーム、中性子ビーム、重イオンビームへのニーズがある。（なお、回答数が多くなく、
明確には言えない状況である。）
（物質・材料科学）
現状においては、放射光が圧倒的に多い使用状況であり、続いて重イオンビーム、陽子ビーム、
などが多く使用されている。将来的には、放射光および自由電子レーザーなどのコヒーレント光
子ビームおよび中性子ビームのニーズがある。
（生命科学）
現状においては、放射光が圧倒的に多い使用状況であり、続いて重イオンビーム、中性子ビー
ムが使用されている。将来的には、放射光、中性子ビームのニーズが高く、陽子ビーム、重イオ
ンビームのニーズもある。
（医療利用）
現状においては、陽子ビーム、重イオンビームなどの使用が多い。これは、PETやがん治療
への利用を反映している。（なお、既に一般病院に普及している電子ビーム（～30MeV）の使用者
は除かれている。）また、放射光の利用も見えている。将来的なニーズとしては、（回答数が多く
ないため明確ではないが）現状と同様な傾向のニーズが見える。
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なお、現在使えていないビームがある研究者について、その理由の回答を求めたところ、以下
の表（表一皿－2－2）に示すとおりであり、自分の研究に容易に使用できる加速器が近くにな
い、あるいはビームの割り当て時間が十分ではない、などの理由が挙げられている。
－Ⅲ－2－2　現在（使用したいビームが）使えない理由
現在 （使用 したい ビー ムが）使 えない理由 件　 数
身近に利用可能 なセ ッ トアップされた施設がない
28実験 ・測定装置 が未整備、装置の持 ち込みができない
自分の研究に合致 した専用の ビームラインが確保できない、など
ビームタイム、マ シンタイムの不足 12
技術 的理 由
16
考えている仕様 での設備がない （あるいは技術開発中）
ビー ムのモー ドが不足
エネルギーが適当でない
強度が不足 している、など
利用 コス トが高い 3
予算 が獲得 できない 11
研究時間が足 りない 20
マ ンパ ワーが足 りない
実験準備 中 11
加速器施設が建設 中
6修理 ・改造 中
コミッシ ョニ ング中
（日本に）使用できる施設がない 11
加速器 そのものが実現 され ていない （検討 中） 11
ビーム仕様が実現 されていない
その他 8
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Ⅱ－3　加速器ビーム毎の利用の現状および将来ニーズ
以下では、各ビーム毎に、①現在使用中のもの、②現在（使用したいが）使用できていないも
の、③将来使用したいもの、についてまとめる。
ビームニーズ等調査においては、各加速器ビーム種の①、②および③のものについて、研究分
野、（差し支えのない場合には）研究課題名の回答を求めるとともに、
ビームエネルギー、　　　　エネルギー分解能、　　　　　ビーム長短径、
平均ビーム強度、　　　　　規格化エミッタンス、　　　　ビーム時間構造の型、
ビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス強度、
パルス内パンチ数、パンチ幅）
に関して、調査票で値の領域を指定しつつ回答を求めた（調査資料－76；ビームニーズ等調査調
査票参照）。
1電子ビーム
電子ビーム使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－1のとおりであり、研究分野としては、素
粒子物理学および物質・材料科学が主たるものとなっている。なお、先にも述べたように、総合
病院などにおいて腫瘍治療にごく一般的に使用されている電子線形加速器（ェネルギー～25MeV
程度、導入数；数百以上）については調査対象としていないので、医療利用分野の使用者数は実
体に比べてかなり少なくなっている。
表－Ⅲ－3－1　子ビーム使用の研究　　別分　および　用形態
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使用中の電子
ビーム
13 2
素粒子物理学 25 25 2
原子核物理学 15 17 1
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 47 64 7
生命科学 8 7 0
医療利用 8 10 0
その他 29 25 2
②現在 （使用 したいが）
使用できていない電子
ビーム
6 5
素粒子物理学 4 3 1
原子核物理学 9 7 0
エネルギー科学 1 1 0
物質 ・材料科学 17 15 6
生命科学 5 5 0
医療利用 7 8 0
その他 14 10 3
③将来使用 したい電子
ビーム
6 9
素粒子物理学 33 28 5
原子核物理学 6 2 2
エネルギー科学 2 1 1
物質 ・材料科学 12 7 6
生命科学 3 3 0
医療利用 2 2 0
その他 11 5 4
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②および③においては、複合ビーム利用の（単独ビーム利用に対する）相対的な割合が多くな
っており、今後の加速器ビームの利用ではビームの高度な利用が進展するものと考えられる。
（1）エネルギー
電子ビームエネルギーの領域毎の回答件数に関しては、下表（表－Ⅲ－3－2）の結果が得ら
れている。
表二男－3－2　子ビームエネルギー領　　の　　分　別回　　数
エネル ギー範囲 素粒子物理学 原子核物理学
エネルギ 科ー学 物質 ・材料科学
① ② ③ （D ② ③ 中 ② ③ 斗 ② ③
特に指定せず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 1
～　 1MeV 0 0 0 1 0 1 0 0 120 10 4
1MeV～　 5MeV0 0 1 1 1 0 0 0 20 6 3
5MeV～ 10MeV 2 0 1 2 1 0 0 0 0 8 4 1
10MeV～　 20MeV 2 01 1 2 0 0 0 0 13 10 3
20MeV～ 50MeV0 0 0 2 0 0 0 0 19 1 2
50MeV～100MeV0 0 0 2 0 0 0 1 0 2 0 1
100MeV～200MeV1 0 1 3 2 1 0 1 1 1 2 0
200MeV～500MeV1 0 0 3 3 1 0 0 1 0 1 0
500MeV～　 1GeV1 1 0 3 3 0 0 0 1 00 0
1GeV～　 5GeV4 1 0 3 4 1 0 0 0 1 1 0
5GeV～ 10GeV 16 0 0 60 2 0 0 0 1 0 0
10GeV～　50GeV 2 02 1 1 0 0 0 0 0 0 0
50GeV～100GeV5 1 1 0 0 0 0 0 0 00 0
100GeV～500GeV0 2 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0
500GeV～　 1TeV0 0 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1TeV～ 0 0 12 0 0 0 00 0 0 0 0
エネルギー範囲 生命科学 医療利用 その他 合計
千 ② ③ ① ② ③ 中 ② ③ ① ② ③
特 に指定せず 0 1 0 1 1 1 0 0 1 6 2 3
～　 1MeV 1 11 0 0 0 3 3 1 25 14 8
1MeV～　 5MeV 31 0 3 1 0 4 20 31 114
5MeV～ 10MeV3 1 0 6 6 1 5 3 0 26 15 3
10MeV～ 20MeV1 0 0 5 2 0 9 2 2 31 16 6
20MeV～　50MeV 01 1 1 0 0 7 41 29 6 4
50MeV～100MeV0 1 1 0 0 0 3 2 1 7 4 3
100MeV～200MeV 0 11 0 0 0 ．5 2 10 8 5
200MeV～500MeV0 0 0 0 1 0 3 1 1 7 6 3
500MeV′～　 1GeV0 0 0 0 1 0 2 4 3 6 9 4
1GeV～　 5GeV0 0 0 2 0 0 5 3 2 15 9 3
5GeV～ 10GeV 0 10 0 0 0 3 0 1 26 1 、3
10GeV～　 50GeV 0 00 0 0 0 0 0 1 3 1 3
50GeV～100GeV0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 1 1
100GeV～500GeV0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 19
500GeV～　 1TeV0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18
1TeV～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12
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なお、表－Ⅲ－3－2の合計件数を図示すると、図－Ⅲ－3－1のとおりである。
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図－Ⅱ－3－1電子ビームエネルギー領域毎の回答件数
加速器科学全分野で使われる電子ビームのエネルギーは、1MeVより低いものから100GeVを超
えるものまで広範囲のものとなっている。低エネルギー領域（140MeV程度より低いエネルギー領
域）の電子ビームは、物質・材料科学分野において一般的に使用されており、高エネルギー領域
（数GeVを超える領域）あるいはエネルギーフロンティアでは素粒子物理学で使用されており、
現在の研究では、KEKでのB－ファクトリーやCERNのLEPⅡでの電子・陽電子衝突実験が
これに相当する。また、将来においては、JLCによる電子・陽電子衝突実験を挙げる研究者が相
当数回答している。原子核物理学においては、低エネルギー、中間エネルギー（140MeV程～数GeV）、
高エネルギー領域の幅広いエネルギー領域で電子ビームの使用が行われている。なお、医療利用
においては、浅部腫瘍治療用の電子線形加速器（～30MeV）については、調査していないので、使
用状況の実体よりは極めて少ないものとなっているものと推定される。
この調査結果ではあまり見えないものの、電子ビームは、その直接的利用の他、制動放射発生
（～数10MeV）、自由電子レーザー発生（数10～数100MeV）、中性子発生（数10～数100MeV）、陽
電子発生（数10～数100MeV）およびシンクロトロン放射光発生（数100MeV～数GeV）などにも用
いられている。
（2）エネルギー分解能
①、②および③のものいずれについても0．1％前後が多い。
（調査資料－76；図Q2－2、図Q2－11、図Q2－20参照）
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（3）ビーム長短径
①および②のものについては、ビーム断面の長径、短径とも1mm～1cmの範囲が多い。これは
通常の電子ビームの断面径に相当している。なお、①および③において、極めて小さい1～10mm
のビーム径が挙げられているが、これはエネルギーフロンティア領域での電子・陽電子衝突実験
に使用するビームの衝突確率を上げるた釧こ極めて絞り込んだビームが要求されていることによ
る。
（調査資料－76；図Q2－3，4、図Q2－12，13、図Q2－21，22参照）
（4）平均ビーム強度
素粒子物理学においては〝A程度以上、原子核物理学においてはpA程度以上、物質・材料科学
においては数10nA程度以上の平均ビーム強度が使用され、あるいは要望されている。素粒子物
理学においては、エネルギーの高いビームほど反応断面積が小さくなるため、高エネルギー電子
ビームを使った衝突実験等では高いビーム強度が要求される。現在、KEKで進行中のBファク
トリーにおける電子・陽電子衝突実験では、衝突断面積の極めて小さな反応を観測するため電子
ビームをリングに蓄積したのち衝突させている。①において、高い平均ビーム強度が挙げられて
いるのはこの理由によるものである。一方、物質・材料科学においては、数10nA程度からA級
の幅広い強度領域の電子ビームが使われている。
（調査資料－76；図Q2－5、図Q2－14、図Q2－23参照）
（5）規格化エミッタンス
（規格化）ェミッタンスは、ビーム内粒子の運動量および位置のバラツキを示すものであり、
これが小さいほどバラツキが小さいことを意味している。特に、電子・陽電子衝突実験において
は、衝突の確率を上げるため、エミッタンスを非常に小さくすることが要求される。③において、
10‾2冗m・mrad以下の小さい値のエミッタンスをもつビームが求められるのは、上記の理由によ
るものである。なお、物質・材料科学や生命科学分野の加速器ビームユーザーにはあまりなじみ
のない物理量であり、回答数は多くない。
（調査資料－76；図Q2－6、図Q2－15、図Q2－24参照）
（6）ビーム時間構造の型
①、②および③のものから、将来における電子ビームの時間構造の型については、パルスビー
ムへのニーズが高くなっている。これは、パルス電子ビームを用いた時間分解分析（動的解析）
へのニーズが高くなっていることを示すものである。
（調査資料－76；図Q2－7、図Q2－16、図Q2－25参照）
なお、ビーム時間構造の詳細（ビーム纒続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内バン
チ数、バンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－8，38頁、図Q2－17，45貢、図Q
2－26，52頁）に示す。
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2　陽子ビーム
陽子ビーム使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－3のとおりであり、①においては、物質・
材料科学、原子核物理学、医療利用、素粒子物理学など幅広い分野での利用が行われている。
表－Ⅲ－3－3　子ビーム　用の研究　　別分　および　用形
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使用中の陽子
ビー ム
156
素粒子物理学 20 24 0
原子核物理学 35 42 1
エネルギー科学 4 5 0
物質 ・材料科学 50 62 4
生命科学 7 7 0
医療利用 22 21 0
その他 18 17 0
②現在 （使用 したいが）
使用できていない陽子
ビーム
4 4
素粒子物理学 5 3 0
原子核物理学 8 8 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 13 16 0
生命科学 3 2 0
医療利用 6 5 0
その他 9 7 0
③将来使用 したい陽子
ビーム
4 8
素粒子物理学 13 14 1
原子核物理学 8 6 0
エネルギー科学 5 5 0
物質 ・材料科学 6 7 0
生命科学 5 4 0
医療利用 5 4 0
その他 6 4 2
（1）エネルギー
陽子ビームエネルギーの領域毎の回答件数に関しては、下表（表一Ⅲ－3－4）の結果が得ら
れている。なお、表－Ⅲ－3－4の合計件数を図示したものが図一Ⅲ－3－2である。
加速器科学全分野で使われる①の陽子ビームについては、エネルギーは1MeVより低いものから
1TeV程度までの広範囲のものとなっている。低エネルギー領域（140MeV程度より低いエネルギ
ー領域）および中間エネルギーの数100MeV程度までの陽子ビームは、原子核物理学、物質・材料
科学、医療利用分野（医療利用分野でのがん治療については、数10MeV～250MeVの陽子ビームが
使われている）において一般的に使用されている。中間エネルギー領域の陽子ビームは主に原子
核物理学分野で使用されており、高エネルギー領域（数GeVを超える領域）ではQCD原子核物
理学あるいは素粒子物理学で使用され、500GeVを超えるエネルギーフロンティアでは素粒子物理
学で使用されている。なお、素粒子物理学分野で③の陽子ビームについて1TeVを超えるエネル
ギー領域にニーズが出ているのは、CERNのLHCへの期待と考えられる。
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表－Ⅲ－3－4　陽子ビームエネルギー領域毎の班宝金星型旦畳塵遡
エネル ギー範囲
素粒子物理学 原子核物理学 エネルギ 科ー 学 物質 ・材料科学
① ② ③ 中 ② ③ 中 ② ③ ① ② ㊥
特 に指定せず 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 2 0
～　 1MeV 1 0 0 4 0 0 00 0 23 3 0
1MeV～　 5MeV 1 0 0 7 0 0 10 0 36 5 1
5MeV～ 10MeV1 0 0 5 1 0 0 0 0 9 3 1
10MeV～　20MeV1 0 0 7 0 0 00 0 14 4 2
20MeV～　50MeV 1 0 0 8 0 0 20 0 6 4 1
50MeV′、100MeV1 0 0 8 0 0 2 0 0 6 3 0
100MeV～200MeV1 0 0 5 1 1 1 0 0 1 5 0
200MeV～500MeV1 1 0 13 4 2 10 2 2 4 0
500MeV～　 1GeV 1 1 08 5 3 1 0 2 1 1 0
1GeV～　 5GeV1 1 0 5 1 51 0 2 1 1 3
5GeV～ 10GeV 1 1 0 2 0 3 00 0 0 0
10GeV～　 50GeV 11 2 3 3 0 0 0 00 1 0 0
50GeV～100GeV 11 4 2 0 0 0 0 0 0 0 0
100GeV ～500GeV2 0 0 1 0 00 0 0 0 0 0
500GeV～　 1TeV10 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
1TeV～ 0 1 9 0 0 0 0 0 0 0 0
エネル ギー範 囲
生命科学 医療利用 その他 合計
十 ② ③ ① ② ③ 斗 ② ③ ① ② ⑧
特に指定せず 0 0 0 0 2 0 20 2 7 4 3
～　 1MeV 2 1 2 1 0 0 4 0 235 4 4
1MeV ～　 5MeV 2 20 3 2 2 9 2 1′ 59 11 4
5MeV～ 10MeV0 2 0 2 1 0 22 1 19 9 2
10MeV～　20MeV1 1 1 5 0 0 2 1 130 6 4
20MeV～　50MeV 1 1 23 0 0 4 0 1 25 54
50MeV～100MeV2 1 2 6 1 0 6 1 31 6 3
100MeV～200MeV 21 2 6 2 1 6 1 1 22 10 5
200MeV～500MeV2 0 0 7 1 2 6 32 32 13 8
500MeV～　 1GeV 0 0 0 0 0 0 3 4 2 1411 7
1GeV～　 5GeV 0 0 00 0 0 3 3 3 11 613
5GeV～ 10GeV0 0 0 0 0 0 3 0 16 1 4
10GeV～　 50GeV0 0 0 0 0 0 3 0 118 2 4
50GeV～100GeV0 0 0 0 0 0 0 0 0 31 4
100GeV～500GeV0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0
500GeV～　 1TeV 0 00 0 0 0 0 0 0 10 1 0
1TeV～ 0 0 0 0 0 0 0 0 00 1 9
陽子ビームを間接利用する研究などについては、二次（高次）ビームとして中間子ビームや中
性子ビーム、〃粒子ビームあるいは反陽子ビームなどを発生させることに使われており、数100MeV
～数10GeVのエネルギー領域の陽子ビームが使用されている（冗中間子発生（数100MeV～1GeV
程度）、FL粒子発生（数100MeV～数GeV程度）、ニュートリノ発生（数100MeV～数GeV程度）、中
性子発生（数100MeV～1GeV程度）、K中間子発生（数GeV～数10GeV程度）、反陽子発生（数GeV
～数10GeV程度））。
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図一却－3－2　陽子ビームエネルギー領域毎の回答件数
（2）エネルギー分解能
①、②および③のものいずれについても、広範囲のエネルギー分解能のものが使用（あるいは要
望）されている。
（調査資料－76；図Q2－29、図Q2－38、図Q2－47参照）
（3）ビーム長短径
①、②および③のものいずれについても、ビーム断面の長径、短径とも1mm～1cmの範囲が多
い。これは通常の陽子ビームの断面径である。なお、③において、1〝m以下のビーム径が相対
的に高く挙げられているが、これはマイクロビームへの要望である。
（調査資料－76；図Q2－30，31、図Q2－39，40、図Q2－48，49参照）
（4）平均ビーム強度
①および②のものについては、10nA～10〃Aの範囲のビームが多く使用（あるいは要望）され
ている。なお、物質・材料科学分野においては、宇宙線による半導体の損傷（シングルイベント
損傷）研究など、極めてビーム強度の低いビーム（極限的には1個の陽子など）を使用する研究
分野もある。
（調査資料胃76；図Q2－32、図Q2－41、図Q2－50参照）
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（5）規格化エミッタンス
①、②および③のものいずれについても、1から10冗mm・mradのエミッタンスをもつ陽子ビー
ムが使用され（あるいは求められ）ている。なお、素粒子物理学においては、陽子・反陽子衝突
実験において、衝突確率を高めるためエミッタンスを非常に小さくすることが要求されるのは、
電子の場合と同様である。
（調査資料－76；図Q2－33、図Q2－42、図Q2－51参照）
（6）ビーム時間構造の型
①、②および③のものから、陽子ビームの時間構造の型に関する将来ニーズについては、パル
スビームへのニーズが高くなっている。これは、パルス陽子ビームを用いた時間分解分析（動的
解析）へのニーズが高くなっていることを示すものである。
（調査資料－76；図Q2－34、図Q2－43、図Q2－52参照）
なお、ビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内バン
チ数、パンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－35，65貢、図Q2－44，72頁、図
Q2－53，79貢）に示す。
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3　重イオンビーム
重イオンビーム使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－5のとおりであり、物質・材料科学、
原子核物理学、生命科学、医療利用など幅広い分野での利用が行われている。特に物質・材料科
学においては、②および③のもので、複合ビーム利用の（単独ビーム利用に対する）相対的な割
合が多くなっており、今後の重イオンビームの利用では、ビームの高度な利用が進展するものと
考えられる。
表－Ⅲ－3－5　重イオンビーム使用の研究分　別　　および　用形態
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使用中の重イオン
ビーム
15 1
素粒子物理学 1 1 0
原子核物理学 36 51 1
エネルギー科学 3 5 0
物質 ・材料科学 59 76 6
生命科学 23 31 1
医療利用 16 18 0
その他 13 13 0
②現在 （使用 したいが）
使用できていない重イオン
ビーム
5 5
素粒子物理学 1 1 0
原子核物理学 15 16 2
エネルギー科学 2 2 0
物質 ・材料科学 19 21 10
生命科学 8 11 0
医療利用 4 3 0
その他 6 6 0
③将来使用 したい重イオン
ビーム
3 9
素粒子物理学 1 1 1
原子核物理学 12 13 0
エネルギー科学 4 4 0
物質 ・材料科学 10 5 5
生命科学 4 4 0
医療利用 3 3 0
その他 5 3 1
（1）エネルギー
重イオンビームエネルギーの領域毎の回答件数に関しては、下表（表－Ⅲ－3－6、次頁）の
結果が得られている。なお、表－Ⅲ－3－6の合計件数を図示したものが図－Ⅲ－3－3である。
原子核物理学では、低エネルギー領域（数10MeV／n程度まで）、中間エネルギー領域（数10MeV／n
～数100MeV／n程度）、高エネルギー領域（数100MeV／n程度より高い）まで広いエネルギー領域の
重イオンビームが使用（あるいは要望）されている。物質・材料科学、生命科学においては、低
エネルギー領域あるいは中間エネルギー領域のものが使用（あるいは要望）されている。がん治
療などの医療利用においては、主に中間エネルギー領域の重イオンビームが使用（あるいは要望）
されている。
（2）エネルギー分解能
①、②においては、0．1％より分解能のわるいものが使用（あるいは要望）されているが、③に
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おいては、0．1％より分解能の良い（ェネルギーのそろった）重イオンビームへのニーズが高くな
っている。
（調査資料－76；図Q2－56、図Q2－65、図Q2－74参照）
表－Ⅱ－3－6　圭イオンビームエネルギー領域毎の研究分野艶回答整数
エネル ギー範囲
素粒子物理学 原子核物理学 エネルギ 科ー 学 物質 ・材料科学
① ② ③ ① ② ③ 車 ② ③ ① ② ③
特に指定せず 0 0 0 0 0 0 0 0 19 6 1
（＊）　 ～　 1 0 0 0 7 0 2 3 0 0 44 12 6
（＊） 1～　 2 1 0 0 3 2 1 0 1 0 20 4 2
（＊）　 2～　 4 1 0 0 8 2 2 0 0 20 4 3
（＊）　 4～　 8 0 0 0 15 8 2 0 0 0 8 3 2
（＊）　 8～ 16 0 0 0 114 3 0 1 0 10 4 1
（＊） 16～　 32 0 0 0 6 3 1 0 0 9 3 0
（＊） 32～　 64 0 0 0 2 1 1 0 02 6 5 0
（＊） 64～ 128 0 1 1 135 3 0 0 2 4 3 1
（＊） 128～ 256 0 1 1 11 4 4 2 0 18 0 0
（＊）256～ 512 0 0 0 6 2 5 2 0 0 50 0
（＊）512～ lGeV／n0 0 0 3 2 6 0 0 0 1 0 0
1GeV／n～ 2GeV／n0 0 0 2 2 1 0 0 0 0 0 0
2GeV／n～ 4GeV／n0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 5 0
4GeV／n～ 8GeV／n0 0 0 0 1 0 0 0 0 00 0
8GeV／n～16GeV／n0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0
16GeV／n～ 0 0 0 2 3 3 0 0 0 0 0 0
エネルギー範囲
生命科学 医療利用 その他 合計
① ② ③ 中 ② ③ ① ② ③ ① ② ③
特に指定せず 4 2 1 1 0 0 0 1 0 149 3
（＊）　 ～　 1 2 1 0 2 0 1 3 0 1 61 13 10
（＊） 1～　 2 1 1 0 2 0 1 1 10 28 9 4
（＊）　 2～　 4 1 1 0 2 1 2 1 0 1 338 8
（＊）　 4～　 8 3 1 0 0 0 1 2 2 0 2814 5
（＊）　 8～ 16 10 4 2 1 0 0 2 1 1 34 14 7
（＊） 16～　 32 10 3 1 1 0 0 3 22 29 114
（＊） 32～　 64 6 5 2 1 0 0 3 12 18 12 7
（＊） 64～ 128 5 7 2 3 1 0 3 1 2 2818 11
（＊）128～ 256 10 2 1 7 2 1 3 2 1 41 11 9
（＊）256～ 512 10 2 0 140 0 4 1 1 41 5 6
（＊）512～ 1GeV／n2 0 0 5 1 0 2 0 0 133 6
1GeV／n～ 2GeV／n0 0 0 0 0 0 2 0 0 42 1
2GeV／n～ 4GeV／n0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 6 1
4GeV／n～ 8GeV／n0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0
8GeV／n～16GeV／n0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 1 1
16GeV／n～ 0 0 0 0 0 0 1 0 0 3 3
＊単位のない数値の単位はMeV／n
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（3）ビーム長短径
①、②および③のいずれについても、ビーム断面の長径、短径とも1mm～1cmの範囲が多い。
これは通常の重イオンビームの断面径である。なお、マイクロビームへのニーズが高い分野は、
物質・材料科学および生命科学分野であり、③においては1〝m以下のビーム径が相対的に高く
挙げられているが、これはマイクロビームへのニーズが将来的により高くなってゆくことを示し
ている。（調査資料－76；図Q2－57，58、図Q2－66，67、図Q2－75，76参照）
（4）平均ビーム強度
①、②および③のいずれについても、6．2×1012ions／sec以下（各イオンを1価の電荷をもつと
すると、1〃A以下）の平均ビーム強度の小さいビームが使用（要望）されている。①において
は、物質・材料科学、生命科学では特に更に数桁程度低いビーム強度が使用されている。③の結
果からは見えないが、今後、物質・材料科学や生命科学においては微細領域を扱う研究が主とな
ることより、極めて低い強度の重イオンビームへのニーズは高くなるものと考えられる。
（調査資料－76；図Q2－59、図Q2－68、図Q2－77参照）
（5）規格化エミッタンス
①、②および③のものいずれについても、0．1から10冗m・∬adのエミッタンスをもつ重イオ
ンビームが使用され（あるいは求められ）ている。
（調査資料－76；図Q2－60、図Q2－69、図Q2－78参照）
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（6）ビーム時間構造の型
①、②および③のものから、重イオンビームの時間構造の型に関する将来ニーズについては、
パルスビームへのニーズが高くなっている。これは、パルスビームを用いた時間分解分析（動的
解析）へのニーズが高くなっていることを示すものと考えられる。
（調査資料－76；図Q2－61、図Q2－70、図Q2－79参照）
なお、ビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内バンチ
数、パンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－62，91頁、図Q2－71，98頁、図Q2
－80，105頁）に示す。
4　陪電子ビーム
陽電子ビーム使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－7のとおりであり、①、②および③のい
ずれでも素粒子物理学および物質・材料科学分野で使用（あるいは要望）されている。
表－Ⅱ－3－7　電子ビーム使用の研究分　別分　および使用形態
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使用中の陽電子
ビーム
3 0
素粒子物理学 18 17 1
原子核物理学 0 0 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 9 11 1
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 3 4 0
②現在 （使用 したいが）
使用できていない陽電
子 ビーム
2 1
素粒子物理学 4 3 1
原子核物理学 0 0 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 13 14 1
生命科学 0 0 0
医療利用 1 1 0
その他 3 2 0
③将来使用 したい陽電
子 ビーム
3 8
素粒子物理学 26 16 2
原子核物理学 1 1 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 9 10 3
生命科学 1 1 0
医療利用 0 0 0
その他 1 0 0
（1）エネルギー
陽電子ビームエネルギーの領域毎の回答件数に関しては、下表（表－Ⅲ－3－8）の結果が得
られている。なお、表－Ⅲ－3－8の合計件数を図示したものが図胃Ⅲ－3－4である。
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これらの表あるいは図に示されるように、陽電子ビームの使用エネルギー領域は、低いエネル
ギー（数10MeV以下）および高いエネルギー（1GeV以上）に2分割されるものとなっている。
低いエネルギー領域は物質・材料科学での材料欠陥分析などにおいて、また、高いエネルギー領
域は素粒子物理学での電子・陽電子衝突実験などにおいて使用（要望）されている。
－Ⅲ－3－8　電子ビームエネルギー　　　の研　　　別口
エネルギー範囲
素粒子物理学 原子核物理学 エネルギ 科ー学 物質 ・材料科学
中 ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③
特に指定せず 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24 2
～　 1MeV 0 1 0 0 0 0 00 0 8 9 11
1MeV～　 5MeV 0 11 0 0 1 0 0 0 2 5 0
5MeV～ 10MeV0 1 1 0 0 1 0 0 00 3 1
10MeV～　 20MeV 0 1 1 0 0 1 0 0 0 03 1
20MeV～　 50MeV 0 0 0 00 0 0 0 0 0 1 0
50MeV～100MeV0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
100MeV～200MeV 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0
200MeV～500MeV 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0
500MeV～　 1GeV 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1GeV～　 5GeV 9 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5GeV～ 10GeV 6 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0
10GeV～　 50GeV 2 0 0 00 0 0 0 0 0 00
50GeV～100GeV 5 1 10 0 0 0 0 0 0 0 0
100GeV～500GeV 02 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0
500GeV～　 1TeV0 0 15 0 0 0 0 0 00 0 0
1TeV′－ ′0 0 10 0 0 0 0 0 0 00 0
エネル ギー範囲
生命科学 医療利用 その他 合計
小 ② ③ 中 ② ③ ① ② ③ 也 ② ③
特 に指定せず 0 0 0 0 0 0 0 0 12 4 3
～　 1MeV 0 0 1 0 0 2 1 0 1011 12
lMeV～　 5MeV 0 00 0 0 0 0 0 0 2 6 2
5MeV～ 10MeV 0 0 0 0 0 0 0 0 00 4 3
10MeV～　20MeV 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 43
20MeV～　 50MeV 0 0 0 00 0 0 0 0 0 10
50MeV～100MeV0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
100MeV～200MeV0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
200MeV～500MeV 0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0
500MeV～　 1GeV0 0 0 0 0 0 0 10 0 1 0
1GeV～　 5GeV 0 0 0 0 0 0 1 20 10 2 0
5GeV～ 10GeV 0 0 0 0 0 0 0 0 06 0 0
10GeV～　 50GeV 0 00 0 0 0 0 0 0 2 0 0
50GeV～100GeV0 0 0 0 0 0 0 0 5 1 1
100GeV～500GeV 0 0 0 0 0 0 0 0 00 2 18
500GeV～　 1TeV 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 15
1TeV～ 0 0 0 0 0 0 00 0 0 0 10
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（2）エネルギー分解能
電子ビームにおいても述べたように、素粒子物理学（ェネルギーフロンティア）研究での電子・
陽電子衝突において使われる（電子）陽電子ビームは、衝突確率を高めるため運動量を良く揃え
た（すなわち、エネルギーのそろった分解能の良い）ビームが使用される。具体的な数値として
は、0．1％より分解能の良いものが使用（あるいは要望）されている。
（調査資料－76；図Q2－83、図Q2－92、図Q2－101参照）
（3）ビーム長短径
①については、ビーム断面の長径では10〃m～1m、短径では1〝m～10〃mの範囲が多い。こ
れはBファクトリーにおける電子・陽電子衝突実験に使われているものである。③においては、
長径では10nm～1〃m、短径では1nm～10nmの範囲が要望されており、これはエネルギーフロン
ティア領域での電子・陽電子衝突実験に使用するビームの衝突確率を上げるために極めて絞り込
んだビームが要求されていることによる。
（調査資料－76；図Q2－84，85、図Q2－93，94、図Q2－102，103参照）
（4）平均ビーム強度
平均ビーム強度においても、低いビーム強度を使用する物質・材料科学と高いビーム強度を使
用する素粒子物理学での使用（要望）に2分割されるものとなっている。
（調査資料－76；図Q2－86、図Q2－95、図Q2－104参照）
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（5）規格化エミッタンス
電子ビームと同様な理由により、10‾1冗mm・mrad以下の小さい値のエミッタンスをもつビーム
が使用（要望）されている。（調査資料－76；図Q2－87、図Q2－96、図Q2－105参照）
（6）ビーム時間構造の型
①、②および③のものから、将来における陽電子ビームの時間構造の型については、パルスビ
ームへのニーズが高くなっている。これは、陽電子ビームを用いた時間分解分析（動的解析）へ
のニーズが高くなっていることを示すものである。
（調査資料－76；図Q2－88、図Q2－97、図Q2－106参照）
なお、ビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内パン
チ数、バンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－89，117頁、図Q2－98，124頁、
図Q2－107，131頁）に示す。
5　放射光
放射光使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－9のとおりであり、①、②および③のいずれで
も物質・材料科学、生命科学あるいは医療利用で使用（あるいは要望）されている。
表－Ⅱ－3－9　放射光使用の研究分野別分類および使用形態
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使用中の放射光 19 9
素粒子物理学 0 0 0
原子核物理学 2 2 0
エネルギー科学 1 1 0
物質 ・材料科学 132 188 1
生命科学 41 42 1
医療利用 7 9 0
その他 16 17 1
②現在 （使用 したいが）
使用できていない
放射光
7 1
素粒子物理学 0 0 0
原子核物理学 1 1 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 44 44 8
生命科学 14 15 1
医療利用 8 9 0
その他 4 3 0
（診将来使用したい
放射光
6 9
素粒子物理学 0 0 0
原子核物理学 2 1 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 49 43 11
生命科学 7 7 2
医療利用 4 5 0
その他 7 6 0
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（1）光子エネルギー
放射光子エネルギーの領域毎の回答件数に関しては、下表（表－Ⅲ－3－10）の結果が得られ
ている。なお、表－Ⅲ－3－10の合計件数を図示したものが図－Ⅲ－3－5である。
これらの表あるいは図に示されるように、放射光の使用（要望）ェネルギー領域は、10eV～10keV
の真空紫外線あるいは軟Ⅹ線（100eV～10keV）および10keV～100keVの硬Ⅹ線領域である。これ
は、物質・材料科学および生命科学とも共通である。
－Ⅲ胃3－10　放射光子エネルギ胃　域　の研究　　別回　件
エネルギー範囲
素粒子物理学 原子核物理学 エネルギ 科ー 学 物質 ・材料科学
① ② ③ 車 ② ③ 卓 ② ③ q ） ② ③
特に指定せず 0 0 0 0 0 1 0 0 0 60 2
～0．1eV 0 0 0 0 0 0 0 0 0 32 2
0．1eV　 ～　 1eV 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 34
1eV　 ～ 10eV0 0 0 0 0 0 00 0 17 5 8
10eV　 ～100eV0 0 0 0 0 0 00 0 57 19 20
100eV　 ～　 1keV 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7628 23
1keV　～ 10keV 0 0 0 0 0 0 1 0 0 83 28 25
10keV ～100keV0 0 0 0 0 0 10 0 83 26 25
100keV ～　 1MeV0 0 0 0 0 1 0 0 0 70 4
1MeV　～ 0 0 0 0 1 0 0 0 0 10 0
エネル ギー範囲
生命科学 医療利用 その他 合計
（D ② ③ ① ② ③ 中 ② ③ ① ② ③
特 に指定せず 0 0 0 0 0 0 1 1 17 1 4
～0．1eV 0 0 0 0 0 0 1 0 0 4 22
0．1eV　 ～　 1eV 1 0 0 0 0 0 0 0 0 4 3 4
1eV　 ～ 10eV3 0 2 0 0 0 4 0 24 5 10
10eV　 ～100eV 5 2 1 0 0 0 2 0 0 6421 21
100eV　 ～　 1keV 6 7 0 0 0 0 2 0 1 84 3524
1keV ～ 10keV 24 83 1 3 1 8 0 1 117 39 30
10keV ～100keV24 6 1 6 6 5 6 2 2120 40 33
100keV　～　 1MeV1 0 0 0 2 0 2 1 2 103 7
1MeV　～ 1 0 0 0 0 0 0 0 2 2 1 2
（2）エネルギー分解能
使用される放射光のエネルギー分解能は、0．001％～0．1％のものが圧倒的に多いが、更に数桁小
さい分解能をもつ放射光も使用されている。今後（③）においては、0．001％（10‾5）より小さい
分解能をもつ放射光ビームのニーズが相対的に高くなっている。
（調査資料－76；図Q2－110、図Q2－122、図Q2－134参照）
（3）ビーム長短径
①、②および③のいずれにおいても、10〃m～1mmのビーム径が最も多く使用（要望）されて
いる。なお、③においては10〝m以下の細い放射光ビームへのニーズが高くなっている。
（調査資料－76；図Q2－111～114、図Q2胃123～126、図Q2－135～138参照）
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図－Ⅱ－3－5　放射光子エネルギー領域毎の回答件数
（4）平均ビーム強度′
1）光束
放射光のビーム強度を表す光束（photons／sec／0．1％b．W．）について見てみると、①および②に
おいては1011～1013が多くなっているが、③においてはより高い光束1014～1015のものへのニーズ
が高くなっている。（調査資料－76；図Q2－115、図Q2－127、図Q2－139参照）
2）輝度
同様に放射光の（指向性）強度を表す輝度（photons／sec／mm2／mrad2／0．1％b．W．）については、①
および②においては、1016～1020にややピークを有するものの低輝度から高輝度までのバラエティ
に富んだ放射光が使用（要望）されている。③においてはより高い輝度（1020以上）のものへのニ
ーズが相対的に高くなっている。
（調査資料－76；図Q2－117、図Q2－129、図Q2－141参照）
（5）偏光状態
偏光状態については、無偏光、直線水平偏光、直線垂直偏光、円偏光、楕円偏光を挙げて回答
を求めた。①、②および③のいずれにおいても、多い方から直線水平偏光、直線垂直偏光、円偏
光の順で挙げられている。（調査資料－76；145頁、154頁、163貢参照）
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（6）ビーム時間構造の型
③においては、パルスビームへのニーズが相対的に高くなっている。これは、パルス放射光を
用いた時間分解分析（動的解析）へのニーズが高くなっていることを示すものと考えられる。
（調査資料－76；図Q2－118、図Q2－130、図Q2－142参照）
なお、ビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内バン
チ数、パンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－119，145頁、図Q2－131，154貢、
図Q2－143，163頁）に示す。
6　コヒーレント光子ビーム（自由電子レーザー、コヒーレント放射光など）
コヒーレント光子ビーム（自由電子レーザー、コヒーレント放射光など）使用者の研究分野別
分類は表－Ⅲ－3－11のとおりであり、①、②および③のいずれでも物質・材料科学での使用（要
望）がほとんどである。また、同表よりわかるように、今後のビーム需要が期待される。
－Ⅱ－3－11コヒーレント光子ビーム使用の研究分　別分　および使用形態
回答者数 回答者 の研究分野別人数
（重複 回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
① 現 在使 用 中の コ ヒー
レン ト光子 ビーム
1 7
素粒子物理学 0 0 0
原子核物理学 1 1 0
エネルギー科学 1 1 1
物質 ・材料科学 4 ′3 1
生命科学 1 1 0
医療利用 1 0 0
その他 9 5 2
②現在 （使用 したいが）
使 用 で きて いな い コ ヒ
ー レン ト光子 ビーム
2 0
素粒子物理学 0 0 0
原子核物理学 1 1 0
エネルギー科学 2 2 1
物質 ・材料科学 10 9 4
生命科学 1 1 0
医療利用 2 2 0
その他 4 2 1
③将 来 使 用 した い コ ヒ
ー レン ト光子 ビーム
3 5
素粒子物理学 1 1 0
原子核物理学 2 2 0
エネルギー科学 1 1 1
物質 ・材料科学 22 20 4
生命科学 3　－ 3 0
医療利用 1 1 0
その他 5 3 0
（1）光子エネルギー
コヒーレント光子ビームエネルギーの領域毎の回答件数に関しては、下表（表－Ⅲ－3－12）
の結果が得られている。なお、表－Ⅲ－3－12の合計件数を図示したものが図－Ⅲ－3－6であ
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る。
①においては、1eV～10eV（ほぼ可視光領域）のものが多く使われている。また、②および③に
おいては、より高いエネルギー（あるいはより波長の短い）真空紫外線、軟Ⅹ線、硬Ⅹ線領域の
ものの需要が高くなっている。
二旦二旦二lL＿⊇皇ーレント光子ビームエネルギー領域毎の研究分畳別回豊艶塾
エネル ギー範囲 素粒子物理学 原子核物理学 エ紳ギ 科ー学 物質 ・材料科学
① ② ③ ① ② ⑧ 中 ② ③ 中 ② ③
特 に指定せず 0 0 0 0 0 1 0 0 0 20 3
～10‾3 eV 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10‾3 eV　～10‾Z eV 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10‾2 eV　～　0．1eV 0 00 0 0 0 0 00 0 0 0
0．1eV　′、　 1 eV0 0 0 0 0 0 0 1 0 02 2
1 eV　～ 10　eV 0 00 0 0 0 1 11 2 6 10
10　eV　～100　eV0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 10
100 eV へノ　1keV0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 9
1keV　～ 10keV0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 5
10keV　～100keV0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 1 6
エネルギー範囲
生命科学 医療利用 その他 合計
① ㊥ ③ 中 ② ③ ① ② ③ 中 ② ③
特に指定せず 0 0 0 0 1 0 0 0 1 2 15
′－10▼3　eV 0 00 0 0 0 2 10 2 1 0
10‾3 eV　～10‾2 eV 0 00 0 0 0 1 10 1 1 0
10▼2 eV　へ′　0．1eV0 0 0 0 0 0 3 1 03 1 0
0．1eV　～　 1 eV1 0 0 0 0 0 1 0 0 2 32
1 eV　～ 10　eV 1 0 00 0 0 3 1 1 7 812
10　eV　ノー100　eV1 0 1 0 0 0 0 0 2 2 2 13
100　eV　～　 1keV0 1 0 0 0 0 1 1 22 4 11
1keV　～ 10keV0 0 0 1 0 01 1 2 3 5 7
10keV　～100keV 0 01 0 1 0 0 0 0 0 3 9
（2）エネルギー分解能
①および②においては、コヒーレント光子ビームのエネルギー分解能は、0．01％～0．1％のものが
多い。今後（③）においては、0．01％（10‾4）より小さい分解能をもつコヒーレント光子ビーム
のニーズが圧倒的に高くなっている。
（調査資料－76；図Q2－146、図Q2－159、図Q2－172参照）
（3）ビーム長短径
①、②においては、100〃m～1cmのビーム径が多く使用（要望）されている。③においては、
10〃m以下の細いコヒーレント光子ビームへのニーズが高くなっている。
（調査資料一76；図Q2－147～150、図Q2－160～163、図Q2－173～176参照）
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図－Ⅱ－3－6　コヒーレント光子ビームエネルギー　　　の回答件
（4）平均ビーム強度
1）光束
コヒーレント光子ビーム強度を表す光束（photons／sec／0．1％b．W．）について見てみると、①お
よび②においてはあまり明確に見えていないが、③においてはより1014以上のものへのニーズが
高くなっている。（調査資料－76；図Q2－151、図Q2－164、図Q2－177参照）
2）輝度
同様にコヒーレント光子ビームの（指向性）強度を表す輝度（photons／sec／nm2／mrad2／0．1％b．W．）
については、①および②においてはあまり明確に見えていないが、③においては低輝度から高輝
度までのバラエティに富んだものが要望されている。
（調査資料－76；図Q2－153、図Q2胃166、図Q2－179参照）
（5）偏光状態
偏光状態については、無偏光、直線水平偏光、直線垂直偏光、円偏光、楕円偏光を挙げて回答
を求めた。①、②および③において、直線水平偏光、直線垂直偏光、円偏光の頻度が高く挙げら
れている。（調査資料－76；177頁、186頁、195頁参照）
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（6）ビーム時間構造の型
③においては、パルスビームへのニーズが相対的に高くなっている。これは、パルスコヒーレ
ント光子ビームを用いた時間分解分析（動的解析）へのニーズが高くなっていることを示すもの
と考えられる。（調査資料－76；図Q2－155、図Q2－168、図Q2－181参照）
なお、ビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間）については、調査資料－76（図Q2－156、図
Q2－169、図Q2－182）に示す。
7　中性子ビーム
中性子ビーム使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－13のとおりであり、①、②および③のい
ずれでも物質・材科科学で最も多いものの、生命科学、エネルギー科学、原子核物理学、医療利
用など幅の広い使用（あるいは要望）がなされている。
表－Ⅲ－3－13　　子ビーム　用の研究分覇側　　および　用形
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使用中の中性子
ビーム
6 1
素粒子物理学 3 4 0
原子核物理学 7 4 0
エネルギー科学 5 6 0
物質 ・材料科学 23 31 0
生命科学 8 7 0
医療利用 3 3 0
その他 12 16 0
②現在 （使用したいが）
使用で きていない 中性
子ビーム
4 2
素粒子物理学 0 0 0
原子核物理学 9 8 0
エネルギー科学 4 4 0
物質 ・材料科学 12 11 0
生命科学 10 12 0
医療利用 2 2 0
その他 5 4 0
③将来使用 したい中性
子 ビー ム
4 4
素粒子物理学 1 2 0
原子核物理学 5 3 1
エネルギー科学 4 3 0
物質 ・材料科学 19 21 3
生命科学 6 6 0
医療利用 2 2 0
その他 7 6 4
（1）エネルギー
中性子エネルギーの領域毎の回答件数に関しては、下表（表－Ⅲ－3－14）の結果が得られて
いる。なお、表－Ⅲ－3－14の合計件数を図示したものが図－Ⅲ－3－7である。
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①、②および③のいずれにおいても、極めて低いエネルギーの中性子（冷中性子）からGeV領
域エネルギーの中性子までが使用（要望）されている。数1血eV程度の熱中性子（通常は原子炉
からの中性子を減速させて得られる）領域は、物質・材料科学分野が中心に、また、MeVを超え
る領域の中性子は原子核物理学やェネルギー科学、物質・材料科学、生命科学など広い分野で使
用（要望）されている。
表二聖二旦二1旦一旦堕王星室坐壬＝＝塵壊皇墾匪宝金塑型旦室生堂
エネル ギー範 囲
素粒 子 物理 学 原 子核 物理 学 エネルギ 科ー 学 物 質 ・材料 科学
車 ② せ 中 ② ③ 中 ② ③ ① ② ③
特 に指 定せ ず 0 0 0 0 5 0 0 31 5 2 3
～ 1〃eV 0 0 1 0 0 1 0 0 0 40 3
1〝eV～ 10 〃eV0 0 1 0 0 1 0 0 0 40 4
10 －〃eV～ 100 〃eV 0 00 0 0 0 0 0 0 5 0 6
100 〃eV～ 1 meV0 0 0 0 0 0 00 0 8 4 13
1 meV～ 10 meV0 0 0 0 0 0 0 0 015 4 16
10 meV～ 100 meV 0 00 0 0 0 0 0 0 19 8 15
100 meV～　 1　 eV0 0 0 0 0 0 00 0 7 2 10
1　 eV～ 10　 eV1 0 1 0 0 0 0 0 0 31 4
10　 eV′－100　 eV 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1
100　 eV～　 1 keV0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1
1 keV～ 10 keV0 0 0 0 0 1 1 0 1 10 0
10 keV～ 100 keV0 0 0 1 0 0 2 0 1 10 0
100 keV～　 1 MeV0 0 0 1 0 0 2 0 1 1 0 0
l MeV′－ 10 MeV 0 00 3 2 1 2 0 1・ 5 1 1
10 MeV～ 100 MeV 2 00 3 2 1 4 0 1 2 1 4
100 MeV～　 1 GeV1 0 0 1 3 3 0 3 12 2 1
1 GeV～ 0 0 0 1 1 2 0 0 3 0 0 0
エネ ル ギー範 囲
生命 科学 医療利 用 そ の他 合計
卓 ② ③ 小 ② ③ 中 ② ③ ① ② ③
特 に指 定せ ず 0 2 1 0 0 0 4 1 49 13 9
～ 1 〝eV 2 0 0 0 0 0 5 0 4 110 9
1 〃eV～ 10 〃eV2 0 0 0 0 0 5 0 4 11 0 10
10 〃eV～ 100 ／JeV 2 00 0 0 0 5 0 4 12 0 10
100 〝eV～ 1 meV 2 00 0 0 0 7 03 17 4 16
1 meV～ 10 meV2 2 1 0 0 0 8 0 3 25 6 20
10 meV～100 meV2 5 1 0 0 0 4 0 3 2513 19
100 meV ノー　 1　 eV2 2 1 0 0 0 1 0 1 10 4 12
1　 eV～ 10　 eV 3 01 0 0 0 1 0 1 8 1 7
10　 eV ～100　 eV 2 00 0 0 0 1 0 1 50 3
100　 eV～　 1 keV2 0 0 0 0 0 1 0 1 4 0 2
1 keV～ 10 keV3 1 2 0 0 1 1 0 1 6 1 6
10 keV～100 keV4 1 1 0 1 0 1 0 1 9 2 3
100 keV～　 l MeV8 0 0 2 1 1 1 1 115 2 3
1 MeV～ 10 MeV 5 00 2 0 0 1 1 2 18 4 5
10 MeV～ 100 MeV1 1 0 0 1 0 6 0 2 18 5 8
100 MeV～　 1 GeV1 0 0 1 0 0 1 2 2 7 10 7
1 GeV′、 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 2 7
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－Ⅲ－3－7　中性子エネルギー　　　の回　　数
（2）エネルギー分解能
①、②および③のいずれにおいても、0．05％～10％程度までのエネルギー分解能をもつ中性子
が使用（要望）されているが、0．2％以下のものを使用（要望）する割合がやや高い。
（調査資料－76；図Q2－185、図Q2－193、図Q2－201参照）
（3）ビーム長短径
①、②および③のいずれにおいても、1mm～10cmのビーム径が最も多く使用（要望）されてい
る。（調査資料－76；図Q2胃186，187、図Q2－194，195、図Q2－202，203参照）
（4）平均ビーム強度（フラックス）
中性子ビームの強度を表すフラックス（neutrons／cm2／sec）について見てみると、①において
は108以下のものが多く使用されているが、③においては108～1015のより高いフラックスのもの
へのニーズが高くなっている。
（調査資料－76；図Q2－188、図Q2－196、図Q2－204参照）
（5）ビーム時間構造の型
①に対して③においては、パルスビームへのニーズが相対的に高くなっている。これは、パル
ス中性子を用いた時間分解分析（動的解析）へのニーズが高くなっていることを示すものと考え
られる。（調査資料－76；図Q2－189、図Q2－197、図Q2－205参照）
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なお、ビーム時間構造の詳細（ビ胃ム纒続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内パン
チ数、バンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－190，207頁、図Q2－198，214頁、
図Q2－206，221頁）に示す。
8　甘粒子ビーム
〃粒子ビーム使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－15のとおりであり、①および②において
は、エネルギー科学、素粒子物理学および物質・材料科学での使用（要望）が多い。③において
は、素粒子物理学での要望が多い。これは、今後のエネルギーフロンティア研究における〃粒子・
反〝粒子衝突実験への要望を示している。
表－Ⅱ－3－15　粒子ビーム　用の研究分　別分類および　用形態
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使用 中の 〝粒子
ビーム
14
素粒子物理学 3 3 0
原子核物理学 1 1 0
エネルギー科学 6 6 0
物質 ・材料科学 4 4 0
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 0 0 0
②現在 （使用したいが）
使用できていない 〃粒
子ビーム
8
素粒子物理学 3 4 0
原子核物理学 0 0 0
エネルギー科学 1 1 0
物質 ・材料科学 3 3 0
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 1 1 0
③将来使用 したい 〃粒
子ビーム
2 3
素粒子物理学 14 17 1
原子核物理学 3 2 1
エネルギー科学 1 1 0
物質 ・材料科学 3 4 1
生命科学 0 0 0
医療利用 1 1 0
その他 1 1 0
（1）エネルギー
エネルギー科学や物質・材料科学において使用されている〃粒子のエネルギーは、数MeV～数
10MeVの低い範囲にある。また、将来に要望される〃粒子のエネルギーは、低いエネルギー領域
から100GeVを超える高いエネルギーまで幅広い領域に広がっている。
（調査資料－76；図Q2－図Q2－208、図Q2－217、図Q2－226参照）
なお、エネルギー分解能、ビーム長短径、平均ビーム強度、規格化エミッタンス、ビーム時間構造
の型およびビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内バン
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チ数、パンチ幅（長））については、調査資料胃76（図Q2－209～215，231頁、図Q2－218～224，
238頁、図Q2－227～233，245頁）に示す。
9　中間子（汀中間子、K中間子）ビーム
中間子ビーム使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－16のとおりであり、①、②および③のい
ずれでも素粒子物理学、原子核物理学での利用（要望）がほとんどである。将来的には中間子を
要望する研究者は増加してゆくものと考えられる。
表－Ⅱ－3－16　中間子使用の研究分野別分類および使用形態
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使 用中の中間子
ビーム
18
素粒子物理学 7 6 0
原子核物理学 10 14 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 1 1 0
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 0 0 0
②現在 （使用 したいが）
使用できていない 中間
子 ビーム
6
素粒子物理学 3 4 1
原子核物理学 2 2 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 1 1 0
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 0 0 0
③将来使用 したい中間
子 ビーム
12
素粒子物理学 5 7 0
原子核物理学 7 10 1
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 0 0 0
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 0 0 0
（1）エネルギー
中間子エネルギーについては、①および②については、数100MeV～数GeVのものが使用（要望）
されているが、③については、数GeV程度より高いものが要望されている。
（調査資料－76；図Q2－235、図Q2－243、図Q2－251参照）
なお、エネルギー分解能、ビーム長短径、平均ビーム強度、規格化エミッタンス、ビーム時間構造
の型およびビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内パン
チ数、パンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－236～241，255頁、図Q2－244～249，
262貢、図Q2－252～257，269頁）に示す。
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10　反陽子ビーム
反陽子ビーム使用者の研究分野別分類は表－Ⅲ－3－17のとおりであり、①、②および③のい
ずれでも素粒子物理学、原子核物理学での利用（要望）のみである。このビームは中間エネルギ
ー領域の陽子ビームをターゲットに当てて生成させるものであり、現在の使用者は陽子・反陽子
衝突実験に関わっているものがほとんどである。将来的には要望する研究者は増加してゆくもの
と考えられる。
表－Ⅱ－3－17反陽子ビーム使用の研究分野別分類および使用形態
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 複合
①現在使用 中の反陽子
ビー ム
6
素粒子物理学 6 7 0
原子核物理学 0 0 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 0 0 0
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 0 0 0
②現在 （使用 したいが）
使用できていない反陽
子ビーム
2
素粒子物理学 1 0 0
原子核物理学 1 1 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 0 0 0
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 0 ′　0 0
③将来使用 したい反陽
子ビーム
10
素粒子物理学 7 6 0
原子核物理学 3 2 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 0 0 0
生命科学 0 0 0
医療利用 0 0 0
その他 0 0 0
（1）エネルギー
反陽子エネルギーについては、①においては、数100GeV程度を超える高エネルギーのものであ
るが、③については、数10MeVからTeV程度の高いものまで幅広い要望されている。
（調査資料－76；図Q2－259、図Q2－268、図Q2－277）
なお、エネルギー分解能、ビーム長短径、平均ビーム強度、規格化エミッタンス、ビーム時間構造
の型およびビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内パン
チ数、バンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－260～266，279頁、図Q2－269～275，
286頁、図Q2－278～284，293頁）に示す。
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11不安定原子核ビーム
不安定原子核ビーム使用者の研究分野別分類は表胃Ⅲ－3－18のとおりであり、①、②および
③のいずれでも原子核物理学での使用（要望）が多い。また、②においては、物質・材料科学で
（使いたいが）使えていない状況が見える。
垂二旦＝旦二」旦＿至宝星医王該E＝ム使用の研究分野別　および　用形態
回答者数 回答者の研究分野別人数
（重複回答有）
ビーム使用形態 （件数）
単独 凌合
①現在使用中の不安定
原子核 ビーム
2 1
素粒子物理学 1 1 0
原子核物理学 17 20 2
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 1 1 0
生命科学 0 0 0
医療利用 1 1 0
その他 1 1 0
②現在 （使用 したいが）
使用できていない不安
定原子核 ビーム
19
素粒子物理学 0 0 0
原子核物理学 8 10 0
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 9 7 1
生命科学 0 0 0
医療利用 1 1 0
その他 1 1 0
③将来使用 したい不安
定原子核 ビーム
19
素粒子物理学 1 1 0
原子核物理学 14 15 3
エネルギー科学 0 0 0
物質 ・材料科学 2 1 1
生命科学 1 1 0
医療利用 1 1 1
その他 0 0 0
（1）エネルギー
不安定原子核ビームエネルギーの領域毎の回答件数に関しては、下表（表－Ⅲ－3－19）の結
果が得られている。なお、表－Ⅲ－3胃19の合計件数を図示したものが図－Ⅲ－3－8である。
原子核物理学においては、低エネルギー領域（数10MeV／u程度まで）から中間エネルギー領域
（数10MeV／u～数100MeV程度）まで使用が主としてなされている。また、現在時点で使用したい
要望の出ている物質・材料科学分野では、主に低エネルギー領域のビーム使用が要望されている。
（2）エネルギー分解能
①においては、使用される不安定原子核ビームのエネルギー分解能は、1％前後のものが多いが、
②および③においては、0．1％より小さいエネルギー分解能をもつエネルギーのそろった不安定原
子核ビームのニーズが相対的に高くなっている。
（調査資科－76；図Q2－287、図Q2－296、図Q2－305参照）
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－Ⅲ－3－19　不安定原子核ビームエネルギー領域毎の研究会竪艶匝室生塾
エネル ギー範囲 素粒子物理学 原子核物理学
エネルギ 科ー 学 物質 ・材料科学
中 ② ⑧ 小 ② ③ 小 ② ③ ① ② ③
特に指定せず 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 2 1
（＊）　 ～　 1 0 0 0 5 0 4 00 0 0 3 0
（＊） 1～　 2 0 0 1 3 2 2 00 0 0 2 0
（＊）　 2～　 4 1 0 1 3 4 4 0 0 0 11 0
（＊）　 4～　 8 1 0 1 2 4 7 0 0 0 1 1 1
（＊）　 8～ 16 1 0 1 2 4 4 0 0 0 1 2 0
（＊） 16～　 32 1 0 1 2 2 4 0 0 1 1 0
（＊） 32～　 64 0 0 0 10 2 3 0 0 0 0 10
（＊） 64～ 128 0 0 0 9 3 5 0 0 0 0 0 0
（＊）128～ 256 0 0 0 4 0 7 0 0 00 0 0
（＊）256～ 512 0 0 0 4 0 7 0 0 0 00 0
（＊）512～ 1GeV／n0 0 0 2 0 7 0 0 0 0 0 0
1GeV／n～ 2GeV／n0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0
2GeV／n～ 4GeV／n0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0
4GeV／u～ 8GeV／n0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0
8GeV／n～16GeV／n0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
16GeV／n～ 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
エネルギー範 囲 生命 科学 医療利用 その他
合計
① ② ③ 中 ② ③ 中 ② ③ ① ② ③
特に指定せず 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 4 3
（＊）　 ～　 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 54 4
（＊） 1～　 2 0 0 0 0 0 0 0 1 03 5 3
（＊）　 2～　 4 0 0 0 0 0 0 0 1 0 5 6 5
（＊）　 4～　 8 0 ′0 0 0 0 0 0 1 0 4 6 9
（＊）　 8～ 16 0 0 0 0 0 0 0 1 0 47 5
（＊） 16～　 32 0 0 0 0 0 0 0 1 0 4 4 5
（＊） 32～　 64 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 33
（＊） 64～ 128 0 0 1 0 1 0 1 0 0 10 4 6
（＊） 128～ 256 0 0 1 0 1 0 0 0 0 41 8
（＊）256～ 512 0 0 1 1 1 0 0 0 0 5 18
（＊）512～ 1GeV／n0 0 1 0 1 0 0 0 0 2 1 8
1GeV／n～ 2GeV／n0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
2GeV／n ～ 4GeV／n0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0
4GeV／n～ 8GeV／n0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8GeV／n～16GeV／n0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
16GeV／n～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0
＊単位のない数値の単位はMeV／n
（3）ビーム長短径
①、②および③のいずれにおいても、1mm～1cmのビーム径が最も多く使用（要望）されてい
る。
（調査資料－76；図Q2－288，289、図Q2－297，298、図Q2－306，307参照）
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図－Ⅱ－3－8　不安定原子核ピ胃ムエネルギー領域毎の埋草整数
（4）平均ビーム強度　′
①における不安定原子核ビームの強度は、6．2×106ions／sec以下（各イオンを1価の電荷をも
つとすると、1pA以下）の平均ビーム強度の小さいビームが使用されている。これは不安定核
の生成断面積が小さいことによるものである。②および③においては6．2×1012ions／sec（各イオ
ンを1価の電荷をもつとすると1〃A）程度までのより大きな平均ビーム強度が要望されている。
（調査資料－76；図Q2－290、図Q2－299、図Q2－308参照）
（5）規格化エミッタンス
①においては、1～10001［m・mradの範囲のものが使用されているが、②および③においては
1冗m・肛adより値小さい、（運動量や空間密度の高く）質の良い不安定原子核ビームのニーズ
が高くなっている。（調査資料－76；図Q2－291、図Q2－300、図Q2－309参照）
（6）ビーム時間構造の型
他のビームと同様に、パルスビームのニーズが高くなっている。
（調査資料－76；図Q2－292、図Q2－301、図Q2－310参照）
なお、ビーム時間構造の詳細（ビーム継続時間、パルス繰り返し、パルス幅（長）、パルス内パン
チ数、パンチ幅（長））については、調査資料－76（図Q2－293，305頁、図Q2－302，312頁、
図Q2－311，319貢）に示す。
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Ⅱ－4　加速器ビーム二胃ズのまとめ
加速器科学分野は、加速器を誕生・発展させてきた原子核物理学、素粒子物理学（高エネルギ
ー物理学）分野から、物質・材料科学、生命科学、医療利用などの分野に大きく拡大しており、
ビームユーザーの絶対数として、物質・材料科学、生命科学、医療利用の分野のユーザーは原子
核物理学、素粒子物理学（高エネルギー物理学）でのユーザーを大きく超えている。このような
状況において、今後の加速器科学がビームに求めるものは、以下のようにまとめられる。
1要望されるビームの種類の拡がり
加速器ビーム使用の現状においては、放射光、陽子ビーム、重イオンビーム、電子ビームの利
用者が多いが、将来的には、中性子ビーム、（自由電子レーザーなど）コヒーレント光子ビーム、
不安定核ビーム、1粒子ビームなどへそのニーズが拡がりを見せている。また、あまり明確には
出ていないが、ビームの複合的な利用へのニーズもあるものと考えられる。
2要望されるビーム仕様の多様化、高度化（高品質化）
加速器科学のすべての分野において、研究や利用の多様化、高度化を反映して、加速器ビーム
に求められる仕様（ビームのエネルギー、エネルギー分解能、径、強度、時間構造など）は、非
常に多様で、かつ、より高品質をめざすものとなっている（以下の例）。
（高エネルギー物理学）
・フロンティアエネルギーエネルギーでの粒子・反粒子衝突実験のため、非常に高いエネルギー
で、径を絞り込んだ、強度の高いビームが要求される
（原子核物理学）
・多様な（不安定な）二次粒子（不安定原子核、1粒子、K中間子、反陽子など）をより多く生
成させるため、高エネルギーで、強度の高い陽子、重イオンビームが要求される
（物質・材料科学）
・極めて短時間（ピコ（10‾12）秒、フェムト（10－15）秒）に起こる反応を調べるため、超短パルス（パ
ルス幅はピコ（10‾12）秒、フェムト（10－15）秒程度）のビーム（放射光や電子ビーム）が要求される
・極めて小さな試料や極小領域への照射を行うため、極めて細いビーム（マイクロビーム）が要
求される
（生命科学）
・細胞あるいは遺伝子部への照射のため、極めて細いビーム（マイクロビーム）が要求される
・細胞内での蛋白質などや薬物の機能、効果を調べる動的観察のため、パルスビーム（パルス放
射光など）が要求される
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（医療利用）
・治療照射をオンラインで監視しつつ行うための、PET核種を含んだ重粒子ビームが要求され
る
・画像診断用の放射光として、エネルギーの揃った（単色性の高い）硬Ⅹ線が要求される。
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Ⅳ　高周波加速器及びビーム冷却に関する
研究開発状況

Ⅳ高周波加速器およびビーム冷却に関する研究開発状況
Ⅳ－1高周波加速器に関する研究開発状況
低エネルギー領域においては静電加速器なども一般的に使われているが、中間エネルギーおよ
び高エネルギー領域で使用される加速器は、高周波（RF：マイクロ波）加速器が主たるもので
ある。
中間および高エネルギーを実現する高周波加速器は、シンクロトロン、線形加速器、サイクロ
トロンに大別できる。電子および陽子について、高周波加速器の種類毎に加速できるエネルギー
の範囲および加速器科学の各分野での研究において主に使われるエネルギー領域との関係を大ま
かに示すと表－Ⅳ－1－1（電子）および表－Ⅳ－1－2（陽子）のようになる。
表－Ⅳ－1－1 電子エネルギー領域と研究分野および使用する加速器
研究分野
業 り用
生命導 当 声 利用
一　　　　　 物質 ・材料科学
FF
低エネルギー原子核物　 学
1胃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■r
中間エネルギ 原ー子核励理学
111胃　　　　　　　　　　　　　■r
Q 箪 風土枝物理学
品こ晃． レ　h　　 理学
電子エネルギー （実験室系）
1MeV　 lOMeV　　 lOOMeV　　 IGeV　　 lOGeV　 lOOGeV　　 ITeV
シンクロ トロン
線形加速器
サイクロトロン
（マイクロトロン）
（＊）上記（電子）で、シンクロトロンでは（実験室系で）約100GeV程度が現実的な限界とされ
ており、それ以上のエネルギーまでの加速については線形加速器による衝突器（リニアコライダ
ー）で実現されるものと考えられている。
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二二班二1二2＿＿陽子エネルギー領域と研究分野および使用する加速器
研究分野
峯 挙 り用 （イオ ン注入 など）
一　　　 物質 ・材料科学　　　 L
1tt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．‾
斗 L拳 告
一生命科学 ・医療利 用　 細
1，
低エネルギー原子核物 ＿学
1，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■r
中間エネルギ 原ー子核　 理学 ・J 二ネル ギー科学
’．1胃　　　　　　　　　　　　　Fr
Q C n 庸子按．物理学…．
1，
高手．鼻ルギー物理学」
胃r
陽子エネルギー （実験室系）
1MeV　 lOMeV　　 lOOMeV　　 IGeV　　 lOGeV　 lOOGeV　　　 ITeV
シンクロ トロン i
線形加速器
サイクロトロン
静電型加速器
表－Ⅳ－1－1（電子）において、電子サイクロトロンはマイクロトロンと呼ばれるものであ
る。また、電子についての、物質・材料科学における数100MeV～数GeVのエネルギー領域での利
用は、直接的な利用ではなく放射光源としての利用が主である。
以下では、シンクロトロン、サイクロトロン、線形加速器について、現在の状況、技術課題お
よび各加速技術の限界などを概観する。
なお、本章で出てくる加速器の主たるものについては、中間エネルギーおよび高エネルギーの
シンクロトロンについては参考文献［Ⅳ1］、サイクロトロンについては参考文献［Ⅳ2］、線形加
速器については参考文献［Ⅳ3］によっている。また、参考文献［Ⅳ4］も使用している。
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1シンクロトロン
シンクロトロンは、荷電粒子（電子、陽子、重イオンなど）を周回軌道に保って加速するもの
で、偏向電磁石を軌道部分にのみリング状に配置し、軌道の一部におかれた高周波空洞で、周回
する荷電粒子を高エネルギーまで加速してゆくものである。この加速方法では、荷電粒子の運動
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c E R N ！LEP l
D ESY －H E RA ．
◆
DE SY －P ET RA 2　 KE K －T R ISTA N◆
s p，ing＿8 B。。㌫己ー ネ ル 大 学 －C ES
ボン大 学 一E LSA
◆
◆◆D ESY ・DE SY 2
G KA 亡＿A R U S
●LB L－A LS Booster
●東 京 大 学 IN S －E S
加 速 エ ネ ルギ ー （G eV ）
1　　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　　100
図－Ⅳ－1－1電子シンクロトロンの大きさと加速エネルギー
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1　　　　　　10　　　　　　100　　　　　　1000　　　　　10000
図－Ⅳ－1－2　陽子シンクロトロンの大きさと加速エネルギー
量増大に合せて磁場を強くして周回半径を一定に留め、また、加速粒子の速度増加に合せて加速
空洞での高周波周波数を変調して荷電粒子を加速してゆく（参考資料1参照）。この加速器の場合、
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原理的にはエネルギーの上限はないが、高エネルギーになるほど周回軌道の大きさが大きくなる
（図－Ⅳ－1－1および図－Ⅳ－1－2参照）。
シンクロトロンは、シンクロサイクロトロンより発展してきたもので、その電磁石系は、強集
束原理に基づき、集束（F）電磁石と発散（D）電磁石が交互に配列され、画期的に小型化され
たものである。なお、強集束原理とは、「集束電磁場と発散電磁場が配列されている場合、その合
成系は荷電粒子に対して集束系となっている」という原理である。収束、発散電磁石および偏向
（B）電磁石の配列はラティスと呼ばれている。
シンクロトロンは電子用のシンクロトロンと陽子およびイオンのような重い粒子の加速用のシ
ンクロトロンに大別され、主な相違点は高周波加速機構である。前者では、入射エネルギーで電
子速度がほぼ光速度であるため、電子の回転周波数は加速とともにほとんど変わらないが、後者
では粒子が重いので、入射エネルギーでは速度が遅く回転周波数が加速とともに変化するため、
高周波電場の周波数を変調する必要がある。また電子シンクロトロンでは放射損失によりエネル
ギーを失うので、電子のエネルギー増大以外にこの損失を補う加速電圧が必要となる。この放射
損失はエネルギーの4乗に比例して増加するので、高エネルギーの電子シンクロトロンでは大き
な高周波電力が必要となる。
以下では、高エネルギー物理学、QCD原子核物理学、中間エネルギー原子核物理学や医療利
用の分野で使用されているシンクロトロンについて簡単にまとめるとともにその技術課題などに
ついて述べる。
（1）電子シンクロトロン
ここでは、電子シンクロトロンについては、高エネルギー物理学分野での衝突実験に用いられ
るものを「ェネルギーフロシティア電子・陽電子（シンクロトロン）衝突器」、QCD原子核物理
学や数GeVの放射光リングの前段加速で用いられるものを「高エネルギー電子シンクロトロン」、
放射光発生用の電子蓄積リングを「放射光電子蓄積リング／中間・高エネルギー電子シンクロトロ
ン」と呼ぶこととする。
1）エネルギーフロンティア電子・陽電子（シンクロトロン）衝突器
これまでに電子・陽電子衝突実験において最高エネルギーを達成したものはCERNのLEPII（周
長約27kn）であり、達成エネルギーは約200GeV（重心系；100GeV（実験室系）＋100GeV（実験
室系））である。しかし、重心系で200GeVを大きく超える数100GeV程度のエネルギーフロンティ
ア領域では、シンクロトロンについては、電子の質量が小さいことにより周回中に大きなシンク
ロトロン放射が発生し加速効率が悪くなる。シンクロトロン放射を少なくしようとすると、曲率
半径を大きくする必要があり極めて大規模なものとなってしまう。このため、更なるエネルギー
フロンティアは、直線状の線形衝突器によりめざす方が合理的であると考えられている。これら
のことから、衝突型電子シンクロトロンについては、高エネルギー化のための開発は一段落した
ものとされている。表－Ⅳql－3には、世界最高エネルギーを保持するCERNのLEPⅡおよ
び1986年～1989年において世界長高エネルギーを保持した高エネルギー物理学研究所（現、高
エネルギー加速器研究機構；KEK）のTRISTANの加速器群構成を示す［Ⅳ1］。この表からわか
るように、高エネルギーを達成するた桝こ多段化（カスケード方式）がとられている。一般に、
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二匹二1二旦＿星ネルギーフロンティア電子・陽電子衝突器の構成（例）
TRISTAN （K E K ） LEPⅡ （C E R N ）
（電子 （32GeV）・陽電子 （32GeV）） （電子 （100GeV）・陽電子 （100GeV））
イオン源 電子銃 電子銃
（200keV） （80keV）
初期加速
（Injector ：43MeV）
（Injector ：4MeV）
LEP Injector Linac （LIL）
KEK Photon Factory 2．5GeV Linac：線形加速器、長 さ 101m、高周波
：線形加速器、長さ約 415m、高周波 2，998．6岨iz （S バン ド）
2，856旭1z （S バンド）
（2．5GeV、50〝A）
（0．5GeV、60血）
Electron Positron Accumulator
：（0．65GeV、25mA）
前段加速
TRISTAN Accumulation Ring
CPS （CERN Proton Synchrotron）
：シンクロトロン、直径約 200m、高周波 2．8
～9．55虻Iz （114－200虻Iz）
：シンクロトロン、直径約 120m、高周波
508．58虻Iz
（3．5GeV）
SPS （Super Proton Synchrotron）
（8．OGeV、25mA ；陽電子も貯蔵） ：シンクロトロン、直径約 2，200m、高周波
199．4～200．4虻Iz
（20GeV）
主加速
TRISTAN Main Ring LEPⅡ （Large Electron Positrion
：シンクロトロン、直径約 960m、高周波 Collider phaseⅡ）
508．58虻Iz ：シンクロトロン、直径約 8，490m、高周波
（32GeV、7mA）
筑波実験室など4 カ所の測定点
352．309Ⅶ1Z
（100GeV、3mA）
OPAL など4 カ所の測定点
高エネルギー化をめざす場合、カスケード方式加速器群構成をとっている。なお、TRISTAN開発
においては、比較的小さい軌道半径の制約上、効率的な加速を行うための高周波加速空洞の一部
超伝導化、シンクロトロン放射による大きなエネルギー損失を補うための高い高周波電場をもつ
加速空洞の多数配置によるビームの不安定性などの困難があったが、これらはいずれも克服され
た。
これまでに建設された衝突型電子シンクロトロンの今後の利用の一つとしては、高エネルギー
電子・陽電子衝突による様々な現象の精密実験がある。一般に高エネルギーでの衝突現象は衝突
確率が極めて小さいことから、求める衝突現象を高い頻度で発生させるため、衝突型シンクロト
ロンではビームの蓄積を行う（図－Ⅳ胃1－3参照）。注目する現象の発生確率が非常に低い場
合には、大きな電流値の電子ビーム蓄積を行う必要が有り、大電流のビーム蓄積にともなう技術
課題が発生する。この課題の一つとして、前の電子パンチが引き起こす電磁場により続くパンチ
の振動が大きくなることが連鎖する結合パンチ不安定性を抑え、蓄積する電子ビーム強度をでき
る限り増大させることがある。また、ビーム形状を制御し、低い発生頻度の現象も精度良く検証
できるようにすることが挙げられる。
TRISTANでの実験は1995年に終了し、現在、TRISTANに用いられたトンネル内にはBファクト
リー（KEK－B）の電子（8GeV）、陽電子（3．5GeV）用のリングが並行して置かれ、大強度（放射光
電子蓄積リング電子で1A、陽電子で2．9A）で、細く扁平な（高さ3〃mX幅300J川）ルミノシテ
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イの高いビームによる電子・陽電子衝突実験が行われ、B中間子の生成・崩壊によるCP非保存
現象の探索が行われている。
2）高エネルギー電子シンクロトロン
数GeV～数10GeV程度の電子エネルギーを有する高エネルギー電子シンクロトロン（表－Ⅳ－
1－4参照）は、主としてQCD原子核物理研究に用いられているが、シンクロトロンの基本技
術は確立されたものと考えられている。このエネルギーの電子ビームを発生させる高エネルギー
電子シンクロトロンは、エネルギーフロンティア用カスケード方式加速器群の途中段階に相当す
るが、規模は大きなものとなっている。
なお、標準理論のQCDに基づき原子核を理解しようとするQCD原子核物理研究は、今後大
きく発展する学術研究分野と考えられており、この分野では、原子核内あるいは核子内のクオー
クの運動を探れるエネルギー（数GeV～数10GeV程度）をもつ各種ビームが必要となる。
表－Ⅳ－1－4　世　の　エネルギー　子シンクロトロンー　中間エネルギー　、）
加速器 研究機関 最大エネルギー
（GeV）
規模 ビーム強度
（eソsec）
備 考
CESR
800Ster
C U
（コー ネル大学）
4．5～6 平均直径 ： 240m 2　 ×1012放射光リング
への入射
ALS
Booster
L B L 1．5 周　　 長 ： 70m 2　 ×1012放射光ルグ
への入射
INS－ES 東京大学 1．3 平均直径 ： 11m 2　 ×1012終了
TRISTAN ARK E K 8 平均直径 ： 120m 2　 ×1011
（0．5 min）
SPring－8
Booster
高輝 度 光科学研
究センター （JASRI）
8 周　　 長 ： 396m 放射光リング
への入射
ELSA ボン大学
物理研究所
2～3．5 平均直径 ： 52．3m
DESY Ⅱ
D E S Y
7 平均直径 ： 101m 2．5 ×1010 PETRA Ⅱ
への入射
PETm Ⅱ 14 平均直径 ： 733m 2　 ×1011
（5 m in）
HERA
への入射
HEm 30 平均直径 ：2017m e▼＋p
衝突実験用
ARUS G K A E
エレバン物理研究所
6 平均直径 ： 69m 5　 ×1012
3）放射光電子蓄積リング／中間・高エネルギー電子シンクロトロン
放射光電子蓄積リングは、電子をリング内で周回させ偏向の際に放射光を発生させるもので、
数100血程度の大きな電流値の電子ビームを蓄積させるものである。なお、放射による電子のエ
ネルギーは、リングの一部におかれた高周波空洞で補う。電子エネルギーは数100MeV～数GeVの
ものである。放射光電子蓄積リングについても、電子シンクロトロンと同様に基本的技術は確立
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されたものであると考えられている。
シンクロトロン放射光は、加速度を持って運動する荷電粒子が電磁波を出す現象として理論的
に古くから知られていたが、1947年電子シンクロトロンから初めて観察され、その発見の経緯よ
り電子シンクロトロンからの放射光は、「シンクロトロン放射光」と呼ばれている（通常は単に、
「放射光」とも呼ばれる）。放射光は最近では物質・材料科学や生命科学研究などで広く使われ
るようになってきているが、これは基礎物理学研究用の電子シンクロトロンの進展がもたらした
大きな副産物といえる。
当初のシンクロトロン放射光の利用は、素粒子や原子核研究用の電子シンクロトロンに寄生す
る（あるいは共生する）形で行われてきた（このような施設を、第1世代放射光施設という）。1970
年代後半から世界の各地で放射光発生用の専用電子蓄積リングをもつ放射光専用施設（これを第
2世代の放射光施設という）が建設され、放射光の幅広い利用が進展した。更に、1990年代に入
り、電子の周回軌道中の直線部に交代磁場を持ったウィグラーやアンジュレータ（これらは、挿
入光源と呼ばれる）を設けるとともに、周回する電子ビームのエミッタンスを極めて低くし（運
動量のばらつきを極めて小さくし）、輝度および指向性の格段に高い放射光を発生させる放射光専
用施設（これを、第3世代放射光施設という）が建設され、高度な放射光の利用が進展してきて
いる。
放射光リングに関する基本的技術は確立されたものであると考えられているが、大型放射光施
設のように非常に多数のユーザーが多様な研究を行っている場合、安定したビーム供給を行うこ
とはそれらの多様な研究を進展、促進させる意味で非常に重要な課題であり、安定運転のための
様々な技術開発、改良が続けられる必要がある。
表－Ⅳ－1－5および表－Ⅳ－1－6に、日本および世界の主要な放射光施設をまとめる［Ⅳ
5］～［Ⅳ26］［Ⅳ53］。また、衝突型電子（陽電子）蓄積リングおよび放射光電子蓄積リングの電子
エネルギーと蓄積電流の関係を図－Ⅳ－1－3に、更に、日本国内の放射光電子蓄積リングのエ
ネルギーと大きさの関係を図－Ⅳ－1－4に示す。
シンクロトロン放射により放出される光子のエネルギーは、電子のエネルギーが高いほど、ま
た、電子を偏向させる曲率半径が小さいほど高い。電子エネルギーおよび偏向曲率半径が定めら
れた場合、その放射光（連続スペクトル光）で最も強度の大きい部分の光子のエネルギーに関係
するものとして臨界光子エネルギーがある。臨界光子エネルギーは蓄積リングから放射される光
子群を代表するエネルギーと見なせる。日本における放射光施設について、臨界光子エネルギー
と放射光電子蓄積リングの大きさ（周長）の関係を示したのが図－Ⅳ－1－5である。
軟Ⅹ線領域（数keVより小さいエネルギーの光子）の放射光リングについては、立命館大学（1996
年）および広島大学（1998年）に設置されたものは、マイクロトロンを入射器として用いる方式
のもので、偏向電磁石の磁場を強くしており、それまでのものに比べて格段に小型化されたもの
である。特に、立命館大学の放射光電子蓄積リングは、超伝導偏向電磁石を用いて磁場強度を高
めることによりそれまでのものよりも非常に小型のものである。
数keVよりエネルギーの高い光子（硬Ⅹ線）を発生させるものについては、シンクロトロン放
射光リングで大規模のものが必要である。（178頁に続く）
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表－Ⅳ－1－5　日本の放射光加速器施設
研 究 機 関
加 速器
名 称
稼働
開 始 年 加 速器 構 成
電 子
エネルギ ー
（GeV）
蓄 積
ビ ムー電 流
（m 互）
臨 界 光 子
エネルギ ー
（keV）（＊）
ビ ムー
エミッタンスー H
（nmrad）
ビ ムーライン 備　　 考
東 京 大 学
物 性研 究 所
SOR－RING 1975
線 形加 速器 （15MeV）
＋シンクロトロンINS－ES （周 長 35m，0．3GeV）
＋蓄積 リング （周 長 約 17m，0．4GeV）
0．4 120 （0．13） ～ 300
5 1997　 年
停 止
高 輝 度 光 源
計 画 ＋ 蓄積 リング （周 長 250m，1．6GeV）
1．0－1．6 2．973
（1．6GeV）
0．76－5．62 挿 入 光 源 計 画 中
電 子技 術
総 合研 究所
TERAS 1981 線 形加 速 器 （長 さ約 80m，0．5GeV）
＋ 蓄積 リング （0．75GeV）
0．75 500 （0．32） 400
高 エネルギ 加ー 速器
研 究機 構
PF （Photon1982線 形加 速 器 （長 さ約 400m，2．5GeV） 2．5
400 （4．0） 36
21 1997　 年
Factory） （1997） ＋蓄積 リング （周 長 187m，2．5GeV）0．7－3．0 （挿 入 光 源 6） 性 能 向 上
終 了
PF－AR
（Advance
Ring）
1989
（1997）
線 形 加 速 器 （長 さ約 400m，2．5GeV）
＋蓄 積 リング （周 長 377m，6．5GeV）
6．5 40 26．1 293
4
（挿 入 光 源 2）
岡崎 国立 共 同
研 究 機 構
分 子 科 学 研 究所
UVSOR 1984
線 形 加 速 器 （15MeV）
＋シンクロトロン（周 長 約 26．6m，0．6GeV）
＋ 蓄積 リング （周 長 53．2m，0．75GeV）
0．75 50－200 0．425 115
20＋1
（挿 入 光 源 3）
立 命 館 大 学
SR センター
1996 マイクロトロン（150MeV）
＋ 蓄積 リング （周長 約 3m，0．6GeV）
0．575 300 0．82 14 超 伝 導 電
磁 石 使 用
高 輝 度 光 科 学
研 究 セ ン ター SPring－81997
線 形加 速 器 （長 さ約 140m，1GeV）
＋ブ スーター シンクロトル （周 長 396m，8GeV）
＋蓄積 リング （周 長 1，436m，8GeV）
8．0 100 28．9 4．8
max61＋1
（挿 入 光源
（max38））
広 島大 学　 放 射
光 科 学 研 究 センター
1998マイクロトロン（150MeV）
＋ 蓄積 りげ （周 長 約 22m，0．7GeV）
0．7 200 0．87 13
（挿 入 光源 2）
姫 路 工 業 大 学 ニュー スバ ル 1998
線 形加 速 器 （長 さ約 140m，1GeV）
（Spring胃8 の入 射 線 形 加 速 器 ）
＋蓄積 リング （周 長 119m，1．5GeV）
0．5－1．5 （目）500 2．33
8 （max13）
（挿 入 光 源 4）
東 北 大 学
原 子 核 理 学
研 究 施 設
（1998）
線 形加 速器 （長 さ約 52m，0．2GeV）
＋ブ スーター リング （周 長 49．8m，1．2 GeV）
（＋蓄積 リング （1．5GeV）未 ）
1．5
ブ スーター リン
グ 1998
年 完 成
（次頁に続く）
（前貢より続く）
研 究 機 関
加 速器
名 称
稼 働
開始 年 加 速器 構 成
電 子
エネルギ ー
（G eV ）
蓄積
ビ ムー電流
（mA）
臨界 光 子
エネルギ ー
（keV）（＊）
ビ ムー
エミッタンスー H
（nmra d）
ビ ムーライン 備　　 考
京 都 大 学
化 学研 究 所 KSR 2000
線 形 加 速器 （長 さ約 10m ，100MeV）
＋ 蓄積 リング （周 長 約 26m ，0．3GeV） 0 ．3
60
（設 計 値
100）
0．07
佐 賀 県 シンクロトロン
光応 用研 究 施 設
線 形 加 速 器 （2 50M eV）
＋蓄 積 リング （周 長 約 70m ，1．4GeV）
1．0－1．4 300 10－12 16
（挿 入 光 源 6）
計 画 中 ・
（＊）臨界光子エネルギーのうち、（）で示されているものについては、参考文献［Ⅳd］による
表－Ⅳ－1－6　世界の放射光加速器施設
研 究機 関
加速器
名称
稼働
開始年 加速器構成
電子
エネルギー
（GeV）
蓄積
ビ ムー電流
（mA）
臨界光子
エネルギー
（keV）（＊）
ビ ムー
エミッタンスーH
（nmrad）
ビ ムーライン 備　　 考
スタンフォー ド線 形加
速器センター （SLAC）
（USA）
SPEAR／SSRL 1972線形加速器
＋ブ スーター シンク再ロン（3GeV）
＋蓄積 リング （直径約 80m，3GeV）
3 100 130－450
25 ports
（挿入 光源 有）
コー ネル 大学
（USA）
CHESS 1980
（1989）
線形加速器 （長 さ約 30m，～0．3 GeV）
十シンクロトロン（周長 768m胃α，5．3GeV）
＋蓄積 リング （周 長 768m，5．3GeV）
5．3 200 50－100
6 CESR　 を
使 った放
射光施設
グルスベ リー研究所
（イギ リス）
SRS 1980線形加速器
＋ブ スーター シンクロトロン（0．6GeV）
＋蓄積 リング （周長 96m，2GeV）
2．0 350－500 3．2 104－258
16 ports ＋
挿入光源 3
ウインスコンシン大 学
（USA）
Aladdin 1982マイクロトロン（109MeV）
＋蓄積 リング （周長 89m，1．OGeV）
1．0 190 1．069 108
ブ ルックヘブ ン国 立
研究所 （BNL）
（USA）
NSLS　VUV，
RING
1982線形加 速器 （120MeV）＋ブ スーター シンクロトロン
（周長 28．35m，0．75GeV）
＋蓄積 リング （周長 51m，0．8GeV）
0．8 850 0．622 162
NSLS X－RAY
RING
1985線形加 速器 （120MeV）＋ブ スーター シンクロトロン
（周長 28．35m，0．75GeV）
＋蓄積 リング （周長 170m，2．5GeV）
2．5 300 5．6 100
（次貢に続く）
（前頁より続く）
表－Ⅳ－1－6　世界の放射光加速器施設
研 究機 関
加 速 器
名 称
稼 働
開始 年 加 速器 構 成
電 子
エネルギ ー
（GeV）
蓄 積
ビ ムー電流
（mA）
臨界 光 子
エネルギ ー
（keV）（＊）
ビ ムー
エミッタンスー H
（nmrad）
ビ ムーライン 備　　 考
LURE
（フランス）
Super－ACO 1987線 形 加 速 器 （長 さ約 130m， 1GeV）
＋蓄 積 リング （周 長 72m，0．8GeV）
0．8 200－400 0．6735
DCI 線 形加 速 器 （長 さ約 130m， 1GeV）
＋蓄積 リング （周 長 94．6m，1．85GeV）
1．85 300 3．7 1，600
BSRL
（中国）
BSRF 1991線 形 加 速器 （長 さ約 202m， －1．8GeV）
＋ 蓄積 リング （1．6－2．8GeV）
1．6－2．2 20－100 2．28
（2．2GeV）
76
7
（挿 入 光 源 予 定 ）
ドイツ電 子シンクロトロ
ン研 究所 （DESY／
HASYLAB）（ドイツ）
DORISⅢ 1991線 形 加 速 器 （200MeV （e－），400MeV （e＋））
＋DESY Ⅱ （直径 101m，4．45GeV）
＋蓄 積 リング （周 長 289．2m，4．5GeV）
4．45 120 16．04 404
22
（挿 入 光 源 3）
SRRC
（台湾 ）
TLS 1993線 形 加 速 器 （50MeV）
＋ブ スーター シンクロトロン（72m，1．3GeV）
＋蓄 積 リング （周 長 120m，1．5GeV）
1．5 240． 2．14 19
（40 計 画 ）
ロー レンス・バ ルー イ国
立研 究 所 （LBL）
（USA）
ALS 1993線 形 加 速 器 （長 さ約 5m、 50MeV）
＋ブ スーター シンク叫 ロン（周 長 70m，1．5GeV）
＋蓄 積 リング （周 長 約 197m，－1．9GeV）
1．5
1．9
400
（3．11） 4
6
27（→ 80）
（挿 入 光源 10）
POSTECH PLS ’1994 線 形 加 速 器 （150m，2GeV） 2．0 400 （2．79）
13 （32 計 画）
（韓 国） ＋蓄 積 リング （周 長 280．56m，2－2．5GeV） （2．5） （250）
E U
（フランス）
ESRF 1994線 形 加 速 器 （200MeV）
＋ブ スーター シンクロトル （6GeV）
＋蓄 積 リング （周 長 844m，6GeV）
6．0 100 （19．0） 6．3
44＋2
（挿 入 光源 29）
アルジ ンヌ国 立研 究
所 （ANL）
（USA）
APS 1996線 形 加 速 器 （0．2GeV）
＋ブ スーター シンクロトロン（周 長 368m，7GeV）
＋蓄 積 リング （周 長 1，104m，7GeV）
7．0 100 19．51 8．1
32＋9
（挿 入 光源 20）
（＊）臨界光子エネルギーのうち、（）で示されているものについては、参考文献［Ⅳd］による
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図－Ⅳ－1－3　電子蓄積リングの電子エネルギーと蓄積電流
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図－Ⅳ－1－4　国内の放射光電子蓄積リングの電子エネルギーと大きさ
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図－Ⅳ－1－5　臨界光子エネルギーとシンクロトロンリング周長
近年、生命科学への放射光利用が進展してきており、特に、非常に多様な蛋白質の構造解析な
どへ普及が拡がってきている。蛋白質の構造解析においては、数keV～数10keVのエネルギーを
有した放射光（硬Ⅹ線）が主に用いられており、現在のところは、高エネルギー加速器研究機構
のフォトンファクトリー（KEK－PF）やSPring－8など限られた施設でのみ利用が可能である。生命
科学は、今後大きく発展すると考えられている研究分野であり、その研究ツールとしての放射光
発生装置についてもそれに対応した、小型のもので日本各地に普及展開が可能なものが求められ
ている。
4）電子シンクロトロン技術での硬X線放射光源小型化の限界
6貢に示した新しい小型加速器の目安として、放射光については、光子エネルギーとして30～
100keVの、硬Ⅹ線を発生できるものとした。このような硬Ⅹ線を発生させる電子シンクロトロン
リングの規模は、常伝導電磁石を用いる場合は周長100mを超えるものとなる。この他に入射器（線
形加速器など）が必要となり、目安の規模の数倍程度のかなり大規模のものとなる。一方、立命
館大学で採用された超伝導電磁石を用いる蓄積リングは、600MeV（0．6GeV）の電子ビームを周長
3mという小型のもので達成している。超伝導電磁石の場合は、電子エネルギーを数GeVに上げる
と、周長は数10m程度に収まるものと考えられるが、超伝導電磁石冷却系などもあり、その規模
は目安の2～3倍以上になるものと思われる。このようなことから、確立された電子シンクロト
ロン技術では、目安規模の放射光源を構成することは、事実上困難である。
放射光装置の小型化については、低いエネルギーの電子ビームとレーザー光との逆コンプトン
散乱（逆トムソン散乱）を用いる方法などが考えられており、これらについては後に述べる。
－178－
（2）陽子シンクロトロン
1）エネルギーフロンティア陽子・（反）陽子（シンクロトロン）衝突器
今後のエネルギーフロンティア衝突器としてのシンクロトロンは、電子・陽電子加速について
は非効率的であると考えられているが、陽子・（反）陽子加速についてはシンクロトロン放射の問
題はなく、エネルギーフロンティア領域では、陽子・（反）陽子（シンクロトロン）衝突器が不可
欠であると考えられている。CERNにおいては、周長約27knの電子・陽電子衝突器LEPⅡ用の
トンネル内に、陽子加速シンクロトロン衝突器（LHC）が建設される予定である。
シンクロトロン放射の少ない陽子に対しては、数10TeVを超える領域まで加速できるものと考
えられているがその規模は非常に大きなものとなる。高エネルギー物理学でのエネルギーフロン
ティアを目指す衝突器に求められる要件は、以下のようにまとめられた。
a．エネルギーフロンティアでの実験が可能なエネルギーをもつ粒子ビームを発生させられること
b．粒子ビームどおしの衝突で目的とする現象が高い頻度で発生するビーム衝突特性（大きなルミ
ノシティ；大きなビーム強度、小さなェミッタンス）を有すること
エネルギーフロンティア陽子・（反）陽子衝突型シンクロトロンを成立させるためには、a．の要
件を満たしつつ規模を現実的な範囲に収めるための方策や技術開発、また、b．の要件を満足させ
るための技術開発が求められる。これらを以下に述べる。
・高エネルギー化のための多段化（カスケード方式）
エネルギーフロンティアをめざす陽子・（反）陽子衝突器は、主加速器としてのシンクロトロン
（貯蔵リングを兼ねる）の前段にいくつかの加速器を伴う構成になっており、全体として加速器
群を構成している。これはカスケード方式と呼ばれるもので、主加速器のシンクロトロンにビー
ムを入射させる前に、初期加速後のビームをシンクロトロンなどで何段かに分けて、カスケード
的に加速するものである。この方式は、ビーム強度を大きくできること、加速途中でのビームを
他の研究に利用できること、また、それまでに建設された加速器を有効に使いつつ高いエネルギ
ーを目指せることなど、の利点から必然的に採用されているものである。表－Ⅳ－1－7におい
ては、FNALのTevatronおよびCERNのLHCに関する加速器群の構成を示している［Ⅳ1］。
この表よりわかるように、いずれも、イオン源から始まり、初期加速として2段、前段加速を2
～3段行った後に、主加速シンクロトロンへ入射させ衝突させる構成となっている。
現在の（および近い将来における）技術においては、実験室系で1Tev～数TeVのエネルギー領
域の陽子ビームを得るフロンティアマシーンについては、上に述べたような高周波加速によるシ
ンクロトロンを連結させたカスケード方式の加速器群を用いる方法以外にはないと考えられてい
る。
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表－Ⅳ－1－7　エネルギーフロンティア陽子・（反）陽子衝突器の構成
Tevatron （F N A L ） LHC （C E R N ） （＊）
（陽子 （900GeV）・反 陽 子 （900GeV）） （陽子 （8 TeV）・陽子 （8 TeV））
イオ ン源 Magneton H‾Source Duoplasmatron
（18keV、60mA） （400mA）
初期加 速
コッククロフト・ワルトン型加 速 器 RFQ 型加 速 器
（750keV、60－70mA） （750keV 、165mA）
Fermilab 200MeV Proton L inac CERN 50MeV Proton L inac
：線 形加 速器 、長 さ約 145m
（200MeV、 35血 ）
：線形 加 速器 、長 さ約 34m、高周波
202．56Ⅶ1z
（50MeV、 140mA）
前段加 速
Fermilab Booster
：シンクロトロン、直径 約 151m、高周 波 30．3
～52．8Ⅶiz CPSB （CERN　Proton　 Synchrotron
（8 GeV、2．5 ×1012protons／pulse X Booster）：シンク叫 ロン、直径約 50m、高
15pu lses／sec）
Antiproton Accumulator
：シンク可 ロン、直 径 約 477m 、 高 周 波
52．8 12～52．822虻Iz
（8 GeV、0．002mA）
周波 2．95／5．90～8．4／16．8岨lz
（1 GeV 、 3 × 1013protons／pulse x
1．25pulses／sec）
Fermilab Main Ring （終 了 ）CPS （CERN Proton Synchrotron）
：シンクロトロン、直径 約 2，000m、 高周波 ：シンクロトロン、直径約 200m、高周波 2．8
52．8～53．1虻Iz ～9．55MHz
（150GeV）
（下の Main Injector に代 わ る）
（26GeV 、 2 × 1013protons／pulse x
0．5pulses／secl）
SPS （Super Proton Synchrotron）
Main Injector （2000 年 稼 働 開始 ） ：シンクロトロン、直 径約 2，200m、高周 波
：シンクロトロン、周長 約 3，320m、 高周波199．4′－200．4虻Iz
52．8～ 53．1Ⅶiz （450GeV 、 3．3 × 1013protons／pulse
（120－150GeV、 3 ×1013protons）×0．1pulses／sec）
主加 速
Tevatron LHC （Large Hadron Collider）
：シンクロトロン （超伝 導 電磁 石 ）、 直径的 ：シンクロトロン （超伝 導 電磁 石）、直径 約
（貯 蔵 リング） 2，000m、高 周波 53．1虻Iz 8，490m 、高周 波 400．8腑lz
（900GeV） （8，000GeV、865mA）
（＊）LHC（CERN）については、現在は、陽子（7TeV）・陽子（7TeV）の衝突器計画となってい
る。
・偏向磁場強度の増強（電磁石の超伝導化など）
これらのシンクロトロンは、偏向電磁石を用いて陽子の方向を曲げ、周回させながら高周波加
速空洞を通過する度に少しずつ加速してゆくものである。なお、高周波加速空洞で使われる高周
波の周波数領域は、数岨Zから数100Ⅶ1Zである。同じ曲率半径を持つ軌道でより高エネルギーま
で粒子を加速するには、偏向電磁石の磁場強度をできる限り大きくすることが求められ、フロン
ティアマシーンの主加速シンクロトロンリングにおいては、偏向電磁石に超伝導コイルを用いた
超伝導偏向電磁石（Tevatronで偏向磁場max4．40T、LHCで同maxlOTの予定）が使われている。
今後のエネルギーフロンティア陽子シンクロトロンにおいては、その規模が現実的な範囲に収ま
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るよう超伝導電磁石を用いることなどで偏向磁場強度を大きくすることが課題の一つになってい
る。
・加速空洞における加速効率の向上（加速空洞の超伝導化）
シンクロトロンリングに設置される加速空洞での加速効率の向上についても、規模を現実的な
範囲に収めるための技術開発課題として重要なものとなっており、加速空洞の超伝導化が採用さ
れている。加速空洞の超伝導化は、加速電場を数倍に高めるとともに必要電力の節約にもなって
おり、高エネルギー物理学研究所のTRISTANで採用されたのを始めとして、その後の大規模加速
器では一般的になってきている。
・ビームの集束制御
反応断面積が非常に小さくなるエネルギーフロンティア領域で、ビームどうLを衝突させめざ
す反応現象を発生させるた桝こは、フロンティアエネルギーまで加速する課題の他、衝突時点に
おけるビームの強度を高くし、衝突反応が起きやすいよう細く絞られたビーム形状が要求され、
ビームの制御の点からも難しさが加わるものとなる。最終衝突時点において細く絞り込めるよう
にするには、加速中にビームが広がらないよう、ビーム内粒子の運動量ばらつきの少ないビーム
を入射させることが必要である。運動量ばらつきの少ないビームは、ビーム粒子と同じ速度で走
る系から見るとビーム内粒子の動きの少ない、「冷却された」状態でのビームである。このように
ビームの運動量ばらつきを少なくすることを「ビーム冷却」と呼んでおり、陽子ビームについて
は、「ストカスティック冷却」（206～207頁参照）が用いられている。エネルギーフロンティア陽
子シンクロトロンに関する研究開発課題の一つは、最終衝突時点まで如何に強度を大きく保ち、
かつ、如何にビーム形状を制御するかという点にある。
以上述べた方策や技術課題は、加速機構やビーム特性などについて十分な理解がなされた上に
成立するものである。また、衝突現象を正確に捉える観測器の開発も同様に重要な課題である。
2）高エネルギー陽子シンクロトロン
高エネルギー電子シンクロトロンでも述べたように、QCD原子核物理研究は、今後大きく発
展する学術研究分野と考えられており、この研究のためには、原子核内あるいは核子内のクオー
クの運動を探れるエネルギー（数GeV～数10GeV程度）をもつビームが必要となる。このエネル
ギーを有する陽子ビームを発生させる加速器はシンクロトロンであり、それらは、エネルギーフ
ロンティア用カスケード方式加速器群の途中段階に相当するものである。このシンクロトロン技
術は基本的に確立されたものである。表－Ⅳ－1－8に世界のQCD原子核物理研究用に用いら
れる陽子シンクロトロンを示す。これらの陽子シンクロトロンは、その前段にいくつかの加速器
をもっていることはエネルギーフロンティア加速器と同様である。
我が国においては、KEKの陽子シンクロトロン（KEK－PS：12GeV）が、この研究分野を担って
きているが、K中間子やハイパー核研究などを行うには十分なものとはいえず、50GeV陽子シン
クロトロンを主加速器とする大強度陽子加速器計画［Ⅳ27］が進められている。
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垂二Ⅳ－1－8　世界の高エネルギー陽子シンクロトロン
加速器 研究機関 最大エネルギー
（GeV）
規模 ビーム強度
（protons／sec）
備考
CPS C E R N 28 平均直径 ：200m 1　 ×1013
Tevatron
Booster
F N A L 8 平均直径 ：151m 3．8 ×1013
AGS B N L 33 平均直径 ：257m 1．3 ×1013
KEK－PS
K E K
（JAERI）
12 平均直径 ：108m 2　 ×1012
HIPAP （＊）
（J呼）
50 平均直径 ：500m
程度
1　 ×1014 計画中
DESYⅢ
D E S Y
7．5 平均直径 ：101m 2．8 ×1011
PETRA Ⅱ 40 平均直径 ：733m 7　 ×1012
（5 min）
PS I H E P 76 平均直径 ：472m 2　 ×1012
（＊）HighIntensity ProtonAccelerator Facility［Ⅳ27］
3）中間エネルギー陽子シンクロトロン
140MeV～数GeVの中間エネルギーの陽子ビームについては、中間エネルギー原子核物理、エネ
ルギー科学（消滅処理など）、物質・材料科学、生命科学、医療利用など非常に多様な利用が行わ
れている。中間エネルギー陽子ビームの利用の一つとして、中性子などの二次ビームを発生させ
るための駆動用として用いられる場合がある。特に、中性子については、原子炉の老朽化に伴う
閉鎖のため利用できる中性子源が世界的に不足してきており、それを代替するものとして、陽子
ビームを利用する核破砕中性子源が注目されてきている。なお、このエネルギー領域では、シン
クロトロン以外にも（強集束）サイクロトロンや線形加速器が使われている。
このエネルギー領域においては、がん治療などの医療利用ではそれほど大きなビーム強度を要
求されるものではないが、今後の普及を考えると加速器そのものの小型化が課題となる。一方、
中性子源を駆動させるための陽子ビームには大きな強度が求められ、陽子ビームを蓄積するリン
グにおいては、それに伴う種々の技術課題を克服することが求められる。以下、医療用陽子シン
クロトロンと中性子駆動用陽子蓄積リングに分けて述べる。
①医療用陽子シンクロトロン
がん治療において、陽子ビームに求められるエネルギーは数10MeV～250MeV程度である。シン
クロトロンのみならず、がん治療を主とする医療用の陽子加速器については、小型化が技術課題
となっている。医療用陽子シンクロトロン小型化の主たる技術課題は、以下のものである。なお、
世界の医療用シンクロトロンを表－Ⅳ－1－9に挙げる［Ⅳ28］～［Ⅳ33］。
・高周波の変調範囲の拡大と偏向電磁石磁場強度の増大
上記のエネルギーのビームを発生させる医療用陽子シンクロトロンの場合、加速中の陽子速度
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の変化幅（光速の数％～60％程度）が大きいため、加速に使用する高周波周波数の変調範囲を大
きくする必要がある。高エネルギー領域での加速では、ほぼ光速で陽子が運動するため使用する
高周波の変調幅は小さく、この点に関してはより困難なものが要求される。また、シンクロトロ
ンの大きさ（径）をできる限り小さくするた釧こは、偏向電磁石の磁場強度を強める必要がある
が、これまでは超伝導電磁石の場合は冷却系（液体ヘリウム供給系）が必要となり、冷却系が保
守・運転の面などで制約となってしまうため、常伝導電磁石を用いることが適当であると考えら
れてきている。
米国のロマ・リンダ大学医療センターでは、病院における陽子線治療が、1990年より世界最小
級の陽子シンクロトロンを用いて行われている。筑波大学陽子線医学利用研究センターにおいて
は、1983年よりKEKの12GeVPSのブースターシンクロトロンを利用した陽子線治療を実施して
きており、2000年度に新しい世界最小級の医療用のシンクロトロンが完成した。日本においては、
その他、静岡県がんセンターで医療用陽子シンクロトロンが建設中であり、放射線医学総合研究
所、若狭湾エネルギー研究センターの重イオンシンクロトロンにおいても、（あまり多くはない
が）陽子ビーム医療利用が行われている。また、兵庫県立粒子線治療センター（仮称）で建設中
の重イオンシンクロトロンにおいても陽子線治療が行われる予定である。
－Ⅳ－1－9　　　の医　用　子重イオン）シンクロトロン
機関 稼働
開始
主加速器 エネルギー
（MeV）
加速粒子
筑波大学
陽子線医学利用研究センター
1983 陽子シンクロトル （KEK－PS （500） 陽子
（2000 終了）Booster） （平均直径約 12m） 減速 して利用
2000 陽子シンクロトロン
（周長約 23m）
250 陽子
LoTna Linda University1990 陽子シンクロトロン 250 陽子
Medical Center　 （米国） （周長約 23m）
静岡県がんセンター 建設中 陽子シンクロトロン
（周長約 20m）
235 陽子
放射線医学 1994 重イオンシンクロトロン（HIMAC） ～230 陽子
総合研究所 （直径約 42m） （～800MeV／n） （重イオン）
若狭湾エネルギ 研ー究センター 2000 重イオンシンクロトロン （多目的利用）
（周長約 33m）
200 陽子
He，C
兵庫 県立粒 子線治療センター 建設中 重イオンシンクロトロン（tlARIMAC） 70～230陽子
（仮称） （周長約 90m） （～320MeV／n）（炭素）
②中性子駆動用陽子蓄積リング
陽子ビームを貯蔵し、大強度陽子ビームにより中性子を大きな強度で発生させる中性子駆動用
陽子リングについては、リング内に貯蔵する陽子ビームの強度をできる限り大きくすることが技
術的な課題である。
世界の中性子漁用の陽子蓄積リングを表胃Ⅳ－1－10に示す［Ⅳ1］［Ⅳ27］［Ⅳ34］～［Ⅳ38］。表
に示すように、陽子蓄積リングは、線形加速器の後に配置されているが、蓄積リングで更に加速
するもの（いわゆる陽子シンクロトロン）と、線形加速器でのエネルギーを保つものに分けられ
る。蓄積リングにおいて更に加速する場合、入射エネルギーが数10MeVの場合では特に、陽子が
他の陽子から受ける空間電荷効果により拡がりやすく、リングのアパーチャーを大きくし、加速
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の繰り返し頻度を高くするなどが必要である。リングにおいて加速をしない場合には、線形加速
器からの入射エネルギーが高く、空間電荷効果が弱く、一度に多くのビームを蓄積できる。
日本においては、高エネルギー加速器研究機構および日本原子力研究所の統合計画として、大
強度陽子加速器施設計画が進行しつつある。
表－Ⅳ－1－10世界の中性子駆動用陽子蓄積リング
国名 研究機関 加速器 完成年 最大エネルギー
（MeV）
ビ ムー強度
（〝A）
日本
高エネルギ 加ー速器研究 KEK－PS Booster 1974 500 6
機構 （KEK） シンタ恥ロン（直径 12m，500M eV）
高エネルギ 加ー速器研究 大強度陽子加速器施設計画 計画中 3，000 333
機構 （KEK）
日本原子力研究所
線形加速器（長 さ約 360m，600
MeV）＋3GeV シンタロH ン（直径約
100m，3GeV）＋50GeV シンクロトロン
（JAERI） （直径約 500m，50GeV）
米国
Argonne National IPNS （Intense Pulsed Neutron 1981 50015
Laboratory （ANL） Source）
線形加速器（長さ約 34m，50
MeV，10mA）＋シンタ叶ロン（周長約
43m ，500MeV）
Los Alamos National PSR （Proton Storage Ring） 1986 80080
Laboratory （LANL） 線形加速器 （長さ約 800m，800
MeV）＋ シンタ小 ロン（直 径 30m，
800M¢V）
Oak Ridge National SNS （Spallation Neutron 建設中 1，000 2，000
Laboratory （ORNL） Source）
線形加速器 （長さ 300m，1GeV）
＋蓄積ルグ（周長 243m ，1GeV）
英国
Rutherford Appleton 線形加速器 （長さ約 44m，70 1986 800200
Laboratory （RAL） MeV，14mA）＋lSLS シンタE］トロン（直
径 52m 800MeV）
E U
RAL／KFA
（イギリス・スイス）
計画中 1，300 5MW
4）陽子シンクロトロン技術での200M°V級陽子シンクロトロン小型化の限界
6頁に示した新しい小型加速器の目安として、陽子ビームについては、エネルギーとして200MeV
程度のものを発生できるものとした。このような陽子ビームを発生させる陽子シンクロトロンリ
ングの規模は、これまでに確立されたものでみると、米国のロマ・リンダ大学医療センターある
いは筑波大学陽子線医学利用研究センターに設置された医療用陽子シンクロトロンの規模が最小
で周長22～23mである。これに入射器が加わるが、目安の規模の1．5～2倍程度でのものとなっ
ている。
一方、ロシアのブドウカー原子核研究所（BINP）では、パルス超強磁場を発生させるとと
もに高周波の変調幅を限界まで拡げて超小型の陽子シンクロトロンを構成する技術の研究を行っ
ており、陽子シンクロトロンについては、もう一段の小型化が可能と考えられている。実際、今
回の調査においても、陽子シンクロトロンの限界に挑む提案が出されている。
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（3）重イオンシンクロトロン
低・中間エネルギーの重イオン加速は、主としてタンデム型ハンデグラフ、アルバレ型ライナ
ック、アイソクロナス・サイクロトロンなどで行われているが、より高エネルギーの重イオン加
速にはシンクロトロンが必要である。重イオンシンクロトロンは、基本的には陽子シンクロトロ
ンと同じものであり、1970年代には、陽子シンクロトロンの使命を終えたコスモトロン（BNL）
やBevatron（LBL）で重イオンの加速が行われ始めた。特に、後者は重イオンライナック
（Super－HILAC）を入射器とするBevalacと呼ばれる複合系に改造されて、ウランに至る重イオン
をGeV／核子の高エネルギー領域まで加速して核物理の新分野を切り開いた。より高エネルギーの
加速は、BNLではAGSを用いてAuイオンを10GeV／nまで、CERNではSPSを用いてSイオン
を200GeV／nまで加速し、現在BNLの相対論的イオン衝突器（RHIC、100GeV／nx2）への足掛り
を作った。
以下では、高エネルギー重イオンシンクロトロンおよび高エネルギー重イオン・重イオン衝突
器ならびに中間エネルギー重イオンシンクロトロンについて述べる。
1）高エネルギー重イオン・重イオンシンクロトロンおよび衝突器
高エネルギー物理学研究の大きな課題の一つに、クオーク・グルーオンプラズマ中での「クオ
ークの閉じ込め」の破れの検証がある。高エネルギーに加速された重イオンどうしの衝突実験に
よりクオーク・グルーオンプラズマが発生するものと考えられている。CERNではSPS（直径
約2，200m）を用いた重イオン・重イオン衝突実験が行われてきており、また、BNLにおいては
MICを用いた衝突実験が開始されている（2000年6月）。
表胃Ⅳ－1－11に、高エネルギー重イオン・重イオン衝突器の構成（例）として、BNLのRHIC
の加速器群を示す［Ⅳ1］。
表胃Ⅳ－1－11高エネルギー重イオン・重イオン直突墨地組
RHIC CoTnplex　 （B N L ）
（100GeV／n ＋100GeV／n）
イオン源 （偏極）陽子 重イオン
Magnetron H‾スパ ッタイオン源
初期加速
（偏極）陽子 重イオン
RFQ 型加速器 （750keV）＋タンデム型静電加速器
陽子ライナ ック （＞1MeV／n）
：長さ144m、高周波
201．25Ⅶiz （200MeV）
（29MeV （p）T385MeV（U））
ブースター加速
Booster Synchrotron
：シンクロトロン、周長 202m、高周波 0．06～0．84虻Iz
（1GeV－prOtOn、5（Q／A）GeV／n）
AGS （Alternating Gradient Synchrotron）
：シンクロトロン、直径約 257m、高周波 0．5～4．46虻Iz
（10．8GeV／n）
主加速
RHIC （Relativistic Heavy Ion Collider）
：シンクロトロン、周長 3，833m、高周波 26．7／160虻Iz
（100GeV／n）
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高エネルギー重イオンシンクロトロンは、様々な不安定核研究にも使われてきており、表－Ⅳ
－1－12に世界の高（・中間）エネルギー重イオンシンクロトロンを示す［Ⅳ1］［Ⅳ2］［Ⅳ39］～［Ⅳ
41］。
2）中間エネルギー重イオンシンクロトロン
数10MeV／n～数100MeV／nの中間エネルギーの重イオンビームについては、中間エネルギー原子
核物理、物質・材料科学、生命科学、医療利用など非常に多様な利用が行われている。この領域
では、シンクロトロン以外にもサイクロトロン（AVFサイクロトロンやリングサイクロトロン）
が加速器として一般的に使われている。
粒子ビームによるがん治療においては、炭素などの重イオン（重粒子）ビームは、正常組織に
与えるダメージをより少なくでき、また、病巣部の致死効果が高いものとして注目されてきてい
る。がん治療において重イオンビームを用いる場合は、深部治療においては400MeV／核子を超え
る加速エネルギーが必要とされている。このエネルギー領域のシンクロトロンでの重イオン加速
は、入射時の重イオンの速度が光速に比べてかなり小さく、かつ、エネルギーの増加とともに速
度が大きく変わるため高周波の変調範囲が大きく通常は何段階に分けた加速を行うカスケード方
式が一般的であり、加速施設が大きくなることが医療利用への難点となってきていた。
・高周波変調範囲の拡大による加速性能向上
医療専用の重イオンシンクロトロンについては施設規模を小さくしてゆくことが課題であり、
最終エネルギーまで加速する主加速シンクロトロンに入射するエネルギーをなるべく低くし、入
射器部分を′j、型化する必要がある。
放射線医学総合研究所の重イオン（重粒子）治療用加速器施設（HIMAC；HeavyIon Medical
AcceleratorinChiba）のシンクロトロン（直径42m、周長約130m；6MeV／核子→800MeV／核子）
は、非常に変調範囲の大きい高周波装置を用いたものであり、軽重イオンで800MeV／核子のエネ
ルギーを出す重イオンシンクロトロンでは、最も小型化されたものである。
なお、表－Ⅳ胃1－12に世界の高・中間エネルギー重イオンシンクロトロンを示す。
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墨二些二1二］呈」墜界の高・中間エネルギー重イオンシンクロトロン
国名 研究機関 シンクロトロン 稼働
開始
エネルギー
（GeV／n）
米国
L B L Bevatron（＊）（直径約 40m）1954
（1992 閉鎖）
2．1（Neト
0．96（U）
B N L AGS　　　　 （直径約 257m）1960 10．8
ロシア J I N R
Synchrophasotron（＊）
（直径約 70m）
1957 4．5
Nuclotron　 （直径約 801n）
超伝導加速空洞を使用
1993 6
フランス SATUNE National
Laboratory
SATUNE　　 （直径約 34m） 19781．15（Neト
0．7（Kr）
ドイツ G S I
SIS　　　　 （直径約 69m） 1990 2（Ne）－
0．9（U）
ESR　　　　 （周長約 108m） 1990．83（Neト
0．56（U）
日本
東京大学原子核研究所 TARN Ⅱ　　 （周長約 781u） 1987
（2000 解体）
0．37（He）－
0．2
放射線医学総合研究所 HIh仏C　　　 （直径約 42m）1994 ～0．8
若狭湾エネルギ 研ー究センター シンクロトロン　　 （周長約 33m） 2000 数 10MeV／n
兵庫県立粒子線治療
センター （仮称）
シンクロトロン　　 （周長約 90m） 建設中 ～320MeV／n （C）
理化学研究所 BSR　　　　 （周長約 135m） 計画中 1．45（Ne）一
0．8（U）
（＊）BevatronおよびSynchrophasotronは、シンクロサイクロトロンである。
3）重イオンシンクロトロン技術での200MeVノn故重イオンシンクロトロン小型化の限界
6頁に示した新しい小型加速器の目安として、重イオンビームについては、エネルギーとして
200MeV／n程度のものを発生できるものとした。このような重イオンビームを発生させる重イオン
シンクロトロンリングの規模は、これまでに確立されたものでみると、兵庫県立粒子線治療セン
ター（仮称）に建設中の周長約90mのもの（ェネルギー；炭素ビームで350MeV）が最小である。
これに入射器が加わり、目安の規模の5～6倍程度となり、規模としてはかなり大きくなる。
一方、陽子シンクロトロンと同様に、パルス超強磁場を発生させるとともに高周波の変調幅を
限界まで拡げて超小型の重イオンシンクロトロンを構成する技術により、もう一段の小型化が可
能と考えられる。陽子シンクロトロンでの更なる小型化の追求は、重イオンについても適用でき
る。
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2．サイクロトロン
サイクロトロンは、荷電粒子を直流磁場中で回転運動させ、それに同期した高周波で加速する
装置である。一様な磁束密度の直流磁場中では、荷電粒子は磁場に垂直な面内では粒子の速度に
よらない振動数（サイクロトロン振動数）で円運動をする。そこで、磁場中にD形のディー電極
を入れて、これにサイクロトロン振動数またはサイクロトロン振動数と適当な整数関係の周波数
の（同期した）高周波を加え、粒子が電極間を通るごとに繰り返し加速すると、高いエネルギー
まで荷電粒子を加速できる。サイクロトロン内での磁場の中心付近にイオン源で生成した荷電粒
子を入射させると、加速されるにしたがって軌道の曲率半径が大きくなり、最後に電極の周辺近
くにある高電圧をかけた引出し用電極により磁場の外に加速粒子（ビーム）が取り出される。
普通型（古典的）サイクロトロンでは、粒子速度の増加に伴う相対論的質量増加により、粒子
は加速位相から徐々に遅れていき、減速位相に入るとそれ以上の加速はできなくなる。加速の上
限は、陽子で20MeV程度である。
普通型サイクロトロンの限界を超えるには、加速高周波の周波数を変調して粒子の運動に同期
させる（→シンクロサイクロトロン）か、高周波は変調せずに周回方向の集束を粒子が発散・集
束の磁場を交互に通過することで行わせ（強集束）、しかも半径の増加に伴って平均磁場を増加さ
せて粒子の周回運動を一定とする（→Isochronous（アイソクロナス）・サイクロトロン）方法が
ある。前者は、サイクロトロンとしてではなくシンクロトロンへと発展していった。現在世界中
で稼働しているサイクロトロンのほとんどは、後者のものである。
アイソクロナス・サイクロトロンは、平坦な磁極面に扇型磁極を付加し、磁場の強度を荷電粒
子の軌道方向に変化を持たせることによりビームの発散を防ぎ（強集束；付加された扇型磁極の
縁に斜入射・斜出射する粒子は、その都度集束・発散の力を受け、（その大きさは斜入・出射角や
磁場変化比に依るが）合成された作用は常に集束となる（強集束の原理））、同時に半径方向には
相対論的質量増加に合せて磁場を強くして等時性を保たせるものである。このため、アイソクロ
ナス・サイクロトロンは、「SectorFocus（SF）サイクロトロン」あるいは「AzimuthallyVaring
Field（AVF）サイクロトロン」とも呼ばれている。なお、集束性を大きくするために扇型の形
状をスパイラル状にしたり、扇型磁場を分割してリング状に配列した（リング（セクター分離型）
サイクロトロン）りする。現在世界中には、（陽子エネルギーで）10MeV小型サイクロトロンから
590MeVの大型リングサイクロトロンまで100台以上が稼動しているが、大多数はAVFサイクロ
トロンである。陽子の加速エネルギーについては、中間エネルギー領域に属する加速器である。
なお、サイクロトロンは以下のような利点を有しているので、核物理研究の中心として中間子
ファクトリーなどで活躍しており、医用や放射性同位体の製造などにも広く使われている。
・大強度のビームを発生させることができる
・エネルギーを可変とすることができる
・多様なイオン種を加速できる
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（1）電子サイクロトロン（マイクロトロン）
平坦な円形磁場の外周近くに設置した加速空洞で、電子がその加速空洞を通過する度に電子の
静止エネルギーに等しい加速を受ければ、電子の加速周波数は一定に保たれ（位相安定性）、加速
空洞を通過する度に軌道半径は一定のピッチで大きくなってゆく。この加速原理を使うものが
マイクロトロンである（参考資料1）。20～30MeV程度の低いエネルギーまでは、単純な構造でC
W加速により大電流が期待でき、CWの電子ライナックより低コストと考えられることから、近
年になり注目され医療目的のものは市販されている。
150MeV程度までの電子ビームを加速するマイクロトロンは、小型放射光リングなどの入射器と
して使用されている。また、米国のトーマス・ジェファーソン国立加速器研究所（TJNAF）
では、超伝導ライナックと周回磁場を組み合わせたレーストラック型マイクロトロン系が構成さ
れている。表－Ⅳ－1－13にマイクロトロンが使われている加速器などをまとめる。
表－Ⅳ－1－13マイクロトロンが使われている加速器など
国名 研究機関 用途 稼働
開始
エネルギー
日本
立命館大学
S R センター
電子蓄積リングへの入射器 1996 150MeV
広島大学
放射光科学研究センター
電子蓄積リングへの入射器 1998 150MeV
日本原子力研究所　 関西研究所 レーザー加速試験用 150MeV
光量子科学研究センター 電子 ビー ム源
米国 Thomas Jefferson National超伝導ライナックと組み合わせた 1995～数GeV の電子
Accelerator Facility （TJNAF） 周回磁場での電子加速 （CEBAF） を周回させる
1）電子サイクロトロン技術による1GeV級電子加速器小型化の限界
6貢に示した新しい小型加速器の目安として、電子ビームについては、エネルギーとして1GeV
程度のものを発生できるものとした。現在のマイクロトロンは、電子エネルギーの最大値は約
150MeVで、その大きさは（2～3）mx（2～3）mの面積に収まる程度である。マイクロトロンでこれよ
り大きなエネルギーを持っものはなく（米国TJNAFでは線形加速器で加速されたGeV級電子
ビームを曲げるためにマイクロトロンと同様の磁場を用いているが加速はしていない）、1GeVの
電子ビームを発生させるものを構成できるか否かについて検討することが必要であるが、可能で
あったとしても規模としてはかなり大きくなるものと想定される。
（2）陽子・重イオンサイクロトロン
（参考文献［Ⅳ41］などによりまとめる）
以下では、比較的大型のAVFサイクロトロンおよびリングサイクロトロンについて述べる
1）大型サイクロトロン（リング（セクター分離型）サイクロトロンなど）
周回粒子の軌道方向の磁場強度を適当に変化させビームを集束させるAVFサイクロトロンに
ついては、集束性を大きくするた桝こ扇型の形状をスパイラル状にしたり、扇型磁石を分割して
リング状に配列したりする。後者のものは、リング（セクター分離型）サイクロトロンと呼ばれ
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ている。先にも述べたように、現在世界中で稼働しているサイクロトロンの大多数はAVFサイ
クロトロンである。
サイクロトロンでは、加速エネルギーをKXq2〟MeVと表記して、K値（BendingLimitで磁石
の半径r（m）と磁場強度B（T）で一義的に決まる；〟＝48．2（rB）2）でそのエネルギー性能を表
している。陽子では劇eV、重イオンについては質量数月、電荷数可によって上式で計算される値
までの加速エネルギーが得られる。
世界で稼働中の大型サイクロトロンを表胃Ⅳ－1－14に示す［Ⅳ2］。スイスのポールシェラー
研究所（PSI）のK＝590、カナダ三大学中間子施設（TRIUMF）のK＝520などが1970
年代より稼働している。我が国では、理化学研究所の〟＝540、大阪大学核物理研究センターの〟
＝400が世界的な大型サイクロトロンとして活躍している。
－Ⅳ－1－14　界の大型サイクロトロン
加速器
名称
研究機関 サイ クロ トロンの磁石規模 な ど 加速エネルギー
〟 （MeV／u）
ビ ムー強度
（p〝A）
TRIUMF T R IU M Fセ クター数 ：6　 （常伝導） 520 q2／A2 180
Cyclotron （カナダ） 磁石直径　　　 17．17m 陽子 ：180
（1974） 入射半径　　　　 0．25m
引出半径　　 5．80 －7．80m
磁石重量　　　 4，170tons
磁場強度　　　　 0．46T（max，aVr．）
－520MeV
PSI－590Me P S Iセ クター数 ：8 （常伝導） 590 q2／A2
1，300V Ring （スイス） 磁石直径 陽子 ：590MeV
Cyclotron 入射半径　　　　 2．10m
（1974） 引出半径　　　　 4．45m
磁石重量　　　 1，988tons
磁場強度　　　　 0．87T（max，aVr．）
RIKEN Ring理化学研究所 セクター数 ：4　 （常伝導） 540 q2／A2
0．3Cyclotron （日本） 磁石直径 陽子 ：210MeV
（1986） 入射半径　　　　 0．89m d～Ne： 0．2－0．5
0．06
引出半径　　　　 3．56m 135MeV／u
磁石重量　　　 2，116tons
磁場強度　　　　 0．97T（max，aVr．）
40Ar ：95MeV／u
RCNP Ring大阪大学 セ クター数 ：6　 （常伝導） 400 q2／A2
0．5Cyclotron 核物理研究磁石直径 陽子 ：400MeV
（1991） セ ンター 入射半径　　　　 2．00m 3He2ヰ：150MeV／u0．4
（日本） 引出半径　　　　 4．00m
磁石重量　　　 2，232tons
磁場強度　　　　 0．76T（max，aVr．）
lW ヰ：70MeV／u0．02
SSCl＆SSC2
（1982）
G A N I L セ クター数 ：4 （常伝導） 380 q2／A2
NelO．：95MeV／u 1．2E＋12
（フランス） 磁石直径
入射半径　　　　 0．814m （SSCl），
0．012m（SSC2）
引出半径　　　　 3．00m
磁石重量　　　 1，714tons
磁場強度　　　　 0．95T（max，aVr．）
U 掛 ：25MeV／u1．OE＋9
（表中の単位MeV／u（単位質量数あたりのエネルギー）は、MeV／nにほぼ等しい）（次頁に続く）
ー190－
（前貢より続く）
加 速 器
名 称
研 究 機 関 サ イ ク ロ トロ ン の磁 石 規 模 な ど 加 速 性 能
（MeV／u）
ビ ムー強 度
（p 〝A ）
U －40 0M
（199 1）
J I N R セ ク タ ー 数 ：4 （常 伝 導 ） 4 00－54 0 q2／A 2
6L i2＋： 50MeV ／u0 ．7
（ロ シ ア ） 磁 石 直 径　　　　 4．00 m
入 射 半 径
引 出 半 径　　　 1．75 m
磁 石 重 量　　　 2 ，2 15 ton s
磁 場 強 度　　　 1．93 T （m ax，aVr ．）
14N5．： 60MeV ／u0．13
NAC N A C セ ク ター 数 ：4 （常 伝 導 ） 220 q 2／A 2
2 00
2
4 0IIA
S eper ated （N at io na l 磁 石 直 径 陽 子 ：27 －
－Sec tor Ac ce lera tor 入 射 半 径　　　 1．0 1m 220 MeV
Cy c lo tr on Cen tre ）引 出 半 径　　　　 4 ．43m d　 ：35－
（19 9 1） （南 アフリカ） 磁 石 重 量　　 1，406 ton s 40 MeV
磁 場 強 度　　　　 0 ．24T （m ax，a Vr ．） 40Ar8－ ：7M eV ／u
T exa s A＆M T exa s A＆M セ ク タ ー 数 ：3　 （超 伝 導 ） 520 q 2／A 2
0 ．0 15K 500 U n iv er si ty磁 石 直 径　　　 1，42m dナ　 ：6 5M eV ／u
Cy c lo tr on （アメリカ） 入 射 半 径　　　　 0 ．00 8m 梱Ar l小 ：40MeV ／u0．0 002 5
（19 88） 引 出 半 径　　　　 0 ．67m
磁 石 重 量　　　　 100 ton s
磁 場 強 度　　　　 4 ．9 T （ma x，a Vr ．）
K5 00
（19 88）
N S C L セ ク タ ー 数 ：3 （超 伝 導 ） 520 q 2／A 2
2（Na tio na l磁 石 直 径　　　 1．42m 160小 ：15M eV ／u
Su per－CO ndu c入 射 半 径　　　　 0 ．0 1m 129Xe22Ⅰ：10MeV ／u
t ing 引 出 半 径　　　　 0 ．67m
Cy c lo tron 磁 石 重 量　　　　 108U Ston s
Lab ora tor y／
M ich ig an
磁 場 強 度　　　　 4 ．95T （ma x，a Vr ．）
K 1200
（19 88）
セ ク タ ー 数 ：3　 （超 伝 導 ） 1，200 q2／A2
1．3E －4Sta te 磁 石 直 径　　　　 2 ．20m 1608－ ：20 0MeV ／u
Un iver s ity） 入 射 半 径　　　　 0 ．0 1m 20Ne9ヰ：125M eV ／u7 ．OE －4
（アメリカ） 引 出 半 径　　　 1．03m 129Xe31ナ：6 5M eV ／u1．8E－6
磁 石 重 量　　　　 2 87U Ston s
磁 場 強 度　　　　 5 ．3 T （ma x，a Vr ．）
盟8ぴか ：2 5M eV ／u4 ．4E－7
大型のサイクロトロンは、1970年代には中間子ファクトリーを駆動する大きなビーム強度を有
する陽子加速器として注目を浴びたが、1980年代からは非常に種類の多い不安定原子核を生成さ
せるための重イオン加速器としての使用が中心となってきている。多様な重イオンの加速につい
てはサイクロトロンが有効な加速器と考えられており、大型のサイクロトロンによる重イオン加
速において、加速できるエネルギーを高めるため以下の方策が取られている。
・電磁石の超伝導化による加速性能向上
大型のサイクロトロンの電磁石部重量は2，000トン程度の大きなものとなっており、その軽量
化は重要な課題である。このため、単一の超伝導電磁石を用いたサイクロトロンが幾つか建設さ
れており、その主なものはミシガン州立大学国立超伝導サイクロトロン研究所（NSCL）のK＝
1200、〟＝520などである。これらは、液体ヘリウム冷却系を必要とするものの電磁石部の重量
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については、大幅な低減（同じ〝値であれば重量が約1／20以下；図－Ⅳ－1－6参照）がなされ
ている。
超伝導電磁石による大きな〟値をもつ大型サイクロトロンは、多種類の不安定原子核を発生さ
せる加速器として、今後の不安定原子核研究における主力加速器のひとつとして発展してゆくも
のと考えられている。
¶悶UM F
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図－Ⅳ胃1－6　サイクロトロンの加速性能と重量
・カスケード方式あるいは多段加速方式による高エネルギー化
非常に重い原子核の加速については、いくつかの大型サイクロトロンを組み合わせて核子あた
りの加速エネルギーを高めることが行われている。これは、シンクロトロンでも述べたようにカ
スケード方式（あるいは多段加速方式）と呼ばれている。
表－Ⅳ－1－15には、理化学研究所と大阪大学核物理センターの2段加速サイクロトロン構成
を示している［Ⅳ2］［Ⅳ42］。なお、理化学研究所においては、2段の常伝導リングサイクロトロ
ンの後段に2基の超伝導リングサイクロトロンが設置される計画が進められている（RIビーム
ファクトリー計画［Ⅳ43］）。この後段の加速により、重イオンの加速エネルギーとして0．2GeV／
核子（重イオン）～0．4GeV／核子（軽重イオン）程度まで、更に、最後段ではシンクロトロンを用
いて1GeV／核子程度までの加速が検討されている。
なお、大型サイクロトロン施設は多数のビームユーザーを抱える共同利用施設となっており、
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安定したビーム供給は多数の研究を進展させる上で非常に重要な課題であり、安定運転やビーム
の晶質を高めるのための研究開発が今後も必要である。
－Ⅳ－1－15　段加　サイクロトロン　（）
理化学研究所 大阪大学核物理研究センター
イオン源
E C R 型イオン源
偏極イオン源
E C R 型イオン源 E C R 型イオン源
第1段加速
A V F サイクロトロン 線形加速器 A V F サイクロトロン
卸 ＝70 ；常伝導）（ウイドレー型タンク×6） 甘 ＝140 ；常伝導）
p ；　 －16MeV 軽重イオン；4MeV／u p ；max80MeV
He；　 －16MeV／u 重イオン（鉛など） 3He ；max53MeV／u
C ；　 －12MeV／u ；1MeV／u alpha ；max35MeV／u
14N5ヰ；max15MeV／u
第2段加速
リングサイクロトロン（RIKEN RC） リングサイクロトロン（RCNP RC）
甘 ＝540 ；常伝導） 卸 ＝400 ；常伝導）
p ；210MeV p ・偏極p；400MeV
d～Ne；135MeV／u 3He2ナ　 ；150MeV／u
舶Ar ； 95MeV／u 4He2－　 ；100MeV／u
136Xe ； 26MeV／u 14N7ヰ　 ； 70MeV／u
2）中型サイクロトロン
陽子エネルギーで100MeV程度までの低エネルギーイオンビームの供給については、中型のサイ
クロトロン（SF（またはAVF）サイクロトロン）が使われる。これは、通常大型のサイクロ
トロンの前段の加速器（入射器）としても使われている場合が多い。このエネルギー領域は、原
子核物理研究以外にも、物質・材料研究、生命科学研究などの幅広い研究での多目的なビーム利
用が展開されている。我が国おいては、東京大学大学院理学系研究科附属原子核科学研究センタ
ー（旧原子核研究所）のSFサイクロトロン（常伝導、陽子45MeV加速可能、1974年［Ⅳ44］）、
放射線医学総合研究所のAVFサイクロトロン（常伝導、陽子90MeV加速可能、1973年［Ⅳ2］；
1979年より陽子線治療に使われる）および日本原子力研究所高崎研究所のTIARA（Takasaki
IonAccelerator forAdvancedRadiationApplication）のAVFサイクロトロンW＝110；常
伝導、陽子で90MeVまでの加速が可能、1991年［Ⅳ45］）などがある。TIARAは、イオンビー
ムの多目的利用施設として整備されたものであり、AVFサイクロトロン以外にも多様な加速器
を備えている。なお、上記の理化学研究所や大阪大学核物理研究センターのAVFサイクロトロ
ンもリングサイクロトロンへの入射器として用いられていない場合は、幅広い分野での多目的な
利用が行われている。また、これらより、若干加速エネルギーの低く、規模の少し小さいAVF
サイクロトロンがいくつか運転されている。
（医療用サイクロトロン）
・常伝導磁石磁場強度の向上による軽量化
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大型のサイクロトロンは、原子核物理などの学術研究以外にもがん治療などの医療利用にも用
いられてきている。陽子をがん治療に用いる場合に、陽子ビームに求められるエネルギーは数10
～250MeV程度である。このエネルギーを供給できる性能を有するサイクロトロンは〟＝250程度
のものであるが、相当するものを挙げると以下の表（表－Ⅳ－1－16）のようになる［Ⅳ2］。
表－Ⅳ－1－16　医療用サイクロトロン
国名 病 院な ど
〟 ＝値
または
陽子エネルギー
サイクロトロンの
磁石重量
（tons）
平均
最大磁 場
（T）
完成年
カナダ Proton Treatrnent Facility
（at TRIUMF）
〟 ＝　520 4，000 0．46 1974
米国 Midwest Proton Radiation Institute〟 ＝ 215 2，000 0．64 1975
（MPRI）（Indiana University Cyclotron
Facility）
（205MeV （p））
南
アフリカ
National Accelerator Center∬ ＝ 220 1，400 1．27 1985
スイス Paul Scherrer Institute〟 ＝ 135 470 1．65 1974
Proton Therapy Facility（72MeV （p））
米国 Northeast Proton Therapy Center
（at Massachusetts General Hospital）
235MeV（p）200 2．8 1998
日本 国立がんセ ンター東 病院 235MeV（p） 200 2．8 1998
サイクロトロンの軽量化については、加速性能を向上させた（磁場強度を大きくした）軽い電
磁石を用いることが必要である。この場合、電磁石の超伝導化が最も有力な方法であるが、超伝
導電磁石を使用する場合は液体ヘリウム冷却系を必要とする。このため医療用については、保守
や運転の容易さから、液体ヘリウム冷却系を必要としない常伝導電磁石を用い、その磁場強度を
最大限強めることなどにより軽量化を図っている。現時点におけるがん治療用の最軽量サイクロ
トロンは、国立がんセンター東病院に設置されている陽子最大加速エネルギー235MeVのもので重
量は約200トンである。
3）小型サイクロトロン
生物の物質代謝などを調べるトレーサーとしてあるいは医療診断におけるPETなどでは放射
性同位元素が使われるが、これらの放射性同元素の製造については、低エネルギー（～30MeV）の
陽子ビームを標的の原子核に当てることにより製造されている。この陽子ビームを供給する加速
器として′J、型のサイクロトロンが用いられている。近年、PET用放射性同位元素の需要が大き
く増加し小型サイクロトロンを病院内に設置する場合が多くなり、非常にコンパクトな（重量で
数トン程度の）ものが商業生産されている。
4）陽子・重イオンサイクロトロン技術による200MeWn級サイクロトロン小型化の限界
6貢に示した新しい小型加速器の目安として、陽子ビーム、重イオンビームについては、エネ
ルギーとして200MeV／n程度のものを発生できるものとした。
まず、陽子ビームの場合についてみると、200MeVの陽子ビームを発生させることのできる最小
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のサイクロトロンは、大きさは目安に合致するものの重量で約200トンのものであり（表胃Ⅳ－
1－16参照）、更なる重量低減が必要と考えられる。
重イオンビームの場合についてみると、200MeV／nの重イオンビームを発生させることのできる
常伝導サイクロトロンは大型のリングサイクロトロン（2，000トン規模のもの）となる。この場
合も、更なる重量低減が必要と考えられる。
陽子、重イオンのどちらについても、磁石重量の低減が必要であるが、重量低減については超
伝導電磁石を使うことが有効であるものの、医療用として使う場合は冷却系が新たな負担となる
可能性がある。
3．線形加速器
高周波電場により荷電粒子をまっすぐに加速する装置であり、リニアック（ライナック）とも
呼ばれている。単一もしくは複数個の共振空洞からなる加速管（加速空洞）で、ビーム進行方向
の電場を使うが、加速粒子の速度が光速に比べて小さいかほぼ等しいかにより、各々最適の加速
方式があり、速度の遅い陽子、重イオンと、直ちに光速度近くに達する電子について各々独自の
加速方式が確立された。
以下では、電子線形加速器と陽子（重イオン）線形加速器について、各々まとめる。
（1）電子線形加速器
電子はその質量が小さいため、80keVのエネルギーで光速の50％に、約3MeVで99％に達する
ことから、加速開始瘢まもなく速度は一定となり加速空洞の構造は一定となる。戦後10皿前後の
短波長のマイクロ波（Sバンド）を発生させるクライストロンの技術が進み、その大出力化が可
能となった。電子線形加速器では、大出力のマイクロ波を円筒状加速管に入力させ、円筒状の軸
上に電場の集中した紺。1。モードという基本モード（進行波）を利用するものである。基本空洞の
長さは、高周波の1周期にビームが進む距離の1／3くらい、長くても1／2以下にとり、この基本
空洞が多数連結されて加速管が形成されている。その代表的な例が穴あき円盤（ディスク）が配
列されたディスクローデッド型加速管で、ほとんどの電子線形加速器はこの型である。この型で
はマイクロ波は加速管の一端から入力し、他端で取出しダミーロードに吸収させる。管内では周
期的に装荷されている円盤の穴を介してマイクロ波は伝播していくが、その位相速度はビーム速
度に等しくなるようにされている。電磁波の管内波長を3空洞分にするのが標準的で、27［／3モ
ード進行波型加速管という（参考資料1参照）。
電子線形加速器については、高エネルギー物理学研究用の「エネルギーフロンティア電子・陽
電子線形衝突型加速器（リニアコライダー）」、素粒子・原子核研究用の「高エネルギー電子線形
加速器」および様々な用途で使われる「中間・低エネルギー電子線形加速器」に分けて述べる。
1）エネルギーフロンティア電子・陽電子線形衝突器（リニアコライダー）
先にも述べたように、今後のエネルギーフロンティア衝突器としてのシンクロトロンは、電子・
陽電子加速については非効率的であると考えられており、フロンティアマシーンとしての電子・
陽電子衝突器としては、ビームを曲げない線形加速器であるとされる。
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電子線形加速器は、直線上に並べた円筒状の加速空洞ユニットにクライストロンで発生させた
マイクロ波を入力させ、空洞内に発生する進行波電場により粒子を加速してゆくものである。線
形加速器を用いる衝突器（リニアコライダー）は、シンクロトロンの場合と同様、いくつかの加
速器群から構成されるものであり、表－Ⅳ－1－17　にS LACのSLC（Stanford Linear
Collider）［Ⅳ1］［Ⅳ46］およびKEKで計画中のJLC（JapanLinearCollider）［Ⅳ47］の構成を載
せる。
－Ⅳ－1－17　エネルギーフロンテア　子・　子　形　　　の　成
SLC （S L A C ） JLC （K E K ）
（電子 （50GeV）・陽電子 （50GeV））（電子 （250GeV）・陽電子 （250GeV））
電子 ・陽電子源
電子 陽電子 電子 陽電子
電子銃
電子銃
電子銃
電子銃
陽電子生成用標
的入射（主加速部
の 電 子 ビー ム
（30GeV）を抜き
取 り、標的に当て
て陽電子を生成）
生成 した陽電子
はダンピングリング
まで戻す
陽電子生成用標
的入射用リニアック
（10GeV）
初期加速 3km 線形加速器
の一部
ダンピングリング入
射用リニアック
（1．98GeV）
前段ダンピングリン
グ入射用リニアック
（1．98GeV）
前段ダンピングリン
グ （1．98GeV）
ダンピングリング
ダンピングリング×2 ダンピングリング×2
（電子、陽電子用各 1 ：周長約 35m）（電子、陽電子用各 1 ）
（1．15－1．21GeV） （1．98GeV）
前段加速
SLAC Three－Kilometer－Long Linear
Accelerator
パンチコげ レッサー部 （1 ）×2
（電子、陽電子用各 1 ）
前段 リニアック×2
（電子、陽電子用各 1 ）
（8GeV）
主加速
パンチコげ レッサー部 （2 ） ×2
：線形加速器 ×2 列 （電子、陽電子用各 1 ）
（電子、 陽電子用各 1 、長 さ各 主リニアック
3，050m、高周波 2．856GHz （S バン ：線形加速器×2
ド）） （電子、陽電子用各 1 、長 さ数～
（56GeV） 11km、高周波 5．712GHz （C バン ド）
または、11．4GHz （Ⅹバンド））
（250GeV）
衝突部
Arcs
：長 さ約 1，000mx 2
（電子、陽電子用各 1 ）
最終収束 （Final Focus）
最終収束 （Final Focus）
：長 さ約 4km、 2 つの衝突点 （衝突
点 1 （e＋e－）および衝突点 2 （γγ））
：全体長約 300m、衝突地点に SLD
（Stanford Large Detector）があ
り、衝突現象を測定
があり、衝突現象を測定
以下では、エネルギーフロンティアをめざす電子・陽電子リニアコライダーのための技術開発
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課題を簡単に触れる。
・高勾配加速技術開発
エネルギーフロンティアをめざす電子線形加速器については、一般的に使われているSバンド
マイクロ波（加速勾配20MeV／m（SLACでの実績値））を使用すると、めざす電子エネルギーを
得る場合、加速距離は大きなものとなる。例えば、250GeVの電子エネルギー（実験室系）を得よ
うとすると、加速距離として12．5kmが必要となり、電子・陽電子リニアコライダーの場合は、最
終集束（Final Focus）部および衝突部を除いても25knの長さとなる。このため、大型電子・陽
電子リニアコライダーの研究開発に関する重要な課題として、加速空洞における加速勾配を高め、
できる限り規模を小さくすることがあり、世界的には表－Ⅳ－1－18のような取り組みが行われ
ている［Ⅳ47］［Ⅳ48］。
これまで一般的に使用されてきているLバンドやSバンドマイクロ波の場合には、クライスト
ロンの出力を限度近くまで上げ、加速空洞に入射させるマイクロ波の出力を限界近くまで高める
ことで、ある程度まで加速勾配を高くすることは可能である（表－Ⅳ－1－19のDESYのLバ
ンド、KEKのSバンド参照。なお、DESYの場合は超伝導加速管を用いている）。しかし、限
度を超えると加速管内で放電崩壊が発生し、加速管としての役割を果たせなくなる。
二脛ー1「18大型電子・陽電子リニアコライダーの加速勾配を基地墨竪霊園屋
研究機関
研究開発内容
備考加速技術 目標加速勾配
D E S Y L バンドを用い、超伝導加速空洞により 25　MeV／m
（ドイツ） 加速勾配を上げる
K E K 1．S バンドの加速勾配を上げる 30　MeV／m（終了）
（日本） K E K （ATF ：Accelerator Test
Facility）での実証試験
2．C バンド加速技術開発
K E K －C E R N 共同開発
33　MeV／m （終了）
3 ．X バンド加速技術開発
K E K －S L A C 共同開発
K E K －ロシア共同開発
58．2MeV／m （開発中）
S L A C Ⅹバンド加速技術開発 37　MeV／m （開発中）
（米国） S L A C （NLCTA ：Next Linear
Collider Test Acclerator）での実
証試験
C E R N 2 ビーム加速によるK バンド加速技術 100　MeV／m （開発中）
（欧州） 開発
一般に、加速に使うマイクロ波の周波数が高くなるほど、より強い電場を加速管内に誘起し、
効率よくビームを加速することができるとされている。このため、より高い加速勾配を得る目的
の研究開発では、Sバンドより高い周波数のマイクロ波を使う研究開発が主流となっている。こ
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れまでの研究開発により、KEKにおいてはCバンドのクライストロンの開発が終了しており、
また、ⅩバンドのクライストロンについてもSLACとの共同開発が進んでいる。CERNでは、
大電力のマイクロ波を得るために、駆動用3GHzライナックの電子ビームのもつエネルギーを
30GHzのマイクロ波に変換し、ビーム加速用主ライナックに供給する2ビーム方式の研究開発を
行っている。近い将来において、Ⅹバンド加速技術は開発が終了するものと考えられており、ま
た、その後については、CERNの2ビーム方式のKバンド加速技術が実用化するものと考えら
れている。
一方、表－Ⅳ－1胃19に電子線形加速器に使われるマイクロ波に関する特徴を挙げているが、
加速管の太さは、使用するマイクロ波の波長と同程度のものとなることから、高い周波数のマイ
クロ波を使うほど加速管の太さが小さくなってゆく。また、同様にして、マイクロ波発生装置で
あるクライストロンもそのサイズが小さくなってゆく。高い加速勾配を得るために、高い周波数
のマイクロ波を使う時の技術課題は、小さなサイズのクライストロンでどれだけ高い出力が達成
できるか、また、小さなサイズの加速管にどれだけ高い出力でマイクロ波を入力できるかにある。
SLACでは、将来の線形加速技術として、ミリ波であるWバンド加速技術の開発も行われてい
るが、エネルギーフロンティアの電子・陽電子リニアコライダーに採用できる技術であるかどう
かは、将来の研究の進展を待たなければわからないと考えられている。
－Ⅳ－1－19　子　形加　　に　用されるマイクロ波
バン ド名●）
周波数帯
代表的な周波数
（GHz）
波長
（cm）
最大加速勾配
（MeV／m）
L バ ン ド ～　 2．0
（1．3 ） 23
S バ ン ド 2．0　～　 4．0
（2．856） 10．50 30
C バ ン ド 4．0　′－　 8．0
（5．712） 5．25 33
Ⅹバ ン ド 8．0　～ 12．4
2．62
（推定）
（11．424） 数 10～100
K バン ド
K バ ン ド 12．4　～ 18
K 18　　 ～　 26．5
K a　＋ Q 26．5　～　46 （推定）
（30　 ） 300 ［Ⅳ50］
Ⅴバ ン ド 46　　 ′－　56
W バ ン ド 56　　 ～100
（90　 ）
＊）バンド名については、物理学事典（培風館）［Ⅳ49］による。
表－Ⅳ－1－18に示したように、世界の高エネルギー加速器を研究している機関においては、
Ⅹバンド、KバンドやWバンドを用いた加速技術の研究開発が行われている。Ⅹバンドについて
は、実用化に向けた開発が行われており、まもなく一般的に使用されることになるものと考えら
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れている。Ⅹバンド、Kバンドに関するこれらの研究開発は、次世代のエネルギーフロンティア
加速器や高エネルギー加速器への利用をめざしている。Wバンドでの研究はまだ基礎的な段階で
あり、その後の利用が念頭に置かれているものである。エネルギーフロンティア加速器や高エネ
ルギー加速器の場合は、その目的が未知の高エネルギー現象を確実に捕まえることであり、そこ
で使われる加速器技術には十分なる確実性が要求される。このため、加速技術の開発は、Sバン
ド→Cバンド→Ⅹバンド→Kバンド→Wバンドというように順に進めてゆくのが適当で
あると考えられている。
一方、数100MeVから数GeV程度の中間エネルギー電子ビームの利用においては、多数のユニッ
トをつないでゆく必要はなく、必ずしも、Ⅹバンド→Kバンド→Wバンドというように順を
追って開発してゆく必要はない。開発目的を、「中間エネルギーの電子ビームをできるだけコンパ
クトな装置で達成すること」と考えれば、可能な限り高勾配の加速技術を優先的に研究すればよ
いこととなり、Wバンドでの電子加速技術研究も大きな意義をもつこととなる。
例えば、仮に、数GeVの電子ビームが数m程度の電子加速器で発生させることが可能となれば、
QCD原子核物理学や、この電子ビームとレーザー光との散乱による質の良いγ線を利用した各
種の研究がより身近なものとなり、各地の大学や研究機関における研究水準の向上に大きく寄与
するものと考えられる。
・ビームの収束技術開発
エネルギーフロンティアマシーンとして、電子・陽電子衝突器のようなレプトンを衝突させる
レプトンコライダーは、反応現象を精密に測定する役割を担っている。この役割を果たすために
は、エネルギーフロンティア領域において、電子・陽電子の衝突反応を高い頻度で発生させるこ
とが必要となる。一般に、粒子エネルギーが高くなればなるほど反応（衝突）断面積が小さくな
り、それをカバーして高い頻度で衝突反応を起こさせるた桝こは、ビームの強度を大きくすると
ともに、衝突時点においてはビームの断面を非常に小さく絞り込む必要がある。ちなみに、KE
Kで検討されているJLC（電子（250GeV）・陽電子（250GeV））の場合、衝突直前の電子、陽電子
ビームの断面形状は水平方向に数100nm、垂直方向に数nmという極めて細いものが要求されてい
る［Ⅳ47］。最終衝突時点において細く絞り込めるようにするには、加速中にビームが広がらない
よう、ビーム内粒子の運動量ばらつきを少なくすること（ビーム冷却）が必要である。電子ビー
ムの冷却については、シンクロトロンにおいては、シンクロトロン放射と加速の繰り返しにより
ビームの運動量がそろう放射冷却（205～206頁参照）が必然的に起こり、ビームの晶質が良くな
ってゆくが、線形加速器の場合にはシンクロトロン放射が発生しないため、線形加速器での主加
速を行う前に、ビームの晶質を良くして入射させることが必要である。線形衝突器において設け
られるダンピングリング（表－Ⅳ－1－17参照）は、放射冷却によりビームの晶質を高めること
を主たる目的としている。
また、大きなビーム強度が要求されることは、パルス内のパンチ間隔が短いものとなり、すぐ
前を走るパンチ内の電子群が引き起こす航跡場の影響が無視できなくなり、結果として、電子ビ
ームの加速や集束に大きな影響を与えることとなる。これを防ぐための工夫も要求される。
以上のビーム集束に関する研究開発は、KEK、SLACなどで進められている。
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2）高エネルギー電子線形加速器
数GeV程度の高エネルギー電子ビームを発生させる電子線形加速器は、上に述べたエネルギー
フロンティア線形衝突器と基本的には同じものであり、一般的なLバンドやSバンド加速のもの
については技術的に確立されている。表－Ⅳ－1－20に（高・中間エネルギーの）GeV級の電子
線形加速器を挙げる［Ⅳ1］［Ⅳ51］。
米国のトーマス・ジェファーソン国立加速器研究所（TJNAF）での4GeV線形加速器（5回
通過させて4GeVを得る；現段階では5．5GeV、将来的には12GeVまで上げる計画）では、超伝導加
速空洞が用いられている。また、KEKのATF Linacは、Sバンド加速での加速勾配を高める研
究開発を行っているものであり、約30MeV／mの加速勾配が実証されている。
表－Ⅳ－1－20世界のGeV級電子線形加速器
研究機関 加速器名称 加速器概要（稼働年） 電子ビ ムーの
主たる利用
C N R S －L U R E Orsay Linac長さ約290m，2．3GeV，RF（STband ； 各種物理研究
（フランス） 2．9986GHz）　　　　　 （1968）
M IT MIT－Linac長さ約 150m，1GeV，RF（STband； 放射光リング入射
（米国） 2．856GHz）　　　　　　 （1971）
K E K
（日本）
電子 ・陽電子 長さ約415m，－8．OGeV，RF（S－band 電子蓄積リング
線形加速器 ；2．856GHz）　　　　　 （1982） 入射
ATF Linac長さ約 88m，2．OGeV，RF（S－band ；加速器開発、
2．856GHz）　　　　　　 （1995） Damping Ring入射
SINCROTRONE ELETTRA長さ約67m，1．2GeV，RF（S－放射光リング入射
Trieste （イタリア）INJECTOR LINACband；2．998GHz）　　　 （1993）
T JN A F CEBAF
長さ約 160mx 2 （並行して置かれ
マイクロトロンで連結）、一回の通過で
原子核物理研究（米国） 4GeV Linac各々400MeV の利得、5 回の加速で
4GeV　を 得 る ；RF（L－band ；
1．497GHz）　　　　　　 （1994）
P A L PLS 2－GeVLinac長さ約 150m，2．3GeV，RF（S－band ；放射光リング入射
（韓国） 2．856GHz）　　　　　　 （1994）
J A S R I SPring－8長さ約 140m，1．15GeV，RF（ST 放射光リング入射
（日本） 入射器 band；2．856GHz）　　　 （1996）
3）中間・低エネルギー電子線形加速器
中間エネルギーあるいはそれよりエネルギーの低い電子ビームを発生させる電子線形加速器は、
一般的に用いられているものであり、LバンドやSバンド加速のものについては技術的に確立さ
れている。以下の表（表－Ⅳ－1－21）においては、日本国内の中間・低エネルギーの電子線形
加速器を示す［Ⅳ1］［Ⅳ54］。
表－Ⅳ胃1－21日本の低・中間エネルギー電子　形加速器
研究機関 加速器名称 加速器概要（稼働年） 電子ビ ムーの
主たる利用
東北大学 Tohoku　300MeV 長さ約 52m，300MeV，RF （S－band ； 原子核物理研究
原子核理学研究所 Electron Linac 2．856GHz）　　　　　　 （1967） 放射光リング入射
（次頁に続く）
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（前貢より続く）
表－Ⅳ－1－21日本の低・中間エネルギー電子線形加速器
研究機関 加速器名称 加速器概要（稼働年） 電子ビ ムーの
主たる利用
京都大学 KURRI－LINAC長 さ約　 5m，46MeV，RF （L－band ； 中性子発生他
原子炉実験所 1．3GHz）　　　　　　　 （1967）
北海道大学 45 MeV 長 さ約 23m，45MeV，RF（S－band ；
工学部 Electron Linac2．856GHz）　　　　　　 （1974）
東京大学 Subpicosecond 長 さ約 10m，35MeV，RF（S－band ；
原子力工学研究施設 Twin Linac2．856GHz）　　　　　　 （1977）
大阪大学
産業科学研究所
ISIR L－Band 長 さ約 3m， 38MeV，RF（L－band ；
Linac 1．3GHz）　　　　　　　 （1978）
ISIR S－Band 長さ約 10Tn，150MeV，RF（S－band ；
Linac 2．856GHz）　　　　　　 （1989）
電子技術 TELL 長さ約 76m，500MeV，RF（S－band ；放射光リング入
総合研究所 2．856GHz）　　　　　　 （1981） 射陽電子発生
日本原子力研究所 SCARLET 長さ約 25m，23MeV，RF（L－band ；FEL 発振研究
東海研究所 0．4998GHz），超伝導 RF 空洞 （1993）
住友電工 （株） NIJトⅢ入射器 長さ約 10m，120MeV，RF（S－band ；FEL 発振研究
線形加速器 2．856GHz）　　　　　　 （1993）
（株）自由電子 FELI 長 さ約 46m，165MeV，RF（S－band ；FEL 発振
レーザー研究所 2．856GHz）　　　　　　 （1994）
京都大学 ICR lOOMeV 長 さ約 10．5m，100MeV，RF（S－band ；
化学研究所 Electron LINAC 2．856GHz）　　　　　　 （1995）
核燃料サイル開発機構 JNC LINAC 長 さ約 18m，10MeV，RF （L－ban d ；消滅処理基礎
大洗工学センター 1．249GHz）　　　　　　 （1996）研究
日本大学原子力研究所 長 さ約 13m，125MeV，RF（S－band；FEL 発振研究
電子線利用研究施設
（LEBRA）
2．856GHz）　　　　　　 （1998） 他
これらの中間・低エネルギーの電子線形加速器における平均的な加速勾配は、数MeV／m～10数
MeV／mである。
4）電子線形加速器技術による1GeV級電子線形加速器小型化の限界
6貢に示した新しい小型加速器の目安として、電子ビームについてはエネルギー1GeV程度のも
のを発生できるものとした。
確立しているSバンド加速の場合、通常20MeV／m程度の加速勾配であり、これで1GeVまで加速
するためには約50mの距離が必要となる。また、現在開発中のⅩバンド加速の場合、50MeV／m程
度の加速勾配が得られるものと考えられており、この場合は1GeVまで加速に約20mの距離が必要
となる。したがって、Ⅹバンド加速が実用化するとしても、目安規模には届かないものとなる。
Kバンド加速についてはまだ研究が開始されたばかりであり、より周波数の高いWバンド加速
も同様である。その意味では、Wバンド加速での限界を調べる研究を行った方が小型化追求とい
う観点では合理的であると考えられる。
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（2）陽子・重イオン線形加速器
（参考文献［Ⅳ34］などによりまとめる）
陽子線形加速器としては、1946年にLAIvarezらがつくった空洞共振器の定在波を用いたドリ
フトチューブ（DT：Drift Tube）型加速器（開発者の名前をとり「アルバレ型」とも呼ばれる）
が有名で、光速度の～50％程度（陽子エネルギーで～150MeV）までのビームの加速にもっぱら使
用される。また、最近では低エネルギー部で質の良いビームを供給できる、高周波4極型（RF
Q：Radio－FrequencyQaudrupole）加速器（1970年提案）をドリフトチューブ型加速器の入射器
とするのが一般的になりつつある。この型の加速器は、高周波による加速と集束をともに行うも
のである。
陽子や重イオンについては、電子に比べて質量が大きいため、高周波線形加速による加速効率
が悪い（通常、数MeV／m以下）。このため、線形加速器で陽子や重イオンを高エネルギーまで加速
するには、非常に長い距離を要することとなり、高エネルギーやェネルギーフロンティアの陽子、
重イオンビームを得る主加速器としての線形加速器は建設されていない。
中間エネルギー原子核物理学研究における中間子ファクトリーでの陽子ビームの発生やェネル
ギーフロンティア陽子シンクロトロンの入射器としては、線形加速器が用いられているものもあ
る。また、原子炉に替わる大強度の中性子源として、あるいは放射性物質の消滅処理を行う加速
器駆動未臨界炉における大強度の中性子源として、核破砕を起こす大強度の陽子ビームを用いる
場合などでは、漏れビームの制御のしやすさなどから陽子線形加速器を基本として検討が行われ
ている。この場合の陽子エネルギーは数100MeV～2GeV程度の中間エネルギーであり、ビームの強
度は極めて大きく、数鵬～100鵬程度のものとなる。
1）中間エネルギー陽子線形加速器
中間エネルギーの陽子線形加速器については、エネルギー科学など大電流の陽子ビームの利用
をめざすものが主で、現在は計画中のものが多いが、これらの陽子線形加速器は以下のような構
成の線形加速器が連結されてできているのが典型的なものである。
表－Ⅳ－1－22　中間エネルギー陽子線形加速器の典型的な構成
段　 階 エネルギー領域 加速器構成
イオン源 50－100keVまで 各種
初期加速 数MeV まで 高周波4 極型
R F Q 型 1inac
前段加速 100－200MeV まで ドリフトチューブ型
D T L （Drift Tube Linac）
主加速 1－2GeV の最終 結合空洞型
エネルギーまで C C L （Coupled Cavity Linac）
・大電流化に向けた開発
陽子ビームの大電流化に関しては、漏れビームによる加速器装置類の放射化の極小化と加速効
率の向上が基本的な課題である。
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漏れビームを極小化するにはビームの集束性を向上させることが必要であり、これには低エネ
ルギーの初期加速から質の良いビームを供給してゆくことが、まず求められる。上の表で初期加
速に使われているRFQ型線形加速器は、比較的新しく（1970年に）提案されたもので、ビーム
の集束性およびビームのパンチ形成に優れた能力を持ち、大電流で質の良いビームを得るために
は不可欠なものとなっている。
前段加速で使われるドリフトチューブ型線形加速器は、空洞共振器の高周波定在波を利用する
もので、1946年に開発され、これまでに多くのものが建設されて技術的には確立している。しか
し、工学利用を目的とした大電流の陽子線形加速器においては、ビームの集束性を可能なかぎり
向上させることが必要とされており、ドリフトチューブ内に組み込まれている集束用の磁石をチ
ューブ外に設置し、集束制御性を向上させることなどが研究されている。このことにより加速管
の大きさが小さくなり、加速効率の向上も期待されている。
主加速に用いられる結合空洞型線形加速器は、電子の線形加速に使われるディスクローデッド
型加速管などと同様に、光速より遅い位相速度の高周波進行波を用いるものである。結合空洞型
線形加速器の加速管の内部は、軸上に加速空洞が設けられるとともに、遅波構造を持たせた複雑
な形状をしており、米国のロスアラモス国立研究所（LANL）のLANSCE（；LosAlamosNeutron
Science Center）Linac、フェルミ国立加速器研究所（FNAL）Tevatron入射器で実用化され
ている側結合型空洞（Side CoupledCavity）、ロシアの科学アカデミー原子核研究所（INR）
モスクワメソンファクトリーのMMFL（；MoscowMesonFactoryLinac）で実用化されたDAW（Disk
and Washer）型空洞、日本のKEKで技術開発が行われた環状結合型空洞（Annular Coupled
Cavity）などがある。最近の計算機の発達とともに電場分布予測の精度が向上してきており、今
後もより効率的な加速をめざした、新たな提案がなされる可能性がある。
加速空洞を超伝導化させた超伝導線形加速器は、高周波電力のロスが小さく主加速における加
速効率を飛躍的に向上させることから、電子の線形加速器などでは定常的に使用されるようにな
ってきている。陽子の中間エネルギーまでの加速については、陽子のエネルギーに応じて加速空
洞の構造を変化させる必要があり、これまで実用化されていない。この陽子線形加速器の加速空
洞の超伝導化については、日本原子力研究所や米国のロスアラモス国立研究所、トーマス・ジェ
ファーソン国立加速器研究所などで開発が行われている。米国のオークリッジ国立研究所（OR
NL）に建設されるSNSの線形加速器や、日本の大強度陽子加速器施設の線形加速器には、超伝
導加速空洞が用いられることとなっている。
なお、表－Ⅳ－1胃23に中間エネルギーの陽子線形加速器（主として計画中のもの）を示す。
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表－Ⅳ－1－23　中間エネルギー陽子線形加速器
加速器 研究機関 加速器概要 ビ ムー強度 主たる利用 備　 考
LANSCE Linac
L A N L
（米国）
長さ約 800m、800MeV
中間子
ファクトリー
稼働 中
APT／ATW 超伝導リニアック
1．3GeV／1．7GeV
トリチウム生産
消滅処理
計画中
Fermilab
Proton Linac
F N A L
（米国） 長さ約 145m、400MeV
Tevatron
への入射他
稼働中
仙『L 科学アカデ ミー原子
核研究所（ロシア） 長さ約 430m、600MeV
中間子
77ハリー
稼働中
SNS O R N L 超伝導リニアック 当初 1MW 中性子源 建設中
入射器 （米国） 長 さ約 300m、1GeV漸次増強 4hⅣ
大強度陽子 JAERI／KEK 一部超伝導リニアック 消滅処理 計画中
線形加速器 （日本） 長 さ約 360 m、600MeV 中性子源
TRISPAL
（フランス）
超伝導リニアック
600MeV
トけウム生産 計画中
KOMAC K A E R I
（韓国）
超伝導リニアック
1GeV
消滅処理 計画中
ESS RAL／KFA
（イギリス・スイス） 1．3GeV
5MW 中性子源 計画中
2）低エネルギー陰子・重イオン線形加速器
イオン源で発生した数10keV～100keV程度のイオンを、そのままドリフトチューブ型線形加速
器に入射させるのは困難であり、これを数100keV以上のエネルギーまで加速する必要がある。こ
のため、以前はコッククロフト・ワルトン型静電加速器で加速し、ドリフトチューブ型加速器に
入射させていたが、RFQ型の開発が行われ、現在では陽子・重イオン線形加速器のイオン源と
ドリフトチューブ型加速器部の間にRFQ型加速器を配置するのが、一般的になっている。
RFQ型線形加速器の加速空洞内では、2対の向い合った（波形の頂端部をもつ）ベーンが、
隣合ったベーンは逆位相になるように取り付けられており、この構造により励起される4重極電
場は、ビームの進行方向の加速とビームをパンチさせる両方の役割を担うものとなる。このこと
から、RFQ型線形加速器（長さ数m）では質の良い入射ビーム（陽子エネルギーで数～10MeV）
が得られる。CERNのLHC、BNLのRHIC、放射線医学総合研究所のH工MACなどの入射部には、
既にRFQ加速器が使われている。
陽子で140MeVまでの低エネルギービームを得る線形加速器は、ドリフトチューブ型の加速器で
ある。重イオンについてはウイドレー型加速器となる。いずれも加速勾配は大きくなく、低エネ
ルギー領域でもかなり大型のものとなる。
3）陽子・重イオン線形加速器技術による200MeV／n級線形加速器小型化の限界
6頁に示した新しい小型加速器の目安として、陽子ビーム、重イオンビームについては、エネ
ルギーとして200MeV／n程度のものを発生できるものとした。
まず、陽子ビームの場合についてみると、加速勾配は数MeV／m程度であることより、200MeVの
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陽子ビームを発生させることのできる最小の線形加速器は長さ数10m程度のものとなる。また、
重イオンビームの場合は、加速勾配は陽子の場合より小さく、200MeV／nの重イオンビームを発生
させることのできる線形加速器は、かなり大規模なものとなる。
陽子、重イオン加速については、従来型の線形加速器技術では目安規模までの小型化は困難で
あると考えられる。
Ⅳ胃2．ビーム冷却に関する研究開発状況
（参考文献［Ⅳ52］によりまとめる）
加速された粒子群（ビーム）内の粒子個々の運動量はばらついており、加速したビームをその
まま使える場合は少なく、一般的には運動量のばらつきを少なくすること（ビームの高品質化）
が要求される。例えば、高エネルギー物理学研究における衝突実験では、反対方向に運動する粒
子同士を効率よく衝突させるため、衝突させるビームを細く絞り込みビームの粒子密度を高くす
ること（高輝度にすること）が求められる。
このビームの高品質化は、ビーム内での個々の粒子の運動量を揃えてゆくことであり、ビーム
と同じ速度で動く系で見ると、粒子相互間の速度を小さくすること、すなわち、気体を冷却する
ことと同じ現象である。このため、ビーム内の粒子の運動量を揃えること（高品質化）を「ビー
ム冷却」と呼んでいる。
一般的に述べると、加速器で加速された粒子群は、水平、垂直および進行方向の3つの運動の
自由度に対する6次元位相空間（位置の自由度3、運動量の自由度3）においてある体積を占め
て運動する。ビーム冷却とは、この6次元位相空間内での代表点密度を高めることであり、別な
言い方をすれば、ビームを失うことなく粒子の運動量ばらつきおよび位置のばらつきを小さくす
ること（位相空間体積を減少させること）である。先の例の、高エネルギー物理学研究における
衝突実験においてビームに求められるものは、粒子群の粒子位置のばらつきおよび運動量ばらつ
きがともに小さいことである。
ビーム冷却法として現在までに確立しているものは、
・放射冷却
・ストカスティック冷却
・電子ビーム冷却
・レーザー冷却
の4種類である。その他、エネルギー損失（アイオニゼーション）冷却が最近精力的に研究され
ている。これらの冷却法の概要を以下にまとめる。
1．放射冷却
荷電粒子が磁場により曲げられる際にシンクロトロン放射が生じる。このシンクロトロン放射
で発生する光子は、荷電粒子のもつ運動量の一部を持ち去るため、荷電粒子の運動量は磁場によ
り曲げられる前に比べて小さくなっている（磁場に垂直な面のどの方向の運動量も小さくなる）。
この後、荷電粒子を加速すると、加速される方向のみの運動量が増加する。この磁場による荷電
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粒子のシンクロトロン放射とその後の加速を繰り返し行うと、結果として、加速方向と直交する
方向の運動量が小さくなり、また、シンクロトロン放射のエネルギー依存性により加速方向の運
動量の拡がりも縮減するので、ビームの運動量がそろうこととなる。このビーム冷却法を放射冷
却と呼んでいる。
放射冷却は、質量の小さい電子あるいは陽電子に有効である。電子や陽電子の蓄積リングでは、
電子あるいは陽電子はリングを1回りする間に、偏向電磁石部および高周波加速空洞を通過する。
この電子および陽電子の周回は、偏向部でのシンクロトロン放射によるエネルギー損失（進行方
向および直交する方向とも減速される）と高周波加速空洞での加速（進行方向のみ加速される）
を交互に繰り返すこととなり、結果として、電子や陽電子の運動量のばらつきが減少してビーム
が冷却される。この冷却に要する時間は、自らの運動エネルギーを放射光エネルギーとして失う
時間で、1GeVの電子では数10ミリ秒である。
この冷却は、例えば、電子・陽電子（シンクロトロン）衝突リング（CollidingRing）におい
ては、ビーム衝突の前の加速で必然的に起こっている。また、電子・陽電子リニアコライダーで
は、初期加速のあとダンピングリングを設けている（表－Ⅳ胃1－17参照）が、これは放射冷却
を利用したビームの高品質化を行う装置である。
2．ストカスティック（確率）冷却
蓄積リング周回中のビームのある点での運動量のずれ（あるいはベータトロン振動）を検知し、
それを下流の補正器において補正することを繰り返すことにより、運動量のずれ（あるいはベー
タトロン振動）を小さくしてゆくビーム冷却（図－Ⅳ－2－1参照）である。この冷却に要する
時間は長く、衝突器については時間オーダーのものとなる。
TRANSV〔RSE
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－Ⅳ－2－1　方向ストカスティック冷却の　理
ストカスティック冷却の原理は、1968年S．vanderMeerにより提起され、1975年CERNの
陽子衝突器（ISR）で実験的に確証された。1977～1983年にかけては、CERN、FNALおよ
び東京大学（原子核研究所）などで基礎的な研究が行われ、CERNの陽子・反陽子衝突器（SPPS）、
FNALの陽子・反陽子衝突器（Tevatron）で採用された。なお、CERNの陽子・反陽子衝突
器（SPPS）でのウイークボゾンの発見により、S．vanderMeerらがノーベル賞を受賞した（1984
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年）。
この冷却法は、次の電子ビーム冷却と併用されて、低エネルギーの軽イオンや重イオン冷却リ
ングに効果的に用いられている。ストカスティック冷却が用いられているあるいは検討されてい
るプロジェクトをまとめると、表－Ⅳ胃2－1のようになる。
－Ⅳ－2－1ストカスティック′　が　用（　）されている加速器
Tevatron RHIC LEAR ESR 肌rSES
（F N A L ） （B N L ） （C E R N ）（G S I ） （理研）
T （GeV／n） 1000 100 0．006－1．4 0．5 0．1－0．4
ビ ムー 陽子 ・ Au79＋ 反 陽子 FragmentsFragTnentS
反陽子 （不安定核） （不安定核）
W （GHz） 4－8 4－8 0．01－1 0．9－1．8 1．0－2．0
N （109） 120／40 1 0．ト50 ～0．1 ～0．01
T （sec） 18／50 （h） 16 （h） 100－500 ～1 ～0．1
A p／p （％） 0．014 0．1 0．3 0．35 0．15
目　 的 高ルミノシティ 高ルミノシティ 低エミッタンス Pre－COOling Pre－COOling
このほか、ドイツForschungszentrumJurich（ユーリッヒ研究センター）のCOoler SYnchrotronCOSYに
おいても1－2．5GeV陽子の冷却にストカスティック冷却が採用されている。
3．電子ビーム冷却
蓄積リング内のある部分でイオンビームと電子ビームを等速度で同じ方向に走らせる場合を考
える（図－Ⅳ－2－2参照）。この状態をビームの重心系で考えると、仮に、電子ビームの温度が
低い（運動量が揃っている）とすれば、温度の高いイオンビームのエネルギーはクーロン相互作
用により、電子ビームに遷移し、結果としてイオンビームの温度が下がる。この場合、イオンの
質量が大きいほど、電子ビーム遷移するエネルギーが大きく冷却効率が高い。
電子ビーム冷却法は、1966年G．I．Budkerによって提案され、1974年にBINP（ロシア、ノ
ボシビルスク）で65MeVの陽子ビームを用いて実験された。この冷却法は、当初は陽子・陽子お
よび陽子・反陽子衝突器のルミノシティを増大させるた桝こ提起され、1974～1986年までBIN
P、CERN、FNALで反陽子ビームの冷却をめざして基礎研究が行われた。しかし、この目
的のためには、上で述べたストカスティック冷却の方が有効性が高いと判断され、実用化には至
らなかった。
1990年代に入り、低エネルギーの軽イオン冷却リング、重イオンの冷却リングが精密核物理お
よび原子・分子物理学にとって有効であることがわかり、これらの冷却リングで電子ビーム冷却
が用いられるようになった。表－Ⅳ－2胃2に、電子ビーム冷却法が採用（検討）されている軽・
重イオンリングを示す。
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－Ⅳ－2－2　子ビーム′　却の　理
表二脛二2－2　電子ビーム冷却が採用（検討）されて塊茎4；む4担望
重イオン冷却 リング　　 （稼働開始） イオン種 イオンエネルギー 電子エネルギー 電流
（所在国、研究機 関） （MeV／n） （keV） （A）
LEAR　　　　　　 （1981／1996 終了）
（スイス　CERN）
Pb 4．2 35 3．0
IUCR　　　　　　　　　　　　 （1987）
（米国 Indiana University
Cyclotron Facility）
Proton 500 270 4．8
TSR A ＜127 30 20 1
TARN Ⅱ　　　　　 （1987／2000 解体）
（日本　 KEK 田無 （旧東京大学））
A ＜　20 20 130 5
ASTRID
（デンマーク　Aarhus University）
A ＜　20 50 27 3
ESR　　　　　　　　　　　　　 （1990）
（ドイツ　GSI）
A＜238 560 320 5
CELSIUS　　　　　　　　　　 （1988）
（スわザ ン　Uppsala University，
The Svedberg Laboratory （TSL））
A＜　40 340 300 2．8
CRYRING
（スウェう．ン　マンシーグ／、キーン研究所）
A＜　40 24 20 3
COSY，Julich　　　　　　　　（1993）
（ドイツ、Forschungszentrum Julich，
ユーリッヒ研究センター）
Proton 2500 100 3
MUSES　　　　　　　　　　 （計画中）
（日本　 理化学研究所）
A＜238 400 500 5
4．レーザー冷却
特徴的な電子共鳴状態をもつイオン（現段階では、表－Ⅳ－2－3に示すもの）について、リ
ングで周回中に共鳴状態間の遷移エネルギーをもつ光子ビーム（レーザー）を照射して電子を励
起させる（このとき光子の運動量がイオンの運動量に加わる）と、その後の自発的光子放出によ
りイオンの運動量が等方的に減少し、結果としてレーザー光子の運動量分だけ平均として加速あ
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るいは減速される（図－Ⅳ－2－3参照）。これを利用する冷却法が、レーザー冷却法である。
－Ⅳ－2－3　レーザー′　却が可　なイオンと
6・7L P 9B e－ 24M gヰ
Low er lev el 2 S3S l 2S2Sl′2 3 S2S l′2
U pper leve l 2p3P2 2p2P。′2 3p2P3′2
L ife tim e o f lower leve l～ 50 S 基 底 状 態 基 底 状 態
L ifet ime of upp er le ve l43n s 8．2n s 3 ．5n s
T ran sit ion w av e le ng th
遷 移 光 子 波 長
（励 起 レー ザ ー 波 長 ）
54 8nm 313nm 2 80nm
（b）
もq
Uヽノヽノヽ′ D①ユ
‡二一二二三二
（d）　　　　　　　　　　　　　　　　　（く）
図－Ⅳ－2－3　レーザー冷却の原理
レーザー冷却については、その原理提案以来多くの実験が行われ、特にトラップされたイオン
については、既に数10〝Kという温度が達成され、超精密レーザー分光の手段として確立されて
いる。この方法を貯蔵リング内の高速イオンビームに適用してビーム冷却を行い（ビーム温度を
下げ）、ビームの結晶化を行うなどの試みが始まっている。
5．エネルギー損失（アイオ二ゼーション）冷却
粒子群が物質中を通過すると、物質中電子のイオン化により粒子の（進行方向およびそれに垂
直な方向のいずれでも）運動量が減少する。物質を通過後、粒子群の進行方向に加速を行うと、
物質を通過前に比べて、粒子群の運動量が揃うこととなる。このビーム冷却方法は、エネルギー
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損失（アイオニゼーション）冷却（図－Ⅳ－2－4参照）と呼ばれている。
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旦二軍－2－4アイオ二ゼーション′却の　理
高エネルギー物理学分野での（第1世代のレプトンである）電子・陽電子の衝突において、シ
ンクロトロン衝突リングではシンクロトロン放射光によるエネルギー損失のため、エネルギーを
これ（LEPⅡで達成された100GeV（実験室系））以上に上げることは実質的に限界といわれている
が、同じ衝突リングで第2世代のレプトンである〝粒子・反〃粒子（質量は電子の約200倍）を
衝突させる場合は、シンクロトロン放射光によるエネルギー損失は問題にならず、更なるエネル
ギーフロンティアに挑戦できるものとなる。この場合、問題になる点は、〟粒子の寿命が（静止
系で）2．2×10づsec（1GeVの運動エネルギーを持つ場合は約20×10－ヰsec）と短いため、この寿命
内に加速衝突までを行う必要があることである。
〃粒子、反〃粒子は、陽子ビームを標的に当てて生成される二次粒子の冗中間子の崩壊により
生成するが、冗中間子のエネルギーや運動量の拡がりをそのまま引き継ぐため、ビームとしての
質は悪い。この質の悪い〝粒子、反〃粒子ビームを高エネルギーまで加速し、衝突させるにはビ
ーム冷却が必須となる。〃粒子あるいは反〝粒子については、その寿命が短いことより、時間の
かかるストカスティック冷却は使えない。そのため、適用できるビーム冷却法としては、エネル
ギー損失（アイオニゼーション）冷却が考えられている。
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以上、現在までに確立されている放射冷却、ストカスティック冷却、電子ビーム冷却、レーザ
ー冷却および研究が行われているエネルギー損失（アイオニゼーション）冷却を述べたが、それ
らのビーム冷却法の特徴を下表（表－Ⅳ一2－4）にまとめる。
－Ⅳ－2－4　ビーム′　法の　　のまとめ
放射冷却 ストカステイク冷却 電子ビ ムー冷却 レーザー冷却 アイオニゼ シーョン
冷却
適用可能な 電子 全ての粒子 イオン（重イオン程 いくつかの限 〃粒子
粒子種類 陽電子 冷却効率大） られたイオン種 反〝粒子
ビ ムーエネルギー 高い程効果的 任意
中間
（0．01＜β＜0．1）
低い程効果的
任意 0．3GeV以上
ビ ムー強度 任意 小 任意 任意 任意
冷却時間 ～10‾3 粒子数×10‾81 ～10‾2 10‾4～10‾5 10‾4～10‾5
秒 秒 秒 秒 秒
効果的冷却の
ためのビー ム
温度
任意 高 低 低 任意
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Ⅴ　先進加速技術等の研究開発状況
Ⅴ－1先進加速技術等の定義とその研究開発の意義
物質・材料科学、生命科学などの分野においては、使われる装置機器類で加速器のみが巨大な
ものとなっている。Ⅳ－1（高周波加速器に関する研究開発状況）でみてきたように、高エネル
ギー物理学および原子核物理学における要求から開発されてきた加速器は、いずれも大型のもの
となっている。高エネルギー物理学および原子核物理学研究分野における主たるインセンティブ
は、加速する粒子の高エネルギー化やあらゆる種類の粒子ビームの追求による学術研究の更なる
進展であり、成熟した加速器技術が基礎となり、加速器自体のドラスティックな小型化追求の優
先順位は高いものではない。また、エネルギー科学研究分野の加速器については、ビームの大強
度化を追求することが現時点での最大の課題であり、同様に、成熟した加速器技術が基礎となり、
加速器の大幅な小型化追求の段階には至っていない。
加速器自体の研究開発については、これまで学術研究分野（高エネルギー物理学および原子核
物理学）が主として担ってきており、規模の大きい放射光装置や医療用加速器など、用途は異な
るものが建設されてきてはいるが、加速器自体は学術研究用のものと基本的に同じで、確立され
た加速技術を用いている。また、今後の建設が予定されている中性子科学研究や消滅処理研究用
にも用いられる大強度陽子加速器についても、同様に、加速器自体は学術研究用のものと基本的
には同じである。
近年、加速器科学の物質・材料科学、生命科学や医療利用分野などへの拡がりが進展している
が、これらの科学分野では加速器以外にも様々な装置類が同時的に使われているのが一般的であ
り、他の装置類との併設使用の観点から加速器や放射光源のドラスティックな小型化の必要性が
高くなってきている。また、これらの分野における加速器ビーム利用は、学術基礎研究、応用利
用研究あるいは実用利用のいずれにおいても重要性を増し、その更なる発展・普及にとって、加
速器や放射光源の小型化はニーズが高く、避けられない課題である。実際、Ⅲ章で述べた「加速
器ビームニーズ等に関する調査」においては、この章でまとめる（先進）小型加速器等の提案に
ついて加速器ビームユーザーにそのメリットを質問し、その結果約40％の回答者からのメリット
があるとの回答を得ており、その開発ニーズが高いことが示されている（Ⅵ－2参照）。この結果
と併せて、加速器ビームユーザーが実用化後に想定している使い方などについては、次節Ⅵ－2
で述べる。
本章では、加速器あるいは放射光施設のドラスティックな小型化につながる技術およびその研
究開発状況を調べることとする。
まず、小型加速器等（小型加速器および小型放射光源を合わせて「小型加速器等」という）の
規模としては、以下の規模のものを想定する。
小型加速器等の目安
加速器等の大きさ おおよそ縦5 m X横5 m X 高さ3 m の区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
加速器等の全重量 おおよそ 10 ton程度
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現在の高周波加速器で、上の規模の加速器で得られるビームエネルギーは、おおよそ以下のよ
うである。
現在の高周波小型加速器等で供給できるビームエネル ギー
電子エネル ギ 　ー　　　　　　　　 数 10MeV 程度
陽子 ・重イオンエネルギ 　ー　　　 20MeV／n 程度
放射光子エネルギ 　ー　　　　　 数 keV　程度
いま、仮に以下のようなビームエネルギーが上の規模の小型加速器等で供給できるものと考え
ると、各地の（民間企業も含む）研究機関の実験室において可能となる研究領域が飛躍的に高ま
るとともに、医療利用ではがん治療などの普及に役立つものと考えられる。
小型加速器等で供給するビームエネルギー （仮定）
電子エネルギ 　ー　　　　　　　　 1 GeV程度
陽子 ・重イオンエネルギ 　ー　　 200 MeV／n程度
放射光子エネルギ 　ー　　　　　 30～100 keV程度
上記のビームエネルギーは、電子および陽子・重イオンについては中間エネルギー領域に属す
るものであり、放射光子については硬Ⅹ線領域に属するものである。これらのビームを供給でき
る日本国内の加速器施設あるいは放射光施設（計画中のものも含む）を挙げると、次の表のよう
になる。これらの表に示すように、計画中の加速器施設を含めたとしても、上記のエネルギーの
ビームを供給できる施設の数は限られており、かつ、中規模あるいは大規模なものである上に、
地域的にも偏在している。
－Ⅴ－1－11GeV以上の電子が利用できる加速器
研究機関
加速器
名称等
稼働
開始 加速器構成
電子
エネJ叶や－
（GeV）
東 原子核 INS－ES 1961線形加速器 （15MeV） 1．3 終了
京
大
学
研究所 ＋シンクロトロン （周長 35m，1．3GeV）
物性研究所 高輝度光源
計画 ＋蓄積リング （周長 250m，1．6GeV）
1．0－1．6 計画中
高エネルギ 加ー速器
研究機構
PF（Photon 1982 線形加速器（長さ約 415m，2．5GeV） 2．51997 年性能
Factory） （1997）＋蓄積リング （周長 187m，2．5GeV）0．7胃3．0向上終了
PF－AR 1989線形加速器 （長さ約 415m，2．5GeV）
5．8－6．5
TRISTAN AR
（Advance
Ring）
（1997） ＋蓄積リング （周長 377m，6．5GeV） を改造
高輝度光科学
SPring－8 1997
線形加速器 （長 さ約 140吼1GeV）
8．0研究センター ＋ブ スーターシンクロトロン（周長 396m，8GeV）
＋蓄積リング（周長 1，436m，8GeV）
（次頁に続く）
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（前頁より続く）
墨二軍二1二1＿1GeV以上の電子が利用できる加速器施童
姫路工業大学 ニュースバル 1998
線形加速器（長さ約 140m，lGeV）
（SPring－8 の入射線形加速器）
＋蓄積リング（周長 119m，1．5GeV）
0．5－1．5
東北大学 線形加速器（長さ約 52叫0．2GeV）
1．5
ブ スーターリング
原子核理学 ＋ブ スーターリング（周長 49．8m，1．2GeV） 1998 年完成
研究施設 （＋蓄積リング（1．5GeV）未）
表二旦二1一章　200MeV／n以上の陽子・重イオンが発生できる加速器施設
研究機関 加速器
名称等
稼働
開始
加速器構成 エネルギー
（MeV）
加速粒子
高エネルギ 加ー速器
BSF 1974陽子シンク小母
（平均直径約 12m）
500 陽子
KEK－PS 1976 陽子シンクロト時 12GeV 陽子
研究機構 （平均直径約 108m）
TARN Ⅱ 1987 イオン蓄積リング 1．1GeV 陽子
（解体） （周長約 78m） 200MeV／n（HI）重イオン
理化学研究所 リングサイクロトロン 1986リングサイクロトロン 210 陽子
（直径約 12．6m，総重量 2，100トン） 540Q2／A2 （HI） 重イオン
大阪大学 リングサイク叫ロン 1991リングサイクロトロン 400 陽子
核物理研究センター （直径約 13m，総重量 2，200 トン） 400Q2／A2 （HI） 重イオン
放射線医学 HIh仏C 1994 重イオンシンクロトロン （医療利用が主） 800MeV／n（HI）重イオン
総合研究所 （直径約 42m）
国立がんセンター サイク叫ロン 1998サイクロトロン（医療専用） 235 陽子
東病院 （直径約 2m，総重量約 200 トン）
若狭湾エネルギ 2000重イオンシンクロトロン （多 目的利用） 200 陽子
一研究センター （周長約 33m） He，C
筑波大学 2001 陽子シンクロトけ （医療利用が主） 250 陽子
陽子線医学利用
研究センター
（周長約 23m）
兵庫県立粒子線 IIARIMAC建設 重イオンシンクロトロン （医療利用が主） 70～230 陽子
治療センター（仮称） 中 （周長約 90m） 70～320MeV／n炭素
静岡県がんセン 建設 陽子シンクロト時 （医療利用が主） 235 陽子
ター 中 （周長約 20m）
表ーⅤ－1－3　30～100keVの放射光（硬X線）が利用できる施設
研究機 関
加 速器
名 称等
稼働
開始 加速器構 成
電子
エネルギー
（GeV）
備 考
高エネルギ 加ー速器
研 究機構
PF 1982 線形加速器 （長 さ約 415m，2．5GeV） 2．51997　年 性
（1997） ＋蓄積リング （周長 187m，2．5GeV） 0．7－3．0能 向上 終了
PF－AR 1989線形加速器 （長 さ約 415m，2．5GeV）
5．8－6．5
TRISTAN AR
（1997） ＋蓄積 リング （周長 377m，6．5GeV） を改造
高輝 度光科学
SPring－8 1997
線形加速器 （長 さ約 140m，1GeV）
8．0研 究セ ンター ＋ブ スーターシンク叫ロン（周長 396m，8GeV）
＋蓄積 リげ （周長 1，436m，8GeV）
姫路工業大学 ニュースバル 1998
線形加速器 （長 さ約 140m，1GeV）
（SPring－8 の入射線形加速器）
＋蓄積 リング （周長 119m，1．5GeV）
0．5－1．5
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大型あるいは中型加速器の数は多くない上、その利用の現状は、いくつかの大型加速器で物質・
材料科学、生命科学あるいは医療利用などの様々なユーザーがビームタイムの割り当てを受け、
ビームの利用が行われている。この状況は20年ほど前の大型計算機の利用状況に良く似たものと
なっている。計算機については、小型の計算機（パーソナルコンピュータ）の処理能力向上とと
もに新たなニーズを拡げ、現在では社会のあらゆる分野でパーソナルコンピュータが利用されて
いる。加速器についても同様な状況が想定され、比較的高いビームエネルギーを供給でき、実験
室規模までの小型化を可能とする加速技術は、将来の加速器科学の多様な発展のキーテクノロジ
ーであると考えられる。
このキーテクノロジーと考えられるものとして、以下のものが挙げられる。
a．高周波加速技術において極限的に小型化を追求するもの（高周波極限加速技術）
b．高周波加速とは異なる原理で非常に強い加速電場を用いる加速技術（非高周波高勾配加速技
術）あるいは電子シンクロトロンからの放射光発生とは異なるコンパクトな放射光源技術
次節Ⅴ－2（先進加速技術等による小型加速器等研究開発状況）の1（高周波極限加速技術に
よる小型加速器研究開発状況）では、a．の高周波極限加速技術についてより詳しく触れること
とするが、以下の2つがそれに相当する。
i　高周波極限（Wバンド）電子加速
正　超小型陽子シンクロトロン技術
また、次節Ⅴ－2の2（非高周波高勾配加速技術、小型放射光源技術による小型加速器等の研
究開発状況）ではb．の技術について触れるが、これまでの高周波加速と異なる原理に基づく高
勾配の加速技術あるいは電子シンクロトロンからの放射光発生とは異なるコンパクトな放射光源
技術が提案されてきており、これら（以下のもの）について整理して述べることとする。
通　電子の非高周波高勾配加速技術
邑－A　ビーム励起型プラズマ加速
山一B　レーザー励起型プラズマ加速
山一C　逆チェレンコフレーザー加速
山一D　直交場加速
玩－E　その他の高勾配加速技術
料　陽子・重イオンの非高周波高勾配加速技術
料－A　電子リング加速（陽子・重イオン）
料－B　レーザー励起型プラズマ加速（陽子）
料－C　レーザー衝撃波加速（重イオン）
わーD　直交場加速（陽子・重イオン）
料－E　その他の高勾配加速技術
Ⅴ　コンパクトな放射光発生（小型放射光源）技術
Ⅴ－A　レーザーアンジュレーター放射光発生
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なお、Ⅴ－2の1および2では、それらの技術に基づく小型加速器や小型放射光源の具体的な
提案もあわせてまとめる。これらの技術はこれまでに実用化されているものはないものの、上で
述べたように実用化後のメリットが高い上、理論面での解明もこれからであり学問的な意味でも
非常に興味のある技術であり、十分に研究する必要がある。
これ以後、Ⅴ－2の1に述べる高周波極限加速技術とⅤ－2の2に述べる非高周波高勾配加速
技術および小型放射光源技術を合わせて先進加速技術等と称することとする。また、先進加速技
術等による小型加速器びおよび小型放射光源を先進小型加速器等と称し、以下の規模、性能を有
するものとする。
加速器等の大きさ
加速器等の全重量
ビームエネルギー
電子エネルギー
陽子・重イオンエネルギー
放射光子エネルギー
先進小型加速器等の目安
おおよそ縦5mX横5mX高さ3mの区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
おおよそ10ton程度
1GeV程度
200MeV／n程度
30～100keV程度
ちなみに、これらの先進小型加速器等の大きさを、現状の高周波加速器で上記のビームエネル
ギーを達成できる最も小型のものと比較すると、図－Ⅴ－1－1～図－Ⅴ－1－3のようになる。
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高周波電子加速器
約140m
（加速器部分のみ）
∈＝≡i！E匹三三五：正三Ei這≡g≡i王！五五E正ヨヨ5蛋≡遍E：五正三正三石工正正巳石岩石正＝ヨ
（SPring－8入射用電子線形加速器）
約10nn
（加速器部分のみ）←→
重量約70トン
（東京大学原子核研究所　電子シンクロトロン）
先進小型電子加速器
関連装置類全体含む
［0　5mX冨×芸数トン）
（レーザー励起型プラズマ電子加速器）
（高周波極限電子加速器）
塾二二里二1二1」旦地主奉迎葺二二を発生させる電子加速器の大きさ
高周波陽子加速器
約28m
（加速器部分のみ）
（AccSys社提案の陽子線形加速器；70～250MeV）
直径約2．5nn
（加速器部分のみ）
0（重量約200トン）
（国立がんセンター東病院
陽子サイクロトロン；100～235MeV）
平均直径約7m
（加速器部分のみ）
←→
（筑波大学　陽子線医学利用研究センター
陽子シンクロトロン；70～250MeV）
一一
先進小型陽子加速器
関連装置類全体含む
5mX5nn〉く3m
臣I（重量数トン）
（高周波極小陽子シンクロトロン）
（レザて朝鮮益酢加速器）
国二旦二1二呈」馳yのエネルギーを発生させる陽子加速器の大き
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、－Ⅴ－1－3　200MeV／∩の工、ル　ー　　生　せ　　　　ン’　の
高周波シンクロトロン放射光リング
平均直径約60m程度
周長187m
（KEK Photon FactorY）
（参考）
SPring－8
平均直径約450m程度
周長1436nn
⊂三〉
先進小型放射光装置
関連装置類全体含む
5nnX5nnX3m
□
（重量十数トン）
（レーザーアンジュレーター放射光装置）
司－Ⅴ－1－4　30～100keVのエネルギーの光子を発生さ生る放盤先登皇装置の
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Ⅴ－2　先進加速技術等による小型加速器等研究開発状況
以下では、従来から精力的に開発されてきた高周波加速技術の延長線上にある技術で、加速器
の大幅な小型化に寄与すると考えられるものを、電子および陽子・重イオンに分けて述べる。
1高周波極限加速技術による小型加速器研究開発状況
（1）電子の高周波極限（Wバンド（ミリ波））加速技術
電子の加速に関わる高周波加速技術のなかで、加速器のドラスティックな小型化に関わるもの
としては、線形加速器で加速に使う高周波を、波長がこれまでのもの（Sバンド）の1／数10程
度であるWバンドのものを使用することが挙げられる。
電子は質量が小さく（0．51MeV／C2）、少しの加速で光速に近い速度で運動することから、高周波
を使う加速が容易である。高周波による電子の線形加速の場合、ある加速エネルギーを達成する
ための加速距離は、加速管内で達成される（有効）加速電場の大きさにより決まる。表胃Ⅳ－1
－18に電子線形加速の場合における高周波バンドと得られる加速電場を示したが、従来、一般的
に電子線形加速器で使用される高周波はSバンドが主であり、この場合の加速電場は通常10～
20MV／m程度（放電限界は100MV／m程度）である。加速管内で実現される加速電場の大きさは、加
速管材料の晶質およびその加工精度にもよるが、使用する高周波の周波数とともに大きくなる（周
波数の0．5乗に比例する）とされており、現在は基礎研究段階にあるWバンドを使用すると数
100附／m程度の加速電場が可能であると考えられている。仮に、1GeVの電子ビームを発生させる
とすると、Sバンドでは50～100m程度の加速距離を必要とするが、Ⅹバンドでは20m程度で、
更に、極限的なWバンドでは数m程度で済むこととなり電子加速器の小型化に大きく寄与するこ
ととなる。
Wバンド加速技術による小型電子加速器の提案
Wバンド加速による小型電子加速器の提案については、以下の例が挙げられる。
（中島　一久・浦川　順治（高エネルギー加速器研究機構）案
図－Ⅴ－2－1Wバンド加速小型電子加速　全　　成
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技術課題
高周波加速においては、周波数が高くなるとともに加速管の大きさは反比例して小さくなり、
Wバンド加速の場合加速管の太さは数ミリメートルであり、加工精度などの問題が発生してくる。
小型の加速器を実現させようとする場合は、以下の研究開発が必要となる。
・高周波発生装置（電源を含む）の小型化
・加速管材料の晶質向上
・加速管の加工精度の確保
（2）陽子（重イオン）シンクロトロンの小型化権限技術
200MeV／nのエネルギーをもつ陽子、重イオンビームを発生させる小型のシンクロトロンを考え
ると、主に高エネルギー領域で使われてきているシンクロトロンの極限までの小型化追求が現実
的であると考えられている。小さい曲率半径で陽子、重イオンビームを偏向させるための電磁石
の磁場強度（電流値）の増大、周長が短いことによる電流の短パルス化、加速につれて陽子、重
イオン速度が大きく変化することに対応する加速高周波の周波数変調幅の拡大などにより、更な
る小型化の余地がある（ただし、いずれも限界に挑戦する必要あり）。
超小型陽子シンクロトロンの提案
超小型の陽子シンクロトロンの提案については、以下の例が挙げられる。
電磁石系電源等
（シンクロトロン本体の重量は数トン程度）
（遠藤　有響氏（高エネルギー加速器研究機構）提供）
図－Ⅴ－2－2　超小型陽子シンクロトロン全体構成
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技術課題
大型のシンクロトロンの加速原理は既に確立されたものになっているが、このような超小型の
場合には、構成要素すべてにおいて小型化の極限をめざす必要がある。
特に、開発の中心的な技術課題は
・変調幅の大きな高周波加速機構
・できる限り軽量の強い磁場をもつ偏向電磁石の開発
である。
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2非高周波高勾配加速技術、小型放射光源技術による小型加速器等の研究開発状況
前項1においては、高周波技術によりその極限に挑む技術に触れたが、これまでの高周波加速
と異なる原理に基づく高勾配の加速技術（非高周波高勾配加速技術）がいくつか提案されてきて
いる。これらは高周波加速技術の代替となる可能性は高いと考えられているものの、十分には研
究されておらず、これまでに実用化されているものはない。
調査した範囲内で体系化分類を行うと、以下のように、電子および陽子・重イオンに関する非
高周波高勾配加速技術ならびに小型放射光源技術にまとめられる。
提案されている小型加速器等には、比較的早い時期から研究されていて原理実験やあるいは実
規模装置での実験が行われたものから、最近のレーザー技術の急速な進展を受け原理提案がなさ
れたばかりのものまで、研究開発段階は多様なものが混在しているので、以下の研究開発段階分
けを各提案に行った。
研究開発段階I：原理提案のみ
研究開発段階Ⅱ：原理実験中
研究開発段階Ⅲ：原理実験で確認済み（実規模（実証）装置考案中）
研究開発段階Ⅳ：実規模（実証）装置での実験中
ここでまとめた小型加速器等の具体的提案については、Ⅵ章において説明する小型加速器等の
実用化時期を調べるための調査（ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査）
の参考資料「非高周波高勾配加速技術等による小型加速器等の提案のまとめ」（平成10年11月）
としても使用した。（なお、ここで取り上げている技術は加速器の小型化をめざす技術の最先端を
ゆくのもので、進展が著しいため、平成10（1998）年11月時点でのまとめは、現時点において
は既に変更を必要とするものもあることに留意されたい。）
以下、各々の加速技術および放射光源技術について、その原理、研究開発状況および提案され
る′」、型加速器等を簡単にまとめることとする。
（1）非高周波高勾配加速技術による電子加速
上に挙げられた電子の非高周波加速技術の主なものは、プラズマ波及びレーザーの強い電場を
利用するものであり、最近のレーザー技術の急速な進歩を背景に研究が進んできているものであ
る。レーザーの位相速度は（真空中では）光速であり、また、プラズマ波も光速に近い位相速度
をもっている。粒子を加速する場合は、加速に利用する波の位相速度に合わせて粒子を入射させ
る必要があるが、電子は質量が小さく（0．511MeV／C2）、光速近くに加速するのは比較的容易であ
る。このため電子については、陽子や重イオンに比べて、プラズマ波及びレーザーの強い電場を
加速に利用することが容易であると考えられている。
プラズマに外部より何らかの揺動を与えると、質量の小さい電子がプラズマ中で集団として運
動し、プラズマ波を発生させる。このプラズマ波は非常に強い電場（プラズマ密度が1018／cm3の
時、数10GV／m程度）をもっており、このプラズマ波電場を電子加速に利用すると、短い距離で大
きな加速エネルギーを得ることができる。外部からの揺動によりプラズマ波を発生させる方法と
して、強度の強い電子ビームを当てる場合と非常に大きなパルス強度をもつレーザー（いわゆる
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T3レーザーなど）を当てるものとがある。ビーム励起型プラズマ加速は前者のものであり、レー
ザー励起型プラズマ加速は後者である。
また、大きなパルス強度をもつレーザーの非常に強い電場を加速に利用する方法も提案されて
いる。逆チェレンコフレーザー加速やレーザーと強磁場を組み合わせた直交場加速はこれに相当
する。なお、直交場加速にはプラズマ波と強磁場を組み合わせたものもある。
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1）ビーム励起型プラズマ加速
加速原理
図－Ⅴ－2－3に示す様に、先行する大電流電子ビームにより加速管（プラズマ容器）内のプ
ラズマに航跡場（プラズマ波）を励起させ、このプラズマ波の電場で後行する電子ビームを加速
する。この加速方法の原理的加速電場は、プラズマ密度を1018在m3とすれば、数10GV／mである。
貯　　開；潤
t鞭、ご㌣
ラズマの密鹿揺動（ ??
?㍉
図一Ⅴ－2－3　ビーム励起型プラズマ旭速の厘理
提案論文
P．Chen et a1．，Physical Review Letters，54（1985）693．
研究機関
・StanfordLinearAcceleratorCenter（SLAC）／UniversityofCaliforniaatLosAngels
（UCLA）／University of SouthernCalifornia（USC）
・Argonne National Laboratory（ANL）／UCLA
・BudkerInstitute for Nuclear Physics（BINP）
・高エネルギー加速器研究機構（KEK）／日本原子力研究所／東京大学（原子力工学研究施設）
（既に中止）
これまでの実験結果
・加速勾配：20MeV／Tn、ビーム強度：～109electrons／sec　　（A．Ogataeta1．，AIPConference
Proceedings，279（1992）420．）
・加速勾配：0．5GeV／m、（SLAC　1999）
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ビーム励起型プラズマ加速小型電子加速器の提案（研究開発段階Ⅲ）
提案されている小型加速器の全体構成を以下に示す。
航跡場励起ビーム
ト　　　　　10m　　　　　　トl
（W・Gaiet a1．，Proceedingsof18thInternationalLinearAcceleratorConference，August
1996，Geneva，p．39．の装置をベースに若干の修正）
図－Ⅴ－2－4　ビーム励起型プラズマ加　小型　子加　　の全　　成
目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
・ビームエネルギー　1GeV
・ビーム強度　　　　1nC／bunch，1bunch／drive bunch
・パンチ周波数　　　1010～1012／sec（ただし非線形プラズマ波を使用すれば単パンチ）
・ドライブビーム率　　f＝100Hz
・エミッタンス　　　　1mm・mrad
実現のための技術課題
・進行方向に前後対象なドライブパンチでは、トランス比（被加速パンチのエネルギー利得／ド
ライブパンチのエネルギー）＜2という制限がある。この制限を越えるには、a．プラズマ密
度より高い電子密度を持っビームで非線形プラズマ波をつくる、b．ドライブパンチ内進行方
向電子分布を操作する、C．ドライブビームをマルチパンチ化する、の3つの方法があり、こ
れらを確立する必要がある
・大電流小エミッタンスを持っドライブビームの開発
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2）レーザー励起型プラズマ加速
この加速方法は、以下の様に分類することができるが、いずれもレーザーにより励起させるプ
ラズマ波を利用して電子の加速を行うものであり、原理的加速電場は、プラズマ密度を1018／cm3
とすれば、数10GV／mである。
①　単一のレーザーパルスで励起させるプラズマ波（プラズマ航跡場）を利用するもの（レー
ザー励起プラズマ航跡場加速）
②　プラズマ周波数に等しい周波数差をもつ2本のレーザーによる共鳴波（ビート波）で励起
させるプラズマ波を利用するもの（レーザービート波励起プラズマ波加速）
③　大パワー長パルスレーザーとプラズマとの相互作用（プラズマ振動数によるレーザーの自
己変調）により励起されるプラズマ波を利用するもの（自己変調レーザー励起プラズマ波
加速）
①レーザー励起プラズマ航跡場加速
加速原理
図－Ⅴ－2－5に示すように、プラズマ波長程度のパルス幅を持つ先行レーザーにより加速管
（プラズマ容器）内のプラズマに航跡場（プラズマ波）を励起させ、このプラズマ波の電場で後
行する電子ビームを加速する。（なお、被加速ビーム生成には、それを外部から入射する方法の他
に、補助レーザーを用いプラズマ電子をビーム化する方法がある。）
．?．．?、．?
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塁二里二二星二駐＿k＝ゴ三＝遡塵之乏左耳塾堕屋迦墓の厘彗
提案論文
T．Tajima andJ．M．Dawson，Physical ReviewLetters，43（1979）267．
研究機関
・Lawrence Livermore National Laboratory（LLNL）
・Ecole Polytechnique
・高エネルギー加速器研究機構／日本原子力研究所／東京大学（原子力工学研究施設）
・大阪大学レーザー核融合研究センター
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これまでの実験結果
・K．Nakajima et a1．，Phys．Scripta T52（1994）61．
・102electronsを300MeVまで加速（加速距離約20mm：加速勾配＝15GeV／Tn）
（H．Dewa et a1．，Nucl．Instr．and Meth．410（1998）357．）
レーザー励起プラズマ航跡場加速小型電子加速器の提案（研究開発段階Ⅲ）
電子源として、レーザーカソードと呼ばれるものを想定した第1案（図－Ⅴ－2－6（a））と、
プラズマカソード（補助レーザーを用い、プラズマ中の電子を集めてビーム化する方法）を想定
した第2案（図－Ⅴ－2－6（b））の2つを提示した。
（第1案：電子源としてレーザーカソードを想定）
加
電子銃はRFレーザーカソードと呼ばれるものを想定した。ここで発生した数MeVの電子ビ
ームをシケインで短パンチ化する。差動排弓削こより加速容器と電子銃部を真空的に分離する。
（小方　厚（広島大学）案）
旦二旦二窒二旦（a）レーザー励　プラズマ航跡　加速小型　子加　器の全　成
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（第2案：電子源としてプラズマカソードを想定）
h．＿
制 御 系
電 源
l
ロ ■「
l
光 導 波 川 レー ザ ー
プ ラ ズ マ ソ ー ド用
北 加 速 川 レ ー ザ ー
5′lW lOO rs
電子ビーム
電子源はプラズマカソード（補助レーザーを用い、プラズマ中の電子を集めてビーム化する方
法）を想定した。上側の図は全体のシステムで、下側の図は加速部の詳細である。加速用とプ
ラズマカソード用に2本のレーザーが必要であるが、これには同一のレーザーを分岐させるこ
とで対応する。レーザー発生装置と加速部をつなぐレーザー導波路については、ある程度フレ
キシブルな（必要に応じて加速部が移動できる）構造とすることが可能である。
（小方　厚（広島大学）案）
－Ⅴ－2－6（b）レーザー励　プラズマ　跡増加　中聖　子加　　の全　　成
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目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
（第1案）
・ビームエネルギー　1GeV
・ビーム強度　　　　1pC／bunch．10bunch／1aser pulse
・パンチ周波数　　　　f＝1013Hz
・レーザーパルス率　　f＝100Hz
・エミッタンス　　　　1mm・mrad
実現のための技術課題
・レーザー効率の向上
・光導波（レーザーの発散を抑え、レイリー長を大きく越える加速長を得る方法）の開発
・第1案では、プラズマ波長に比べて十分短いパンチ長を持つ被加速ビームの開発
・第2案では、プラズマカソード法（補助レーザーを用い、プラズマ中の電子を集めてビーム
化する方法）の確立
②レーザービート波励起プラズマ波加速
加速原理
図－Ⅴ－2－7に示すように、周波数差がプラズマ周波数に等しい2本のレーザーでつくられ
る共鳴波（ビート波）により、加速管（プラズマ容器）内のプラズマに励起させたプラズマ波の
電場で復行する電子ビームを加速する。
プラズマの密度揺動（プラズマ波）
図－Ⅴ－2－7　レーザービート波励起プラズマ波加速の原理
提案論文
T．Tajima andJ．M．Dawson，Physical Review Letters，43（1979）267．
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研究機関
・UCLA
・大阪大学レーザー核融合研究センター
・Chalk River Laboratory　（中止）
・Ecole Polytechnique　（中止）
これまでの実験結果
・103electronsを10MeVまで加速（加速距離3～7Tnm：加速勾配～2GeV／m）
（Y．Kitagawa et a1．，PhysicalReview Letters，68（1992）48．）
・104electronsを28MeVまで加速（加速距離10mm：加速勾配～3GeV／m）
（C．Clayton et a1．，Physical Review Letters，70（I993）37．）
レーザービート波励起プラズマ波加速小型電子加速器の提案（研究開発段階Ⅲ）
レーザー／プラズマ ・パラメー ター
・レーザー波長　　 ：入1＝1．050 〃m　 入2＝1．080 〝m
・プラズマ共鳴密度 ：1018／cm3　 ・プラズマ波長 30 〃m
・レーザー強度　　 ：25TW　　 ・レーザーエネルギー ：10J
・パル ス幅　　　　　 ‥0．4 ps　 ・集光強度 ：1018W／cm2
・プ ラズマ波加速電場 ：70GV／m　 ・最大加 速長 ：1．4cm
ポンプ
舞 ：芸 匝 パルス伸延押 生増幅器
主パルス圧縮器 ／〉マルチパス増幅器
■調
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ニ讐 器ll副′〈ル
図回
セレクター
凸　　　　 lGcV電
Q磁場入射
フォト
図回
電子
カソ
ガスバフ
ード　 岩 ンプ
子
（北川　米喜（大阪大学レーザー核融合研究センター）案）
図－Ⅴ－2－8　レーザービート波励起プラズマ波加速小型重量担達墨但全崖埜盛
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目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
・ビームエネルギー　1GeV
・ビーム強度　　　　1pC／bunch，10bunch／1aserpulse
・パンチ周波数　　　　f＝1013Hz
・ドライブビーム率　　f＝100Hz
・エミッタンス　　　　1mm・mrad
実現のための技術課題（詳細については、北川米喜「ビート波加速の基礎」　プラズマ核融合学
会誌　Vol．73（1997）1087　等参照）
・レーザー効率の向上
・光導波（レーザーの発散を抑え、レイリー長を大きく越える加速長を得る方法）の開発
・プラズマ波長に比べて十分短いパンチ長を持つ被加速ビームの開発
・プラズマ密度の精密な制御法の確立
③自己変調レーザー励起プラズマ波加速
加速原理
図－Ⅴ－2－9に示すように、大パワー長パルスレーザーのプラズマ中での相対論的横振動が
トリガーとなって、レーザー波形がプラズマ振動数で変調され、同時にプラズマ波が励起される。
この励起されたプラズマ波の電場で後行する電子ビームを加速する。（なお、被加速ビーム生成に
は、それを外部から入射する方法の他に、補助レーザーを用いプラズマ電子をビーム化する方法
がある。）
プラズマの密度揺動（プラズマ波）
被加速ビーム レーザ胃パルス
堅二旦二旦二旦」皇己変調レーザー励起プラズマ波加速の原理
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提案論文
N．E．Andreev et a1．，JETP Letters，55（1992）571．
Krall et a1．，Physical Review，E48（1993）2157．
研究機関
・高エネルギー加速器研究機構／大阪大学レーザー核融合研究センター／宇都宮大学／名古屋大
学プラズマ研究所（中止）
・RutherfordAppletonLaboratory（RAL）／UCLA／EcolePolyteclmique／ImperialCollege
・Naval Research Laboratory（NRL）
・University of Michigan
これまでの実験結果
・102electronsを18MeVまで加速（加速距離0．6mm：加速勾配～30GeV／Jn）
（K．Nakajimaet a1．，PhysicalReviewLetters，74（1995）4428・）
・44MeVまで加速（加速距離0．3mm：加速勾配～150GeV／m）、エミッタンス57［Jnm・mrad
（A．Modena et al．，Nature377（1995）806．）
自己変調レーザー励起プラズマ波加速小型電子加速器の提案　く研究開発段階Ⅲ）
提案されている小型加速器の全体構成を以下に示す。
（小方　厚（広島大学）案）
図－Ⅴ－2－10（a）自己変調レーザー励起プラヌヱ遽独連坐聖雲壬迦重畳金全崖握盛
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（加速部詳細図）
（小方　厚（広島大学）案）
－Ⅴ－2－10（b）自己変調レーザー励起プラズマ波加速小型蔓草旭連星鴫醜
目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
・ビームエネルギー　　0．5GeV
・ビーム強度　　　　10pC／bunch，10bunch／1aser pulse
・パンチ周波数　　　　f＝1014Hz
・レーザーパルス率　　f＝10Hz
・エミッタンス　　　　10mm・mrad
実現のための技術課題
・レーザー効率の向上
・光導波（レーザーの発散を抑え、レイリー長を大きく越える加速長を得る方法）の開発
・プラズマ波長に比べて十分短いパンチ長を持つ被加速ビームの開発
・ビームの質的量的信頼性（再現性）の確立（不安定性と独立などームトリガー技術の開発）
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3）逆チェレンコフレーザー加速
加速原理
図－Ⅴ－2－11．に示すように、数気圧のガスを充填した加速管内で、レーザーと（被加速）
電子ビームをチェレンコフ角（㊥。＝COS－1（1／nβ）；β＝V／C，nは屈折率）で交差させること
により、電子ビームを加速する。この方法の原理的な加速電場は数GV／m程度である。
堅二旦二呈二月＿」塾チエレンコフレーザー加速の原理
提案論文
K・Shimoda，“Proposal for an Electron Accelerator using anOptical Maser”，APPLIED
OPTICS，Vol．1，（1962）pp．33－35．
R・D・Romea，W．D．KimuraandL．C．Steinhauer，AIPConferenceProceedings3350fAdvanced
Accelerator Concept，Fontana，WI1994，pp．390－404
研究機関
・Brookhaven National Laboratory（BNL）
これまでの実験結果
・加速勾配：3．7MeV／0．12m＝31MeV／m（W．D．Kimuraetal．，PhysicalReviewLetters，74（1995）
546．）
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逆チエレンコフレーザー加速小型電子加速器の提案（研究開発段階Ⅱ）
提案されている小型加速器の全体構成を以下に示す。
（MLJlti－Stage］cALa＄erAcceleratorの詳細図）
CONcENTFucANNULAFtUISEFIEIEALJS
（R．D．Romea，W．D．KimuraandL．C．Steinhauer，　AIPConferenceProceedings3350fAdvanced
AcceleratorConcept，Fontana，WI1994，pp．390－404を参照）
図一Ⅴ一2－12．逆チェレンコフレーザー加速小型電子加速器の全体構成
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目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
・ビームエネルギー　　1GeV
・ビーム強度　　　　　～100pC／pulse
・エネルギーの拡がり　　く1％
・エミッタンス　　　　　1冗mm・mrad
実現のための技術課題
・レーザーパワーの使用効率（アキシコンは低効率）を上げる等
・レーザー波長に捕捉されるほどに短いパンチ長の入射ビームの生成と同期
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4）直交場加速
この加速方法は、電子を捕捉した電場の波（横波、縦波のいずれでも良い）の進行方向に直交
するように定常磁場をかけると、電子は波面を波乗りするように走行しながら、効率よく加速さ
れることを利用するものである。電場の波としては、電磁波（レーザー等）（横波）やプラズマ波
（縦波）があり、以下の二つに大別できる。
①　電子を捕捉する電場として、レーザー光の電場を利用するもの（横波型直交場加速）
②　電子を捕捉する電場として、レーザーパルスなどで励起させるプラズマ波を利用するもの
（縦波型直交場加速）
この加速方法の特徴は、a．波の電場の最大値付近に粒子がパンチされ安定に加速を受ける、
b・a．の理由（ビームが加速中にパンチされること）により、ビームエネルギーの拡がりが小
さくなる、C．空間的に2次元加速であるため、同じエネルギーを得るのに他のレーザー・プラ
ズマ加速方式より幾分小型になる、などが揚げられる。
①レーザー（横波型）直交場加速
加速原理
図－Ⅴ－2－13に示すように、低密度のプラズマ（このプラズマはビームの空間拡がりを抑制
する役割を果たす）中で、レーザー光の磁場成分方向に定常磁場をかけ、磁場中性点に電子を捕
獲させると、レーザー光の電場と磁場の相互作用により、捕獲された電子は磁場にもレーザー光
の進行方向とも直交する方向に加速される。原理的加速電場は磁場中性点（10〃m程度）では1
TV／m以上のものとなるが、電子が得るエネルギーは、電子がこの磁場中性点に拘束される時間に
よる。
ma帥劇cn飢血合Ipdnt
堅二里二旦＝」旦＿卓二ザー（横波型）直交場加速の原理
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提案論文
S．Takeuchi et al．IEEE Trans．Plasma Science，PS－15（1987）251．
N．Yugami，K．Kikuta and Y．Nishida，Physical ReviewLetters，76（1996）1635．
N．Kirihara，T．Senba，N．Yugami，andY．Nishida，NuclearInstr．AndMethodsinPhysics
Research，A（1998）410．
研究機関
・宇都宮大学
これまでの実験結果
・最大加速勾配：30keV／m（f＝2．45GHz，10kWの電磁波を使用）
レーザー（横波型）直交場加速小型電子加速器の提案（研究開発段階Ⅱ）
（平面的に見た図）
（加速部詳細：立面的に見た図）
（西田　靖（宇都宮大学）案）
図－Ⅴ－2－14レーザー（横波型）直交場加速小型電子迦連墨の全体星置箆盛
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目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
・ビームエネルギー　〉1GeV
・ビーム強度　　　　1－5pC／bunch／1aser pulse
・パンチ周波数　　　　f＝1013Hz
・レーザーパルス率　　f＝100Hz
・エミッタンス　　　　　ト5mm・mrad
実現のための技術課題
・コンパクトな強磁場（〉1Tesla）発生装置の開発
・レーザーの効率向上
・安定な光導波（直径1mm程度、10数cmに亘る直線上の導波）の実現
・安定な電子源：プラズマ波長程度あるいはそれ以下の長さのビームパンチの発生（これには、
プラズマカソードで対応可能と考えられる）
②プラズマ（縦波型）直交場加速
加速原理
図－Ⅴ－2－15に示すように、電子を捕捉したプラズマ波（縦波）の進行方向に直交するよう
に定常磁場をかけると、電子はプラズマ波面を波乗りするように走行し、磁場をかけない時より
も効率よく加速される。より具体的には、ビーム励起プラズマ波あるいはレーザー励起プラズマ
波を用いる加速の際に、プラズマ波の進行方向に垂直に磁場を加え、電子加速を効率的に行うこ
とができる。原理的加速電場は、プラズマ密度にも依存するが数10～100GV／mである。
（C）
堅二旦ー2－15　プラズマ（縦波型）直交場加速の原理
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提案論文
R．Sugihara andY．Midzuno，JournalofPhysical Society ofJapan，47（1979）1290・
T．Katsouleas andJ．M．Dawson，Physical ReviewLetters，51（1983）392．
Y．Nishida，Y．Yoshizumi andR．Sugihara，Physics Letters，105A（1984）300．
研究機関
・UCLA
・宇都宮大学
これまでの実験結果
・f＝2．45GHz，10kWの電磁波により、60keVの入射電子を63keVまで加速（加速勾配：26keV／m）
プラズマ（縦波型）直交場加速小型電子加速器の提案（研究開発段階Ⅱ）
ここでは、2）レーザー励起型プラズマ加速、①レーザー励起プラズマ航跡場加速器の第2案
に直交磁場を印加したものを示す。
（西田　靖（宇都宮大学）・小方　厚（広島大学）案）
図－Ⅴ－2－16（a）プラズマ（縦波型）直交場旭連坐聖呈王塾塾塾狸全崖農盛
－245－
（加速部詳細図）（加速部を立面的に見た図）
光導波用レーザー
加速用レーザー
（西田　靖案（宇都宮大学）・小方　厚（広島大学）案）
図－Ⅴ－2－16（b）．プラズマ（縦波型）直交場加速小型竜王旭連墨の加速産室
目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
・ビームエネルギー　1GeV
・ビーム強度　　　　ト5pC／bunch／1aser pulse
・パンチ周波数　　　　f＝1グ13Hz
・レーザーパルス率　　f＝100Hz
・エミッタンス　　　　　ト5mm・mrad
実現のための技術課題
・コンパクトな強磁場（〉1Tesla）発生装置の開発
・レーザーの効率向上
・安定な光導波（直径0．1mm程度、数10cmに亘る直線上の導波）の実現
・安定な電子源‥プラズマ波長程度あるいはそれ以下の長さのビームパンチの発生（これには、
プラズマカソードで対応可能と考えられる）
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5）その他
以上の提案の他に、一般的なRF加速とは異なる加速原理に基づく加速方法をいくつかまとめ
る。
①真空中での航跡場（ビーム航跡場／レーザー航跡場）加速
加速原理
A．リング状断面を持つ先行電子ビームがつくる航跡場をリングの毒削こ集中させ、この軸上を後行
する電子ビームを加速する（図－Ⅴ－2－17（a））。
AcCeIeratl叩Bunch
（High ErIergy＆Low CtJrreTlt）
図－Ⅴ－2－17（a）ビーム航跡場加速
B．内壁に誘電体を内貼りした金属管（図－Ⅴ－2－17（b））あるいはディスクロード構造を持
った金属管（図－Ⅴ－2－17（C））（いずれも遅波構造を持っている）内に、電子ビームにより
航跡場を励起し、後行する電子ビームを加速する。なお、レーザー波長域で損失のない誘電体を
使えば（例えばCO2レーザーとSi、Geの組み合わせ）レーザー励起も可能である。この場合、100kW
台のレーザー電力でGeV／m台の加速勾配が可能との計算がある。
PerfectConductor
図－Ⅴ－2－17（b）ビーム航跡場加速
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被加速ビーム　　　　　ドライ
図－Ⅴ－2－17（c）＿＿卓二二塁塾堕堤旭垂
提案論文
A．について
G・A・Voss and T．Weiland，DESY M－82－10，Apri11982．
B．について
誘電体あるいはディスクロード構造で電磁波の位相速度を光速以下にするという古典的なアイ
デアの変形
研究機関
A．について
・Stiftung Deutsches Elektronen－Synchrotoron（DESY）　（中止）
・CentreEuropeenpourlaRechercheNucleaire（CERN）（EuropeanLaboratoryforParticle
Physics）　（中止）
B．について
・ANL
これまでの実験結果
A．について
・50KeV／2cm＝2MeV／m　（W．Bialowons et a1．，CERN87－11（1987）298．）
B．について
・誘電体内貼り：100keV／0．5m＝200keV／m
（W．Gai et a1，，Physical Review Letters，61（1988）2756．）
・ディスクロード構造‥180－300keV／0．3m＝0．6－1Mev／m
（H．Higueroa et a1．，Physical ReviewLetters，60（1988）2144．）
技術課題
・B．のものについては、トランス比（ェネルギー利得はドライブビームの2倍以下）の制限が
あるが、1）ビーム励起型プラズマ加速の解決策と同じ手段が使える。なお、A．のものにつ
いては、このトランス比の制限はない。
・GeV／m程度を超える加速勾配を得ようとすると加速管が破壊する。（使い捨て加速管とするこ
とは可能である。）
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②2ビーム加速（TwoBeamAcceJerati°n；TBA）
加速原理
大電流電子ビームのアンジュレーションにより発生させた電磁波（自由電子レーザー）をもう
一つの加速管に導き、電子を加速する（図－Ⅴ－2－18）。
；芦．ふニッ、ランジニンづ・∴
図－Ⅴ－2－18　2ビーム加速の原理
提案論文
A．M．Sessler，AIP Conference Proceedings，91（1982）154．
研究機関
・CERN（R．Corsini，　AIPConf．Proc．　398（1997）126．ではこの方法で100MV／mの加
速勾配を得るものとしてCLIC（Compact LinearCollider）を設計している。）
・LawrenceBerkeleyNationalLaboTatOry（LBNL）
・高エネルギー加速器研究機構　（中止）
これまでの実験線果
・CERNにおける、大電流パンチビームから発生する電磁波を30GHz用の加速空洞に供給し加
速する実験では、90MV／mまで成功している。
技術課題
・自由電子レーザー関連の諸課題
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③逆スミス・バ胃セル加速
加速原理
回折格子をレーザーによりスミス・パーセル角で照射し、格子に励起された電界で、格子表面
近くを格子に垂直に進む電子を加速する（図－Ⅴ－2－19）。
図－Ⅴ－2－19　逆スミスりく－セル加速の厘理
提案論文
K．Mizuno et a1．，Nature253（1975）184．
研究機関
・東北大学電気通信研究所
④自動共鳴加速I（AutoresonanceAccelerationI）
加速原理
の－kvz＝n／γ（の＝kcは電磁波の周波数、Vzは電子の速度、Q＝eB／mc、Bは加
速方向の磁場の強さ、γは相対論因子）を満たす様に電磁波の周波数及び磁場の強さを選び、磁
場及び電磁波を加速方向にかけた状態で（被加速）電子ビームを入射すると、サイクロトロン運
動をしつつ電子ビームが加速される（図－Ⅴ－2－20）。
図－Ⅴ－2－20　自動共鳴加速Iの原理
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提案論文
V．Ya．Davidovskii，Sov．Phys．JETP，16（1963）629．
研究機関
・Yale University（理論）
これまでの実験結果
・150keV／1．5m＝100keV／m　　（S．Shpitalniketa1．，JournalofAppliedPhysics，70（1991）
1101．）
技術課題
・放射損失
・最近の現実的な条件を想定した計算では、1段あたりのエネルギーゲインは2MeV程度であり、
多段化が必要であるといわれている（C．WangandJ．L Hirshfield，Bull．APS，42（1997）
1937．）。
（9逆自由電子レーザー加速
加速原理
自由電子レーザー発振の場合と同様な装置配位で、（被加速）電子ビームをウィグラーにより蛇
行運動させ、かつ、蛇行運動の中心線上にレーザー光を電子が加速される位相で走らせることに
より電子ビームを加速する（図一Ⅴ－2－21）。なお、このとき、ウィグラー長は進行方向に順次
長くしてゆく。
Sapp血Ci陀ula∫
Guidc，2．8mⅡ）
…邑一8－
bvDiagn．
Fa5tEよCitalion
VariablcPCriodWigglCr
図－Ⅴ－2－21逆自由電子レーザー加速の厘理
研究機関
・BNL
これまでの実験結果
・1MeV／0．47m＝2MeV／m　　（A．vanSteenbergeneta1．，AIPConf．Proc．，398（1997）591・）
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（2）非高周波高勾配加速技術による陽子・重イオン加速
陽子や重イオンの加速については、その質量が大きいため、光速近くに加速する初期加速部が、
電子加速器に比べてかなり大がかりな装置が必要とされる。この調査において注目している陽子
あるいは重イオンビームのエネルギーは200MeV／核子程度であり、初期加速領域のエネルギーに
相当するものである。
高周波加速以外の加速原理として、加速しやすい（負電荷の）電子集団の中に（正電荷）の陽
子や重イオンを束縛し、電子集団を加速することにより電子とのクーロン相互作用で束縛された
陽子や重イオンを加速する電子リング加速などの「集団加速」が早くから提案されている。
また、近年の大強度レーザー技術の進展を背景として、これらの技術を使う加速方法が提案さ
れている。レーザー（後方ラマン散乱）励起型プラズマ加速（陽子）、レーザー衝撃波加速（重イ
オン）あるいは直交場加速（陽子・重イオン）がこれに相当する。なお、直交場の意味は電子の
場合と同様である。
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1）電子リング加速
加速原理
図－Ⅴ－2－22に示すように、リング状の電子群がリング内につくるポテンシャルに陽子・イ
オンを置き、電子リングを加速することにより、リング内のポテンシャルに捉えられた陽子・イ
オンを加速する。この方法では数10MV／mの加速電場が得られる。
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－Ⅴ－2－22　子リング加　の　理
提案論文
V．I．Veksler，Proceedings of theCERNSymposiumonHigh－EnergyAccelerators andPion
Physics，Geneva，1956，Vol．1，p．80．
G．I．Budker，Proceedings of the CERN Symposium on High－EnergyAccelerators andPion
Physics，Geneva，1956，Vol．1，p．68．
研究機関
・BI NP
・LBNL
・University of Maryland
・名古屋大学プラズマ研究所
・Max－Planck－Institut fur Plasmaphysik，Garcing
現在は、いずれの研究機関においても研究を中止している。
これまでの実験結果
・N145×1011ionsを4MeV／nucleonまで加速（加速距離：0．5m、加速勾配：8Mev／m）
（V．P．SarantsevandI．N．Ivanov，HighPowerBeams81，H．J．DoucetandJ．M．Buzzi，ed
Ecole Polytechnique Report，（Palaiseau，France）p691．）
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電子リング小型重イオン加速器の提案（研究開発段階Ⅳ）
提案されている小型加速器全体構成を以下に示す。
（川崎　温（埼玉大学）案）
邑二二箪＿二二呈ー23　電子リング小型重イオン加速器の全体構成
目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
・ビームエネルギー　　200MeV／n
・ビーム強度　　　　1011ions／pulse
・ビームパルス長　　　psecオーダー
・ビームの大きさ　　　かなり広がる
実現のための技術課題
・各種不安定性（resistive－Wall，negativemass，ionresonanceinstabilities）への対処
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2）レーザー励起型プラズマ加速
加速原理
図－Ⅴ－2－24に示すように、プラズマにレーザー光を入射すると、レーザー光が後方に散乱
されるとともにプラズマ波が生ずる現象（後方ラマン散乱）を利用するものである。この現象で
発生するプラズマ波の位相速度は、プラズマ密度の増加関数である。陽子ビームの軸に沿って密
度が増加するプラズマ（陽子ビームの入射地点でのプラズマ波位相速度と陽子ビームの速度を合
わせるように、入射地点でのプラズマ密度をとる）中にレーザーを入射し、位相速度が次第に増
加するプラズマ波をつくり、このプラズマ波のポテンシャルにより陽子ビームを加速する。この
方法では、種々の理由により、陽子では約150MeV程度のエネルギーを得るのが限界と考えられる。
加速電場は、理論上は100GV／mを超えるが、実質的に加速できる距離は田のオーダーである。
←－：l－：
後方散乱光
?????????
???
、??
プラズマ波
図－Ⅴ－2－24　レーザー励起型プラズマ加速の原理
提案論文
・A．Ogata andT．Katsouleas，〝protonAccelerationinPlasma Waves Produced by Backward
RamanScattering〝，8thWorkshoponAdvancedAcceleratorConcepts，Baltimore，Maryland，
1998，AIP Cof．Proc．472（1999）551－562．
研究機関
・広島大学
これまでの実験結果
なし
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レーザー励起型プラズマ加速小型陽子加速器の提案（研究開発段階I）
提案されている小型加速器の全体構成を以下に示す。
50cm
（小方　厚（広島大学）案）
図－Ⅴ一之ー25　レーザー励起型プラズマ加速小型農壬担重畳但全体捜塵
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目標とするビームエネルギー等
・ビームエネルギー　150MeV（陽子）
・ビーム強度　　　　1pC／pulse
・ビームパルス率　　　f＝10Hz
実現のための技術課題
・シミュレーションコードの開発（プラズマ波の電場強度やプラズマ波の減衰の推定）
・再現性良くラマン不安定性を引き起こす手法（補助レーザーの使用等）の検討
・所定の密度勾配を安定的に実現させる方法の開発
・発生させる密度勾配と陽子速度を同期させる方法の開発
3）レーザー衝撃波加速
加速原理
図－Ⅴ－2－26に示すように、短いパルスレーザーを（プラスチック等の）薄膜に照射すると、
レーザーの持っ運動量が薄膜のイオン化したプラズマの運動量に衝撃波（超音速音波）の形で変
換される。薄膜の裏側から吹き出したプラズマは、クーラン解で特徴づけられる希釈解（密度が
段々に下がる）を持つが、このプラズマに垂直方向に磁場を加えることにより衝撃波を磁気音波
（アルペン）衝撃波に変換する。このアルペン衝撃波の速度は、プラズマの密度が小さくなるに
したがい増大することから、これによりイオンを加速することができる。加速するイオンについ
ては、アルペン衝撃波が薄膜より吹き出したプラズマ中のイオンを自発的に拘束するものを使う
か、あるいは、発生したアルペン衝撃波の位置に合わせて外部より入射させる方法が考えられる。
なお、原理的な加速電場は、加える磁場の大きさに依存し、数Teslaの磁場を加えるものとすれ
ば、数100附／m程度となる。
イオン入射
図－Ⅴ－2－26　レーザー衝撃波加速の原理
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提案論文
・B．RauandT．Tajima，〝stronglyNonlinearMagnetosonicWavesandIonAcceleration”，Phys．
Plasmas5（1998）3575－3580．
研究機関
・University of Texas at Austin
・University of Michigan
・RAL
・LLNL
これまでの実験結果
・1．5MeVprotons　（U．Michigan，4J400fslOTWlaser，A．Maksimchuketa1．，Phys．Rev．Lett．
84（2000）4108．）
・30MeV protons（RAL，50TWlaser，K．Krushelnick et al．，Phys．Plasmas7（2000）2055．）
・55㍍eVprotons（LLNL，PWlaser，S．P．Hatchett et al．，Phys．Plasmas7（2000）2076．）
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レーザー衝撃波加速小型圭イオン加速器の提案（研究開発段階日
（この提案は1998年10月時点（最も早い時点）での提案であり、その後の実験的な研究の進
展によりいろいろな提案が検討されているものと思われる。）
????
（発生したアルペン衝撃波が自発的にプラスマ中のイオンを拘束することをイメージした）
約5m
田島　俊樹（テキサス大学　オーステイン校）案
図－Ⅴ－2－27レーザー衝撃波加速小型圭4む功臣速墨旦全体撞盛
目標とするビームエネルギー、ビーム強度
イオン源として
・ビームエネルギー
・ビーム強度
イオン加速器として
・ビームエネルギー
・ビーム強度
数MeV／n
lOlO～1011ions／pulse
～200MeV／n
lO8ions／pulse
実現のための技術課題
・原理実験による確認
・イオン捕捉の拙攻の吟味
・加速構造（アルペン衝撃波）とイオンの位相安定性の確認
・アルペン衝撃波の位相速度の増加の制御と安定性
・加速の上限、エミッタンス、粒子数等のビームパラメータの決定
・レーザー、薄膜材料、吹き出しプラズマ等のパラメータの最適化
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4）直交場加速
電子の場合と同様に、陽子・重イオンを捕捉した電場の波（横波、縦波のいずれでも良い）の
進行方向に直交するように定常磁場をかけると、陽子・重イオンは波面を波乗りするように走行
しながら、効率よく加速されることを利用するものである。電場の波としては、電磁波（レーザ
ー等）（横波）やプラズマ波（縦波）があり、以下の二つに大別できる。
①　陽子・重イオンを捕捉する電場として、レーザー光の電場を利用するもの（横波型直交場
加速）
②　陽子・重イオンを捕捉する電場として、レーザーパルスなどで励起させるプラズマ波を利
用するもの（縦波型直交場加速）
①レーザー（横波型）直交場加速
加速原理
電子の場合と同様な加速原理（図－Ⅴ－2－13参照）に基づくものである。原理的加速電場は、
電子の場合と同様に、スポット的には1TV／m以上のものとなるが、加速距離は短く（10〝m程度）
一段あたりでのエネルギー利得は数10MeVであり、それ以上のエネルギーを得るには多段化が必
要となる。図－Ⅴ－2－28に示すように、TEモードレーザービームを、いくつかの鏡を用いて
イオンビームとの交点に多段的に焦点を絞り、その焦点領域に電場と直交する定常磁場を印加す
ると、図に示す軌道に沿ってイオンが加速される。
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邑二旦二旦二塞しレーザー（横波型）直交場加速の原理
提案論文
・S・Takeuchi，K．Sakai，M．MatsumotoandR．Sugihara，IEEETrans．PlasmaSci．PS－15（1987）
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．K・Otuka，Y．Nishida andN．Yagami，Jpn．J．Appl．Phys．，33（1994）5933．
・Y・Nishida，弥生研究会　東京大学1998年3月19－20日
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研究機関
・宇都宮大学
これまでの実験結果
なし
レーザー（横波型）直交場加速小型重イオン加速器の提案（研究開発段階I）
提案されている小型加速器全体構成を以下に示す。
（西田　靖（宇都宮大学）案）
－Ⅴ－2－29（a）レーザー（波型）交場加　小型重イオン加　　の全　　成
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（加速部詳細図）
レーザービームダンプ
（西田　靖（宇都宮大学）案）
図－Ⅴ－2－29（b）レーザー（横波型）直交場加速小型星車に麺増塵の迦皇塾畳鰯
目標とするビームエネルギー、ビーム強度等
第1段階
・ビームエネルギー　　200MeV
・ビーム強度　　　　1ml
・エミッタンス　　　　10mm・mrad
・ビームパルス率　　　f＝100Hz
実現のための技術課題
・コンパクトな強磁場（〉1Tesla）発生装置の開発
・レーザーの効率向上
・RFQ（イオン源）とレーザー光の同期
・安定なイオン源：プラズマ波長程度あるいはそれ以下の長さのビームパンチの発生
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②プラズマ（縦波型）直交場加速
加速原理
（2）非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加速、2）レーザー励起型プラズマ
加速器において、（プラズマの密度勾配をなくして）プラズマ密度を、（レーザーの後方ラマン散
乱で発生する）プラズマ波の位相速度が入射陽子ビームの速度と等しくなるように選ぶ。このプ
ラズマに、入射ビームの方向と直交する定常磁場をかけた状態で、レーザーを入射させ（後方ラ
マン散乱による）プラズマ波を励起し、引き続いて陽子ビームを入射させ陽子をプラズマ波に捕
捉し、プラズマ波とも磁場とも直交する方向に加速する。理論上の加速電場はlGV／mを超えるも
のとなるが、陽子の得るエネルギーは、プラズマの幅に規定されるものとなる。
（C）
図－Ⅴ－2－30　プラズマ（波型）　　加　の　理
提案論文
A．Ogata and T．Katsouleas，Proc．1998AAC，tO be publishedin AIP Conf．Proc‥
研究機関
・広島大学
これまでの実験結果
なし
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プラズマ（縦波型）直交場加速小型陽子加速器の提案（研究開発段階I）
全体構成図は、図－Ⅴ－2－25に同じ。加速部詳細は下のようになる。
ガスジェット 加速部立面図
150cm
（小方　厚（広島大学）案）
堅二旦二星：＝旦L＿芝動感塵型）直交場加速小型陽子加速器の加速部詳細
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目標とするど胃ムエネルギー等
・ビームエネルギー　150MeV（陽子）
・ビーム強度　　　　1pC／pulse
・ビームパルス率　　　f＝10Hz
実現のための技術課題
・シミュレーションコードの開発（プラズマ波の電場強度やプラズマ波の減衰の推定）
・再現性良くラマン不安定性を引き起こす手法（補助レーザーの使用等）の検討
・幅の広いレーザービーム作成方法の開発
5）その他
以上の提案の他に、一般的なRF加速とは異なる加速原理に基づく加速方法をいくつかまとめ
る。
①自動共鳴加速Ⅱ（Aut°reSOnanceAccelerati°nⅡ）
加速原理
軸方向（加速方向）に磁場をかけた状態で電子ビームを入射させ、電磁波により電子ビームに
サイクロトロン波（lower－hybridDoppler－Shiftedcyclotronmode）を立て、この波に陽子・イ
オンを乗せて加速する（図－Ⅴ－2－32）。このサイクロトロン波の位相速度（V。）は、Ⅴ。＝V
z／［1＋eB／（γmCo））］（vzは電子の速度、のはサイクロトロン波を立てる電磁波の周波数、
eB／γmCはサイクロトロン周波数）で表される。軸方向にかける磁場の強さBは、陽子・イオ
ンの加速にあわせて変化させる。
ECT
BEAM
I＝＝＝コー・・・1ニー
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TH
図は淀を立てるための基礎実験を示すもので，陽子（イオン）源はない．
図－Ⅴ－2－32　自動共　加速Ⅱの加速原理
提案論文
W．E．Drummond and M．L Sloan，Physical Review Letters，31（1973）1234．
研究機関
・Austin Research Associate（実験）
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これまでの実験結果
・サイクロトロン波を観察し、加速勾配は10MeV／mと算出した。（E．Corneteta1．，Physical
Review Letters，46（1981）181．）（陽子加速には成功しないまま終了）
②ConvergingGuideAccelerati°n（CGAまたはSpace－ChargeWaveAccelerati°n）
加速原理
周波数のをもつ電磁波のもとで、速度vzの電子ビームに伴うslowspace－Chargewaveに陽子、
イオンを乗せて加速する（図－Ⅴ一2－33）。このspace－ChargeWaVeの位相速度（V。）は、V
p＝Vz／［1＋F（のp／の）］、（∽pはプラズマ周波数、Fは形状因子）で表される0図のようなテ
ーパー付き加速管でFを加速距離に伴い減少させ、陽子・イオンの加速とともに位相速度を増加
させる。
図－V－2－33ConvergingGuideAcceler麺嘘担速厘理
研究機関
・NRL（理論）
・Cornell University（実験）
これまでの実験結果
・SpaCe－Charge waveの位相速度として0．lc（光速の1／10）を計測（その後中止）
技術課題
・V。＜0．1Cとすること（陽子・イオンを加速するた桝こはspace－Chargewaveの位相速度を十
分遅くする必要がある）
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（3）小型（硬X線）放射光発生技術
放射光は、一般的には電子シンクロトロンにおける偏向部から放射される指向性の強い光（赤
外線～γ線までの非常に広いエネルギー領域の電磁波）を指しているが、これは電子ビームと磁
場との相互作用により放出される光子ビームである。シンクロトロンの周回軌道上に直線部を設
け、ここにウィグラーやアンジュレータなどの交代磁場を挿入（挿入光源）すると、単なるシン
クロトロン放射に比べてより高輝度の放射光が得られることは、Ⅱ－1．（4．物質・材料科学分
野の77頁）に示したとおりである。
エネルギーのやや高い（硬Ⅹ線）光子ビームを得る場合には、
A．電子ビームのエネルギーを（数GeV程度に）高くする
B．非常に強い（交代）磁場を用いて電子ビームにアンジュレーションを起こす
C．A．およびB．の両方を使う
ことが考えられる。電子ビームのエネルギーを高くするには現状では大型の電子シンクロトロン
が必要となり、全体装置の小型化には寄与しない。このため、電子ビームエネルギーは低いもの
を使うが、レーザーの強い磁場成分をアンジュレータとして用いる方法が提案されている。この
方法はミクロレベルで見ると、レーザーと電子ビームの逆コンプトン散乱である。
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1）レーザーアンジュレータ放射光発生
放射光発生原理
図－Ⅴ－2－34に示すように、電子ビームの進行方向と逆方向にレーザーパルスを当て、レー
ザー光の強い磁場により電子ビームにアンジュレーションを起こし（微視的にみると、レーザー・
コンプトン散乱あるいはレーザー・トムソン散乱）、エネルギーの高い放射光を発生させる。
－Ⅴ－2－34　レーザーアンジュレータ　射光　生　理
提案論文
R．H．Milburn，Physical Review Letters，10（1963）75
R・R．Arutyunianand V．A．Tumanian，Physical Review Letters，4（1963）176
E・Esarey，P．Sprageland and A．Ting，Nucl．Inst．Methods，A331（1993）545
Z・Huang and R．D．Ruth，“Laser－Electron Storage Ring”，Physical Review Letters，
80（1998）976
K・Nakajima，H．Nakanishi，A．Ogata，Z．F－Qingand帆Kumada，“Proposalofcompacthigh
brightnesslasersynchrotronlightsourceformedicaluse”tobepublishedinEPAC98，
Stockholm，Sweden，1998
K・Kumada，K．Nakajima，H．Nakanishi，A．Ogata and Z．F－Qing，“ConceptionalDesignof
Medical Laser SR”，Submitted to6thInt．Conf．On X－ray Lasers，Kyotp，1998
研究機関
・放射線医学総合研究所／高エネルギー加速器研究機構
・BNL
・S LAC
・LBNL
これまでの実験結果（原理実証実験）
・SLAC（V．Balakinet et a1．，PhysicalReviewLetters，74（1995）2479）
・LBNL（R．W．Schoenlein et a1．，Science274，（1996）236）
・電子技術総合研究所（http‥／／www．etl．go．jp／etl／1inac／j／memberS／Ohgaki／1cp．htm）
・A・Moon，藤田雅之et a1．，JJAP　36（1997）1446
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レーザーアンジュレータ小型放射光発生装置の提案（研究開発段階Ⅱ）
（第1案：Single－PassLaser放射光源）
CPAmodeJocked
Lasersystem
電子加速器諸元 レー ザー パラメー ター
ビー ムエネルギー 　 ：46．2MeV 波長　　　　　　　　 ：1〃m
ビー ムエネルギ一幅 ：0．1％ パルスエネルギー 　 ：2J／pulse
ビー ム強度　　　　　 ：1．6nC／bunchパルス幅ピー クパワー ：lTW
ビー ムパルス長　　 ：2ps
パンチ数　　　　　　 ：160
繰り返し周波数　　 ：100Hz
規格化エミッタンス　 ：1mm ・mrad
衝突部でのビー ム半径‥10〃m
スポット径　　　　　 ：10〝Ⅲ
（熊田　雅之（放射線医学総合研究所）案）
－V－2－35（a）レーザーアンジュレqタ（Sin Le－PassLaser）放　　　の全
目標とする光子エネルギー、光子ビーム強度
・光子エネルギー　　　33keV（Ⅹ線）
・光子数スペクトル幅　0．2％
・光子ビーム強度　　　2×1015photons／sec／15Tnradian
実現のための技術課題
・電子ビーム・レーザー衝突部のパラメーター設定
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（第2案：IntracavityLaser放射光源）：この案の場合、総重量10ton以下とすることは困難
Elec【rOnInJeC【Or
PumpLaser
］00WCWlaser
柚＝l叫m
電子 ビーム ・貯蔵 リング等諸元 レーザーパ ラメーター
加速器からの電子ビーム エネルギ一幅 ：0．2％ 波長　　　 ：10〃m
ビームエネルギー ：132MeV量子寿命　　 ：1 時間 パルスエネルギー ：2J／pulse
ビーム強度　　 ：1．2A 規格化 ピー クパ ワー ：lGW
ビームパル ス長 ：2ps エ ミッタンス　 ：0．4mm・mrad平均パワ 　ー ：10MW
パ ンチ数　　　 ：50
貯蔵リング関係
周長　　　　　　 ：10m
偏 向電磁石 曲率 ：1m
繰 り返 し周波数 ：100Hz
衝突部での
ビーム半径 ：30〝m
R FCavity
スポ ット径 ：100〃m
エネル ギー損失 ：28．5eVRF 周波数　　 ：1500Ⅶiz
ダンピングタイム ：155msRF 電圧　　　 ：126kV
（熊田　雅之（放射線医学総合研究所）案）
図－V－2－35（b）レqザーアンジュレータ（lntracavityLaser）放射光源の全体構成
目標とする光子エネルギー、光子ビーム強度等
・光子エネルギー　　33keV（最大磁場では330keV）（Ⅹ線）
・光子ビーム強度　　2×1015photons／sec
・光子数スペクトル幅　0．4％
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実現のための技術課題
・貯蔵リングの径が小さい（偏向電磁石の曲率半径が小さい）ことによる非線形効果とその取り
扱い
・電子ビーム・レーザー衝突部のパラメーター設定
・100hⅣ級スーパーキャビティーの開発（実証試験）
・波長10〃mのレーザー用のミラーの開発
・スーパーキャビティーの安定性の確保
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Ⅵ　先進小型加速器等の実用化予測及び
実用化後の想定される使用

Ⅵ　先進小型加速器等の実用化予測および実用化後の想定される使用
Ⅴ章において整理した先進加速技術等は、加速器や放射光装置のドラスティックな縮小化可能
性を有し、実用化されるとすると大きなメリットをもたらすと考えられるが、これらの研究開発
の大まかなタイムスパンを考える上では、その実用化時期を何らかの方法で予測することが必要
となる。
ある技術の実現時期を予測する最も一般的な方法として、その技術の専門家に対して技術の目
標値を示したもの（技術課題）を提示し、その実現時期を問うデルファイ法がある。デルファイ
法では、同一の技術課題の実現時期を複数回質問する（通常2回実施、2回目は1回目の結果を
示しつつ質問する）。科学技術庁および当研究所では、調査時点から30年後までを想定し科学技
術の全分野を対象としたデルファイ法による技術予測調査を、1971年より約5年毎に過去6回実
施してきている。（現在第7回を実施中）。この技術予測調査では、第1回（1971年実施）調査時
の技術課題およびその予測結果について、第5回調査時（1996年）に評価を実施し、第1回（1971
年実施）調査時に使用した技術課題のうち約1／3が実現され、約1／3が一部実現という結果を得
ている。なお、技術予測調査の技術課題は、対象とする技術の専門家（技術予測調査委員会の各
分科会委員）がその時点での分野の状況を踏まえつつ今後30年後までを想定して作成したもので
ある。上記の評価結果からすると、この種の技術予測はある程度の信頼性があり、研究開発の大
まかなスパンを考える上では十分参考になるものと考えられる。
本調査においては、Ⅴ章において整理した先進加速技術等に関して、その具体的な提案の中身
を示しつつその実現予測時期などを問うこととした（「ブレークスルー技術による小型加速器等に
関する開発予測調査」）。なお、この調査においては、詳細な技術内容を図などで示す（通常のデ
ルフアイでは文章表魂の技術課題のみ）こと、および過去のデルファイ法による調査での1回目
の回答と2回目の回答であまり大きな差がでないことから、1回のみの回答とした。この結果を
Ⅵ－1に示す。
また、研究開発を実施する上では、技術の実現時期の大まかな想定の他、その技術に対するユ
ーザー側のニーズを把握することやその技術が実現した場合にどのような使われ方が想定され、
どのような影響が考えられるかを事前に評価しておくことも重要である。Ⅲ章で述べた「加速器
ビームニーズ等に関する調査」（「ビームニーズ等調査」）においては、現在のビーム使用状況お
よび将来のビームニーズなどを問う他、Ⅵ－1で紹介する先進小型加速器等に関する実現予測時
期などの結果を照会しつつ、先進小型加速器等へのニーズを各研究者の研究へのメリットとして
質問をした。なお、「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査」（以後、「小
型加速器等開発予測調査」ともいう）においては、加速器研究者に対して、20～30年後の加速器
の状況および加速器開発方策に対する意見も聴取した。Ⅵ－2においては、加速器ビームユーザ
ーの先進加速器等へのニーズや、先進加速器等が実用化されるとした場合に想定される使い方や
影響などを示す。
なお、Ⅴ章で示した先進小型加速器等については、今後の研究開発投資により実現時期が予測
時期より早まるものもあると考えられる。
Ⅵ－1先進小型加速器等の開発予測調査およびその結果
Ⅴ章において整理した先進小型加速器等は以下のものであった。
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○高周波極限加速技術によるもの
i　高周波加速小型電子加速器（高周波極限（Wバンド）加速小型電子加速器）
迫　高周波加速小型陽子・重イオン加速器
（＊Ⅴ章においては、これらの2つ小型加速器について具体的な提案を示しているが、これは、
「小型加速器等開発予測調査」実施後に寄せられたものであり、この調査時点では具体的な提案
としてはまとめていない。）
○非高周波高勾配加速技術
嵐　非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器
通－A　ビーム励起型プラズマ加速器（研究開発段階Ⅲ）
山一B　レーザー励起型プラズマ加速器（研究開発段階Ⅲ）
玩－C　逆チェレンコフレーザー加速器（研究開発段階Ⅲ）
邑－D　直交場加速器（研究開発段階Ⅱ）
料　非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加速器
料－A　電子リング加速器（陽子・重イオン）（研究開発段階Ⅳ）
料－B　レーザー励起型プラズマ加速器（陽子）（研究開発段階I）
料－C　レーザー衝撃波加速器（重イオン）（研究開発段階I）
料－D　直交場加速器（陽子・重イオン）（研究開発段階I）
○放射光源の大幅な小型化技術によるもの
Ⅴ　放射光発生装置
Ⅴ－A　レーザーアンジュレータ放射光発生装置（研究開発段階Ⅲ）ノ
実用化時期の予測はアンケートによる調査（「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する
開発予測調査」；平成10年11月～平成11年1月実施）とし、加速器研究者（約450名）を対象
として意見を聴取した。この調査では、これらの先進小型加速器等の具体的な提案を紹介しつつ、
「その実用化の可否」、「実用化時期」のほか、「20～30年後の加速器の将来像」、「加速器の開発
方策」についての意見も聴取した。なお、繰り返しとなるが、小型加速器等の目安としては、以
下の規模、重量、性能のものとした。
加速器等の大きさ
加速器等の全重量
ビームエネルギー
電子エネルギー
陽子・重イオンエネルギー
放射光子エネルギー
小型加速器等の目安
おおよそ縦5mX横5mX高さ3mの区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
おおよそ10ton程度
1GeV程度
200MeV／n程度
30～100keV程度
上記のアンケート調査の発送、回答の状況は以下のとおりであった。
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ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査
1．調査時期　平成10年11月9日～平成11年1月16日
2．調査対象者加速器同好会およびビーム物理研究会会員など
3．調査票発送
3－1．総発送数　　　　　　　　　465
3－2．宛先人不在等での返却数　13
3－3．有効発送数
4．回答
4－1．総回答数
4－2．有効回答数
452
102（総回答率：22．6％）
90（有効回答率：19．9％）
以下、調査結果の概要を示す（詳細については、調査資料－61「ブレークスルー技術による小
型加速器等に関する開発予測調査結果（1999年5月、科学技術政策研究所）」参照）。
1小型加速器等の実用化の可否および実用化予測時期結果
上記の開発予測調査における小型加速器等の実用化の可否及び実用化予測時期に関する問いは、
以下のとおりである。
（小型加速器等i～Ⅴの実用化等について）
QX．小型加速器等i～Ⅴについてお聞きします。
（実用化の可否等）
SQX－1．坐聖迦達墨笠土工＿竺＿聖塞坦化について、直な豊里ご直見蛙も2上も遁吐出聖二2重五三
塑＆雲上＿だ呈よしなお、7．その他につきましては、具体的に記入してください。
1．継続した研究を実施すれば、それほどの困難はなく実用化する（または、「実用化する
ものがある」）。
2．実用化するには（または、「実用化すると思われるものがあるが、そのためには」）大き
な課題を解決する研究開発を重ねる必要がある。
3．現時点では（または、「いずれについても現時点では」）実用化するか否かは判断できな
い。それを判断する研究が必要である。
4．現時点で予見できない何らかの技術進歩がない限り実用化はしない（実用化の可能性は
低い）。
5．実用化はしない（「または、いずれも実用化はしない」）。
6．わからない
7．その他（
（前間SQX－1．で実用化する（1．あるいは2．）と回答された方以外は、Q（Ⅹ＋1）．へ）
（実用化時期）
SQX－2．塞道化土星壁週はどれくらいと考えられるでしょうか。迭当主る＿魁型聖重畳を五三塑左
でください。
3．10～15年　　4．15～20年　　5．20～25年
（1）高周波加速小型電子加速器（Q2．）
W バ ン ド等 の高周波 を使用 し、 1 GV／血程度 の加 速電場 をもつ小型電子加速器
加速器の 目安
加速器等の大き さ おおよそ縦 5 m X 横 5 m X 高 さ3 m の区域 内に
加 速器全体 の構成装置が納まるもの
加速器等の全重量 おおよそ 10 ton 程度
電子エネル ギー 1 GeV 程度
実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
－Ⅵ－1－1　　波加　小型　子加　　　用化の可　に　　る意　など
全回答数 回答数 （％） 調査票上の選択意見 （最も近い意見を一つ選ぶ）
8 5
9 （11％） 1 ．継続した研究を実施すれば、それほどの困難はなく
実用化する。
25 （29％） 2 ．実用化するには大きな課題を解決する研究開発を重
ねる必要がある。
28 （33％） 3 ．現時点では実用化するか否かは判断できない。それ
を判断する研究が必要である。
11 （13％） 4 ．現時点で予見できない何 らかの技術進歩がない限 り
実用化はしない （実用化の可能性は低い）。
0 （0％） 5 ．実用化はしない。
10 （12％） 6 ．わからない
2 （2％） 7 ．その他
2）実用化時期予測結果：（中間点による）実用化予測時期：2012年頃
??????????????????
1．5年以内　　2．5・－10年　3．10－15年　4．t5－20年　5．20－25年　6．25－30年　7．30年以上
塁二聖二1二1－毒見遽迦　小型電子加　　の　用化予　　分
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（2）高周波加速小型陽子・圭イオン加速器（Q3．）
これまでよりも1桁程度高い電場を用いる高周波加速小型陽子 ・重イオン加速器
加速器の目安
加速器等の大きさ　　　　　　　　　 おおよそ縦 5 m X 横 5 m X 高さ3 m の区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
加速器等の全重量　　　　　　　　　 おおよそ 10 ton程度
陽子 ・重イオンエネルギ 　ー　　　　 200 MeV／n 程度
実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
－Ⅵ－1－2　　波加　小　　・重イオン加　器　用化の可　に　　る　　など
全回答数 回答数 （％） 調査票上の選択意見 （最も近い意見を一つ選ぶ）
8 3
2 （2％） 1 ．継続 した研究を実施すれば、それほどの困難はなく
実用化する。
25 （30％）2 ．実用化するには大きな課題を解決する研究開発を重
ねる必要がある。
27 （33％）3 ．現時点では実用化するか否かは判断できない。それ
を判断する研究が必要である。
16 （19％）4 ．現時点で予見できない何らかの技術進歩がない限り
実用化はしない （実用化の可能性は低い）。
2 （2％） 5 ．実用化はしない。
11 （13％） 6 ．わからない
0 （0％） 7 ．その他
2）実用化時期予測結果：（中間点による）実用化予測時期：2013年頃
????????????????????????????????? ??????????????
1．5年以内　　2．5－10年　　3．10－15年　4．15－20年　5．20－25年　6．25・－30年　7．30年以上
図－Ⅵ胃1－2　　波加速小型　子・重イオン加速　の　用化予　時　分
－279－
（3）非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器（Q4．）
通 Aー　 ビー ム励 起型 プ ラズマ加 速器 （研 究 開発 段 階 Ⅲ） ・・・229～230 頁参照
通十B　 レー ザ ー励起 型 プ ラズマ加 速 器 （研 究 開発 段 階 Ⅲ） ・・・231～238 頁参照
嵐－｛　 逆チ エ レン コフ レー ザー加 速器 （研 究 開発 段 階 Ⅲ） ・・・239～241 頁参照
嵐」） 直交場 加 速 器 （研 究 開発段 階 Ⅱ）　 ・・・ ‥ ・ ・・・・ ・・242～246 頁参 照
1）上記4種類の小型加速器実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
表－Ⅵ－1－3　上記4　　の小型加速器実用化の可否に関する意　など
全回答数 回答数 （％） 調査票上の選択意見 （最も近い意見を一つ選ぶ）
79
6 （8％） 1 ．継続 した研究を実施すれば、それほどの困難はなく実
用化するものがある。
26 （33％） 2 ．実用化すると思われるものがあるが、そのためには大
きな課題を解決する研究開発を重ねる必要がある。
29 （37％） 3 ．いずれについても現時点では実用化するか否かは判断
できない。それを判断する研究が必要である。
10 （13％） 4 ．現時点で予見できない何らかの技術進歩がない限 り実
用化はしない （実用化の可能性は低い）。
1 （1％） 5 ．いずれも実用化はしない。
6 （8％） 6 ．わからない
1 （1％） 7 ．その他
2）実用化時期予測結果
①ビーム励起型プラズマ加速器（中間点による）実用化予測時期：2013年頃
?????????????????????????????
堅二廼二1二a＿卓二二皐励起型プラズマ加速器（小型電子加速器）の実用化予測時期分布
－280－
②レーザー励起型プラズマ加速器（中間点による）実用化予測時期：2014年頃
?????????????????????????????
1．5年以内　　2．5－10年　3．1〇・一15年　4．15・－20年　5．20・－25年　6．25－30年　7．30年以上
図－Ⅵ－1－4　レーザー励　型プラズマ加　器（小型　子加速　の　用化予
③逆チェレンコフレーザー加速器（小型電子加速器）
サンプル数過小で実用化予測時期算定不能
表－Ⅵ－1－4　逆チェレンコフレーザー加速器実用化予測時期分布
全回答数 回答数 実用化予測時期
7
0 1 ．　 5 年以 内
0 2 ． 5 ～10 年
3 3 ．10～15 年
1 4 ．15～20 年
2 5 ．20～25 年
0 6 ．25～30 年
1 7 ．30 年以上
④直交場加速器（小型電子加速器）
サンプル数過小で実用化予測時期算定不能
表－Ⅵ－1－5　交　加速器実用化予　時　分
全回答数 回答数 実用化予測時期
12
0 1 ．　 5 年以内
0 2 ． 5 ～10 年
5 3 ．10～15 年
4 4 ．15～20 年
0 5 ．20～25 年
2 6ノ　25～30 年
1 7 ．30 年以上
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（4）非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加速器（Q6．）
わ Aー 電 子 リン グ加 速 器 （陽子 ・重 イオ ン） （研 究 開発 段 階 Ⅱ）‥ 253～254 貢 参照
料－B レー ザー励 起 型 プ ラズマ 加 速器 （陽子 ） （研 究 開発 段 階 I ）・・255～257 貢 参照
料－C レー ザー衝 撃 波 加速 器 （重 イ オ ン） （研究 開発段 階 I ）‥ ・・257～259 頁 参照
料 Dー 直 交 場加速 器 （陽子 ・重 イ オ ン） （研 究 開発 段 階 I ） ‥ ・・260～265 貢 参照
1）上記4種類の小型加速器実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
表－Ⅶ－1－6　上記4種類の小型加速器実用化の可否に関する意見など
全回答数 回答数 （％） 調査票上の選択意見 （最も近い意見を一つ選ぶ）
78
4 （5％） 1 ．継続 した研究を実施すれば、それほどの困難はなく実
用化するものがある。
12 （15％） 2 ．実用化すると思われるものがあるが、そのた桝 こは大
きな課題を解決する研究開発を重ねる必要がある。
39 （50％） 3 ．いずれについても現時点では実用化するか否かは判断
できない。それを判断する研究が必要である。
15 （19％） 4 ．現時点で予見できない何らかの技術進歩がない限 り実
用化はしない （実用化の可能性は低い）。
2 （3％） 5 ．いずれも実用化は しない。
6 （8％） 6 ．わからない
0 （0％） 7 ．その他
2）実用化時期予測結果
①電子リング加速器（小型陽子・重イオン加速器）
サンプル数過小で実用化予測時期算定不能
墨二甥二二1－7　電子リング加速器実用化予測時期分布
全回答数 回答数 実用化予測時期
9
0 1 ．　 5 年以内
3 2 ． 5 ～10 年
1 3 ．10～15 年
2 4 ．15～20 年
0 5 ．20～25 年
1 6 ．25～30 年
2 7 ．30 年以上
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②レーザー励起型プラズマ加速器（小型陽子加速器）
サンプル数過小で実用化予測時期算定不能
墨二週二1二塁」とーザー励起型プラズマ加速器加速器実用化予測時期分
全回答数 回答数 実用化 予測時期
12
0 1 ．　 5 年以内
0 2 ． 5 ～10 年
2 3 ．10～15 年
6 4 ．15～20 年
1 5 ．20～25 年
1 6 ．25～30 年
2 7 ．30 年以上
③レーザー衝撃波加速器（小型陽子・圭イオン加速器）
サンプル数過小で実用化予測時期算定不能
表二遡二1二塁＿レーザー衝撃波加速器加速器実用化予測時期分
全回答数 回答数 実用化予測時期
7
0 1 ．　 5 年以内
1 2 ． 5 ～10 年
1 3 ．10～15 年
3 4 ．15～20 年
1 5 ．20～25 年
0 6 ．25～30 年
1 7 ．30 年以上
④直交場加速器（小型陽子・圭イオン加速器）
サンプル数過小で実用化予測時期算定不能
墨二遡二1二」旦＿＿直交場加速器加速器加速器実用化予測時期分
全 回 答数 回答 数 実用 化 予測 時 期
7
0 1 ．　 5 年 以 内
1 2 ． 5 ～ 10 年
0 3 ． 10～ 15 年
4 4 ． 15～20 年
0 5 ．20～ 25 年
0 6 ．25～ 30 年
2 7 ．30 年 以上
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（5）小型放射光発生装置（Q8．）
V胃Aレーザーアンジュレータ放射光発生装置（研究開発段階Ⅱ）‥・268～271頁参照
1）実用化の可否に関する加速器研究者の意見など
－Ⅵ－1－11レーザーアンジュレータ放射光発生　　実用化の可　に関する意見など
全回答数 回答数 （％） 調査票上の選択意見 （最も近い意見を一つ選ぶ）
75
16 （21％） 1 ．継続 した研究を実施すれば、それほどの困難はなく
実用化する。
17 （23％） 2 ．実用化するには大きな課題を解決する研究開発を重
ねる必要がある。
22 （29％） 3 ．現時点では実用化するか否かは判断できない。それ
を判断する研究が必要である。
8 （11％） 4 ．現時点で予見できない何 らかの技術進歩がない限 り
実用化はしない （実用化の可能性は低い）。
0 （0％） 5 ．実用化はしない。
11 （15％）6 ．わからない
1 （1％） 7 ．その他
2）実用化時期予測結果：（中間点による）実用化予測時期：2∝旭年頃
?????????????????
1．5年以内　　2＿5－10年　3．10－15年　4．15－20年　5．20－25年　6．25－30年　7．30年以上
堕二軍二1二Lセ二二堕二一アンジュレータ放射光発生装置の実用化予測時期分布
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2　実用化予測時期の総括および研究開発の段階
以上の予測時期の結果をまとめると、下表のとおりとなる。
－Ⅵ－1－12　ブレークスルー　術による小型加　　　の　用化予
小型加速器等 実用化予測時期
i　 高周波加速小型電子加速器 2012 年頃
通　 高周波加速小型陽子 ・重イオン加速器 2013 年頃
嵐　 非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器
2013 年頃誠一A　 ビーム励起型プラズマ加速器
邑－B　 レーザー励起型プラズマ加速器 2014 年頃
邑－C　逆チェレンコフレーザー加速器 回答数不足
嵐－D　直交場加速器 回答数不足
料　 非高周波高勾配加速技術による小型陽子 ・重イオン加速器
回答数不足料－A　電子 リング加速器 （陽子 ・重イオン）
料－B　 レーザー励起型プラズマ加速器 （陽子） 回答数不足
料－C　 レーザー衝撃波加速器 （重イオン） 回答数不足
料－D　直交場加速器 （陽子 ・重イオン） 回答数不足
Ⅴ　 放射光発生装置
2008 年頃Ⅴ－A　 レーザーアンジュレータ放射光発生装置
また、この結果を総括すると、以下のようにまとめられる。
○ブレークスルー加速技術を用いて提案されている小型加速器が実用化すると予測される時期は（予
測時期が算定できるほど回答のあったもので）2010年代始め頃である。
○　レーザーアンジュレーター放射光装置については、実用化予測時期は、2008年頃で比較的早い実
現時期となっている。
○陽子・重イオンの新しい加速技術については、（回答者そのものが少ないことから）あまり研究が行
われていないものと考えられ、可能性を追求する研究開発が必要である。
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次に、抽出した先進加速技術に基づく小型加速器等について、現時点での研究開発状況から、
研究段階にあるものと、実証機をめざす開発段階に進めるものを分類すると以下のようになった。
表－Ⅵ－1－13　先進小型加速器等に研究・開発段階分類
先進小型加速器等 段階分類
i 高周波加速小型電子加速器 研究段階
（高周波極限電子加速 （W バ ン ド電子 ・原理実証がな されていないため、原理実証を
加速）技術による） めざす基礎的な研究が必要
正　 高周波加速小型陽子 ・重イオン加速器 開発段階
（高周波極小陽子 （重イオン）シンク叫ロン ・基本的には、シンクロ トロン技術について限
技術な どによる） 界 に挑戦す るもので、外挿 が可能 （ロシアの研
究所では、実際にモデル機 を製作 した）
邑　 非高周波高勾配加速技術による小型 研究段階 （左記全て）
電子加速器 ・開発 に進むための原理実証デー タが不十分で
山一A　 ビーム励起型 プラズマ加速器 あ り、原理実証 をめざす基礎的な研究が更 に必
通－B　 レーザー励起型 プラズマ加速器
邑－C　逆チェ レンコフ レーザー加速器
邑－D　 直交場加速器
要。
料　 非高周波 高勾配加速技術による小型 研究段階にあるもの
陽子 ・重イオ ン加速器 料－B レーダ 励ー起型プラグマ加速器
料－A　 電子 リング加速器 （陽子 ・重イオン） 料－D 直交場加速器
料－B　 レーダ 励ー起型プラスやマ加速器 （陽子） については研究段階
料－C　 レーザー衝撃波加速器 （重 イオン） ・原理実証がな されていないため、原理実証を
料－D　 直交場加速器 （陽子 ・重イオ ン） めざす基礎的な研究が必要
開発段階にあるもの
料－A 電子 リング加速器
料－C レーザー衝撃波加速器 （但 しイオン源 とし
ての利用）
については開発段階
・電子 リング加速器 については、ロシアでの実
績あ り
・レーザー衝撃 によるイオン飛び 出しについて
は、昨年 、世界の 3 研 究機 関で実証 された
Ⅴ　 小型放射光発生装置 開発段階
レーダ アーンジュレータ放射光発生装置 ・構成す る機器 そのものについては、良く理解
され ているもので、それの延長線上で限界 に挑
みつつ実現 をめざす
3　他の予測調査結果との比較
当研究所においては、科学技術の発展動向を長期的な視点から把握するため、科学技術の全分
野に関する技術課題について、5年毎に予測調査を実施してきているが、その中で小型加速器に
関する課題も取り上げている。
第5回技術予測調査（1991年時点：NISTEPREPORTNo．25（1992年11月））および最近の第6
回技術予測調査（1996年時点：NISTEPREPORTNo．52（1997年6月））の中から関連する技術課題
を抜き出し、今般の予測調査結果と比較すると以下のようにまとめられる。
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高周波加速（小型電子加速器）について
表二班二1二建一高周波加速（小型電子加速器）の実用化予測時期比較
予　 測　 調　 査　 お　 よ　 び　 予　 測　 課　 題 実用化予測時期
第5 回技術予測調査　　　　　 （1991年時点）
2010年頃0 1GV／m程度の高周波加速が実用化される
第6 回技術予測調査　　　　　 （1996年時点）
－（該当課題なし）
今般の予測加速器等開発予測調査 （1999年時点）
2012 年頃0 1GV／m程度の加速勾配の高周波加速による小型電子加速器の実用
化時期
小型加速器等の目安
加速器等の大きさ　 ：おおよそ縦5 m X 横5 m X 高さ3m の区域内に
全体の構成装置が納まるもの
加速器等の全重量　 ：おおよそ 10 ton程度
電子エネルギ 　ー　 ：1 GeV程度
プラズマ加速器について
表ーⅥ－1－15　プラズマ加速器の実用化予測時期比較
予　 測　 調　 査　 お　 よ　 び　 予　 測　 課　 題 実用化予測時期
第5 回技術予測調査　　　　　 （1991年時点）
2012 年頃○プラズマ波を利用した超小型加速器が実用化される
第6 回技術予測調査　　　　　 （1996年時点）
－（該当課題なし）
今般の予測加速器等開発予測調査 （1999年時点）
2013・－2014 年頃○ビー ム励起型 ・レー ザー励起型プラズマ加速器 （小型電子加速器）
の実用化時期
小型加速器等の目安
加速器等の大きさ　 ：おおよそ縦5m X横 5m X 高さ3 m の区域内に
全体の構成装置が納まるもの
加速器等の全重量　 ：おおよそ10 ton程度
電子エネルギ 　ー　 ：1 GeV程度
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小型陽子・重イオン加速器について
－Ⅵ－1－16　小型　子・重イオン加速器の　用化・　　比
予　 測　 調　 査　 お　 よ　 び　 予　 測　 課　 題 実用化予測時期
第5 回技術予測調査　　　　　 （1991年時点）
2003 年頃
2004 年頃
○深部がん治療及び診断用の超小型陽子及び重イオン加速器が普及
する
○エネルギー200MeV で直径 5 m 以内の超小型医療用加速器が実用化
される
第 6 回技術予測調査　　　　　 （1996 年時点）
2009 年頃○エネルギー200MeV で直径 5 m 以内の超小型医療用加速器が実用化
される
今般の予測加速器等開発予測調査 （1999 年時点）
2013 年頃○高周波加速による小型陽子 ・重イオン加速器の実用化時期
小型加速器等の目安
加速器等の大きさ　 ：おおよそ縦 5 m X 横 5 m X 高さ3 m の区域内に
全体の構成装置が納まるもの
加速器等の全重量　　 ＝おおよそ 10 ton 程度
陽子 ・重イオン
エネルギ 　ー　 ：200MeV／n 程度
以上の結果を見ると、電子の高周波加速による高勾配加速（あるいは小型電子加速器）および
プラズマ加速器については、1991年時点での予測結果と1～2年程度の差であるのに対して、（高
周波加速による）小型陽子・重イオン加速器については約10年の遅れが見える。
すなわち、医療用の高周波加速小型陽子・重イオン加速器の実用化時期については、いくつか
の予測結果を見ると調査する度に遅れていることから、あまり研究が進んではいないものと考え
られる。
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Ⅵ－2　先進小型加速器等へのニーズと実用化後に想定される使用、種々の利点
ここでは、Ⅴ－2で述べた先進小型加速器等に対する（主として）加速器ビームユーザーから
のニーズ、それらが実用化された場合に想定される使用とそれがもたらす種々の利点について、
ビームニーズ等調査により得られた結果などを基に整理する。
なお、ビームニーズ等調査結果の詳細については、「調査資料－76ビームニーズ等に関する調
査結果　2000年12月、科学技術政策研究所」に示している。
1先進小型加速器等へのニーズ
ビームニーズ等調査（Q4）においては、先進小型加速器等の各々に対して、回答者が自身の
研究にメリットを感じるか否かを質問したが、その結果は、以下の図－Ⅵ－2－1に示すとおり
であった。
人数
1∝I
．I
的
70
60
?????????????
1
高周波加速
小型種子
加速器
2
高周波加速
小型陽子・量イオン
加速器
3
非高周波加速
小型電子
加速器
4
非高周波加速
小型陽子・王イオン
加速器
堅ーⅥ胃2－1先進小型加速器等へのニーズ（自身の研究l⊇り功重塵宣壷匪塾畳塾2
すなわち、先進小型加速器等に自身の研究上メリットを感じると回答した者（205名：上図で
は重複のため290名）は、全回答者（553名）のうち約37％に当たっている。Ⅲ章において述べた
ように、ビームニーズ等調査の回答者の所属組織別分布は、ほとんど偏りのないものであり、日
本全体の加速器ビームユーザーの意見を代表しているものと考えられることより、この結果は、
先進小型加速器等に関する開発ニーズが極めて高いものであることを示しているといえる。
具体的なメリットを整理して挙げてみると、表－Ⅵ－2－1に示すものとなっている（詳細に
ついては、科学技術政策研究所　調査資料－76参照）。
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表－Ⅵ－2－1先進小型加速器等の実用化によるメリット
メリット
高周波極限（Wバンド）加速小型電子加速器（高周波加速小型電子加速器）
・小型化による加速器建屋建設コスト、放射線遮蔽コストが低減する。
・各地方大学や民間研究所等、小規模な大学・研究機関に導入でき、多様なビーム利用が展開
できる。
・学生の教育、特に学部3年生～4年生の間に加速器を使用した実験をでき、将来の研究者を
育てることにつながる。
・個人や1研究室レベルで加速器を維持・管理でき、実験室レベルでの使用が可能となり、研
究の機動性が増す
・小型ならば省スペースが可能であり、各研究者の独特の発想を生かした周辺設備の構築が可
能となる。
・複合ビームを利用した研究においては、限られたスペースに多くの複合ビーム源を置くこと
が重要であり、小型加速器のメリットは大きい。
・直接的には、ビームテスト、耐放射線テストなどが気軽に行え測定器等の設計に役立つ。
・小型の電子、陽子加速器、放射光発生装置が実用化できれば企業の研究所レベルで多様な研
究が可能となるばかりではなく、工場や病院等で産業レベルの利用が可能となり、社会的貢
献度が大きい。
・小型で安価なHigh Energy加速器ができれば産業応用等も拡大できると思われる。
・加速器ビーム物理、ビーム加速の研究対象として研究意欲を起こさせるメリットがある。
・これらの開発は、同時に素粒子物理学研究用大型超高エネルギー加速器開発へのブレークス
ルーをもたらす。
超小型陽子シンクロトロン（高周波極限加速小型陽子・圭イオン加速器）
（上の高周波極限（Wバンド）加速小型電子加速器（高周波加速小型電子加速器）でのメリットの他）
・小、中規模の不安定核ビーム利用（医学・工学）を広げられる（ビーム強度をせめて10～100
〃Aにする必要があるが）。
・陽子加速器の小型化により、国内10ヶ所以上にミュオンビームを発生できる施設できれば、
ミュオンの利用が広がることが期待できる。（ただし、パイ中間子、ミュオンが十分な量発生
できるようにビームエネルギーは500MeV程度、陽子ビーム強度は100〝A程度あることが望ま
しい）
・現在の陽子加速器において標準である前段の線型加速器を小型化することにより全体のコス
トを下げることができる。
・生物実験専用として使えれば研究効率が大巾に上昇すると考えられる。
・陽子・重粒子加速器を小型にできるならば、治療・診断ビーム発生器として現実的な規模と
なり、病院併設がより容易になる。
・陽子や重粒子による治療費の大幅低減に寄与する。
・超小型陽子加速器により固体ターゲット照射が可能になり、病院施設等においても固体ター
ゲットによりラジオアイソトープの製造が可能となる。
・ターゲットのモックアップ、ビーム物理の測定等大型加速器開発への一助ともなる。
非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器
（高周波極限－（Wバンド）加速小型電子加速器（高周波加速小型電子加速器）に同じ）
（次貢に続く）
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－Ⅵ－2－1先進小　加速器　の　用化によるメリット
メリット
非高周波高勾配加速技術による小型陽子・圭イオン加速器
（超小型陽子シンクロトロン（高周波極限加速小型陽子・重イオン加速器）に同じ）
レーザーアンジュレータ放射光発生装置
・運営が楽になれば各大学で所有できる。特に真空紫外、軟X線の利用の多くは、単に光源とし
ての利用であるため簡単に利用できれば、利用価値も高くなる。
・小型放射光の場合、現状では10keV以上の高エネルギーⅩ線を得ることが不可能である。もし、
ハードⅩ線が小型放射光装置で実現できれば大きなブレイクスルーを生む。
・現在短時間しか使用できない放射光が実験室に近い形で利用できれば、ビームタイムが多く
必要な実験が可能となる。
・安くなれば、今まで敬遠していた人も含め、広く使われるようになる。元々、巨大な施設の
ため尻込みをしている方が多い。
・現在放射光は共用性が高いが小型化することにより単独の目的に放射光をシステムの一部と
して利用することができる。それにより放射光を組み込んだ高度のシステムを作ることがで
きる。
・全国に多数配置されることになれば放射光の利用者も増え、量の拡大は質の変化をもたらす
と考える。
・産業用としてより使いやすい。
・放射光の強度が上がれば現在不可能な現象や詳細な研究及び非線形現象など新たな研究が可
能になる。
・現在、放射光の利用は申請により行い実験計画がたてにくい。この点、小型放射光発生装置
が各機関に設置ざれると研究をスムーズに進めることができる。
・蛋白構造解折で必要だが通常使用できない実験が出来る35keV付近に吸収端を持つキセノンを
加圧して結晶中に入れ多波長異常分散法で構造を分析したい（ビームラインに制限があって、
今まで出来ていない）。
・強度が強く、時分割、その場観察が高いレベルで可能となる。
・研究室レベルで第三世代放射光より輝度も強度も高いビームを得られれば、蛋白質等生体高
分子集合体の研究に多大な恩恵をもたらすであろう。
・大規模施設に行き、隔離された感じにならなくても、実験できるようになる（光の性質は、
所詮現行方式にはかなわないが）。
・一般の実験室で良質のX線吸収スペクトルが測定できるようになり、汎用の構造解析手段と
しての利用・応用や研究が飛躍的に拡がる。
・全国の大学・研究所に配置が可能であり、現状の大型装置共同利用体制のデメリット（出張、
マシンタイム制、fineは研究できない等々）を解消できる。
・放射光利用の一般化（日常化）をもたらす
・精密加工において超高密度集積回路、メモリーに新しい最先端テクノロジーとなる。
・X線領域コヒーレント光発生の技術として用いることができる。
・工夫によりコンパクトなX線リソグラフィー装置が実現できる。
・通常の放射光施設の共同利用を前提とする運用形態とは全く別の実験室感覚の利用が可能で
あり、そのため行おうとする測定の内容やその質を変える可能性が考えられる。特に材料研
究のように試料作成とのフィードバックを頻繁に必要とする分野では効果は大きい。
・放射光実験施設が多く設置されるようになれば地理および時間的な要因による試料の劣化が
防げるようになると考えられる。
（次頁に続く）
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表－Ⅵ－2－1先進小型加速器等の実用＿化によ昼型と吐
メリット
レーザーアンジュレータ放射光発生装置（続き）
・放射光はすでにX線と同程度に研究のための重要な武器となっている。それを身近に利用する
ためには光源装置の各機関への普及が不可欠である。
・日本の各地で小型放射光装置のニーズが高まっている。特にX線発生可能な小型装置が開発さ
れれば非常に大きなimpactがあると考える。
・大学内の研究室or研究施設に電子顕微鏡なみの意識で設置できると、その汎用性からこれま
で想像もできなかった新しいサイエンスが生まれてくると思われる。
・我々物性研究者にとって、大型施設を使わないで身近で入念な実験が行える環境は重要であ
る。小型化されれば研究の底辺が広がる。そこでの成果に基づき、大型施設を利用する経路
が大切である。
・長時間にわたるビームラインの占有を安いコストで可能にするのであれば大きなメリットと
なる。
これらの先進小型加速器等の実用化からの一次的なメリットとしては、
・小 型化により加速器等 自体の値段 および運転経費が安くなる
・収納する施設が小型化され、放射線遮蔽区域も小さくなる
・幾種類かの小型加速器等の導入が容易になる
などの加速器等の導入・利用コストの低減が挙げられている。このことより、
・病院などにおける医療（診断、治療）利用が進展する
・物質・材料科学での高度利用や産業利用（半導体加工など）が進展する
・生命科学関係での高度利用が進展する
・民間研究所や各地方大学（場合によっては研究室単位で）での導入が進展する
・数種類の小型加速器等による複合ビーム利用研究が進展する
・大学の実験室にて学生の授業あるいは大学院生の研究に使われ、授業や研究のレベル
の向上に役立つ
などの派生的メリットが考えられている。これらのメリットは個別的なものであるが、日本全体
としてみるとマクロレベルでの効果が考えられる。これについては、Ⅶ章で述べることとする。
なお、アンケート調査に寄せられた意見の中でも多数の方が触れられていたように、今後の研
究の積み重ねにより将来的にはこれらの先進加速技術等は高エネルギー加速器の小型化にも寄与
するものであると期待されている。
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2　先進小型加速器等の想定される使用
上記のメリットの質問と同時に、先進小型加速器等が実用化した後の想定される使用について
も質問したが、その結果の概要は、以下のとおりであった。（その一覧を表にしたものが、表－Ⅵ
－2－2である。）
（1）高周波極限（Wバンド）加速小型電子加速器
Wバンドの高周波を使用し、数100MV／m－1GV／m程度の加速電場をもつ小型電子加速器
加速器等の大きさ
加速器等の全重量
電子エネルギー
ビームパルス
おおよそ縦5mX横5mX高さ3mの区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
おおよそ10ton程度
1GeV程度
ビームパルスは、波長の短いWバンドを使うこ
とより、従来の電子ビームに比べて短パルスな
ものとなる。
想定される使用
［原子核物理学］
・中間エネルギ胃（QCD）原子核物理学研究（ただし、電子エネルギーがもう少し高い（1．3～1．8GeV）必
要がある）用の電子ビーム
現在の原子核物理学分野においては、原子核を陽子あるいは中性子を構成するクオークから構
成されるものとして理解しようとするQCD原子核物理学が最も活発に研究が行われている（例
えば、米国のトーマス・ジェファーソン国立加速器研究所における中間エネルギーの電子ビーム
を使う原子核研究）。中間エネルギー電子ビームを用いるQCD原子核物理学研究は今後も展開さ
れてゆくものと考えられる。小型で1GeV程度のエネルギーの電子を供給するこの電子加速器は、
QCD原子核物理研究を実験室規模で実現するものとして期待される。
［物質・材料科学、生命科学関係用各種ビーム源用電子ビーム］
・レーザー・コンプトン散乱現象を使用した硬X線～ガンマ線領域の放射光（この放射光を「レーザー電子
光」ともいう）源用電子源（レーザーアンジュレータ放射光源用小型電子源）
・小型の自由電子レーザー用電子源
物質・材料科学、生命科学においては、放射光（あるいは自由電子レーザー）や中性子あるい
はそれらのビームと他のビームとの複合利用へのニーズが高い。lGeV程度のエネルギーの短パル
ス電子ビームは、レーザーとの散乱により硬Ⅹ線～ガンマ線領域のコヒーレンス性の高い（可干
渉性を有する）レーザー電子光（放射光）を発生させることが可能であり、高度な利用が展開で
きるものと期待される。また、1GeV程度のエネルギーの短パルス電子ビームをアンジュレーター
の交互磁場を通過させると極端紫外～軟Ⅹ線領域の自由電子レーザーを発生させることができる。
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この小型電子加速器は、レーザー電子光や自由電子レーザーを小規模な実験室でも使えるものと
するもので、各地の研究機関における研究の水準、機動性を向上させるものになると期待される。
・極短パルス電子ビーム利用のポンプ＆プローブによる超高速反応の解明
化学反応では非常に短い時間内に反応が急激に進むことが一般的である。短時間で急激に進む
反応の解明には、短パルスの（電子）ビームを用いたポンプ＆プローブなどが有効であり、この
種の利用の進展が期待されている。
・複合ビーム利用（中間エネルギー電子、重イオン、放射光など；小型のため小さな面積に何種類かのビ
ーム源加速器を設置できる）
物質・材料科学などでは、数種類のビームを利用した（複合ビーム利用）研究が盛んになって
きている。何種類かのビームを使う場合、加速器システムは必然的に大型のものとなってしまう
が、この小型電子加速器はその面で非常に有利である。
［その他］
・大学、大学院教育・研究用
大学における教育用あるいは大学院での研究用に加速器が不可欠な場合がある。この小型電子
加速器は設置スペースとして小さな面積で十分である。教育研究用としては非常に魅力あるもの
であり、大学、大学院での教育、研究水準を大きく向上させるものと考えられる。
・測定器などの設計（ビームテスト、耐放射線テストなど）
各種の加速器ビーム実験蘭連の測定器などを設計するに当たり、実際のビームで種々の試験を
行うことが不可欠であり、この小型電子加速器はこれらの試験に最適である。
（2）超小型陽子・重イオンシンクロトロン（高周波極限加速小型陽子・重イオン加速器）
加速器等の大きさ
加速器等の全重量
陽子エネルギー
重イオンエネルギー
ビーム強度
おおよそ縦5mX横5mX高さ3mの区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
おおよそ10ton程度
200MeV程度
200MeV／n程度
10血程度
想定される使用
［原子核物理学］
・二次粒子（中間子など）発生用小型加速器（もう少し高いエネルギー500MeVおよび強度100FLAが必
要）
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140MeVを超えるエネルギーの粒子ビームを原子核に当てると、冗中間子が発生するようになる。
この冗中間子はやがて崩壊して〃粒子に変化する。このことから、上の小型陽子シンクロトロン
は、冗中間子や〝粒子を用いた原子核物理学研究に使用されることが期待される。ただし、エネ
ルギーを更に高めることやできる限り小型の陽子蓄積リングの研究開発が必要である。
［物質・材料科学、生命科学］
・材料の改質用
イオンビームなどの打ち込みなどにより、材料の性質を変化させることに利用される。
・小型（核破砕）中性子源用陽子源
数100MeV程度の陽子を重い原子核に当てると、原子核が破砕され主に中性子が飛び出す現象が
知られており、200MeV程度のエネルギーでもかなりの発生が期待できる。この小型加速器は、非
常に小型の（核破砕）中性子源用の陽子源として使える。ただし、強度をある程度高くするため、
できる限りの小型の（陽子）蓄積リングを開発する必要がある。
・イオンビームを利用した分析（PIXE、RBS、ERDA）
陽子やイオンビームを材料に照射した場合のイオンビームと構成原子あるいは原子核との反応
を利用した微量不純物の分析が可能となる。この小型加速器は、これまでの小型の加速器では到
達し得ないエネルギー領域もカバーしており、実験室規模での先端研究を可能とする。
・放射線生物学（遺伝喜損傷、変異）研究
陽子や重イオンを細胞などに照射し、遺伝子の損傷や変異種の発生などの研究が行われている
が、これまでの小型加速器に比べて格段に高いエネルギー領域までをカバーしており、実験室規
模でより範囲の広い研究が可能となる。
・複合ビーム利用（中間エネルギー電子、重イオン、放射光など：小型のため小さな面積に何種類かのビ
ーム源加速器を設置できる）
物質・材料科学などでは、数種類のビームを利用した（複合ビーム利用）研究が盛んになって
きている。何種類かのビームを使う場合、加速器システムは必然的に大型のものとなってしまう
が、この小型加速器はその面で非常に有利である。
［医療利用］
・医療（がん治療）
陽子線や重イオン（重粒子線）を用いるがん治療は、優れたがん治療法であることが実証され
てきているが、治療側、患者側が治療法としてより選択しやすくするためには、治療にかかるコ
ストを下げることが現段階での大きな課題である。この小型加速器は、治療コストの大きな部分
を占める加速器および収納する施設の小型化に大きく寄与するものと期待される。
・医療（PETなど）用の不安定核（RL）生成用陽子源（ビーム強度を10～100FLAにする必要有り）
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医療診断においてPETの普及が進展してきているが、上記のがん治療用の加速器は、そのま
ま医療（PETなど）用のRI製造用小型加速器としても使えるものであり、医療施設内での多
目的化を可能にするものである。ただし、強度をある程度高くするため、できる限りの小型の（陽
子）蓄積リングを開発する必要がある。
・陽子線透視画像解析
組織の陽子線吸収率の相違を透視画像としてみるもの、および従来のⅩ線CTに匹敵する分解
能で断層撮影するもの（陽子断層撮影法）がある。診断法として研究されているのは後者で、こ
れはⅩ線に比べて、患者の受ける放射線量を大幅に減少できるものと期待されている。
［産業利用］
・工業利用の放射性同位元素（Rl）生成用陽子源（ビーム強度を10～100〟Aにする必要有り）
この小型加速器は、工業的に利用が普及している放射性同位元素（RI）製造用にそのまま使
えるものである。供給できるエネルギーがこれまでのものに比べて高く、製造できるRIの種類
が格段に増加する。ただし、強度をある程度高くするため、できる限りの小型の（陽子）蓄積リ
ングを開発する必要がある。
［その他］
t大学、大学院教育・研究用
大学における教育用あるいは大学院での研究用に加速器が不可欠な場合がある。この小型電子
加速器は設置スペースとして小さな面積で十分である。教育研究用としては非常に魅力あるもの
であり、大学、大学院での教育、研究水準を大きく向上させるものと考えられる。
・測定器などの設計（ビームテスト、耐放射線テストなど）
各種の加速器ビーム実験関連の測定器などを設計するに当たり、実際のビームで種々の試験を
行うことが不可欠であり、この小型加速器はこの試験に適していると考えられる‾。
・ターゲットのモックアップテスト用陽子源
大強度の核破砕反応用のターゲットを設計製作するにあたり、そのモックアップテストが不可
欠であるが、そのモックアップテスト用の陽子源として使用することが考えられる。
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（3）非高周波高勾配加速技術による小型電子加速器
（ビーム励起型プラズマ加速器、レーザー励起型プラズマ加速器、逆チェレンコフレーザー加速器、
直交場加速器）
加速器等の大きさ
加速器等の全重量
電子エネルギー
ビームパルス
おおよそ縦5mX横5mX高さ3mの区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
おおよそ10ton程度
1GeV程度
ビームパルスは、従来の電子ビームに比べて
短パルスなものとなる。
これらの小型電子加速器の想定される使用の方法は、高周波極限（Wバンド）加速小型電子加
速器の場合と基本的に同じである。
（4）非高周波高勾配加速技術による小型陽子・圭イオン加速器
（電子リング加速器（障子・重イオン）、レーザ胃励起型プラズマ加速器（陽子）、レーザー衝撃波加速器
（陽子・重イオン）、直交場加速器（陽子・重イオン）
加速器等の大きさ
加速器等の全重量
陽子エネルギー
重イオンエネルギー
おおよそ縦5mX横5mX高さ3mの区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
おおよそ10ton程度
200MeV程度
200MeV／n程度
これらの小型陽子・重イオン加速器の想定される使用の方法は、超小型陽子シンクロトロン（高
周波極限加速小型陽子・重イオン加速器）の場合と基本的に同じである。
なお、レーザー励起型プラズマ加速器（陽子）、直交場加速器（陽子・重イオン）については、
主加速部の大きさが数10cmX数10cmX数10cmであり、放射線遮蔽領域が極めて小さくなること
から、
・治療用ビームを照射するガントリー部と加速部の一体化したがん治療装置
などへの使用が想定され、医療用加速器施設の小型化に大きく寄与するものと考えられる。
また、レーザー衝撃波加速器については、
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・シングルイベント試験用イオン源
・ややエネルギーの高いイオン源（加速器入射用）
としての使用が想定される。現在、シングルイベント試験用のビームは通常の加速器より得てい
るが、レーザーの1ショットを薄膜に当てること（レーザー衝撃波加速）で必要な量の粒子数が
得られ、これまでの装置の大幅な縮小化が可能になるものと考えられている。また、最近のペタ
ワットレーザー衝撃波加速試験では、数10MeVの陽子も飛び出すことが報告されており、これま
での初期加速を兼ね備えた、加速器への入射用イオン源としての使い方も想定される。
（5）レ胃ザーアンジュレータ（硬X線）放射光発生装置
加速器等の大きさ
加速器等の全重量
放射光子エネルギー
おおよそ縦5mX横5mX高さ3mの区域内に
加速器全体の構成装置が納まるもの
おおよそ10ton程度
30～100keV程度
［物質・材料科学］
・結晶構造の構造解析
結晶の構造解析は、放射光利用の最も典型的なものであるが、これまでの大型放射光施設でし
か得られないエネルギーの光子（硬Ⅹ線）を供給できるこの小型放射光装置は、設置面積、費用
の面で大きな利点を持っており、全国各地での利用展開が可能になると考えられる。
・新材料開発（原子を識別しながら加工）
・短パルス放射光利用のポンプ＆プローブによる超高速反応の解明やその場観察
化学反応では非常に短い時間内に反応が急激に進むことが一般的である。短時間で急激に進む
反応の解明には、短パルスの放射光を用いたポンプ＆プローブが有効であり、この種の利用が期
待される。
・複合ビーム利用（中間エネルギー電子、重イオン、放射光など；小型のため小さな面積に何種類かのビ
ーム源加速器を設置できる）
物質・材料科学などでは、数種類のビームを利用した（複合ビーム利用）研究が盛んになって
きている。何種類かのビームを使う場合、加速器システムは必然的に大型のものとなってしまう
が、この′ト型放射光装置はその面で非常に有利である。
［生命科学］
・蛋白質構造解析、生命高分子構造解析
遺伝子の解析後には、遺伝子が介在して作り出す非常に多種類の蛋白質の構造解析という膨大
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な作業が予想されているが、蛋白質の構造解析には放射光が最も威力を発揮する。この小型放射
光装置は小規模な機関でも設置が可能であると考えられ、膨大な蛋白質構造解析作業に非常に多
数の機関の参加を可能にするものである。これは小さな企業でも参加を可能にすることを意味し、
この分野でのベンチャービジネスを支援する装置となる可能性がある。また、蛋白質のみならず、
生体高分子の構造解析に使用できる。
［医療利用］
・冠状動脈（心臓）造影撮影診断（コロナリー・アンジオグラフィー）
心臓の冠状動脈の状態を詳細に把握する医療診断法として、動脈へのヨウ素注射後、ヨウ素
K－edgeを挟む2種類のⅩ線影像を比較することで冠状動脈部分のみを映し出す造影法（コロナリ
ー・アンジオグラフィー）が研究されているが、この小型（硬Ⅹ線）放射光装置は小型である利
点から、コロナリー・アンジオグラフィーの普及に大きな寄与をするものと考えられている。今
後20～30年は、日本の人口構成の高齢化が急激に進む時期であり、心臓病を羅息する人口につい
ても急激な増加が予想されており、予防医学の観点からもこの診断法が期待されている。
［産業利用］
・超高密度集積回路の加工（X線リソグラフィー）
この小型放射光装置は、硬Ⅹ線領域までの放射光を発生させることができ、超高密度集積回路
の加工（リソグラフィー）に使用することが可能である。小型であり、放射光装置の低コスト化
につながるものと期待されている。実用化とともに、すぐ普及してゆくものと思われる。
［その他］
・大学、大学院教育研究用
放射光は、関連する学問分野が非常に広範囲におよび大学における教育用あるいは大学院での
研究用に放射光装置は不可欠であると考えられる。この小型放射光装置は設置スペースとして小
さな面積で十分である。教育研究用としては非常に魅力あるものであり、大学、大学院での教育、
研究水準を大きく向上させるものと考えられる。
以上整理したように、先進小型加速器等は実用化されればすぐにでも利用が展開される状況に
なっていることがわかる。それをまとめると表－Ⅵ－2－2のようになる。
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二班二と二呈」直進小型加速器等の実用化後に想定される使用方法
先進小型加速器等 研究者などが想定する使用方法
高周波極限 （W バンド）加速
・中間エネルギー （Q C D ）原子核物理学研究 （ただし、
電子エネルギーがもう少 し高い （1．3～1．8GeV）必要が
ある）
・レーザー ・コンプ トン散乱現象を使用 した硬X 線～ガン
マ線領域の放射光 （この放射光を 「レーザー電子光」と
もい う）源用電子源 （レーザーアンジュレー タ放射光源
用小型電子源）
小型電子加速器 ・小型の自由電子 レーザー用電子源
・極短パルス電子 ビー ム利用のポンプ＆プローブによる超
高速反応の解明
・複合 ビーム利用 （中間エネルギー電子、重イオン、放射
光など ；小型のため小さな面積に何種類かのビーム源加
速器を設置できる）
・大学、大学院教育 ・研究用
・測定器などの設計 （ビームテス ト、耐放射線テス トなど）
超小型陽子 ・重イオンシンクロトロン
・二次粒子 （中間子など）発生用小型加速器 （もう少し高
いエネルギー （500MeV）および強度 （100〝A）が必要）
・材料の改質用
・小型 （核破砕）中性子源用陽子源
・イオンビームを利用 した分析 （PIXE、RBS、ERDA）
・陽子線透視画像解析
・放射線生物学 （遺伝子損傷、変異）研究
（高周波極限加速 ・医療 （がん治療）
′ト型陽子 ・重イオン加速器） ・医学 （P E T など）用、工業利用の不安定核 （R I）生
成用陽子源 （ビーム強度を 10～100〝A にする必要有 り）
・複合 ビー ム利用 （中間エネルギー電子、重イオン、放射
光など ；小型のため小 さな面積に何種類かのビーム源加
速器を設置できる）
・大学、大学院教育 ・研究用
・測定器などの設計 （ビームテス ト、耐放射線テス トなど）
・ターゲットのモックアップテス ト用陽子源
非高周波高勾配加速技術による
小型電子加速器
ビーム励起型プラズマ加速器
レーザー励起型プラズマ加速器
逆チェレンコフレーザー加速器
直交場加速器
高周波極限 （W バンド）加速小型電子加速器に同じ
非高周波高勾配加速技術による
小型陽子 ・重イオン加速器
電子リング加速器 （陽子 ・重イオン）
超小型陽子 ・重イオンシンクーロ トロン （高周波極限加速小
型陽子 ・重イオン加速器）に同じ
・レーザー衝撃波加速の場合には、ややェネルギーの高い
レザ 励ー起型プラガマ加速器 （陽子）
レザ 衝ー撃波加速器 （陽子 ・重イオン）
直交場加速器 （陽子 ・重イオン）
イオン源
（次頁に続く）
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ーⅥ－2－2　進小型加　器　の　用化　に　　される　用方法
先進小型加速器等 研究者などが想定する使用方法
レーザーアンジュレー タ
・結晶構造の構造解析
・新材料開発 （原子を識別 しながら加工）
・複合ビーム利用 （中間エネルギー電子、重イオン、放射
光など ；小型のため小 さな面積に何種類かのビーム源加
速器を設置できる）
・短パルス放射光利用のポンプ＆プローブによる超高速反
放射光発生装置 応の解明やその場観察
・蛋白質構造解析、生命高分子構造解析
・冠状動脈 （心臓）造影撮影診断 （コロナ リー ・アンジオ
グラフイー）
・超高密度集積回路の加工 （Ⅹ線 リソグラフィー）
・大学、大学院教育研究用
3　先進小型加速器等の想定される複合的な使用
2においては、先進小型加速器等の各々が実用化された後の想定される使用について触れたが、
「ビームニーズ等調査」結果においても示されているように、将来的には、多種類のビームを組
合わせて使う研究が増加してゆくものと考えられる。例えば、物質・材料科学および生命科学分
野においては、構造解析用の放射光（軟Ⅹ線、硬Ⅹ線）と中性子ビームを同じ実験ステーション
で使うニーズは高いものと考えられるが、現在の施設や計画中のものでは、これらが同じ加速器
施設でユーザーに提供できるものはない。
これらの複合的なビーム利用への対応としては、先進小型加速器等の実用化後はそれらを組み
合わせて加速器等の複合システムを作り、同一の実験ステーションに、現在は大規模な共同利用
加速器でしか利用できないビームを、多種類、供給できるようにすることが考えられる。（これを、
以後「小規模高性能複合ビ胃ム加速器施設」と呼ぶこととする。）これは先進小型加速器等をいく
つか組み合わせて作ることより、従来の大型加速器に比べて、建設費も格段に少ないものと考え
られる。この複合ビーム加速器施設は、同一の実験ステーションに多種類のビームを供給できる
ことから、各種のビームを使った研究を有機的に関連させることが可能となり、研究効率を大幅
に向上させるものと期待される。また、このような施設は各地域での中核施設になり、日本全体
の科学技術水準の更なる向上に大きく寄与するものと考えられる。
表－Ⅵ－2－3には、小規模高性能複合ビーム加速器施設の例として、原子核物理学研究用、
物質・材料科学研究用、生命科学研究用および医療利用のものについて、先進小型加速器等の組
み合わせの例を挙げている。
ー301－
星二聖二旦二旦」転塾塑型加速器等による小規模高性能複合ビーム加速器施
小規模高性能
複合ビーム加速器施設
使用するビーム ビームを供給する先進小型加速器等
原子核物理学研究用
（Q C D 原子核物理）
（中間 ・低エネ腑。－
電子ビ ムー（～1GeV）
γ線 （数 100MeV）
陽子・重イオンビ ムー
中性子ビ ムー
：W バン ド加速小型電子加速器あるいはレーザ
ー励起型プラズマ加速小型電子加速器
：W バン ド加速小型電子加速器あるいはレーザ
ー励起型プラズマ加速小型電子加速器からの
電子 ビームとレー ザーとの逆コンプ トン散乱
：超小型陽子 （重イオン）シンクロ トロンある
原子核物理） いはレーザー励起型プラズマ加速小型陽子加
速器、レーザー衝撃波加速器、直交場加速器
：超小型陽子シンクロトロンからの陽子ビーム
による核破砕
（この他、電子ビーム （数 100MeV）とレーザー
との逆コンプ トン散乱をスーパーキャビティ内
で起こして高品質 γ線を発生させ、そのγ線を
用いた標的核巨大共鳴からの光核反応中性子を
利用するもの）
物質・材料科学研究用 放射光（～100keV） ：レーザーアンジュレータ放射光源
中性子ビ ムー
陽電子ビ ムー
陽子 ・重イオンビ ムー
：超小型陽子シンクロ トロンからの陽子 ビーム
による核破砕
（この他、電子 ビーム （数 100MeV）とレーザー
との逆 コンプ トン散乱をスーパーキャビティ内
で起 こして高品質γ線を発生させ、その γ線を
用いた標的核巨大共鳴からの光核反応中性子を
利用するもの）
：W バン ド加速小型電子加速器あるいは レー ザ
ー励起型プラズマ加速小型電子加速器からの
電子 ビームによる重元素標的照射
（この他、Ⅹバン ド線形加速器からの電子 ビー
ムの重元素標的照射がある）
：超小型陽子 （重イオン）シンクロトロンある
（通常）
陽子 ・重イオンビ ムー
いはレーザー励起型プラズマ加速小型陽子加
速器、 レー ザー衝撃波加速器、直交場加速器
：レーザー衝撃型陽子 ・重イオン源 （シングル
（シングルイベント用） イベン ト用の粒子 ビー ム）
（次貢に続く）
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－Ⅵ－2－3　　小型加　　　による小　　　性能複合ビーム加
小規模高性能
複合ビーム加速器施設
使用するビーム ビームを供給する先進小型加速器等
生命科学研究用
（構造生物学研究用）
（遺伝子研究用）
放射光（～100keV） ：レーザーアンジュレータ放射光源
中性子ビ ムー
陽子 ・重イオンビ ムー
：超小型陽子シンクロ トロンからの陽子ビーム
による核破砕
（この他、電子ビーム （数 100MeV）とレー ザー
との逆コンプ トン散乱をスーパーキャビティ内
で起こして高品質γ線を発生させ、そのγ線を
用いた標的核巨大共鳴からの光核反応中性子を
利用するもの）
：超小型陽子 （重イオン）シンクロトロンある
いはレーザー励起型プラズマ加速小型陽子加
速器、レーザー衝撃波加速器、直交場加速器
医療診断・治療用
（冠状動脈造影） 放射光（33keV） ：レーザーアンジュレータ放射光源
（単色Ⅹ線C T ）
（がん治療）
放射光 （数 10keV）
陽子ビ ムー
：レーザーアンジュレータ放射光源
：超小型陽子シンクロトロンあるいはレーザー
（70～200MeV）
重イオン
励起型プラズマ加速小型陽子加速器、レーザ
ー衝撃波加速器、直交場加速器
：超小型重イオンシンクロトロンあるいはレー
ザー衝撃波加速器、直交場加速器
これらのビームのどのものを選択するかは、どの分野の研究を主とするかに依存する。また、
同じ先進小型加速器等を使用していくつもの分野の研究も可能となることから、ここに挙げたす
べての研究分野もカバーすることが可能である。
これらの先進加速技術等は、現在まだ実現されていない世界最先端の水準をめざすものであり、
ひとたび実現されれば、物質・材料科学、生命科学、医療利用などをはじめ、非常に広い分野で
の応用利用が実現すると考えられるとともに、研究者の居住地域による加速器科学研究設備上の
不利益をある程度解消させるのみ役立っとともに、共同利用大規模加速器施設と組み合わせると、
有機的な研究プログラムの達成が可能になるものと考えられている。
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Ⅶ　先進加速技術の研究開発方策に関する
具体的提言

Ⅶ先進加速技術の研究開発方策についての具体的提言など
Ⅶ－1加速器科学おける先進加速技術等研究開発の意義および必要性
Ⅴ章およびⅥ章では、先進加速技術等の研究開発状況および実用化予測あるいは実用化後のメ
リットや想定される使用を調べてきたが、ここでそれらの意義および必要性をまとめることとす
る。
Ⅴ章においては、現在の大型加速器でしか得られない中間エネルギーの粒子ビームおよび硬Ⅹ
線領域の放射光を、ドラスティックに小型化した加速器あるいは装置で発生させることのできる
加速器技術や放射光源技術を調査し、以下のものを挙げた。
○高周波加速技術において極限的に小型化を追求するもの（高周波極限加速技術）
i　高周波極限（Wバンド）電子加速
五　超小型陽子（重イオン）シンクロトロン技術
○高周波加速とは異なる原理で非常に強い加速電場を用いる加速技術（非高周波高勾配加速技
術）あるいは電子シンクロトロンからの放射光発生とは異なるコンパクトな放射光源技術
通　電子の非高周波高勾配加速技術
嵐－A　ビーム励起型プラズマ加速
玩－B　レーザー励起型プラズマ加速
嵐－C　逆チェレンコフレーザー加速
邑－D　直交場加速
料　陽子・重イオンの非高周波高勾配加速技術
わーA　電子リング加速（陽子・重イオン）
料－B　レーザー励起型プラズマ加速（陽子）
料－C　レーザー衝撃波加速（陽子・重イオン）
料－D　直交場加速（陽子・重イオン）
Ⅴ　コンパクトな放射光発生（小型放射光源）技術
Ⅴ－A　レーザーアンジュレータ放射光発生
これらの技術による先進小型加速器等は、まだ実用化に至っていないものであるが、その実用
化時期は2008年～2010年代前半と考えられている。
先進小型加速器等は、中間エネルギーの粒子ビームや硬Ⅹ線領域の放射光を発生させることが
でき規模の小さな実験室に設置できるまでに小型化された高性能のものであることより、加速器
ビームユーザーからは、以下のような直接的、間接的（あるいは派生的）メリットが挙げられて
いる（ビームニーズ等調査の結果）。
先進加速器等の実用化による直接的メリット
・小型化によ り加速器等 自体の値段お よび運転経費が安 くなる
・収納す る施設が小型化 され、放射線遮 蔽区域 も小 さくなる
・幾種類かの小型加速器等の導入が容易になる
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先進加速器等の実用化による間接的（派生的）メリット
・病院などにおけ．る医療 （診断、治療）利用が進展する
・物質・材料科学での高度利用や産業利用 （半導体加工など）が進展する
・生命科学関係での高度利用が進展する
・民間研究所や各地方大学 （場合によっては研究室単位で）での導入が進展する
・数種類の小型加速器等による複合ビーム利用研究が進展する
・大学の実験室にて学生の授業あるいは大学院生の研究に使われ、授業や研究レべ
ルの向上に役立つ
これらのメリットは個別的なものであるが、日本全体としてみると、いくつかのマクロレベル
での効果が期待できる。
①加速器偏在の解消による先端研究機会均等化および地域での研究水準の向上
現在、日本における加速器施設は、大規模あるいは中規模の加速器を共同利用する施設（共同
利用施設）および中規模あるいは小規模加速器を所有機関が主に専用利用する施設（専用利用施
設）に大きく分けることができる。共同利用施設の加速器は、ビームのエネルギーが高く、強度
も大きいなど、性能面で他の施設ではほとんど利用できない加速器ビームの供給が可能な施設で
あり、概して規模が大きい（建設費が高い）施設である。これらの共同利用施設は、加速器科学
センターとしての役割を果たすものであるが、地域的には偏在している。このため、現在大型加
速器を用いてしかできない先端研究の実施面での実質的機会不均等が生じている。（利用機会に
ついては平等であるものの遠隔地からの出張利用には、研究実施への躊躇をもたらす。）この調査
において、焦点を当てている中間エネルギー領域の粒子ビーム（すなわち、電子エネルギー1GeV
程度、陽子・重イオンエネルギー200MeV／n程度）および硬X線領域の放射光（光子エネルギー30
～100keV程度）は、現在は大型加速器施設でしか利用できないものであるが、先進小型加速器等
はこれらのビームが供給できることより、先進小型加速器等の実用化は、大型加速器の地域的な
偏在を解消する上で有効であると考えられる。先進小型加速器等の身近な場所への設置は、先端
研究への参加を容易にし、これまで大型加速器がなかった地域での研究水準の向上に寄与し、結
果として日本全体の先端研究水準の向上にもつながる。
②　日本の物質・材料科学や生命科学研究水準のトップランナー化への寄与
物質・材料科学や生命科学はその研究対象数が膨大である。例えば、ポストゲノム研究の中心
の一つである構造生物学が扱うべき蛋白質や生命体高分子の数は極めて多い。これら膨大な数の
対象を扱う場合、日本のあらゆる地域の参加可能な研究機関を動員した研究実施体制が必要とな
る。先進小型加速器等の実用化は、このような日本全体で実施すべき研究の基礎的ツールとなる
ものであり、今後、日本がより積極的に取り組む物質・材料科学、生命科学分野で世界のトップ
ランナー化に寄与するものとなる。このような観点から、比較的高いビームエネルギーを供給で
き、身近な実験室に設置できる規模までの小型化を可能とする先進加速技術等は、将来の物質・
材料科学や生命科学発展のキーテクノロジーであると考えられる。この場合、大型加速器施設は
加速器科学センターとしての機能を果たすことは言うまでもない。
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③高度先進医療の全国的な普及による活力ある高齢化社会達成への寄与
今後急速に進む高齢化社会においては、高齢者が健康で活力ある生活を行えるようにすること
が重要であ‘り、そのための疾病予防や体への負担の少ない高度先進医療を普及させて行くことが
大切である。先進小型加速器等の実用化は、心臓のみならず脳や腹部の血管系の診断を身体的負
担が少なく行えるアンジオグラフィーや、同様に、外科手術に比べて身体的負担の少ない重粒子
線治療を日本のあらゆる地域で普及させることに大きく寄与する。
以上、その実用化の意義を述べてきている先進加速技術等は加速器規模や放射光源規模のドラ
スティックな縮′J、（すなわち、「超」小型加速器など）を可能にするもので、物質・材料科学、生
命科学あるいは医療利用などへの加速器ビーム利用を飛躍的に普及させ、これらの分野での最先
端研究を大きく進展させるキイーテクノロジーであると考えられる。先進加速技術等は、現在の
段階ではまだ実用化されていない世界最先端水準の技術であり、理論的にも実験的にも未解明の
部分が多く、その研究開発自身も非常に魅力に富むものである。更に、ひとたび実用化されれば
物質・材料科学、生命科学、医療利用など、非常に広い分野での応用利用が即座に展開されるも
のと考えられ、その発展・普及の可能性を考えると、先進加速技術等の研究開発は日本として積
極的に取り組むべきものである。
Ⅶ－2　先進加速技術等の研究開発に関する米・欧および日本の取り組みなど
次に先進加速技術等の研究開発の関する世界的な取り組みと日本の状況や課題についてまとめ
る。
1米国および欧州における取り組み
（1）米国
米国における加速器科学は、主としてエネルギー省（DOE：Department ofEnergy）のプロ
グラムに含まれて実施されている。この他に、米国科学財団（NSF：National Science
Foundation）および国防省（DOD：Department Of Defense）のプログラムによるものもある。
NSF予算（加速科学関係は＄数10M）のエネルギー省予算に対する比率は数パーセントであり、
かつ、先進加速技術研究は実施していないため、ここでは、エネルギー省の取り組みについて述
べる。
加速器科学に直接的に関連するプログラムは、エネルギー省のOffice of Scienceが実施して
いるプログラムであり、具体的には以下のものである。
・High Energy Physics（高エネルギー物理学）
・Nuclear Physics（原子核物理学）
・Basic Energy Science（BES）（基礎エネルギー科学）
エネルギー省のOffice of Scienceで、上記のものに関連する部門は、下表のとおりである。
Basic Energy Scienceは、物質研究、化学研究、地球科学、生物科学などの分野を含んだもの
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Office　of
Science
Office of
High Energy Physics
An d Nuclear Physics
High Energy Physics Division
Nuclear Physics　Division
Office of
Basic Energy Sciences
Material Sciences　Division
Chemical Science Division
Engineering and Geosciences Division
Energy Biosciences Division
となっているが、この中ではシンクロトロン放射光施設や核破砕中性子源などを使って行う物質
研究が主に加速器科学に該当するものとなっている（物質研究の全てが加速器科学に相当するも
のではない）。近年のこれら分野の研究費を表－Ⅶ－2－1にまとめる。
表－Ⅶ－2－1．における加速器・　　（エネルギー′　のみ・エネルギー′　　　より）
（単位＝million dollars）
1996 1997 1998 1999 2000
High Energy Physics＄656．4 ＄658．1 ‡668．6 ‡680．7‡69 ．7
Nuclear Physics ＄299．9 ＄310．0 ＄314．7 ’＄327．2 ＄347．7
Basic Energy Science （BES）97 で BES 項 ‡642．7 ‡651．8‡783．2 ＄771．6
（内物 質研 究 分） 目組 み 替 え （＄368．5） （‡381．8） （＄404．9）（＄397．2）
米国における加速器科学は、エネルギー省（DOE：Department ofEnergy）傘下の国立研究
所（NationalLaboratories）で実施されており、表－Ⅶ－2－1よりわかるように、HighEnergy
PhysicsおよびNuclear Physicsが主となっている。
米国におけるHigh Energy PhysicsやNuclear Physics用の加速器を有する国立研究所などで
は、過去の膨大な投資を基礎として運営されており、比較的少ない額で新しい大規模加速器を過
去に建設された加速器を組み入れた複合加速器として建設し、（例えば、BNLのRHIC Complex
やFNALのTevatron関連加速器群など）として運転している。非常に効率よく施設への投資が
行われているものの、それでも膨大な投資が要求されてきており、更に効率よく粒子を加速でき
る新しい加速技術が切望されている。これらの新しい加速技術である先進加速技術については、
エネルギー省内OfficeofScienceの下部組織OfficeofHighEnergyPhysicsandNuclearPhysics、
High Energy Physics DivisionのAdvanced Technology R＆D Groupが統括している。エネルギー
省傘下の国立研究所および大学で実施されている先進加速技術に関する研究開発は表－Ⅶ－2－
2のようにまとめられる。
エネルギー省の担当官によると、1999年度のHighEnergyPhysics研究費におけるレーザー励
起プラズマ加速などの先進加速技術研究開発費は、＄12．5M（電子に関するもののみ）が当てられ
ているとのことであった。また、先進加速技術研究開発については、1985年から予算化されこれ
まで15年以上続いてきているとのことであった。AdvancedTechnologyR＆DGroupに属するスタ
ッフ（5名程度）は皆Scientistであり、毎年各研究機関に出向いて技術的進捗の詳細を把握す
るレビューを行っているとのことであった。
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表ーⅦ－2－2　米国における先進加速技術研究
研究機関 先進加速技術研究項目 研究場所
A N L　 （Argonne
National Laboratory）
ビーム励起プラズマ加速 （電子） A N L
B N L　 （Brookhaven
National Laboratory）
逆自由電子レーザー加速 （電子） Accelerator Test Facility
L B L　 （Lawrenceレーザー励起プラズマ加速 （電子） L B L
Berkeley Laboratory）他、（理論研究）
N R L　 （Naval レーザー励起プラズマ加速 （電子） N R L
Research Laboratory）（理論研究）
S L A C （Stanford W バンド （高周波）加速 （電子）
ビーム励起プラズマ加速 （電子）
（U C L A との共同研究）
Next Linear Collider Test
Linear Accelerator Accelerator
Center） 3km Linear Accelerator
U C L A （Universityビーム励起プラズマ加速 （電子） 3km Linear Accelerator
U C L A
Of California （S L A C との共同研究）
Los Angeles） レーザー励起プラズマ加速 （電子）
最近の研究では、SLACにおいて30GeVの電子ビームを1．5mのリチウムプラズマに入射させ
てプラズマ波を励起し（ビーム励起プラズマ加速）、0．5GeV／m以上の加速勾配が実証された実験
が注目される。
これらの研究はHighEnergyPhysicsのプロジェクトの一環として、将来の高エネルギー物理
研究用の加速器を現実的な範囲に収めるための研究開発として実施されており、その研究開発成
果については、1年おきに開催されるワークショップ〝Workshop on Advanced Accelerator
Concept”（ェネルギー省（High Energy Physics DivisionのAdvanced TechnologyR＆DGroup）
がスポンサー；2000年で第9回となる）で発表され、他の研究者からの評価も受けている。ちな
みに、上記ワークショップの過去3回の先進加速器研究発表論文数は以下のとおりである。
Workshop on 先進加速器研究
Advanced Accelerator Concept発表論文数
6th 1994 Fontana，WI 72
7th 1996 Lake Tahoe，CA87
8th 1998 Baltimore，Maryland101
なお、この他LLNL（Lawrence Livermore NationalLaboratory）では、レーザー（慣性閉
じ込め）核融合実験施設Novaのレーザービームラインの一部を使ったペタワットレーザー装置に
よる陽子や重イオンの飛び出しに関する実験が行われた。
研究機関 先進加速技術研究項目 研究場所
Lawrence Livermore レーザー衝撃 （陽子 ・イオン） Petawatt Laser （Nova）
National Laboratory （1999年で終了）
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この実験では、強力なパルスレーザーを薄膜に当てると、数10MeVの陽子の飛び出しが観測さ
れている。これはレーザーのもつ運動量が（いくつかの過程を経て）薄膜中の原子核に寄与され、
イオン化した原子核が薄膜から飛び出してくるものと考えられており、このメカニズムは、通常
の陽子加速器における陽子源での陽子発生とその後の初期加速を同時に行っていることとなる。
この研究は、今後世界的に拡がってゆくものと考えられる。
（2）欧州
欧州における先進加速技術等の研究開発は、個別単発的に行われており、組織だった取り組み
はまだ行われていない。個別国毎には以下のようになっている。
（イギリス）
研 究機 関 先進加速技術研究項 目 研 究場所
Imperial Collegeレーザー衝撃 （陽子 ・イオン） Rutherford Appleton
Laboratory 50TW レーザー
（フランス）
研 究機関 先進加速技術研究項 目 研 究場所
Laboratoire
Utilisation des Lasers
工ntenses
レーザー励起プラズマ加速 （電子） L U L I
Ecole Polytechnique レーザー励起プラズマ加速 （電子） Ecole Polytechnique
（ロシア）
研 究機 関 先進加 速 技 術研 究項 目 研 究場 所
Budker Institute　　 of ビー ム励 起 プ ラズマ加 速 （電 子）B I N P
Nuclear Physics（計画 中）
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2　日本における取り組みと課題
これまでに述べてきている先進加速技術等は、日本として積極的に研究開発に取り組むべき最
先端技術と考えられるものであるが、先進加速技術等に関する取り組みは研究者の興味の域をほ
とんど出ていないのが現状である。
日本の加速器科学予算は、平成9年度において約730億円を超えるものとなっているが、これ
らのほとんどすべては、従来型の加速器の建設費、運転・保守経費であり、加速器の改良・開発
に関するものは極めてわずかである。そのなかでの先進加速技術等研究費は、更に少ない額であ
る。先進加速技術等研究開発は、文部省の科学研究費から研究者が単発的に得ているもの（把握
できた範囲では、年間数千万円程度）か、あるいは日本原子力研究所関西研究所（光量子科学研
究センター）におけるレーザープラズマ加速研究費のみであり、両者を合わせてもせいぜい年間
1億円程度である。
現在の日本では、極めて少ない予算で個別単発的に先進加速技術等の研究が行われているのが
実状であり、その発展性を考えるとこれらの先進加速技術等をまとめて研究・開発してゆくこと
が必要である。米国においては、既に15年にわたりこれらの先進加速技術研究をエネルギー省の
プロジェクトとしてまとめて推進してきており、その知識の蓄積には大きな差が出てきている。
従って、この分野における知識の蓄積水準を高めるとともに、世界的にリーダーシップを取っ
て行くためには、
・個別独立的な進め方ではなく、知識の相乗効果が期待できる、研究者をネットワーク化した研究開発
体制を構築すること
・先進加速技術等研究開発費の絶対額を大きく増加させること
（米国では、電子に関する先進加速技術のみで約‡12．5M＝約14億円／年）
が急務である。前者は、日本における先進加速技術等の研究者が極めて少ない（数10名程度でリ
ーダーシップをとれる研究者数はごくわずか）ことからも必要条件となる。
なお、米国においては、先進加速技術等の研究開発を、高エネルギー物理学研究用の加速器の
規模をこれ以上増大させずにエネルギーフロンティアをめざせる技術の開発として実施しており、
これらの技術の物質・材料科学や生命科学あるいは医療利用などへの適用については、あまり意
図されていない。
この事情を考慮すると、日本においては、先進加速技術等の研究開発を物質・材料科学や生命
科学あるいは医療利用などへの適用を目的とし、
・実証機の開発が可能であるものへの重点的投資
が有効であるものと考えられる。
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Ⅶ：－3　先進加速技術等の研究開発方策を考える上での要件のまとめ
これまで述べたように、先進加速技術等の研究開発を進め先進小型加速器等を早期に実現させ
ることは、物質・材料科学、生命科学、医療利用などでの世界のトップランナー化に寄与し、日
本全体の科学技術水準を向上させることになると考えられるが、その取り組みは米国に比べて予
算面でも、研究開発体制面でも遅れたものとなっている。先進加速技術等の研究開発方策を考え
る上では、先進加速技術等に関する以下の点を考慮する必要がある。
A．先進加速技術等の研究者数が限られ、かつ、分散している
B．米国よりもスタートが遅れており、研究開発投資の効率化が必要
C．比較的高いエネルギーのビームを扱うため、必要な放射線遮蔽対策が取られること
このことから研究開発方策を考える上での要件として、次のものが挙げられる。
要件1研究者間の有効なネットワーク形成
この条件下で先進加速器技術等の研究開発を実施するためには、数少ない研究者間を有効にネ
ットワーク化し、技術上の意見交換などが適時に容易に行えるようにする必要がある。また、自
身のテーマの他、他のテーマの研究開発状況を熟知するとともに、互いに建設的な示唆ができる
ような状況とすることが望まれる。なお、先進加速技術等に関する理論的な解明も今後の大きな
課題となっており、実験研究者と同時に理論研究者も研究開発のネットワークに参画することが
必要である。
要件2　必要な人材（先進加速技術等の専門家）の育成
先進小型加速器等を開発・普及させるた桝こは、先進加速技術等の専門家が相当数必要となる。
先進小型加速器等の実用化時期までの、今後10年程度は先進加速技術等の研究開発期間であると
ともに、専門家を育成する期間であるとも考えられる。現在の数少ない研究者を中核として、特
に若手研究者（大学院生、任期付き博士研究者、大学の助手クラスあるいは国立研究機関、特殊
法人および民間企業の若手研究員など）を研究テーマ毎に配置し、研究開発を担うとともに専門
家として育成することが必要であろう。これら若手研究者についても、いくつかのテーマに参加
し研究状況を熟知することが必要である。
要件3　世界の最先端研究者との意見交換、世界的な視野での定期報告会およびレビュー
先進加速技術等の研究開発の実施については、当初より世界の最先端研究者との情報交換を行
いながら実施することが重要である。また、日本国内においては、その技術的な内容を熟知する
専門家が少なく、かつ、それらの専門家の多くは研究開発の主体者となる必要があるため、研究
開発のレビューについては、国外の専門家のメンバーを加えることが必要となろう。このため、
世界に開かれた定期報告会などの場でのレビューが有効である。
要件4　実証機開発段階のものへの重点的投資
先進小型加速等については、その実用化予測時期が示されてはいるものの、今後の研究開発投
資がその実用化時期を早めるものもあるものと考えられる。また、研究開発の進展とともに、そ
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の実現の容易度（困難度）がより鮮明になるものと考えられる。現時点においては、実証機レベ
ルに近い技術（以下のもの）に対して、開発・普及をめざし重点的に投資することが重要である。
・ 超小型陽子 ・重イオンシンクロ トロン技術
・　 レーザー衝撃加速 （但 し、イオン源 としての利用）
・　 レーザー アンジュ レータ放射光発生技術
要件5　基礎研究との連携
先進小型加速技術のなかには、今後の研究開発の積み重ねにより、現在の高エネルギー加速器
の大幅な小型化に寄与する可能性をもつと考えられているものもある。特に、規模の限界に近づ
いてきている高エネルギー物理学研究用加速器については、今後20年程度の間には、現在の加速
方式を代替し、それまでに建設された施設の規模を拡大せずに（望ましくは規模を縮小したうえ
で）、より高エネルギー化を達成できる新たな効率的加速方式が求められると予想される。このた
め、研究の進展状況に合わせて新たに重点的な投資ができるような機動的な研究開発体制が求め
られる。現在研究段階にある先進加速技術等（以下のものなど）についても、何らかの基礎研究
高周波極限加速技術
・高周波極限（Wバンドなどによる）電子加速
非高周波高勾配加速技術による電子加速
・　ビーム励起型プラズマ加速
・　レーザー励起型プラズマ加速
・逆チェレンコフレーザー加速
・　直交場加速
非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加速
・レーダー励起型ブラス。マ加速（陽子）
・直交場加速（陽子・重イオン）
予算の枠内で研究を進め、その進展如何で物質・材料科学、生命科学などへの適用を念頭にした
開発・普及に取り込めるような連携した研究開発体制が必要である。開発・普及段階に進むこと
により、技術が更に進展し高エネルギー加速器への適用可能時期も早まるものと考えられる。
要件6　既存施設などの有効利用（研究開発費の有効投資）
中間エネルギーの粒子ビームを発生させる先進小型加速器の開発においては、遮蔽対策に留意
する必要があるが、研究開発の初期から建物などを造ってゆくのは研究開発費の有効投資という
観点からは好ましくない。そのため、原子力分野までも含めて、各地の研究機関において活用で
きる施設、設備があればそれらを使ってゆくのが望ましい。当然、一カ所を研究開発の拠点とす
ることは困難であろうと考えられることより、研究開発の初期段階より分散型研究開発拠点方式
となるものと考えられる。
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Ⅶ－4　実証機開発・普及をめざした研究開発体制の検討
1研究開発体制案
上に挙げた重点投資対象の先進加速技術に基づく実証機開発および普及をめざした研究開発体
制については、以下のような選択肢が考えられる。
［体制案1：多研究機関参加・研究開発委員会主導方式］
この方式は、先進加速技術研究者の属するいくつかの研究機関（独立行政法人、特殊法人、大
学など）に開発に参画してもらい、先進小型加速器の使用目的に沿った全体系総合技術調整およ
び研究開発に関する諸々の事務を特定の公的非営利組織（独立行政法人、特殊法人あるいは財団
法人などで、先進加速技術研究者を有し、目的に適する組織；以下、「運営母体組織」という）が
一括して行うものである。この際、運営母体組織に設置される「先進加速技術等研究開発委員会
（仮称）」（以後、「研究開発委員会」という）が横断的な技術的検討、運営母体および各研究機関
で分担される具体的個別研究計画の作成、予算要求原案作成および進捗管理などを行い主導して
進めてゆくものである（図－Ⅶ－4－1参照）。この研究開発委員会のメンバーは、運営母体組織
の研究者、参加する各研究機関の研究責任者、各研究開発拠点の責任者および関連専門研究者か
ら構成される。
政府
（文部科学省）
（運営母体組織）
先進加速技術等
研究開発委 員会 （仮称）
研究開発拠点　m
研究開発拠点1
先進加速技術等
研究開発評価委員会
（仮称）
研究開発拠点　0
研究開発拠点　n
図－Ⅶ－4－1多研究機関参加・研究開発委員会主導方式
開発する先進加速技術に精通した研究者の提案などを基に、放射線管理などの安全関連業務サ
ービスなどを受けることのできる研究開発拠点を決める。この際、各研究開発拠点施設を有する
研究機関は、研究開発委員会への協賛機関として（あるいは当該組織との何らかの協定、契約に
より）施設の利用などへの協力を行うものとする。各研究開発拠点の責任者は、その研究開発拠
点施設を所有する機関以外の者でも可とする。これは、先進加速技術等の専門家が少なく、適当
な施設があるものの適当な責任者がいない場合が一般的であると考えられるからである。この際、
必要に応じて、研究機関どうしの協力協定を結ぶものとする。
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先進加速技術等研究開発に関する計画については、当該組織に独立して設けられる「先進加速
技術等研究開発評価委員会（仮称）」の意見を反映させた上で、研究開発委員会において決定し、
当該組織がそれに基づく予算要求および実行（契約関連諸事務手続き；必要があれば任期付き博
士研究員の採用手続きも含めて）を行う。研究開発委員会は、定期的に研究開発に関する技術的
な問題点を中心に実務的な会合を持ち、各研究開発拠点の状況を把握しつつ、責任者あるいは研
究開発グループ間の意見交換を実施し、必要があれば研究開発計画の変更を行う。
なお、各研究開発拠点では、若手研究者（大学院生、任期付き博士研究員、大学の助手クラス
あるいは独立行政法人、特殊法人などの若手研究員）および海外招聴研究者の受け入れに協力す
る。
［体制案2：分散型研究所方式］
この方式は、新たに先進加速技術等の研究開発を目的として設置する「先進加速技術等研究所
（仮称）」（以後、「研究所」ともいう）が研究計画の作成、進捗管理および横断的な技術的検討な
どを行い、研究開発を進めてゆくものである（図一Ⅶ－4－2参照）。
旦二旦二生二旦＿金塾聖班塞堕走塁
当該研究所は、研究開発に関する諸々の事務を一括して行うが、他の研究機関との契約あるい
は協力で使用できる研究開発拠点に分散した組織であり、その構成員は、大学、独立行政法人、
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特殊法人あるいは財団法人など各研究機関からの併任研究員、客員研究員あるいは出向研究者な
どである。なお、各研究拠点では当該研究所との契約あるいは共同研究協定により、放射線遮蔽
などの安全関連業務サービスなどを受けることができるものとする。
先進加速技術等研究開発は、通常の組織形態で実施してゆくもので、テーマ毎にグループを構
成し責任者を配置する。研究開発計画については、研究所に独立して設けられる評価委員会の意
見を反映させた上で決定し、研究所がそれに基づく予算要求および実行（契約関連諸事務手続き；
必要があれば任期付き博士研究員の採用手続きも含めて）を行う。また、必要があれば研究開発
計画の変更を行う。
なお、各研究開発拠点では若手研究者（大学院生、任期付き博士研究員、大学の助手クラスあ
るいは独立行政法人、特殊法人などの若手研究員）および海外招碑研究者の受け入れに協力する。
［体制案3：多研究機関参加・政府組織主導方式］
この方式は、研究開発者の属するいくつかの研究機関（独立行政法人、特殊法人、大学など）
に開発に参画してもらい、政府（文部科学省）の組織の一部（担当部局；先進加速技術研究開発
者を専門家として採用し、担当官とする）が研究開発計画の作成、進捗管理および横断的な技術
的検討などを行い、研究開発に関する一部の事務を実施するとともに、研究開発を主導して進め
てゆくものである（図胃Ⅶ－4－3参照）。
図－Ⅶ－4－3　多研究機関参加・政府組織主導方式
この方式は、日本のこれまでの進め方からするとなじまない方式であるが、米国エネルギー省
（DOE）においては、先進加速技術の研究開発をこの方式かこれに近い方式で行っている。
まず、テーマ、責任者および研究開発拠点施設を決める。この場合、責任者は研究開発拠点施
設を所有する機関の者がなり、放射線遮蔽などの安全関連業務サービスはその機関で行い、特段
の契約や協力は必要としない。
先進加速技術等研究開発計画は、担当部局が各責任者から計画案を提出させ、必要に応じてヒ
アリングを行い決定し、それに基づき担当部局が予算要求や予算の配分を行う。担当部局は、各
年度の研究計画の作成にあたり研究の進捗状況、直面する技術課題、技術的な見通しなどについ
て現地での詳細なレビューを行う。また、特定の学会などの協賛より設けた（評価委員会の役割
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を果たす）研究会やワークショップで、各責任者などから研究開発テーマに関する報告をさせ、
技術的な観点からの意見を広く求め、研究開発計画に反映させる。
なお、各研究拠点では、若手研究者（大学院生、任期付き博士研究員、大学の助手クラスある
いは独立行政法人、特殊法人などの若手研究員）の受け入れに対応する。
2　研究開発体制案の比較評価
以上挙げた研究開発体制案について、組織の難易度、開発管理上の観点および研究開発方策を
考える上での要件との関連で比較評価したものを表－Ⅶ－4－1に示すが、関連する専門家が参
加しやすく柔軟な多研究機関参加・研究開発委員会主導方式が現実的と考えられる。
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表－Ⅶ－4－1研究開発体制案の評価
体制案1 体制案2 体制案3
多研究機開参加・ 分散型研究所方式 多研究機関参加・
研究開発委員会主導方式 政府組織主導方式
組織化の難易度
容易： 専門研究者の所属する研究機関 困難： 新たな研究所を設置する必要が やや困難‥専門研究者の所属する研究機
と運営母体組織との協定、契約により、 あり、関連研究機関との幅広い調整が必 関と政府組織との協定、契約により、必
必要な人材 （専門研究者）を集めること 要、また、専門研究者を研究所員として 要な人材を集めることが可能で有るが、
が可能 何らかの形で採用する必要が有る 政府組織にも専門家を雇い入れること
が必要である
開発管理上の観点
○ ： 研究開発委員会が管理を行 うが、 ◎ ： 研究所組織として、開発を実施す ○＝　政府組織自らが管理を行 うが、契
契約上研究開発委員会の指導権を明確 るため、開発責任が明確である 約上政府組織の指導権を明確にする必
にする必要がある 要がある
留
要件 1 ○： 研究開発委員会が必要と認める専 △： 必要と認められる専門研究者を研 ○： 政府組織が必要と認める専門研究
研究者間の有効なネット 門研究者を所属する研究機関との協定、 究所の所員として採用する必要がある 者を所属する研究機関との協定、契約を
ワーク形成 契約を通 じて容易に参加させることが （あまり容易ではない） 通じて容易に参加させることが可能で
可能である ある。
要件2 ○： 参加する研究機関において、任期 ○： 碗究所において、任期付き博士研 ○ ： 参加する研究機関において、任期
必要な人材（先進加速技術 付き博士研究員や若手研究員の開発参 究員や若手研究員の開発参加による育 付き博士研究員や若手研究員の開発参
意
点
と
の
適
A口
等の専門家）の育成 加による育成が容易 成が容易 加による育成が容易
要件3
世界の最先端研究者との
交流
特に問題はない 特に問題はない 特に問題はない
要件4
実証機開発段階のものへ
の重点的投資
特に問題はない 特に問題はない 特に問題はない
要件5
基礎研究との連携
特に問題はない 特に問題はない 特に問題はない
要件 6 ○ ： 参加する研究機関との協定、契約 △： 研究所が既存施設の利用に関して ○ ： 参加する研究機関との協定、契約
既存施設などの有効 にあらかじめ既存施設の利用の件につ 当該施設所有者 との契約あるいは協定 にあらかじめ既存施設の利用の件につ
利用 いて規定しておけば、容易である が必要である いて規定しておけば、容易である
総合評価 ○ △ △
Ⅶ－5　先進小型加速器技術等の研究開発方策についての具体的提言
調査のまとめとして、先進加速技術等の研究開発方策に関する提言は以下のようになる。
重点的実証機研究開発
・以下の技術による小型実証機開発に重点的に投資すること
○超小型陽子・重イオンシンクロトロン技術
○レーザー衝撃加速（但し、イオン源としての利用）
○レーザーアンジュレータ放射光発生技術
これらの小型実証機を現段階で想定すると、次のような例が考えられる。いずれも今後の研究
開発により、この概要例と異なる姿になってゆく可能性があることに留意されたい。
表－Ⅶ－5－1先進小型加速器等実証機の概要例
先進小型加速器等実証機の概要 （例） 概略説明
I　 小型陽子 ・重イオンシンクロトロン
「レーザー衝撃加速」をイオン源 （これを 「レ
ーザーイオン源」と呼ぶ）構成に利用 し、主加
速シンクロ トロン （外側 リング）に 「超小型陽
（図－Ⅶ－5 － 1 参照） 子 ・重イオンシンクロトロン技術」を用いる。
なお、イオン源か らのビームをいったん蓄積
し、質を高める内側 リングが必要と考えられ、
この内側 リングには電子 ビーム冷却装置など
が設けられる。
Ⅱ
小
ⅡA　 大強度短パルス （硬Ⅹ線）放射光源
電子源として、レー ザープラズマカソー ド（レ
ーザー電子源）を、電子の加速にⅩバン ド線形
加速器を用いて、数 10MeV の電子ビームを極め
て短い距離で加速する。この電子ビームにY A
（図－Ⅶ－5 －2 参照） G レー ザーを当て、逆コンプ トン散乱反応によ
． り数 10keV （図－Ⅶ－5 －2 では、コロナ リー
硬 アンジオグラフィー用の 33keV となっている）
Ⅹ の光子エネルギーをもつ硬Ⅹ線を生成させる。
線 電子 ビームおよび レーザーとも十分に細 く絞
放 り込み、輝度の高い、極めて短パルスの放射光
射
光
を発生させる。
ⅡB　 高フラックス （硬Ⅹ線）放射光源
（S バンド）電子加速器などからの電子 ビーム
源 を小さい電子リングに （約 100MeV 程度のエネ
（図－Ⅶ－5 －3 参照） ルギーで）蓄積 し、レーザーを蓄積 させたスー
パーキャビティ内でレーザー逆コンプ トン散
乱反応により、フラックスの高い、数 10keV の
光子エネルギーをもつ硬Ⅹ線を生成させる。
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電子ビ胃ム冷却装置
一一一＿l一三二一二一一一三三．の
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（周長約
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図－Ⅶ－5－1　小型陽子・重イオンシンクロトロン
［加藤　義章（日本原子力研究所）、野田　章（京都大学）、遠藤　有馨（高エネルギー加速器研究機構）提案］
図－Ⅶ胃5－2　大強度短パルス（硬X線）放射光源
［上坂　充（東京大学）、浦川　順治（高エネルギー加速器研究機構）提案］
????
スーパーキャビティ
図－Ⅶ－5－3　高フラックス（硬X線）放射光源
［上坂　充（東京大学）、浦川　順治（高エネルギー加速器研究機構）提案］
実証機研究開発体制
・運営母体となる組織を軸に、主導的研究者の所属する多数の研究機関が柔軟に参加でき、必要とさ
れる（最先端のものを含めたあらゆる）知見や技術を生かすことができる体制（以下の、［多研究機関
参加・研究開発委員会主導方式］など）で進めること
政府
（文部科学省）
（運営母体組織）
先 進加速技術等
研究開発委 員会 （仮称）
研究開発拠点　m
研究開発拠点1
先進加速技術等
研究開発評価委員会
（仮称）
研究開発拠点　0
研究開発拠点　n
基礎研究との連携
・以下の先進加速技術などの基礎研究を連携して進めること
○高周波極限加速技術
高周波極限（Wバンドなどによる）電子加速
○非高周波高勾配加速技術による電子加速
ビーム励起型プラズマ加速
レーザー励起型プラズマ加速
逆チェレンコフレーザー加速
直交場加速
○非高周波高勾配加速技術による小型陽子・重イオン加速
レーザー励起型プラズマ加速（陽子）
直交場加速（陽子・重イオン）
研究開発予算
・先進加速技術研究開発予算を年間10数億円程度（米国並み）に増額してゆくこと
－325－

本調査の実施にあたっては、その方針の検討、加速器科学各分野の先端状況の把握、関連する
調査票の作成、調査結果の分析等につき、ご審議をいただいた動向調査委員会の委員を始めとし
て、600名を超える加速器ユーザーや加速器研究者の方々のご協力をいただきました。ここにこ
れらの方々に厚くお礼申し上げます。

添付資料I

添付資料I－1
先端科学技術動向調査委員会（加速器科学）委員および活動
1構成員
本委員会の構成員は以下のとおりである。
委員長　平尾　泰男　放射線医学総合研究所　顧問
（以下、委員については50音順；肩書については平成12年5月時点）
委　員　上坂　　充　東京大学　大学院工学系研究科　原子力工学研究施設　教授
JJ　　遠藤　一太　広島大学　大学院先端物質科学研究科　教授
〝　　小方
〝　　片山
ノブ　　北川
〝　　熊谷
〝　　熊田
JJ　　小山
厚　広島大学　大学院先端物質科学研究科　教授
武司　東京大学　大学院理学系研究科　原子核科学研究センター　教授
米喜　大阪大学　レーザー核融合研究センター　助教授
教孝（財）高輝度光科学研究センター　加速器部門長
雅之　放射線医学総合研究所　主任研究官
和義　工業技術院　電子技術総合研究所　主任研究官
JJ　　佐藤　　勇　日本大学　原子力研究所　教授
〝　　佐藤　健次　大阪大学　核物理研究センター　教授
〝　　竹田　誠之　文部省　高エネルギー加速器研究機構　助教授
〝　　中島‘一久　文部省　高エネルギー加速器研究機構　助教授
〝　　中村　一隆　東京工業大学　応用セラミックス研究所　助教授
〝　　西田　　靖　宇都宮大学　大学院工学研究科　教授
〝　　野田　　章　京都大学　化学研究所　原子核科学研究施設　教授
〝　　水本　元治　日本原子力研究所　東海研究所　中性子科学研究センター
陽子加速器研究室長　（主任研究員）
ノブ　　矢野　安重　理化学研究所　加速器基盤研究部長
2　委員会活動
本委員会は平成10年1月に当研究所に設置され、加速器科学の先端動向調査に関して9回の委
員会での検討を実施した。その活動を以下に紹介する。
第1回　平成10年1月31日
・先端科学技術動向調査の目的、スケジュール等について
先端科学技術動向調査（加速器科学）報告書骨子（案）
日本全体としての加速器科学（政府）予算把握調査
先進小型加速器の実現時期予測調査
加速器科学分野別動向報告を各委員に分担
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（素粒子物理学、原子核物理学、エネルギー科学、物質科学、生命科学、医療利用、産業利用）
先進型加速器の研究開発動向および技術開発課題関連の報告を各委員に依頼
第2回　平成10年2月24日
・加速器科学の研究分野毎の動向と課題
素粒子物理学
物質・材料科学
生命科学、医療利用
・高周波加速器に関する研究開発状況
電子線形加速器
大強度加速器（陽子、電子）
・先進型加速器の研究開発動向および技術開発課題
新しい粒子加速原理と研究進捗状況
（レーザー・プラズマ電子加速、電子リング（陽子・重イオン）加速等）
加速器科学の政府関連予算の概略把握調査（個別機関への要言請）（平成 10 年4 月－5 月）
→ 年間約 730 億円（平成9年度）
第3回　平成10年6月5日
・先進型加速器の研究開発動向および技術開発課題
電子リング加速器の研究状況（川崎温埼玉大学教授講演）
・高周波加速器に関する研究開発状況
常伝導サイクロトロン加速器の開発課題
・ビーム冷却（効率良くビームをターゲットに当てるた桝こ必要などームの高品質化）
放射冷却、確率（ストカスティック）冷却、電子ビーム冷却、レーザー冷却（実証化済み）
エネルギー損失（アイオニゼーション）冷却（研究中）
第4回　平成10年7月24日
・加速器科学の研究分野毎の研究動向と課題
物質・材料科学
原子核物理学（谷畑勇夫理化学研究所主任研究員招聴報告）
・先進小型加速器等の研究開発動向及び技術開発課題
直交場加速器、レーザー・プラズマ陽子加速器、レーザーアンジュレータ小型放射光装置
・小型加速器等の開発予測調査（調査票の審議；小型加速器のサイズ、性能の目安を決める）
・加速器ビームに関するニーズ等調査（計画の概要紹介）
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第5回　平成10年9月18日
・加速器科学の研究分野毎の研究動向と課題
素粒子物理学の展望と将来の高エネルギー加速器
（久野良孝　KEK素粒子原子核研究所　助教授招碑報告）
エネルギー科学（消滅処理及びRubbiaのエネルギー増幅装置）
・′J、型加速器等開発予測調査（調査票案の審議）
下記調査票の別添（水色資料参照）
非高周波高勾配加速器技術等による小型加速器等の提案のまとめ（試案）（平成 10 年 11 月）
ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査
（平成 10 年 11 月上旬～平成 11 年1 月中旬）
（小型加速器等の開発時期等 を加速器研究所に問 う）
プレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査（海外（主lこ米国））
（平成 11 年1 月下旬～平成 11 年2 月下旬）
第6回　平成11年3月9日
・ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果
・加速器ビームに関するニーズ等調査について（調査票設計方針審議）
・アメリカにおける加速器科学の萌芽的研究推進（DOEの方式）について
海外調査（平成11年3月21日～平成11年3月31日）（当研究所員（瀬谷）のみ）
・米国の加速器施設の訪問と先進加速技術研究者との意見交換
・米国DOE、NSFでの加速器科学予算と先進加速技術研究予算のヒアリング調査
ー 調査資料の発行　－
調査資料－61 プレ－クスル一技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果（1999 年5月）
（小型加速器等の開発予測時期等）
第7回　平成11年8月26日
・加速器ビームニーズ等に関する調査（調査票最終案）審議
・高周波加速小型陽子加速器の最先端
招蒋報告1．・小型陽子サイクロトロンについて
（住友重機（株）、機械事業本部　量子機器事業センター　技術部長　斎藤　肇氏）
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招聴報告2．・小型陽子シンクロトロン
（高エネルギー加速器研究機構　加速器研究施設　教授　遠藤　有聾氏）
・ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果
・日本における萌芽的加速器研究運営への参考情報（上坂委員から）
－アメリカにおけるNationalPartnership，VirbalLab．－
加速器ビームニーズ等に関する調査 （平成11年9月下旬～平成 12 年1月中旬）
（加速器ビームユーザーに利用の現状及び提案されている小型加速器へのニーズ等を問う）
第8回　平成12年2月28日
・加速器ビームニーズ等に関する調査結果（第1次とりまとめ；提案されている小型加速器のニー
ズ高い）
・先端科学技術動向調査（加速器科学）報告書案
・核燃料サイクル開発機構大洗工学センター　量子工学試験施設（電子加速器施設）の紹介
・平成13年度概算要求のための先進加速技術等研究・開発計画案の作成依頼
第9回　平成12年5月25日（最終回）
・先端科学技術動向調査（加速器科学）報告事案（加速器ビームニーズ等に関する調査結果含む）
・先進小型加速器の開発計画について（報告）
添付I－1肩4
添付資料I－2
日本の加速器科学関係予算調査
1調査方法、時期など
この調査は、日本の加速器科学予算を大まかに把握するため、国立大学、共同利用研究機関、
特殊法人および国立研究所で加速器を有する機関を対象とし、昭和63年度から平成9年度までの
期間について、調査票を用いて行ったものである。調査を実施した時期は、平成10年4月～平成
10年5月である。
調査票では、加速器関連予算として
①加速器施設・設備建設費
②補修費
③運転経費
④加速器利用経常研究費
⑤加速器研究者人件費
⑥その他
の項目を提示して回答を求めたが、①加速器施設・設備建設費、②補修費および③運転経費につ
いては分離が困難であるとの回答や加速器研究者の範囲も明確にすることが難しいなどの回答が
あった。これは、各研究機関において加速器科学研究に関する調査は過去に例がほとんどなく、
加速器関連予算としてどのような項目をどこまで計上するかについて、調査実施側として統一さ
れた基準などを示すことが困難であったことなどによるものである。また、加速器を有する公立
大学、私立大学、民間企業あるいは病院などについては、今般の調査の対象にしていないことか
ら、このk　は　大まかな額を示している）のと　えられたい，
より詳細で正確な把握をするためには、対象範囲を拡げるとともに、各研究機関での項目計上
に関しての統一基準について十分検討することが必要である。
2　調査結果
（1）加速器関連予算総額推移
表一1～5に、各々調査した範囲の全体計、科学技術庁、文部省、通産省の関連機関（回答が
あった機関のみ）での推移および加速器施設・設備建設費、補修費、運転経費推移を示す。
表土L迦重畳監星型巨合匙進整
（単位：億円）
昭 和 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成
6 3 年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年
科 学 技 術 庁 計 99 ．55 150 ．78 173．80 2 02 ．00 2 56 ．99 3 35 ．54 2 16 ．0 7 4 0 7．15 29 1．7 5 3 14 ．19
文 部 省 計 39 0 ．4 4 13 ．0 1 40 1．6 23 77 ．36 3 74 ．74 3 77 ．5 1 3 65 ．52 4 44 ．67 42 8．4 1 4 15 ．59
通 産 省 計 1．55 1．6 6 1．6 8 1．59 1．59 1．9 3 1．6 3 1．55 2．4 6 1．4 3
合 計 4 9 1．50 5 65 ．4 5 57 7．10 5 80 ．956 33 ．32 7 14．9 8 5 83．2 2 8 53 ．37 72 2．6 27 3 1． 1
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墨二之＿＿塾掌珪塵丘置屋迦違墨盟重畳差遣整
（単位：億円）
昭 和 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成
6 3 年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年
S P r i n g － 8 6 ．3 9 1 9 ．7 4 2 9 ．0 4 5 0 ．3 5 1 0 2 ．9 7 1 7 5 ．5 6 1 1 2 ．1 9 2 9 8 ．8 7 1 9 3 ．1 3 1 9 7 ．3 9
日 本 原 子 力 研 究 所 3 9 ．0 4 6 6 ．5 4 6 5 ．8 7 6 6 ．4 8 5 4 ．4 1 3 8 ．6 1 糾 ．3 1 2 8 ．6 1 2 8 ．9 7 4 6 ．0 5
理 化 学 研 究 所 3 5 ．5 1 2 2 ．9 8 1 8 ．8 9 1 7 ．6 7 1 7 ．0 1 2 0 ．7 2 1 6 ．9 22 1 ．3 2 1 7 ．7 5 1 9 ．9 8
放 射 線 医 学 総 合
研 究 所
1 8 ．2 3 4 1 ．1 3 5 7 ．7 2 6 3 ．4 7 7 7 ．0 5 9 1．2 8 4 2 ．9 5 4 2 ．8 14 3 ．5 3 4 5 ．4 1
核 燃 料 サ イ ク ル
開 発 機 構
0 0 1．8 9 3 ．6 4 5 ．0 6 8 ．2 4 8 ．1 5 1 3 ．8 8 6 ．3 0 3 ．5 0
金 属 材 料 技 術
研 究 所
0 ．3 8 0 ．3 9 0 ．3 90 ．3 9 0 ．4 9 1 ．1 3 1 ．5 5 1 ．6 6 2 ．0 7 1 ．8 6
科 学 技 術 庁 計 9 9 ．5 5 1 5 0 ．7 8 1 7 3 ．8 0 2 0 2 ．0 0 2 5 6 ．9 9 3 3 5 ．5 4 2 1 6 ．0 7 4 0 7 ．1 5 2 9 1．7 5 3 1 4 ．1 9
壷二蔓＿jこ塾豊里塵迦達劉駈重畳差遣整
（単位：億円）
昭 和 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成
6 3 年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年
北 海 道 大 学 0 ．3 0 0 ．3 0 0 ．2 1 0 ．2 1 0 ．2 1 0 ．1 2 0 ．1 3 0 0 0
東 北 大 学 6 ．8 7 7 ．0 1 6 ．9 8 7 ．2 7 7 ．2 1 7 ．3 2 7 ．3 9 1 0 ．7 3 9 ．6 6 7 ．3 2
筑 波 大 学 1 ．3 2 1 ．3 1 1 ．3 1 1 ．6 8 1 ．9 4 1 ．7 4 1 ．3 3 1 ．3 5 1 ．2 8 1 ．3 1
群 馬 大 学 0 ．7 2 0 ．7 2 0 ．7 0 0 ．7 4 0 ．7 3 0 ．5 5 0 ．3 7 0 ．3 7 4 ．2 5 0 ．5 2
東 京 大 学 2 3 ．9 5 2 5 ．9 3 2 5 ．5 9 2 5 ．4 8 2 7 ．0 2 2 8 ．2 7 2 8 ．8 8 2 8 ．7 12 7 ．0 3 7 ．6 6
名 古 屋 大 学 0 ．6 8 0 ．6 9 0 ．7 5 0 ．7 6 0 ．7 8 0 ．7 9 0 ．7 4 0 ．7 5 0 ．7 6 0 ．8 1
京 都 大 学 6 ．5 9 6 ．3 7 4 ．2 8 4 ．3 2 4 ．5 6 5 ．3 6 5 ．2 3 5 ．4 2 5 ．4 2 5 ．4 1
大 阪 大 学 2 0 ．5 2 3 5 ．2 8 3 3 ．8 91 9 ．4 1 1 9 ．0 4 1 9 ．3 7 2 0 ．5 9 2 2 ．5 6 1 9 ．3 2 1 9 ．4 3
広 島 大 学 0 ．0 5 0 ．0 6 0 ．0 4 0 ．0 6 0 ．0 6 0 ．0 7 0 ．0 5 0 ．0 4 1 9 ．7 0 9 ．7 4
九 州 大 学 1 ．3 8 1 ．3 7 1 ．6 3 1 ．4 5 2 ．1 5 2 ．8 2 1 ．5 2 1 ．5 6 1 ．7 6 1 ．7 3
高 エ ネ ル ギ ー
加 速 器 研 究 機 構
3 1 8 ．3 1 3 2 4 ．8 6 3 1 6 ．7 63 0 7 ．1 6 3 0 2 ．1 7 3 0 2 ．2 7 2 9 0 ．3 9 3 6 4 ．2 8 3 3 0 ．3 6 3 5 2 ．8 1
岡 崎 国 立 共 同
研 究 機 構
9 ．7 1 9 ．1 1 9 ．4 8 8 ．8 2 8 ．8 7 8 ．8 3 8 ．9 0 8 ．9 0 8 ．8 7 8 ．8 5
文 部 省 計 3 9 0 ．4 0 4 1 3 ．0 14 0 1 ．6 2 3 7 7 ．3 6 3 7 4 ．7 4 3 7 7 ．5 1 3 6 5 ．5 2 4 4 4 ．6 7 4 2 且 4 1 4 1 5 ．5 9
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五二L畳屋登園塵迦重畳遡重量差進整
（単位：億円）
昭 和 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成
6 3 年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年
電 子 技 術 総 合
研 究 所
1．5 5 1．66 1．68 1．59 1．5 9 1．93 1．63 1．5 5 2．4 6 1．4 3
通 産 省 計 1．55 1．6 6 1．6 8 1．5 9 1．5 9 1．9 3 1、6 3 1．55 2．46 1．43
垂二旦』増弛段備建設費、補修費、運転経
（単位：億円）
昭 和 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成 平 成
6 3 年 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 9 年
文 部 省 建 設
・運 転 計
2 4 9 ．8 1 2 5 6 ．1 6 2 4 3 ．3 82 4 0 ．3 3 2 3 1 ．6 1 2 3 5 ．1 6 2 0 6 ．1 0 2 6 5 ．4 7 2 3 7 ．9 9 2 1 5 ．6 7
科 学 技 術 庁 建 設
・ 運 転 計
8 3 ．7 7 1 2 9 ．2 3 1 5 0 ．7 1 1 7 8 ．0 6 2 2 9 ．0 03 0 6 ．8 1 1 7 9 ．7 13 7 1 ．9 22 5 6 ．7 9 2 6 4 ．3 9
通 産 省 建 設
・ 運 転 計
0 ．4 5 0 ．4 6 0 ．4 5 0 ．4 5 0 ．4 3 0 ．6 9 0 ．3 7 0 ．3 7 1 ．3 2 0 ．3 7
全 体 建 設 ・運 転 計 3 3 4 ．0 3 3 8 5 ．8 5 3 9 4 ．5 44 1 8 ．8 4 4 6 1 ．0 4 5 4 2 ．6 6 3 3 6 ．1 8 6 3 7 ．7 6 4 9 6 ．1 0 4 8 0 ．4 3
加 速 器 関 連 全 体 計 4 9 1 ．5 0 5 6 5 ．4 5 5 7 7 ．1 05 6 0 ．9 5 6 3 3 ．3 2 7 1 4 ．9 8 5 8 3 ．2 2 8 5 3 ．3 7 7 2 2 ．6 2 7 3 1．2 1
建 設 ・運 転 の 割 合 0 ．6 7 9 6 0 ．6 8 2 4 0 ．6 8 3 7 0 ．7 2 1 0 0 ．7 2 8 0 0 ．7 5 9 0 0 ．6 6 4 3 0 ．7 4 7 3 0 ．6 8 6 5 0 ．6 5 7 0
3　日本の加速器科学の予算規模
我が国の加速器科学を年間の研究開発予算規模で見てみる。昭和63年度から平成9年度までの
10年間の日本の国立大学、国立研究機関及び特殊法人の加速器関連予算を調べると、図－1に示
すように、昭和63年度において約490億円であったものが、平成9年度で約730億円の規模とな
っている（年平均伸び率4．0％）。なお、この調査は、加速器科学の全体予算規模を大まかなに把
握するためのものであり、公立大学、私立大学、民間の企業あるいは小型電子加速器が設置され
ている病院については調べていないため、実際にはこれ以上の額となっている。平成9年度にお
いて国の一般会計から支出される科学技術予算では、核融合研究（同約375億円）の約2倍の規
模で、かつ、海洋科学（同約757億円）と同程度になっている。ちなみに一般会計での原子力関
係予算は加速器関連予算も含めて同約2，033億円であり、宇宙開発予算は同約2，180億円である
（表－6参照）。
加速器関連予算を省庁別に見てみると図－2に示すように、文部省関係は調査期間の10年間ほ
ぼ400億円程度であるのに対して、科学技術庁関係は昭和63年度では約100億円であったものが、
SPring－8の建設とともに伸びてきて平成9年度では約314億円となっている。通産省関係は当該
期間の10年間ほぼ1．5億円程度である。また、図－3に示す様に、加速器科学予算のうち
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■文部省総計　　　　　　口科学技術庁総計　　　　　　町通産省総計
図－1加速器関連予算額推移（日本全体）
表－6　科学技術関係経費（平成9年度）
（単位：億円）
政 府 総 計 科 学 技 術 庁 文 部 省
宇 宙 開 発 関 係 2 ，1 8 0 1 ，8 0 6 17 5
原 子 力 関 係 （特 会 含 む 計 4 ，9 0 7 ）
2 ，0 3 3
（特 会 含 む 計 3 ，5 4 7 ）
1 ，9 5 3
（特 会 3 5 ）
核 融 合 科 学 3 7 4 1 9 3 18 1
地 球 科 学
地 震 調 査 研 究 2 1 4 1 0 4 2 7
海 洋 科 学 7 5 6 2 4 8 5
生 命 科 学 1 ，6 8 1 3 3 1 2 4 8
蜘廠漁感勤感畿転戦施調 謬よx　　　　　 ‾過V　　‾たこ潤
を
鞄ノ堅 澄 頚 楔 形 増 沢 ′董転記　ノ
、＿、やくi 、ノ　監葵㌫
加速器本体の建設・運転・保守にかかる費用は約70％を占めており、加速器科学予算のうち主要
な部分は、加速器の建設・運転である。
加速器科学研究が特徴としてもつところは、純粋基礎研究から実利用までが密接に連携する研
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究領域の広さである。もともと、加速器科学は素粒子物理学や原子核物理学（純粋基礎研究）と
一体となり発展してきたものであり、そこから生み出される新たな知見や技術は、エネルギー、
物質・材料科学、医療利用等、様々な分野で利用され発展してきている。素粒子物理学や原子核
物理学の最先端研究における基礎理論の検証や高輝度で光子エネルギーフロンティアを目指す放
射光発生に使われる加速器は一般的に非常に大型のものとなっており、加速器科学予算の大きな
部分が加速器の建設などに使われている。
書高エネルギー加速器研究機構 0 東京大学　 口大阪大学　 辺岡崎国立共同研究機構 日その他大学
図－2（a）文部省関係加速器関連予算推移
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日S Pdng－8 ■日本康子力研究所　　　　　　 ■理化学研究所
ロ放射線医芋総合研究所 ロ棟集料サイクJ帽l兼後韓　　　 日金員材料技輌研究所
図－2（b）科学技術庁関係加速器関連予算推移
ロ建設・補修・運転費　　　 □その他（経常研究費、加速器研究者人件費、他）
昭和63年度　平成1年度　平成2年度　平成3年度　平成4年度　平成5年度　平成6年度　平成7年度　平成8年度　平成9年度
図－3．加速器予算における建設・補修・運転費
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添付資料Ⅱ
基主星拉室＝麹萱草」匿子核物理学関係研究機関略語・加速器など
研究機関略語
CERN（欧州合同原子核研究機関）：CentreEuropeenpourlaRechercheNucleaire（スイス）
BNL（ブルックヘブン国立研究所）：BrookhavenNationalLaboratory（米国）
CU（コーネル大学）：CornellUniversity（米国）
FNAL（フェルミ国立加速器研究所）：FermiNationalAccelerator Laboratory＝Fermilab
（米国）
LBL（ローレンス・バークレイ研究所）：LawrenceBerkeleynationalLaboratory（米国）
LANL（ロスアラモス国立研究所）：LosAlamosNationalLaboratory（米国）
ORNL（オークリッジ国立研究所）：OakRidgeNationalLaboratory（米国）
SLAC（スタンフォード線形加速器センター）：StanfordLinearAcceleratorCenter（米国）
SSCL（SSC研究所）：SuperconductingSuperColliderLaboratory（米国）
TJNAF（トーマス・ジェファーソン国立加速器研究所）：ThomasJeffersonNationalAccel－
erator Facility（CEBAF：Continuous ElectronBeamAcceleratorFacility）（米国）
BINP（ブドカー原子核物理研究所）：BudkerInstitute forNuclearPhysics（ロシア）
IHEP：Institute for High Energy Physics（ロシア）
ITEP：Institute of Theoretical and Experimental Physics（ロシア）
JINR（ロシア合同原子核研究所）：JointInstitute forNuclear Research（ロシア）
GANIL（国立重イオン加速器研究所）：GrandAacc色1色rateur National d，Ions Lourds
（フランス）
LURE：Laboratoire pourl’Utilisation duRayonnement Electromagn色tique（フランス）
DESY（ドイツ電子シンクロトロン研究所）‥stiftungDeutsches Elektronen－SYnchrotron
（ドイツ）
GSI（重イオン科学研究所）：Gesellschaft ftir Schwerionenforschung（ドイツ）
RAL（ラザフォード・アップルトン研究所）：RutherfordAppletonLaboratory（イギリス）
TRIUMF（3大学連合中間子施設）：TRI－UniversityMeson Facility（カナダ）
PSI（ポール・シェラー研究所）：Paul SherrerInstitute（スイス）
添付Ⅲ－1
班霊謹選と担違墨
＝…・CERN（欧州合同原子核研究機関；スイス）＝・＝・
CPS：CERN Proton Synchrotron
平均直径約200mの陽子シンクロトロン（世界で最初の強集束シンクロトロン）で、1959年よ
り稼働。陽子を28GeVまで加速することができ、SPSの入射器としても使われる。
SPS：Super Proton Synchrotron
平均直径約2，200m、周長約6．9kmの陽子シンクロトロンで、陽子を450GeVまで加速すること
ができる。この陽子シンクロトロンは、陽子・反陽子衝突器としても使え（この場合の名称はSPPS）、
1983年（ビーム冷却技術を使った）陽子・反陽子衝突型実験で電弱理論が要求するWボソンおよ
びZボソンを発見する。なお、衝突型シンクロトロンにおいては、1つのリング内を粒子・反粒
子が正反対方向に走らせるものとなっており、衝突をさせる時点で各々のビームの軌道を修正し、
測定器内に導いて衝突させるものが一般的である。
LEP：Large Electron Positron collider
電子・陽電子（シンクロトロン）衝突器（平均直径約8，490m、周長約27km；大きさ世界一、1989
年運転開始）で、重心系で約110GeV（55GeV＋55GeV）の衝突エネルギーを達成。
LEPⅢ：Large Electron Positron collider phaseⅡ
衝突エネルギーを更に高くできるようLEPを改造した（1995年運転開始）もので、重心系で約
200GeV（100GeV＋100GeV）の衝突エネルギーを達成。Wボソン、Zボソンファクトリーとして、
精密な実験データを取得。（最近、ヒッグス粒子らしき粒子を観測したとの伝聞あり。）
u忙：Large Hadron Collider
LEPⅡのトンネル内に建設中の陽子・陽子（シンクロトロン）衝突器で、重心系エネルギーで
14TeV（7TeV＋7TeV））の衝突実験をめざす（2005年完成予定）。重イオン・重イオン衝突実験も
行われる予定。
CLIC：Compact LInear Collider
検討中の、重心系で500GeVを超える大型電子・陽電子衝突型線形加速器。加速勾配を高めるた
め、2ビーム加速によるKバンド加速の採用を検討している。
‥・＝・SLAC（スタンフォード線形加速器センター；米国）＝‥＝
スタンフォード線形加速器（SLA：Stanford Linear Accelerator）
長さ3，050mの大型線形加速器で、1966年に運転開始、1967年20GeVを達成。この加速器によ
る電子・陽子散乱実験の結果が解析され（1968年～1969年）、陽子を構成するクオークの存在の
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証拠が発見される。
SPEAR：Stahford Positron ElectronAsymmetric Ring）
直径約80mの電子・陽電子衝突型リングで、重心系で8GeV（4GeV＋4GeV）の衝突実験が可能。
1974年には、Ⅴ粒子（チャームクオーク・反チャームクオークの複合粒子）を発見（BNLの陽
子シンクロトロン（AGS）での実験と同時に発表）。また、1975年には、最初の第3世代のレプト
ン、タウ（T）粒子を発見。
PEP：Positron Electron colliding beam storage ring Project
大型線形加速器（SLA）を入射器とする周長約2，200mの電子・陽電子衝突型リングで、重心系
で約30GeV（15GeV＋15GeV）の衝突エネルギーを達成（1980年）。
SLC：Stanford Linear Collider
大型線形加速器（SLA）の加速性能を向上させたものと衝突用アーク部（周長約2h）から構成
される電子・陽電子衝突型加速器で、重心系で約90GeV（45GeV＋45GeV）の衝突エネルギーを達
成（1989年）
PEPⅡ：Positron Electron colliding beam storage ring Project phaseⅡ
PEPのトンネル内に設置された電子（9．OGeV）・陽電子（3．1GeV）非対称エネルギー衝突型加速
器で、B中間子を大量に発生させるBファクトリー（1999年運転開始）。
NLC：Next Linear Collider
計画中の、重心系で500GeVを超える大型電子・陽電子衝突型線形加速器。高い加速勾配をめざ
すため、Ⅹバンドを加速高周波に使用することを検討している。
‥‥＝FNAL（フ工ルミ国立加速器研究所；米国）‥‥‥
Wain Ring（陽子シンクロトロン）
平均直径約2，000m、周長約6．3kmの陽子シンクロトロンで、1971年に運転が開始され、1972
年に400GeVの陽子加速を達成。1977年に陽子・固定標的衝突実験でボトムクオークを発見。1983
年からは、下のTevatronの入射器として使われた。1997年運転終了。
Tevatron
上記のMainRing（平均直径約2，000m、周長約6．3km）の直下に超伝導電磁石を用いたシンク
ロトロンを付加した加速器（1983年運転開始）。重心系で約1．8TeV（900GeV＋900GeV）の衝突エ
ネルギーを達成（1986年）。1995年トップクォークを発見。
添付Ⅱ－3
MainInjector
Tevatron用の新しい入射器となる陽子シンクロトロン（周長3，320m）で、最大150GeV（通常
は120GeV）までの加速が可能。1999年完成。ビーム強度をこれまでの10倍に高めている。
Nl舶I（Neutrinos at the MainInjector）Project
Tevatron用のMainInjectorの陽子ビームを使いニュートリノを発生させ、約730km離れた地
点（Minnesota州Soudan）で、ニュートリノ振動現象を測定するプロジェクト（現在、建設中）。
VIBC：Very Large Hadron Collider
CERNのLHC後のエネルギーフロンティア加速器として、構想が検討されている超大型陽
子・陽子（シンクロトロン）衝突器（重心系エネルギー100TeV、周長100km以上）。
‥・＝・BNL（ブルックヘブン国立研究所；米国）＝・＝・
AGS：Alternating Gradient Synchrotron
陽子シンクロトロン（平均直径257m）で、陽子を30GeVまで加速できる。1974年、陽子・固定
標的衝突実験により、J／v粒子（チャームクオーク・反チャームクオークの複合粒子）を発見（S
LACのSPREARでの実験と同時に発表）。
RllIC：Relativistic Heavy工on Collider
重イオン・重イオン衝突型シンクロトロン（平均直径1，220m、周長約3．8kn）で、100GeV／amu
程度の加速エネルギーで重イオンどうLを衝突させクオーク・グルオンプラズマを研究すること
を主目的としている。既に実験を開始している（2000年開始）。
・”・＝CornelIUniversity（コーネル大学；米国）…・＝
CESRⅢ：Cornell Electron－pOSitron Storage Ring PhaseⅢ
電子・陽電子貯蔵リングCESR（周長768m）を用いた電子（5．3GeV）・陽電子（5．3GeV）対称エ
ネルギー衝突により、B中間子を発生させる。
＝L・＝SSCL（SSC研究所；米国）日日‥
SSC：Superconducting Super Collider
米国の陽子・陽子（シンクロトロン）衝突器（平均直径約27．6km、周長約87km）計画で、重心
系エネルギーで40TeV（20TeV＋20TeV））の実験をめざすものとして、1989年に建設を開始した
が1993年に中止された。
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日日HKEK（高エネルギ胃加速器研究機構）・‥‥・
KEK－PS：KEK Proton Synchrotron
平均直径約108mの陽子シンクロトロンで、陽子を12GeVまで加速できる。1976年より稼働。
なお、この陽子シンクロトロンの前段にあるブースターシンクロトロン（直径約10m、500MeV）
は、中間子や中性子ファクトリーあるいは筑波大学陽子線医学利用研究センターでの治療に使わ
れてきている。
電子・陽電子線形加速器
長さ415mの電子線形加速器で、当初TRISTANおよびPFStorage Ring用の2．5GeV電子ビーム
を供給する入射器として建設された（1982年稼働開始）。その後、旺腿へ電子・陽電子ビームを
供給するため、グレードアップされ、エネルギー8．OGeVの電子と3．5GeVの陽電子をBフアクト
リ（舐馳）リング加速器に入射し、エネルギー2．5GeVの電子をフォトンフアクトリ（PFおよび
PF－AR）に入射している。
TRISTAN：Transposable RingIntersecting STorage Acceleratorin Nippon
高エネルギー物理学研究所（1997年、高エネルギー加速器研究機構に改組）の電子・陽電子（シ
ンクロトロン）衝突器（平均直径約960m；周長3，018m：1986年運転開始、1995年終了）で、重
心系で約65GeV（32．5GeV＋32．5GeV）の衝突エネルギーを達成（1987年）
PF－AR：Photon Factory－Advanced Ring
当初、TRISTANのブースターシンクロトロン（TRISTANAR：AccumulatorRing、周長377m）と
して建設されたが、TRISTANの終了にともないシンクロトロン放射光施設として利用されている。
エネルギー2．5GeVの電子を線形加速器より入射させ、6．5GeVまで加速し蓄積する。
KE随（Bファクトリー）
TRISTANに使用したリング内に設置された電子（8．OGeV）・陽電子（3．5GeV）非対称エネルギー
衝突器で、B中間子を大量に発生させるBファクトリー（1999年運転開始）。
長基線ニュートリノ振動実験（K2K）
陽子シンクロトロンKEK－PS（12GeV）の陽子ビームを使いニュートリノを発生させ、約250km離
れた岐阜県神岡町のスーパーカミオカンデで、ニュートリノ振動現象を測定する（1999年開始）。
大型ハドロン計画（JrP：JapanHadron Project）
東京大学原子核研究所を中心に構想され、高エネルギー加速器研究機構に引き継がれた加速器
計画で、3GeV陽子シンクロトロンおよび50GeV陽子シンクロトロンなどから構成されるハドロ
ン研究用の大強度の陽子加速器を建設して、原子核物理を含む広範な学際領域の研究を推進しよ
うとするもの。研究の主な柱は4つのアレナ（K、N、E、M：アレナはギリシャ語の闘技場の
意味）から成立っている。
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Kアレナ
Nアレナ
Eアレナ
Mアレナ
KはK中間子。K中間子を用いて、ハイパー核や稀崩壊の研究を行う。
Nは中性子。強力なパルス中性子により、広範囲の物質・生命科学の研究を行う。
Eはエキゾチック核。自然には存在しない不安定核種を生成し、これを研究する。
Mはミュー粒子とメソン（中間子）。これらの粒子を用いて核物理、物性物理など
を研究する。
なお、この加速器計画は、日本原子力研究所の中性子科学研究用の大強度陽子線形加速器計画
と統合され、「大強度陽子加速器施設計画」と呼ばれている。
JLC：JapanLinear Collider
検討中の、重心系で500GeVを超える大型電子・陽電子衝突型線形加速器。高い加速勾配をめざ
すため、Ⅹバンドを加速高周波に使用することが検討されている。
…・”DESY（ドイツ電子シンクロトロン研究所；ドイツ）日日‥
DESYⅡ：Deutsche Elektronen－SynchrotronII
周長293mの電子・陽電子シンクロトロンで、1987年運転開始。電子、陽電子を8GeVまで加速
でき、下のDORISⅢおよびPETRAⅡへの入射器として使用されている。DESYⅡが収容されるトンネ
ルは、下のDESYⅢと共用されている。
I）ESYⅢ：Deutsche Elektronen－SynchrotronⅢ
周長317mの陽子シンクロトロンで、1988年運転開始。陽子を7．5GeVまで加速し、下のPETRA
Ⅱへの入射器として使用されている。
JX）RIS：DOppe1－RIng－Speichers：DOuble RIng Storage facility（phaseII、phaseⅢをI氾RIS
Ⅱ、Ⅲという）
周長289mの電子・陽電子蓄積シンクロトロンリングで、DESYで加速された電子、陽電子を各々
別のリング（Double Ringの所以）で周回・蓄積させる。1974年運転開始で重心系で10GeV
（5GeV＋5GeV）での衝突実験が可能。高エネルギー実験は1980年終了。その後改造（1980－1981
年singleringに改造（放射光用、phaseⅡ）、1990－1991年更に挿入光源による高輝度化改造（phase
Ⅲ））され、現在はシンクロトロン放射光源として利用されている。
PETRA：Positron－Elektron－Tandem－Ring－An1age‥Positron－ElectronTandemRingAccelerator
（phaseⅡをPETRAⅡという）
直径約730m（周長2，304m）の電子・陽電子衝突型シンクロトロンで、1978年運転開始（入射
器はDESY）。重心系で28GeV（14GeV＋14GeV）の電子・陽電子衝突が可能で、1979年には、衝突に
おいて放射されるグルーオンの強い証拠を発見。1986年に高エネルギー実験は終了。その後陽子
も加速できるように改造（1990年（phaseII））され、下の旺RAの入射器として使われている。
陽子については、40GeVまでの加速が可能。
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HERA：Hadron－Elektron－Ring－An1age：Hadron Electron Ring Accelerator
DESYにおいて、西欧6カ国と共同で建設された（1992年より実験開始）電子（陽電子）・
陽子衝突型シンクロトロン（直径約2kn、周長約6．3km）で、30GeV電子（陽電子）＋820GeV陽子
の衝突実験を進めている。なお、肛弘の前段加速器システムは以下のとおり。
電子（陽電子）：線形加速器（200MeV）　　→DESYII（8GeV）→PETRAⅡ（12GeV）→肛RA（40GeV）
陽子：線形加速器（RFQ＋AIvaresx3）（50MeV）→DESYⅢ（7．5GeV）→PETRAⅡ（30GeV）→rtERA（820GeV）
TESLA：Tera electron volt Energy Superconducting Linear Accelerator
DESYにおいて検討中の、重心系で500GeVを超える大型電子・陽電子衝突型線形加速器。総
延長30kmで、超伝導加速空洞（Lバンド）を用いる線形加速器2基から成る。
・日日・LBL（ローレンス・バークレイ研究所；米国）日日H
Bevatron（Bevalac）
平均直径約40mの陽子・重イオン弱集束シンクロトロンで1954年より稼働し、陽子からウラン
に至るイオンを1GeV／n程度以上のエネルギーまで加速することができ、多数の新元素を発見す
るなど、原子核物理学研究をリードしてきたが、1992年閉鎖された。入射系として、重イオン線
形加速器Super－HILACが組み合わされた（1972年）ものをBevalacとよんでいる。
88′′cyclotron
1961年より稼働しているSF（Sector－Focused；強集束）サイクロトロンで、陽子からウラ
ンまでのイオンを加速することができる。陽子からネオン原子核については、32MeV／核子のエネ
ルギーまで加速できる。ローレンス・バークレイ研究所における原子核研究用重イオン加速器と
してBevalacとともに活躍してきたが、Bevalacが1992年閉鎖された後は、同研究所において唯
一のこる重イオン加速器である。
＝‥＝TJNAF（トーマス・ジェファーソン国立加速器研究所；米国）日日‥
CEBAF：Continuous Electron Beam Accelerator Facility
超伝導加速空洞を持った2つの並行する線形加速器（各々長さ約160m）がその端部を周回軌道
（Arc）によりつながれ、一方の線形加速器で加速した電子（一回の通過で400MeVのエネルギー
を得る）を周回軌道により他方の線形加速器に入射させ、更に加速してゆくことを5回繰り返し
行うことにより最終的に4GeVのエネルギーまで高めてゆく加速器システムであり、1994年に運
転を開始した。共同利用研究施設であり、中間エネルギーの電子ビームが連続的に供給されQC
D原子核物理研究に主として使われている。世界各国の原子核物理研究者が利用している。現在
の最大加速エネルギーは5．5GeVで、数年後には12GeVまでのグレードアップが検討されている。
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＝…・理化学研究所（RIKEN）＝日日
リングサイクロトロン（Ring Cyclotron：AVFサイクロトロンの一種）（RRC＝RIKENRC）
4基のセクターマグネット、2基の加速用高周波共振器からなる強集束サイクロトロン（入射
半径0．89m、引き出し半径3．56m、概略直径12．6m、高さ6m、総重量2，100トン）で、陽子を210MeV
（軽い重イオンを540・Q2／AMeV）まで加速できる。1986年運転開始。入射器として、重イオン線
形加速器（1980年完成）とAVFサイクロトロン（磁極径1．7m、総重量100トンの強集束サイクロ
トロンで、k＝70MeV、1989年完成）がある。
RIビームファクトリー計画
上記のリングサイクロトロンの後段に、2基の超伝導リングサイクロトロン（SRC－4、SRC－6）、
RIビーム発生装置（Big RIPS）、蓄積・冷却リング（ACR）、ブースターシンクロトロン（BSR）
および二重蓄積リング（DSR）などを付加し、全元素にわたるRIビーム（軽い重イオンで1．4GeV／n、
ウランで0．8GeV／n程度の加速エネルギー）を利用した様々な実験を行う計画。
日日＝大阪大学核物理研究センター（RCNP）・・・・・・
AⅥ7サイクロトロン
磁極直径2．3m、単一180度タイプのディー、総重量400トンの強集束サイクロトロンで、陽子
を85MeV（軽い重イオンを140・Q2／AMeV）まで加速できる。1974年運転開始。下のリングサイク
ロトロンの入射器にもなっている。
リングサイクロトロン
6基のセクターマグネット、3基の主加速用高周波共振器と1基のフラットトップ用共振器か
らなる強集束サイクロトロン（入射半径2m、引き出し半径4m、総重量2，200トン）で、陽子を
400MeV（軽い重イオンを400・Q2／A MeV）まで加速できる。1991年運転開始。
‥日日日本原子力研究所（JAERI）・‥＝・
タンデムブースター
タンデム加速器で得られた重イオンのエネルギーを2．5倍から4倍に高めることができる超伝
導線型加速装置。これにより核反応の範囲を鉄（Fe）（質量数～60）周辺からビスマス（Bi）（質量
数～210）周辺まで拡大できる。
大強度陽子加速器施設（HighIntensityProtonAccelerators Facility）計画
大強度の陽子ビームを600MeVまで加速する大強度陽子線形加速器、更に3GeVまで加速する陽子
シンクロトロンおよび50GeVまで加速する陽子シンクロトロンから構成される。
（大強度陽子線形加速器）
長さ約360mの線形加速器で、400MeVまでは常伝導加速管、400－600MeV間は超伝導加速管を用
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いる。400MeV陽子は3GeV陽子シンクロトロンに入射され、600MeVの陽子は核種変換研究に用い
られる。
（3GeV陽子シンクロトロン）
周長313．5mのシンクロトロンで、400MeVで入射された陽子を3GeVまで加速する。平均ビーム
電流は333〟も
（5貼eV陽子シンクロトロン）
周長1567．5mのシンクロトロンで、3GeVで入射された陽子を50GeVまで加速する。平均ビー
ム電流は15〝A。
この計画は、日本原子力研究所の大強度陽子加速器による核破砕中性子を用いた、放射性核種
の消滅処理研究をはじめとする中性子科学研究を行う施設施設と、高エネルギー加速器研究機構
（KEK）の大型ハドロン施設計画とが統合されたもの。
‥日日RAL（ラザフォード・アップルトン研究所；イギリス）＝‥‥
ISIS：
平均直径約52mの陽子シンクロトロンで、最大800MeVまで加速でき、主に中性子・ミューオン
発生用に使われている。1986年稼働開始。この陽子シンクロトロンへの入射器は、長さ約4血の
線形加速器で、陽子を70MeVまで加速する。理化学研究所との間で、ミューオン科学に関する共
同研究が進行中である。［ISIS＝付近を流れるテームズ川の名前、またエジプトで死者を蘇生さ
せる神の名前で、ラザフォード研究所の旧い陽子シンクロトロンNIh侃ODを解体して、新しく建設
した陽子シンクロトロンであることから命名した。］
＝・・”TRIUMF（3大学連合中間子施設：カナダ）・＝‥・
リングサイクロトロン
6基のセクターマグネット、4基の加速用高周波共振器からなる強集束サイクロトロン（入射
半径25cm、引き出し半径580－780cm（可変）、総重量4，000トン）で、H．を入射させ520MeVまで
加速したのち炭素薄膜を通過させて電子を取り除き、陽子ビームを取り出す。1974年運転開始。
‥日日PSI（ポール・シェラー研究所；スイス）‥日日
リングサイクロトロン
8基のセクターマグネット、4基の主加速用高周波共振器と1基のフラットトップ用共振器か
らなる強集束サイクロトロン（入射半径2．1m、引き出し半径4．5m、概略直径9．2m、総重量2，000
トン）で、陽子を590MeVまで加速できる。1974年運転開始。
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……LANL（ロスアラモス国立研究所；米国）‥日日
LAWF：Los Alamos Meson Physics Facility
全長800mの陽子線形加速器で、陽子を800MeVまで加速できる。1972年より稼働。加速管の型
として、100MeVまでの加速はDriftTube型、100－800MeV領域の加速はSide－COupled型を採用。
……GSlく重イオン科学研究所；ドイツ）・＝‥・
tJNILAC：Universal Linear Accelerator
3つの部分から構成される長さ100mを超える重イオンライナックで、1976年稼働開始。Uで最
大15MeV／nまで加速できる。SISの入射器にもなっている。
SIS：Schwerionen－Synchrotron（Synchrotron for HeavyIons））
周長216mの重イオンシンクロトロンで、1990年に稼働開始。Uで最大1，000MeV／nまで、Neで
最大2，000MeV／nまで加速できる。
ESR：Experimentier－Speicherring（Experimental Storage Ring）
周長108mのレーストラック型重イオン蓄積リングで、1990年に稼働開始。Uで最大560MeV／n
まで、Neで最大830MeV／nまでの蓄積ができる。電子ビーム冷却装置を有し、エミッタンスの小
さい重イオンビームを供給できる。
添付Ⅱ－10
参考資料1

参考資料1．
加速器の原理（物理学辞典（改訂版；培風館）より）
コッククロフトーワルトン型加速器
サイクロトロン
シンクロトロン
線形加速器
バン・デ・グラーフ型加速器
ベータトロン
マイクロトロン
誘導線形加速器
1頁
2頁
5貢
6貢
11貢
12貢
13頁
13貢

コッククロフトーウルトン型加速器（Cock－CrOft－Waltonaccelerator）
整流器とコンデンサーを組合せた倍電圧整流回路により交流電圧から直流高電圧を発生させ荷
電粒子を加速する装置で、発明者のJ．D．CockcroftとE．T．S．Waltonの名前にちなんで、こうよば
れる。彼らは1932年、この装置を用いて600kVの直流高電圧で陽子を加速してLiの標的にあ
てたとき、2個のα粒子が発生することを発見した。コッククロフトーワルトン型高電圧発生装
置で、コンデンサー2個、整流器2個からなる倍電圧回路をN段重ねた場合、変圧器の出力電圧
を玲Sin虜とすると理想的な出力電圧は2Ⅳ垢となる（図a）。出力電流をとれば、コンデンサー
（〃＝4）　　　　　　8垢
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b．対称型
の充放電によるリップル電圧が発生するとともに、2Ⅳ玲からの電圧降下が生じる。これらは押
上げカラムをもうひとつ追加して対象型（図b）とすることにより、表のように低減することが
できる。さらにパルスビーム負荷による瞬間的な電圧の低下を補償し、加速電圧を一定に保つた
め、パルス高電圧を付加的に印加するバウンサーとよばれる装置が用いられる。現在500～800kV
普通型 対称型
電圧降下 方 争 2Ⅳ机 ）方 晋（掌 ＋1）
リッ7つレ 孟 ・苦（附 1） 1 ．Ⅳ
（ピー ク値） ．・－．胃　．hllll－ノC 2
1：負荷電流，′：交流の周波数，Ⅳ：段数
のコッククロフトーワルトン型加速器が、陽子やイオン線形加速器の前段加速器として使用され
ている。またコッククロフトーワルトン高電圧発生装置は比較的低い電圧での倍電圧整流から耐
圧試験用の2．5hⅣ、200mA、加圧型ではイオン加速用の亜Ⅳ、5mAのものまで広く使用されている。
サイクロトロン（cycI°trOn）
荷電粒子を直流磁場中で回転運動させ、それに同期した高周波で加速する装置、原子核の性質
を明らかにするために、陽子などを核のクーロン場を超えて核内に到達するエネルギーまで加速
する要求が高まっていた1931年に、E．0．LawrenceとM．S．Livingstonが発表した。磁束密度Bの
一様な直流磁場中では質量恥荷電eZの粒子は磁場に垂直な面内ではの＝eZB／mのサイクロトロ
ン振動数で円運動をする。そこで、こののが粒子の速度にはよらないことを利用し、磁場中にD
形のディー電極を入れて、これにのまたはのと適当な整数関係の周波数の高周波を加え、粒子が
電極間を通るごとに繰り返し加速して、直流高圧の1回加速では到達困難な高いエネルギーまで
荷電粒子を加速することができる（図1）。磁場の中心のイオン源で生成した荷電粒子は、加速さ
れるにしたがって軌道の曲率半径が大きくなり、最後に電極の周辺近くにある高電圧をかけた引
出し用電極により磁場の外に取り出されて標的まで導かれる。
磁場は電磁石で発生させる。陽子ではB＝1．5Tのときf＝の／21［＝22．8岨zとなる。ディー電
圧は数十～200kV、電力は～100kWで、これを発生させるにはディーを含むQ値の高い分布定数共
振回路による自励発振方式と、水晶発振器を用いた増幅器方式がある。磁束密度B、半径Rの磁
極では
Dn＿椚Ⅴ＿（2乃”。C2＋ブ2）1′2且尺＝二二一＝
eZ ceZ
のエネルギーまで加速される。ここでeは電気素量で1．6×10－1，C、Zは荷電数である。運動エ
ネルギーTと静止エネルギー桝。C2をMeV単位で表せば、
且尺（ブ，椚）＝
（27玩。C2＋ブ2）l′2
300Z
となる。普通型（古典的）サイクロトロンでは、粒子速度の増加に伴う相対論的質量増加
椚＝間。γ＝椚誹1－（Ⅴ／C）2ド2により、粒子は加速位相から徐々に遅れていき、減速位相に入るとそれ
以上の加速はできなくなる。加速の上限は、陽子で20MeV程度である。周辺部に近いほど磁場を
2
強くしておけば粒子の円運動の周期を一定に保つことは可能ではあるが、粒子を軸方向に集束さ
せるために、逆に磁場はkを定数として　β＝新け（〃＞0）のように半径の増加にしたがって減少さ
せる必要がある（図2）。
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中央のイオン源から出たイオンは、レッヘル線形共振器に接続したディー間で加速され、デフレ
クターにより磁場の外に放出される。イオン源からのガスを排気するため～104の］・ダlの油拡散
ポンプとフレオンバッフルの組合せ（左端の円柱）が用いられる（図3）。
このような普通型サイクロトロンの限界を超えるのには、加速高周波を周波数変調して粒子の運
動に同期させる（→シンクロサイクロトロン）か、高周波は変調せずに軸方向の集束を粒子が強・
弱の磁場を交互に通過することで行わせ、しかも半径の増加に伴って平均磁場を増加させて粒子
の周回運動を一定とする（→AVFサイクロトロン）。後者をイソクロナスサイクロトロンとよぶ
こともある。
現在世界中には10MeVの小型サイクロトロンから590MeVの大型リングサイクロトロンまで100
台以上が稼動しているが、大多数はAVFサイクロトロンである。これらは陽子だけでなく、重
陽子、α粒子、重イオンを加速する。〝－イオンを加速して炭素などの薄膜を通過させ、陽子に変
換して取出し効率の向上をはかるものもある。イオン源には熱陰極のコーン型やフード型、冷陰
極・熱陰極のPIGなどがあるが、いずれもイオンは磁場中のアーク放電により生成される。ガイ
オン源や偏極陽子・重イオン源は磁場の中心には収容できないので外におく。サイクロトロンは、
原子核研究のほか、放射性同位体の製造、冗中間子をつくり出す中間子ファクトリー、医用など
に広く使われている。
4
シンクロトロン（synchrotron）
円形加速器の一方式で、電子、陽子、原子核イオンなどを円形軌道に保って加速する（図参照）。
．?????．??
「・一一→
電磁石を軌道部分にのみリング状に配置し、軌道の一部におかれた高周波空洞が位相安定性の原
理により荷電粒子を高エネルギーまで加速し、原理的にはエネルギーの上限はない。
運動量p、荷電qの粒子は磁束密度Bの磁場の中で、曲率半径βの円形軌道を描き、ローレン
ツ力と遠心力のつり合いから　p＝qBpとなる。粒子が加速され運動量（またはエネルギー）の
増大につれ磁束密度を高くし、粒子を一定の軌道に保つ。加速には高周波の電場を用い、加速周
波数を軌道周波数の整数倍に選び、高周波と粒子の位相関係を制御すれば、少し異なった運動量
をもつ粒子も失われることなくパンチを形成して加速される。いわゆる位相安定性の原理に基づ
くシンクロトロン加速が基礎になっている。また平衡軌道を回るような理想的な粒子の入射位置
および角度からずれた粒子も失われずに加速するために、電磁石に集束性をもたせ安定なベータ
トロン振動をさせることが必要である。そのためには水平方向、鉛直方向ともに一種類の電磁石
で集束させる弱集束の原理に基づいたものと、光学系で凸レンズと凹レンズとを組合せて集束性
を得るように、水平方向では集束、鉛直方向では発散する性質を持つ電磁石と、その逆の性質を
もつ電磁石とを組合せて集束を得るという強集束の原理に基づいたものとがある。電磁石の集束
作用は、粒子の運動量に比例して弱くなるのでの、光学系でいう色収差のような効果がでる。こ
れは普通クロマティシティという量で表され、その補正には六極電磁石が用いられる。電磁石の
可能な高精度の最小磁場には限度があるので、シンクロトロンのビーム入射には、線形加速器な
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ど入射器とよばれる加速器で粒子をある程度加速しておく必要がある。
シンクロトロンは電子用の電子シンクロトロンと陽子およびイオンのような重い粒子の加速用
の陽子シンクロトロンに大別され主な相違点は高周波加速である。前者では、入射エネルギーで
粒子速度がほぼ光速度であるため、粒子の回転周波数は加速とともにほとんど変わらないが、後
者では粒子が重いので、入射エネルギーでは速度は遅く回転周波数が加速とともに変化するため、
高周波電場の周波数を変調する必要がある。また電子シンクロトロンでは放射損失によりエネル
ギーを失うので、電子のエネルギー増大以外にこの損失を補う加速電圧が必要となる。この放射
損失はエネルギーの四乗に比例して増加するので、大型の電子シンクロトロンでは莫大な高周波
電力が必要となる。
シンクロトロンは衝突型加速器や貯蔵リングとしての利用も含め、高エネルギーの素粒子や原
子核反応の研究、放射光や二次粒子による物理、化学、生物、医学などの研究に広く使われてい
る。現在、世界長高エネルギーのシンクロトロンはフ工ルミ研究所（アメリカ）の超伝導電磁石
を用いた900GeV陽子シンクロトロンであり、電子ではヨーロッパ連合原子核研究機関（CERN、
スイス）の50GeV電子・陽電子衝突型加速器LEPである。またわが国では、高エネルギー物理学
研究所の32GeV電子・陽電子衝突型加速器TRISTANが最大である。
線形加速器（Hnearaccelerat°r）
高周波電場により荷電粒子をまっすぐに加速する装置。リニアックともいう。円形加速器にお
いても加速は同様に高周波を使って直線軌道で行うので、装置の原理は同じである。単一もしく
は複数個の共振空洞からなる加速管（加速空洞）で、ビーム進行方向の電場を使うが、加速粒子
の速度が光速に比べて小さいかほぼ等しいかにより、各々最適の加速方式がある。高周波を何サ
イクル分も加速に使う考えは、1924年G．Isingによって発表されたが、1928年にR．Wideroeが重
イオンの加速に初めて応用し、また1931年にはD．H．SloanとE．D，Lawrenceが30個の電極を使
って水銀イオンを1．26MeVまで加速することに成功した。しかし研究が本格化したのは高周波技
術が発展を遂げた第二次大戦後であって、速度の遅い陽子、重イオンと、直ちに光速度近くに達
する電子について各々独自の加速方式が確立された。
陽子線形加速器としては1955年にLAIvarezらがつくったドリフトチューブ型加速器が有名で、
光速度の10～50％くらいのビームの加速にもっぱら使用される（図1）。
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さらに遅い重イオンなどの加速に使われるウイデレ一方式は図2に示すようにレッヘル線共振器
にビーム速度に合わせた間隔で加速電極を設けたものである。
図3　へリックス型加速管
また図3に示すような、進行波管と同じへリックス（ら線）を使う方法もある（ヘリックス型加
速器）。特に最近では高周波による加速器と集束をともに実現するRFQ（高周波四極型空洞）の
開発が盛んで、陽子線形加速器ではドリフトチューブ型加速器の入射器として使われてきたコッ
ククロフトーワルトン型加速器にとって代わろうとしている。以上のような比較的遅い粒子の加
速器では、数十岨Zから200腫izくらいの長波長の電波が使用される。どの方式においても波長に
比べて大変短いピッチで加速電極が並べられ、ビーム軌道上では電場の強弱がつけられている。
この空間的変化と、高周波自身の時間的変化が相乗することによって、ビームと同速度で進む電
場成分が生まれ、多サイクルにわたる高周波加速が可能となる。
電子についてはわずかに80keVのエネルギーで光速の半分に達するので、10cm前後の短波長を
使ったより能率のよい加速方式が発展してきた。それは、R．H．VarianとS．F．Varianの発明にな
るクライストロンの技術が進み、大出力のマイクロ波発生が可能になったことと密接に結びつい
ている。加速空洞としては円筒状のものが基本となり、軸上に電場の集中したれけ。．。モードという
基本モードで共振させる。基本空洞の長さは、高周波の1周期にビームが進む距離の1／3くらい、
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長くても1／2以下にとり、この基本空洞が多数連結して加速管を形成している。
図4　2汀／3モードのディスターローデッド型加速管
その代表的な例が図4で示したディスクローデット型加速管で、ほとんどの電子線形加速器はこ
の型である。この型ではマイクロ波は加速管の一端から入力し、他端で取出しダミーロードに吸
収させる。管内では周期的に装荷されている円盤（ディスク）の穴を介してマイクロ波は伝播し
ていくが、その位相速度はビーム速度に等しくなっている。電波の管内波長を図のように3空洞
分にするのが標準的で、2冗／3モード進行波型加速管という。
一般に加速能率を上げるために加速管軸上にできるだけ電場を集中させることが図られるが、
その目安としてビームが受ける加速電圧のピーク値Vと、空洞壁で表皮電流により生じる高周波
電力損失P，とて次のように定義されるシャントインピーダンスRを考える：
月＝ダリ孔［n］
特に加速管長Lが大きいときには単位長さ当たりの平均的加速電圧Ⅴ／Lと損失PJLを使って
得られる、単位長さ当りのシャントインピーダンスr（＝R／L［Q／m］）がしばしば使われる。
さらにインピーダンスは空洞の無負荷の2値9。を使って、r！p。と2。の積として表されるが、前
者は加速電場の集中度を表す空洞形状因子であり、後者は形状一定の空洞について壁損失に反比
例する量である。相似形の加速管であれば、加速周波数をのとしてバ9。C‘〟，9。0くび‾－′2である
ので、r∝、后となって、加速管寸法が小さくなりすぎず、クライストロン出力も許せば、できる
だけ短波長のマイクロ波が使用されることになる。
このように基本空洞が連結した構造の加速管は進行波型加速管として使われる。なぜなら定在
波は互いに逆行する2つの進行波の和であるが、一方はビームと同期しないので加速に役立たな
いからである。また共振空洞にステップ状の入力があると過渡的に反射電力が生じるが、通常パ
ルス的に運転される電子線形加速器では反射電力によってクライストロンを壊す恐れなどもある
からである。しかし、陽子や重イオンの線形加速器のように比較的長い高周波パルスを使うこと
が多い場合や、電子についても貯蔵リングの場合のように連続加速が必要とされると、過渡特性
は無視できるので、定在波型加速管が使用される。上述した円筒状の基本空洞を単独で使うのが
その最も単純な場合で、あまり高い加速電圧が必要でないシンクロトロンなどによく利用される。
この型の空洞はその形状からピルボックス型と総称される。
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図5リエントラント型空洞
多くの場合、ビーム通路に電場をより集中させてシャントインピーダンスを高めるために、図5
のような円筒構造のものを内部へ突出させる。そのためこれをリエントラント空洞という。リエ
ントラント構造は大きな容量をつくり出すので、空洞の外径寸法がかなり小さくできるという特
長もある。
ドリフトチューブ型加速管やウイデレー型空洞などの低速ビーム用加速管はもともと定在波で
動作しているが、光速に近いビームのための結合空洞型の加速管でも定在波動作に利点が生じる。
もし隣合う空洞ごとに電場の向きが反転する冗モードを使うと、ビームと進行する波も逆行する
波も平等に加速に寄与するため、シャントインピーダンスがほぼJテ倍得をするからである。さら
に加速はビームの向きによらないので、電子・陽電子の衝突型貯蔵リングでは冗モードの定在波
型加速管が使われる。このモードでは基本空洞の長さは、高周波のちょうど半周期でビームが進
む距離に等しい。しかし冗モードでは通常群速度が0となるので、基本空洞間の電磁エネルギー
のやり取りが大変小さい。そこでビーム負荷や空洞寸法誤差が多少存在すると理想的な冗モード
を維持することが大変困難である。したがって連結空洞数は通常5個止まりである。この難点を
解決しより長い定在波型空洞を可能にしたのが、APS型加速管（図6）、サイドカップル型加速
管（図7）、ディスクアンドワッシャー型空洞（図8）などである。これらはいずれも基本加速空
洞間に結合空洞とよばれる部分をもつ、いわゆる2重周期構造であって、冗モードでも群速度が
0ではない値を可能としている。
図6　APS型加速管
9
図7　サイドカップル型空洞
図8　ディスクーワッシャー型空洞
一方、ビーム自身がつくる電磁場も線形加速器の動作にさまざまな影響を及ぼす。それが加速
モードの場合はビーム負荷として取扱われる。それ以外のすべての共振モードは一括して高調波
モードとよばれるが、そのうちビームの進行方向に直角の力を及ぼすものが、長い線形加速器に
とって危険である。先行するパンチが軸からはずれて走ると、そういうモードが誘起され、後続
パンチは偏向されるが、最悪の場合には加速管壁に当ってビームが消滅することもある。これを
ビームブレイクアップ効果という。加速モードの1．5倍くらい高い周波数のm〆，lモードが最も強
い相互作用をするので、基本空洞の寸法を少しずつ変えてこのモードが伝播しにくくしたり、そ
の針直を大変小さくしてただちに減衰させる工夫が必要となる。円形加速器用の加速管でもビー
ムを安定に回すために、高調波モードの十分な減衰が課題となる。特に単一の大電流パンチを加
速する場合問題となるのは、個々の高調波モードよりも、ローレンツ短縮されたパンチのクーロ
ン場がたとえばディスクで回折されて発生するウェイク場である。パンチの前半がつくるウェイ
ク場が後半に影響を与えるためで、前後半で粒子エネルギーに差をつけたり、シャントインピー
ダンスを犠牲にしてもディスクのビーム穴の径を大きくして、安定加速を図ることがある。
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バン・デ・グラーフ型加速器（VandeGraafFacceJerator）
1931年にR．J．Van de Graaffによって、ベルト起電機による高電圧を利用してつくられた加
速器で、おもに陽子、重イオンビームなどの加速に用いられる。球殻かそれに近い形の高電圧電
極の内部と接地部にそれぞれプーリーを取り付け、それらの間に、絹、ゴムあるいは多数の金属
球を絶縁ひもでつないだベルト（ペレットチェーン）をかけ、接地側のプーリー部で、数kV～数
十kVのコロナ放電により電荷をベルトにのせ高電圧電極に送り込むことにより、数肌～10MVの
高電圧を発生できる（図a）。実用機では電極やベルト、加速管での放電を防ぐため、加速器本体
を高圧容器に収めて数気圧のN2やSF。をつめ、また電場をより一様にするための多数の金属フ
ープをベルトと加速管のまわりに配置している。高電圧を得るために、高電圧電極と圧力容器と
の間にいくつかの中間電極シェルを入れたものもある。実用的な電圧限界は10MV程度、最大ビー
ム電流は数百〃A程度である。一方、この高電圧電極にさらにもう1本加速管をとりつけ、負イ
オン源を大地側に置いて負イオンを高電圧まで加速し、電極の中でガスあるいは炭素薄膜などで
正イオンに変換した後、再び大地側に向かって加速する装置をタンデム型バン・デ・グラーフ加
速器という（図b）。高電圧電極の電圧をVとすると、陽子は2eV、Z価の重イオンでは（1＋Z）eV
のエネルギーが得られる。電圧は最大25MVのものまで市販されている。
?、?????
a．
????
????
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ベータトロン（betatron）
交流電磁石の磁束の時間変化によって誘導される電場で電子を加速し、同時に磁場で電子を一
定の円軌道に保つ加速器（図はその断面図）。R．Wideoeにより提案され、D．W．Kerstにより1940
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年に運転に成功した。電子銃から打ちこまれた電子は電磁石の磁場が増加しても加速とつり合っ
て軌道半径が常に一定である条件を満足させるため、軌道上の磁束密度をβ、軌道半径をr、軌
道内の全磁束を¢としたとき、2刀r2月＝少のいわゆる2‥1の規則を満足する必要がある。さらに
電子が軌道から多少ずれても失われずに、軌道と直角に振動（ベータトロン振動）しながら軌道
を回る集束の条件を満足する必要がある。そのために電磁石は、磁場指数〃＝－（〆β）・（dβ／血）
（Bは軌道の磁束密度、βは軌道の曲率半径、Xは軌道に垂直な水平方向の座標）が0＜n＜1
の条件を満たすように磁極を設計する。加速された電子は金属標的にあててγ線やⅩ線を発生さ
せる。初期はγ線による原子核実験に用いられたが、最近は医療や金属の非破壊検査のⅩ線源と
して使用される。
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マイクロトロン（microtron）
加速器の一種で電子を直流磁場の中で円運動をさせながら軌道の一部の高周波空洞で加速する。
電子が加速されるごとに軌道半径はスッテプ状に増大するが、軌道の一部は常に高周波空洞を通
過する。電子の回転周期は加速とともに長くなるが、加速周波数は一定で、加速空洞に到達する
ごとに高周波が常に正しい位相になるように設計されている。位相安定性により加速が続けられ、
20～30MeVまでの加速が行われる。加速ビームの引出しが容易で、電子シンクロトロンの入射器
などに用いられる。
誘導線形加速器（inductionlinac）
変圧器と同じ磁気誘導を利用して、加速間隙にパルス状の高電圧を発生し、荷電粒子を加速す
る加速器。図1に示すように環状鉄芯に1ターンの一次コイルを巻き、電圧Ⅴのパルス電圧を印
加すると、磁気誘導により二次コイルに設けた間隙a－a′間に同じ電圧Vを発生する。この電圧
により荷電粒子を加速する。実際にはコイルは図2に示すように鉄芯全体を覆う構造となってい
て、漏れ磁束を減らすよう工夫されている。
⊥
図1誘導加速器の原理
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高電圧パルス
図2　誘導線形加速器
コイルに印加される電圧、すなわち加速電圧を大きさV、時間幅Atの矩形波パルスとすると、鉄
芯中の平均磁束密度の変化ABはVAt＝SABで与えられ、鉄芯が磁気飽和しない範囲になけれ
ばならない。Sは鉄芯の断面積である。VAtはVt積とよばれ、鉄芯の材質、大きさを決める際
の目安となる量である。鉄芯には透磁率の大きいフェライト、20～100〃m程度の薄いケイ素鋼板
またはアモルファス合金板を層間絶縁を施して積層した巻鉄芯が用いられる。利用できるABを
できるだけ大きくするために、鉄芯の磁性体は直流的に逆バイアスされ、逆方向に磁化された状
態から、ヒステリシス曲線に沿って動作させるのが普通である。この場合ABの最大はほぼ2Bs
となり、（Bsは飽和磁束密度）、パルスの電圧、時間幅を決めると必要な鉄芯材の断面積が決ま
る。Bsはフェライトで約0．5T、アモルファス金属で約1．5T程度であるので、加速電圧10～20kV
ではパルス幅1～2〃S、200kV以上のものでは100ns以下が実用的な範囲である。高周波加速空
洞と違って、共振性ではなく一般にインピーダンスが非常に低いので、10kA以上の大電流電子ビ
ームの加速に適している。加速ユニット自体の静電的な電位はゼロであるので、図2のように複
数個のユニットを直列に接続することができる。ユニット数を増すことで加速エネルギーを増大
することができ、プラズマ加熱や自由電子レーザーの駆動などに用いられる。数MeV以下のもの
が多いが、最大のものはローレンス・リバモア研究所にある50MeV、ピーク電流10kAの装置であ
る。
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参考資料2．
加速器の原理と技術の発達史の展望
（平尾　泰男）
I　創成期
加速器の草分けは、1800年代後半、陰極線の研究に端を発している。1860年PluckerとHittorf
はガラス職人Geisslerの協力により10－3Torrの真空を実現するや直ちに陰極線を発見し、その
後1886年にH．Hertzはそれがアルミ薄膜を透過することを見出し、その助手P．Lenardはその
陰極線すなわち電子＊1を真空の外に取り出して空気中の飛程を観測した。その後彼は1895年には
種々の気体による電子散乱を観測して、その圧力や加速電圧に対する依存性を研究した。彼は散
乱断面積が電子速度とともに急速に減少することに着目し、原子は直径が10‾11cm以下の構成要素
をもち、他は空虚な構造であると考えた。これらの研究が電子を人工的に100keV以上に加速し
て行った最初の実験研究であった。
ちょうど同じ頃、1895年11月、W．Rontgenは陰極線の実験中に、透過力の強い新しい放射線、
Ⅹ線を発見した。Lenardの実験が一次電子線の散乱実験であり、Rontgenの実験は二次放射線の
実験であった。加速器発達の歴史の中で深い関わりをもった医学利用は、早くもX線発見直後か
ら始まった。1896年始めには欧米の各地で癌治療に試用され、同年2月15日号のアメリカ医学
会誌に早すぎる臨床応用に警告文が出る程であった。100年前の情報伝達（無線電信1897年）を
考えると将に驚くべきことであった。
一方、Ⅹ線の発見に触発されて、ウランの放射能、放射性元素ポロニウム、ラジウム等の発見
が相次ぎ、近代物理学を拓く端緒となったことは周知のことである。新たに発見された放射線は
Ⅹ線とは異なる放射線、α線、β線、γ線であったが、この天然のα線＊2を用いて散乱実験を続
けていたE．Rutherfordは、原子の中心に正電荷の小さい核が存在することを立証し、さらに1919
年には窒素原子核がα粒子との衝突によって破壊されることを実証した。これが最初の原子核破
壊実験であったことはいうまでもないが、この実験によって原子核の人工破壊のエネルギーに目
安が与えられ、人工的に荷電粒子を加速する装置すなわち加速器の開発研究がにわかに活発とな
った。やがて1928年にはG．Gamowが波動力学によれば荷電粒子は原子核の障壁をたかだか500keV
のエネルギーで通り抜けられること（トンネル効果）を示唆した。これがますます加速器開発に
拍車をかけることとなり、1930年頃には現在活躍している各種の加速器の原型はほとんど出揃う
までに進展した。
これらの加速器は、核物理学という新しい研究分野を開拓することを目的とした。したがって
加速器は核反応を起こすに足りるエネルギーを荷電粒子に与える必要があった。世界各地の研究
所で原子核破壊の先陣争いが展開されたが、1932年にキヤベンディッシュ研究所のJ．Cockcroft
とE．Waltonが最初の栄誉を多段整流器型高電圧発生装置による核反応実験の成功で受けとるこ
ととなった。しかし、達成された800kV（実験は陽子400keV）という高電圧は、すでに発明さ
れていた他の加速器すなわちR．VandeGraaffの静電高圧発生装置やE．Lawrenceのサイクロト
●1陰極線が負電荷の微粒子すなわち電子の流れであることを確認したのはJ．J．Thomson、1897年である。
噌α粒子がヘリウム原子核であることを実証したのもR。th。rf。rd、1908年であった。
ロンよりむしと低い値であった。この成功に刺激されて、これらの加速器はいっせいに核反応実
験に参加し、核物理研究は多彩に展開されていった。欧米での研究に遅れることなく、わが国で
も仁科芳雄、菊池正士達によって加速器建設と核物理研究、および応用研究が先駆的に開始され
たことも注目すべき事であった。
Ⅱ　各種加速器の原理とその発展
1930年頃に出揃った各種の加速器は、その後さまざまに分化・発展して今日に至っている。以
下にその進歩の跡を追ってみることとするが、それぞれの加速器の原理や要素技術の源が意外に
古いこと、優れた加速器開発者たちが実に多彩な足跡を残していること等がわかる。
それらの加速器は静電加速器と高周波加速器に大別される。
1　静電加速器
1920年代までの多くの研究室で用いられていた静電高圧発生器の主なものは誘導型高圧発生器
であった。1865年A．Toeplerによって発明され、その後Wimshurst達によって完成されて250kV
lmA程度の出力が得られるようになっていた。先にふれた1895年のP．Lenardの電子散乱の実験
に続いて、1913年、J．FranckとG．Hertzは加速電子照射で原子軌道電子の励起と光子放出の実
験に成功しているが、これらの実験に用いられていた高電圧はこの種の装置で発生されていた。
200kV程度で原子物理学研究に留っていたが、核物理研究で現在も行われている手法、すなわち
荷電粒子の散乱、標的のエネルギー準位の励起、二次放射線の生成とその利用、等々が既に1900
年前後に行われていたことは興味深い。
（1）　ハンデグラフ（ベルト型高電圧発生装置）
1931年プリンストン研究所で1．5MVの高電圧を発生させたR．J．Van de Graaffの名が冠せら
れた装置で、週旦主星垂鎚虹ミ逆上仁王旦±盈重宝墨直を丞堂王丞艶直電圧墨塵拉運墨型式のも
のであるが、同様のものはすでに1893年R．Buschによって作成されていたし、後年絶縁ベルトに
換って採用されたペレットチェーンにしても既に1876年A．Righiによって金属と絶縁物を交互
に接続したものが作成されていた。要素技術としては新しいものではなかった。
Van de Graaffの高電圧発生の成功を知ったカーネギー研究所のM．Tuve達がこの型式を用い
た最初の核物理実験を600keV陽子で行ったのは1933年であった。またVandeGraaff自身も1935
年になって2．75MeVまで加速し、数多くの核物理実験がこれを用いて行われた。わが国でも同様
の装置が1932年に仁科芳雄達により理化学研究所で製作されたが、湿度のせいでついに安定に働
かなかった。この型式を現在のように高圧タンクの中に封入して大気中の条件と無関係に放電を
抑制するように改良したのは、1935年H．Herb、D．Kerst達の仕事であった。しかしこの着想も、
実は1885年Hempelによって見付けられており、彼は誘導型高電圧発生器を6気圧の乾燥空気を
詰めた容器に入れてその動作を研究し、出力電流や絶縁特性の改善を実証していた。
静電高圧装置が現在も重要な加速器の一つとして生き残っているのはタンデム加速の原理の発
明によるといえる。この原理は小型のlMV級のものから20～35MV級の超大型のものまでに採用さ
れ、核物理、原子物理等の基礎研究から種々の応用研究や産業利用にまで用いられている。その
原理は、墜地盤を旦負4室と立正聖直電堕埋］ヒ迦直」＿＿皇三笠正互生之蛙蛮遡上王遠地遡蛙包
2三重迦連生五、というもので、当時の科学雑誌でswindletron（いかさま加速器？）の名称の
記事で紹介されていた。この原理は1951年L Alvarezが提唱して初めて実現したが、着想はす
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でに1937年W．Bennettによって特許出願されていたし、類似の着想は1932年C．Gehrtsenによ
って実験されていた。彼の研究は、加速された陽子が負の円筒電極に入り、その中で中性化され
て正の円筒電極に向かって減速されることなく走り、その中で再び電離して陽子となって再加速
されるというもので、彼の大学院生0．Peterは1936年にこの方法を5回繰り返して60kVの電圧
で300keV、数nAの陽子ビームを得ている。また、これより早く1932年、A．Dempsterも同様の
小型装置を作っていたし、H．Kallmanは多価イオンの電荷を変化させて再加速させていた（彼は
1949年、軍事研究で開発されていた光電子増倍管を核物理実験に導入した人物でもあった）。
このように見てくると、タンデム加速の原理の発見者は誰なのか良く判らなくなるが、最も効
果的に提唱し、タンデム型加速器の今日の地位を築かせたのはAlvarezの功績というべきであろ
う。この方式の加速器は核物理研究、特に核分光学の分野では長年に亘って主役の座を占めて、
サイクロトロンに譲らなかった。さらに、原理的に重イオン加速に有利であるから、広い応用を
含めた重イオン科学の発展に大きな貢献を果たした。
なお、近年ベルトに換って金属ペレット・チェーンが用いられているが、かってヴィスコンシ
ン大学に研究留学した磯矢彰は、Herbの研究室で大きなステープルをベルトに埋めているのを見
て、直ちに金属ペレットチェーンを想起してその開発に取り組んだ。九州大学において、実用器
にそれを活用したのは彼が最初であった。その他にも彼は静電加速器に関してさまざまの工夫を
重ねてその開発に大きな貢献を果たした。
（2）　コッククロフト・ウォルトン装置（多段倍電圧整流器）
先に触れたコッククロフト型と呼ばれる多選鑑電圧彗遮墨によるCockcroftとWaltonの最初の
原子核人工破壊の成功は1932年のことであるが、この整流器と静電容量を組み合わせた回路自身
は1921年H．Greinacherによって発明されており、一般的にも鉱石検波受信機で知られているも
ので、CockcroftとWaltonの賞されるべきは、既に作り出されていた他の加速器の高電圧より低
い値でいち早く加速管を付加して核反応実験を試みた点にある。わが国でも1933年、仁科芳雄が
理化学研究所で、菊池正士が大阪大学で同様の装置を建設し、D－D中性子による核物理研究をは
じめた。E．Fermiがはじめたラジウム・ベリリウム中性子源による核物理研究を凌駕するべく、
実に早い研究開始であった。
この原理の装置は、最近まで線型加速器の入射器として重要な位置を占めていたが、近年この
高電圧入射を不要とする線型加速器RFQ型（高周波四重極：Radio・Frequency・Quadrupole）の
出現により、ようやくその地位を失った。なお一次交流電源の周波数を高周波化することにより
静電容量を小さい浮遊静電容量で置き換えて小型化し、高圧ガス中に封入したタンデム加速器が
小型で便利な装置として応用研究に多数利用されている。
以上のはか、特殊なものとして、1932年A．BraschとF．Langeは強力なマルクス発生器を用
いて、電子を2．4MeVまで、10〃秒1000Aのパルス大電流で発生させた。このようなパルス大電流
発生装置は特殊な開発研究に今も活用されている（電子集団の作るポテンシァルを利用した加速
等）。もっと珍奇な発想で（あるいは当時はもっと自然な発想だったかもしれないが）彼らは雷を
利用した高電圧発生実験を1930年にMonte Generosoのピークに張った大アンテナで試みている
が、不幸にして感電事故により1933年に中断してしまった。しかし、彼らがその実験で開発した
加速管は、金属孔空き円板とセラミックの積層構造で、今日でも広く用いられている加速管の元
祖となった。
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（3）ベータトロン（磁気誘導加速器）
高周波加速器に入る前に、ベータトロンに触れておく。これは磁場によって周回運動をしてい
る電子が、その軌道色艶些堕夏空壁盟変化拉去三三軌道に造2三塁皇土星重畳王迦達されるとい
う原理の加速器である。二次巻線の巻数の非常に多い昇圧トランスと原理的に同様であって、電
磁気学の基本法則の一つであるファラデーの電磁誘導の法則そのままの加速器である。この型の
加速器も多くの加速器研究者達によって手掛けられた。1922年S．Slepianの原理的特許取得に
始まるが、本格的にこの原理を理解したのは弱冠21歳のアーへン大学学生R．Wideroe、1923年
のことであった。彼は加速中の電子軌道を一定に保つためには、軌道の磁場は常にその軌道内部
磁場の平均値の1／2でなければならないという条件を導き、さらに2年後には、電子が安定に集
束されるた舶こは半径方向の磁場減衰指数の値可動炒〝扮）が0と1のあいだになければなら
ないという弱集束の原理（後に発見された強集束の原理との対比で弱集束と呼ぶ）までも導いた。
また100MeV加速器の緒元も示した。しかしながら、彼の加速実験は成功しなかった。1935年に
なり、M．Steenbeckが同様の弱集束条件を導いた上で非常に微弱なビーム加速に成功している。
本格的な加速の成功は、1940年になってD．Kerstによってもたらされた。そしてR．Serberと
ともに完全な理論が作り上げられた。集束磁場中を周回する粒子の安定な振動をベータトロン振
動、その振動数をベータトロン振動数と呼ぶのは彼等の論文に因んでいる。電子ビームを最初に
引きだしたのは1947年、K．Gund、シーメンス社の医療用6MeVの装置であった。WideroeもR．
KollathやB．Touschekとともに再度製作し、1944年に15MeVの電子を加速して実用に供した。
このようにベータトロンは早くから多くの研究者によって手掛けられながら、初期の進歩は
遅々とした歩みであったが、その後の進歩は急速で、1950年には200MeVに達していた。一方早
くより電子の周回に伴う電磁波の放出（放射光）が加速エネルギーの限界を与えることにも気付
かれていた。電子の加速は間もなく線型加速器やシンクロトロンに取って換られて、現在ベータ
トロンは姿を消してしまった。
2　高周波加速器
（1）　線型加速器
高周波電場を用いる共鳴型加速器の源は1924年に出されたG．Isingの論文「高電圧陽極線発
生のある方式の原理」である。彼は原理の提案のみで実験を行った形跡はない。この原理を実現
させたのは1928年、先に述べたWideroeのアーへン大学における学位論文の仕事であった。直線
上に並べた中空円筒（ドリフトチューブ）を一首訂じ高周波電裾のIII一価に接続し　その長さをイオ
之聖速度堂堕遡上王長上上辺⊥巴箆凸型通過壁盟を豊庄屋回避堕些遁堪拉＿なる＿主上旦設塾生塾埋ゝ
土立上踵旦箆週盤を通過土星塵琶迦適呈並塵吐亘というもので、実際に二つの間隙を用いてNaと
Kのイオンを加速した。さらにもっと重いイオンCsを2MeVに加速する装置の設計例をも示した。
この論文は高周波電場で共鳴加速する線形加速器（ライナック）の成功を報告したのみならず、
これに磁場を加えて周回運動させることにより同一電極を何回も通過させる共鳴加速器すなわち
サイクロトロンの着想を偶然ながらE．Lawrenceに示唆することとなった。事実Wideroeは当時
そのことを電気工学のFlegler教授と論じ、磁場による集束性が10mAのビーム電流の空間電荷効
果で打消されて不安定となると解答した。電気工学の通念では血は微少電流で、〃Aでも核物理
学では大いに役立つとは考えなかった。かくしてWideroeはサイクロトロンの発明という栄誉を
Lawrenceに譲ることとなった。
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Lawrenceは後に述べるサイクロトロンと併せて、彼の学生D．Sloanを協力者としてWideroe
の線型加速器を発展させ、1932年にはHgイオンを1．26MeVまで加速して0．1〃Aの出力を得る成
功を収めた。しかしながら、このエネルギーは核物理の端緒を拓くには低過ぎた。高周波大電力
技術の限界のために、この方向の発展は第2次大戦末期のⅢmAR工学の画期的進歩を待たねばな
らなかった。ナチスの誘導弾V2号からロンドンの空を守るた桝こ、連合軍が強力に推進した軍事
研究に参加したW．Hansen達は、戦後直ちに線型加速器の開発にそれを発展させた。空胴共振器
の定在波を用いたアルバレ型ライナックがL AIvarezによって1946年に完成され、進行波管の
進行波を用いた電子ライナックがHansenによって1948年に完成され、それ以後次々と高エネル
ギーの装置へ発展していった。陽子ライナックは高エネルギー陽子シンクロトロンの入射器とし
て100MeV以上のものが多数建設されたが、最大のものはロスアラモス国立研究所（L期し）の中間
子工場（LAMPF：Los－AlamosMesonPhysicsFacility）と呼ばれる800MeV、lmAのものである（近
く稼働停止が予定されている）。現在、核物理学や中性子科学等の将来計画として、1GeV以上数
十血の大強度装置の建設も計画されている。なお、ヴイデレー型は低速領域の重イオン加速に適
した構造であり、重イオン研究機構（GSI）の重イオンライナック（UNILAC）の前段に採用され、
唯一の大型器として現存しているが、後に述べるRFQ型の出現により早晩消え去る運命にある。
mILAC本体はアルバレ型と多段単一空胴型で構成される重イオンライナックで、ウランに至る重
イオンを20MeV／核子に加速できる大型のものであり、現在も後に述べる重イオンシンクロトロン
の入射器として重要な役割を担っている。電子ライナックとしては、数MeVの小型医療用装置は
数千台が医療施設に普及し、数百MeV～数GeVのものは電子シンクロトロンや放射光装置の入射
器として多数建設されているが、最大のものはスタンフォード・リニアアクセレレーターセンタ
ー（SLAC）の2マイjL，ライナックの50GeV、そして将来計画としては直線衝突器の加速器として
より高いエネルギーのものが計画されている。これらの開発には、スタンフォード大学でVarian
兄弟によって発明されたクライストロンが年々大電力化されていったことが大きな貢献を果した。
また超伝導空胴の開発も大きな寄与を果しつつある。
ここで、電子の直線加速の特殊性についてふれておく。それは電子の静止質量が電子に比べて
約2000分の1の重さであることによっている。特殊相対論の教えるところによると、電子はわず
か80keVで光速の50％、約3MeVで99％となる。陽子の場合は145MeVで50％、99％になるのは
約6GeVという高エネルギーになる。したがって、電子は加速開始後間もなく速度は一定となり、
加速空胴の構造は一定となる。また、同じく特殊相対論からの帰結で、加速されている電子から
見たライナックの長さは著しく短縮されており、たとえば全長400mの2．5GeVライナックは、電
子から見るとわずか0．7mに過ぎない。したがって、加速前段は速度増加に応じた構造とソレノイ
ド等集束磁場が用いられるが、以後はほとんどこれらの構成は不要となる。
一般的に、迦遷畳墜弘空き＿巴適地た巴箆型導避萱空運造をもっている。1946年Sloan
が提案したもので、主聖坦塵旦壁剋蚕遵遊里凸型直選選空位遡適度互遡壁土旦働きをする。1波
長中に3または4枚の円板が入っている。主旦巴箆豊泣萱旦去堪至高週避寒左廻田宣呈塑王墓崖
盤上上皇五里塑造蟹遮迦達萱である。一方、直塊茎王全区教皇堕定数缶＿＿迦連立包蛙進む遽上反
塾左直∃墜重適建王墓壷」重在遮迦達萱となる。後で述べる電子・陽電子衝突リングのように両
方向への加速をする空胴は定在波型でなければならないが、線形加速器の場合、電子と反対方向
の波は加速にほとんど影響がないから、進行波型、定在波型のどちらも可能となる。定在波型で
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1波長中に4枚の円板が配列されたものは、一つ置きの空胴の電場はほぼ0となり、電子はこの
空胴では加速を受けない。高周波を伝送する働きのみをしているこの部分を短く設計したり、ま
た加速管軸外にはずす（サイドカップル）設計が可能となる。後者の構造は、電子ライナックで
はないが、前に触れた陽子ライナック　800MeV（LAMPF）の高速部に採用されている。なお、加速
管を一度しか通過しない線型加速器では、高周波電力とその熱除去の観点から、0．1～1％の作動
率のパルス運転が一般的である。ビームパルス幅が数〃秒の電子ライナックでは、定在波型でな
く進行波型加速管が用いられている。
イオン加速用ライナックの特徴にも触れる。電子ライナックの高周波の周波数がLバンド（1200
～1300旭iz）、Sバンド（～3000Ⅶiz）、Xバンド（9000～10000MHz）のクライストロン、マグネトロ
ンの周波数から選択され、そのほとんどはSバンドであるのに対して、イオン加速の周波数は70
～400腫izと比較的低い周波数が選択される。それに共振する定在匿巴艶窒胆聖塾土庄皇室日置旦
ドリフトチューブが配列される、ドリフトチューブ中を走るイオンは減速電場から遮へいされ、
＿E且Z＿上皇三二之坦盤迦達重畳を盛主星呈i拉壬三＝ヱ里長皇墾毒窒社主並王也＿＿この構造が後
に述べる加速位相安定性を保つためには、加速間隙透過時の高周波位相は電場上昇位相になけれ
ばならない。このことはビームが発散力を受けることとなり、その力を上回る集束力を別の手段
で与えなければならない。通常これをドリフトチューブ内に組込んだ四重極磁場で実現させてい
るが、それが発散電場に打勝った桝こは、入射イオンは既に一定以上の速度をもたねばならない。
そのため入射用高電圧は数百kV以上を必要とし、イオンが重くなるほどこの値は厳しくなる。
このアルバレ型ドリフトチューブ・ライナックに対して、異る構造の線型加速器として近年登
場して加速器界にフィーバーを起した高周波四重極（RFQ：Radio－Frequency－Quadrupole）型に触
れる。
1969年I．KapchinskiiとV．TeplyakovがRFQ方式の加速・集束法を発表し、セルブコフの高
エネルギー物理学研究所（IrrEP）の76GeV陽子シンクロトロン用入射器（URAL30）の初段に実用
化したのは1977年であったが、当時のソ連の情報事情のため、欧米諸国ではこの新しい加速器の
原理を全く知らないまま10年が経過した。たまたまカナダ経由の移民技術者MancaがLANLで伝
えたのが始まりで大論争が起り、その原理を実証するための試作器（POP：Proof OfPrinciple）
が陽子加速に成功したのは1980年、この原理が重イオン加速に有利なことに注目した筆者達が東
京大学原子核研究所（INS）の重イオン加速用試作器（LITL：LithiumIonTestLinac）の加速に
成功したのは1982年であった。以後この肝Q型の特徴が注目を浴びて、世界各地に爆発的な勢い
で普及した。
RFQ型の原理は次のとおりである。宣＝旦麹を昼旦堕＆笠塾塾提起牡亘れたA杢旦空重な去塵
を魁亘］：透且＿＿三並に重負旦重弦泣塑変型埋迦呈ね左遊金」ビ二重塾蛙造2二進重亘る適量拉土
柱旦重堕墨避妊よる集産土萱塾を交互拉童止る旦＿＿こ空包連生塞亘を塾拉造2王週遡飽蛙変化呈堂
る上進イ川向にも電場成分か唯生す岨頗捕性を手，′一た仙よ電場を形成する可能性が．もろ、
迦達皇塾エビ皇位王墓団旦適度生国遡上皇遡遡遡遼去塵墜且玉堂旦遡塵塵を連座五三＿と遊里と」
直疽迫に基盤皇塾左塾王旦壇上ム＿ど土三三立地む』壇上迦達位馳⊆墓塑工」選集真二迦速を旦
時に実行する理想的な加速を設計することができる。上に触れたPOPやLITLはそれを検証すると
同時に、実用的な構造例を提示した。その構造は上記の説明に用いた4本の丸棒構造よりも優れ
た機械的・高周波的性能をもつ円筒共振空胴型で、中心軸の回りを4象限に分割する4翼構造で
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ある。その翼の中心軸辺が周期波形に加工されている。また、低電荷重イオンの低速領域の加速
のために、より低い周波数の共振を可能とする分割同軸型と呼ばれる特殊な共振構造も開発され
た。従来よりはるかに低速度で入射された陽子や重イオンが、高周波電場のみで強集束と加速を
受けてMeV領域まで効率良く加速されるという特長が注目を浴び、数多くのイオン加速器の初段
にはこのRFQ型が採用され、従来の数百kV級コッククロフト型高電圧入射器が全てこの方式に取
って換られるまでに進展することとなった。
ここで線型加速器の将来の開発方向に触れよう。核融合炉材料開発用大強度中性子源のための
重陽子ライナック、核燃料増殖・放射性廃棄物変換のための陽子ライナック等連続ビーム数十～
数百血級の加速器、慣性核融合点火のためのパルス重イオン10n秒、数十旭級の加速器等は、
技術的に多くの課題はあるが、すでに確立した技術の延長線上にある。電子加速で確立している
超伝導空胴のイオン加速への拡張も当然の流れである。一方、あくまで高エネルギー加速を目差
す素粒子物理学要請に対しては、技術の延長線上にある課題のほか、新しい加速概念の開発に期
待するところも大きい。GW級のマイクロ波源の開発、TW級の極短パルスレーザーとプラズマの相
互作用で発生する航跡場（ウェーク）の超強電場加速、極短パルス大電流電子とプラズマの相互
作用で発生するウェークによる電子加速、先行ビームの励起するウェークによる後行ビームの加
速等々数多くの研究課題がある。以前に注目された電子リング加速（Em：パルス大電流電子の小
さい環がつくるポテンシァルに捕捉された正イオンが電子環の加速に伴われて高速度に加速され
るという発想）も重イオンの加速には魅力あるもので、現在の技術水準から見れば未だ死んだも
のとは思えない。これらの開発が超小型の加速器を応用分野に提供する可能性もある。
（2）　マイクロトロン（電子サイクロトロン）
次項で述べるサイクロトロンがイオン加速用のライナックを磁場で巻き上げたものと考えられ
ると同様に、マイクロトロンは電子ライナックを磁場で巻き上げとものと見倣すことができる。
マイクロトロン加速の原理も幾人かの研究者によって独立に見出された。1944年にV．Veksler
が位相安定性の原理を見出した際に、シンクロトロン加速と関連して提案した。しかし、1946年
にはL Schiffが、そして1947年には大阪大学の伊藤順吉、小林大二郎が、またJ．Schwinger
がそれぞれ独立に原理を見出している。
室塾生旦塑墜堪聖牡凰近土に迦達窒胆を置皇」墨］藍皇也を通過±五度拉墨王聖塾生三主生萱
二に乳辺遡上塵を畳吐麹もjこ聖堂星堕塾生質量旦整数監＿＿上皇疽2エ豊里負速度題塵三主生萱
＝墨王聖色速度聖堂教生聖上上皇旦L但王室空室＝墨王聖負速度庄旦昼土を週塵皇迦達窒盟拉
生え也堪」墨王聖迦達址∃む三昼た並」迦達窒旦匠を通過±五度拉塾道呈径旦呈二定型宣ヱ重宝
太とi＿な2エビ＿く且＿．この位相安定性の成り立っ範囲は加速電場の降下側にあって900～1200　と
比較的狭い領域であり、適切な磁場は他の周回加速器に比して低く1～2kGである。したがって、
そのままの形では高エネルギーまで加速するには不適当であり、また磁場についても集束条件を
満たす工夫が必要である。
この原理の加速器はcw加速で大電流が期待でき、CWの電子ライナックより低コストと思われ
るので、近年になって注目されはじめ、医療目的のものは市販されている。核物理研究分野では
近年、数GeVの大電流電子ビームが重要なプローブの一つとして要請され、その具体化案として
超伝導電子ライナックと周回磁場を組み合わせたレーストラック型マイクロトロン系が提案され
た。これが実現したのは1995年、トーマス・ジェファーソン国立研究所（CEBAF：Continuous
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ElectronBeamAcceleratorFacility）における4GeV、CW200FLA（2台の超伝導ライナック・0．4GeV
x2を5周回させる）である。現在活発に核物理実験研究が行われているが、加速エネルギー向上
も試みられており、現在貼eV、2000年には10GeVへの向上が目標となっている。この計画を推進
しているn Grunderは、かってローレンス・バークレ国立研究所（LBNL）でウランに至る重イオ
ンを高エネルギーに加速して高エネルギー重イオン核物理の端緒を拓き、また重イオン癌治療の
試行を可能にした人物であることも興味深い。
（3）　サイクロトロンからシンクロトロンへ
1929年のある夕刻、カリフォルニア大学の図書館で新着雑誌に目を通していたE．Lawrenceは
先に述べたR．Wideroeの論文の啓示に打たれた。彼は論文のドイツ語は理解しなかったが挿絵を
見て（日本人にもよく有るタイプだが）、無限に続く中空加速円筒がどこまでも高エネルギーに粒
子を加速する姿を想起し、もし磁場をつかえばこの円筒電極を一つにまとめることができると考
えた。その夜彼は、平坦磁場を周回する荷電粒子の速度は半径に比例する（r可助）、周長も半
径に比例する、と考えている間にふと周回周期から半径rが消えると気付いた。すなわち、「里塑
墜塾生を週国運塾土工ヒ皇道電壁王嬰週遡埴土旦王室空重二拉匿らヱ二重」という等時性の原理
を見出して、線型加速器に必要な無数の円筒電極を、周回軌道を覆って一定周波数で励振される
1つの電極にまとめることができると気付いた。ただちに彼は学生N．Edlefsenに研究開始を指
示し（同時に学生D．Sloanにはヴィデレー型ライナックの研究を行わせたことは前述のとおり）、
その後大学院生M．Livingstonに研究を引き継がせた。彼はLawrenceとEdlefsenが原理を立証
したと発表した実験が、実は残留ガスイオンが周回せずに検出器に達していたことを実証すると
ともに、lkVの電極電圧で80keV陽子加速の試作1号器を作って、最初のサイクロトロン共鳴を
観測して学位論文とした。そして1932年には初めてサイクロトロンと名付けた試作2号器で
1．2MeVのビーム加速に成功した。その夏ケンブリッジを訪ねたLawrenceは、Gamowにけしかけら
れたCockcroft達がわずか500keVの陽子で原子核の人工破壊に成功したことを知り、即刻長距離
電話で核実験の開始を命じた。かくして新しい高エネルギー加速器サイクロトロンは核物理研究
の新時代の幕開けの立役者として登場することとなった。
彼のサイクロトロン発明の裏には、いくつかの債倖が重なっていた。彼の発見した等時性とビ
ーム集束性の両立する条件がはからずLも自然に成立していたのであるが、実験成功の後でこれ
らの完全な理論的解析が行われた。用いた磁場は既に7年前Wideroeによって見出されていた弱
集束の条件を満たしていた。しかし、この条件に制約されている限り、彼の予想に反して加速エ
ネルギーには限界があった。1937年にはH．Betheが弱集束磁場の中で加速されている陽子は、
相対論的質量増加によってやがて等時性を失って、たかだか40MeVが限界となるであろうと指摘
し、1938年M．Roseも同様の論文を書いている。カリフォルニア大学の大学院生R．Wilson（後の
フェルミ国立加速器研究所・FNALの初代所長）は電極間の静電集束も考慮した集束条件で加速限
界を論じた論文を書いている。これらの研究は、どこまでも高エネルギーに加速できると期待し
ていたLawrenceを喜ばせなかったが、弟子のE．McMillanによって、8年後シンクロサイクロト
ロンが発明され等時性の破れが解決された。Lawrenceの偉大さは、むしろ驚くべきエネルギーで
次々と大型のサイクロトロン建設に挑戦して行った牽引力にある。彼は常に極めて優秀な協同研
究者達によって取り巻かれていた。のちに定在波空胴を用いたアルバレ型陽子ライナックを開発
し、タンデム加速の原理を提唱したAIvarezも、彼の弟子であった。理論物理学者Betheによる
8
「3Hは安定、3Heは不安定同位元素」という定説を、彼が2台のサイクロトロンを駆使して覆した
ことはあまり知られていない。
さて、ここで日本におけるサイクロトロン建設の歴史に触れる。コッククロフト装置で発生さ
せた中性子を用いて先駆的に核物理研究を開始していた理化学研究所の仁科芳雄達、大阪大学の
菊池正士達は、1935年サイクロトロン建設を計画し、前者は1937年3MeV重陽子ビーム、後者は
1938年5MeVの重陽子ビームを出した。大阪大学ではこのビームを用いて生成した放射性同位元
素のベータ崩壊の精密実験を中心とする核物理研究が行われたが、理化学研究所では核物理研究
の他、植物の同化作用、光合成、蚕の遺伝、白血病等々、生物医学への応用研究が極めて先駆的
に行われた。仁科芳雄自身はむしろ大型のサイクロトロン建設に情熱を傾けた。同じ頃、Lawrence
も同様の大型サイクロトロン建設を計画していたので、大型電磁石を2台アメリカで製作し、1台
はLRL（当時の名称はLawrence Radiation Lab．後にLawrence Berkeley National Lab．）へ、
他の1台は石川島造船所を経て駒込の理化学研究所へ搬入された。LRLでは順調に建設が進み、
1939年には16MeVの重陽子ビームを出し、核物理研究のみならず発生速中性子による120例の癌
治療も行われた（彼の建設予算要求は癌治療目的となっていた）。一方理化学研究所では加速電圧
の不足で充分なビームが出ず、原因調査のためにLRLを訪ねて驚いた。高周波共振系の構造が全
く異なっていた。小型サイクロトロンで用いた加速電極静電容量とコイルインダクタンスの集中
定数共振回路をそのまま大型に拡張した仁科達の設計と異なって、LRLでは分布定数の立体共振
空胴構造であった。LRL側の好意で、全ての青図面を受取って改造を開始した。（時あたかも日米
開戦の前夜であった。科学技術は国際情勢を越えて、いかに友好的であったかを物語っている。）
このサイクロトロンが9MeVの陽子ビームを出したのは1944年、第2次大戦の末期に近づいてい
た。1945年には、占領軍が理化学研究所の2台、大阪大学の1台、京都大学で建設中の1台を全
て破壊し、東京湾と大阪湾に沈めてしまって、以後1950年代に入るまで空白時代が続いた。その
間に、アメリカでは加速器開発と核物理研究の両面で著しい成果が展開された。日本としては非
常に残念な空白時代であった。
さて、先に触れたようにサイクロトロンの等時性の破れは、シンクロサイクロトロン、シンク
ロトロンが解決するのだが、それより先に、1938年L Thomasが理論的な解答の一つを提示して
いた。彼の論文はサイクロトロンの等時性と集束性を厳密に取り扱い、加速限界を超えるために
は、磁場を周回軌道方向に沿って変化させることを提案した。現在稼働している多数のサイクロ
トロンは全てこのThomasの論文に端を発するアイソクロナス・サイクロトロン（SectorFocus：
SF，Azimuthally VaringField：AVF，Isochronous：IC等様々の名称がある）であるが、論文発
表当時は全く注目されなかった。後で述べる強集束の原理が1952年に出るに及んで、ようやく
Thomasの論文も再認識されて、20年の歳月を経て実現の運びとなった。実はその間、アメリカで
は極秘軍事研究として実験が行われていたが、公開されなかった。
平坦な磁極両に付加した扇型磁極の紺二斜入射・斜出射する粒子は　その都度集塵・発散の力
を受止旦」その大きさは斜入・出射角や磁場変化比に依るが、全盛皇並左腫直往匿に集塵迫＿なる
のは強集束の原理の教えるところである。したがって、豊径左包拉蛙但立論坦監塾宝担虻金堂三
越墓を直し血＿塵＿⊥』＿＿上三笠壁性を但た生玉且」墓墓堕を失地＿＿集束性を大きくするため
に扇型の形状をスパイラル状にしたり、扇型磁場を分割してリング状に配列したりする。デルフ
トで13MeVのSFサイクロトロンが1957年に完成し、続いて1960年にはカリフォルニア大学ロス
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アンゼルス校（UCLA）でJ．Richardson（後のTRIUMF所長）が従来型の加速限界を大きく超える
50MeV陽子の加速に成功するに及んで、世界各地でこの型のサイクロトロンが建設されていった。
そして、従来の古典的サイクロトロンは全く姿を消してしまった。この型のサイクロトロンは大
強度、エネルギー可変性、多様な加速イオン種等の利点を有しているので、タンデム型ハンデグ
ラフと並んで核物理研究の中心となって活躍し、近年では応用研究にも広く用いられるようにな
った。加速エネルギーを〟×〆〟MeVと表記して、〟値でそのエネルギー性能を表しているが、陽
子では朋eV、重イオンは質量数4、電荷数すによって上式で計算される。大型のものはスイス原
子核研究所（SIN、現在はポールシェラー研究所PSI）の590MeV陽子、負水素加速を行っている
カナダ三大学中間子施設（TRIUMF）の520MeV陽子、日本では大阪大学核物理研究センター（RCNP）
の400MeV陽子等である。また、重イオン加速用の大型サイクロトロンとしては、フランス国立大
型重イオン加速器研究所（GANIL）のK＝4002台連結、理化学研究所（IPCR）のK＝540、蘭州近代
物理研究所（IMP）の∬＝450等である。これらのほとんどは分離扇型磁場のリング状配列で構成さ
れている。一方、単一の超伝導電磁石を用いたサイクロトロンも重イオン加速用に幾つか建設さ
れており、その主なものは、H．Blosserによって精力的に開発されたミシガン州立大学国立超伝
導サイクロトロン研究所（NSCL）の〟＝1200、〟＝540等である。これらの大型重イオン加速器の多
くは、最近注目を集めている生成不安定原子核ビーム施設への発展を目指している。
さて、サイクロトロン加速における等時性の破れは、扇型集束型で乗り越えることができるの
は上述のとおりであるが、それが実証されるより先に別の方式が発見された。その原理は、墜墓
空風進数聖堕盟変但廻堕塾迫笠あ拉蛙」担旦運動上迦達遼週遊里屈遡堪且塾飽拉昼をむ三屋彗坦
拉どこ墓ヱ立直と王室！と卓二I⊆迦遭笠主星」というもので位相安定性の原理と言う。1944年にⅤ・
Vekslerが、そして1945年にはE．McMillanがこの原理を独立に発見し、面白いことに1946年
にR．Wideroeもこの原理について独立に特許をとっている。この原理にもとずく加速器としては、
二つの方法が提案された。質量の相対論的増加に合せて加速周波数を変調するシンクロサイクロ
トロンがその一つであり、周回半径はサイクロトロン同様エネルギーとともに増大する。他の一
つは運動量増大に合せて磁場を強くして周回半径を一定に留め、加速粒子の速度増加に合せて加
速周波数も変調するシンクロトロンである。
先づ、従来のサイクロトロンに類似の構造のシンクロサイクロトロンが建設され、古典的サイ
クロトロンのエネルギー限界（約20MeV）を楽々と越えてゆき、1946年に完成したLRLの184′′シ
ンクロサイクロトロンは冗中間子の人工生成を実証し、その陽子エネルギーはやがて760MeVに達
した。しかしながら、このような大型シンクロサイクロトロンは磁極直径が5mにもなり、重量も
4000tに達し、工作技術的にも経済的にも早くも限界に近くなっていた。（旧ソ連のみは例外で、
レニングラードで陽子1GeV、7800tが1967年完成、ドブナで大強度陽子700MeV、7000tのフアゾ
トロンが1984年完成。極めて先進的な加速器原理の発明と驚くべき大艦巨砲が共存していた。）
ここに登場したのが周回軌道上に電磁石を配列するシンクロトロンで、最初周波数固定の電子
加速用のものがWilson（200MeV）、McMillan（300MeV）達によって建設され、7；中間子生成の研
究で核子の3－3共鳴の発見の端緒をつくった。一方、1952年にはブルックヘブン国立研究所（BNL）
に陽子3GeVのものが建設され、宇宙線による高エネルギー物理研究に取って換ろうという意欲を
表してコスモトロンと名付けられ、K中間子生成を実証した。続いてLRLで、反陽子生成を意図
して陽子6GeVのべパトロンが1954年に建設され、実際にその目的を果した。しかしながら、1957
10
年に建設されたドブナ連合原子核研究所（JINR）のシンクロフアゾトロンは36000tの重量に達し、
またしても大きさの限界を感じさせることとなった。
この段階で救世主のように登場してきたのは強集束の原理であった。その原理は1952年、E．
Courant、M．Livingston、H．Snyder達によって発見されたが、実はすでに1949年、加速器に何
ら経験を持たないギリシャの技術者N．Christofilosによって特許出願がされていたことが後に
なって判明した。すでに幾度か述べた弱集束は、周回軌道に沿って一様な磁場を周回する粒子の
軌道に垂直な面内の二つの直交する方向（半径方向と軸方向）に対する集束性を同時に成り立た
しめるための妥協の産物としてβ缶Uの条件を与えた。この制約の中での集束力は弱く、粒子は
数周回して元の位相にもどる振動解をとり、その振動幅は大きくなり、電磁石を小型化すること
は不可能であった。強集束とは、光学系で凸レンズと凹レンズが距離をへだてて配置されている
場合の合成レンズ系は必ず凸レンズであるという周知の事実と同様に、集墓電堪盟と置塾宣越堪
塑配剋皇拉互選全」豊里全盛丞蛙直垂泣≡臼主星土工集塞丞となっているという原理である。
（なお、光学レンズと異なり、電磁場レンズは一般的には一方向集束であればその垂直の方向発
散となっている。）この原理でシンクロトロン電磁石系を設計すれば、強力な集束力が得られるの
で、電磁石は画期的に小型化することが可能となる。（この原理が1938年のThomasの論文を再認
識させたことは前述の通り。）
その頃、新たに設立されたジュネーブの欧州合同原子核研究所（CE榔）で設計を完了していた
10GeV陽子シンクロトロンが急きょ設計方針を変更して強集束型を採用し、同じ予算で28GeVの
陽子シンクロトロン（CPS）となって1959年に完成した。すぐ引続いて、BNLでも1960年に、33GeV
の強集束型陽子シンクロトロン（AGS）が完成した。これら陽子シンクロトロンよりやや早く、電
子シンクロトロンも強集束型となり、Wilsonによって最初の強集束シンクロトロン（1．2GeV）が
コーネル大学で、そしてボン大学でも稼働した。日本でも将来の陽子シンクロトロン建設の前段
階として、強集束電子シンクロトロンが東京大学原子核研究所（INS）で建設され、1961年に稼
働した。
以上の強集束シンクロトロンの構造は、周回磁場を分割して、正負の磁場勾配わびと〟ガ：
β省√¶）の磁場を交互に配列したもので、半周分は発散磁場であるが、強い発散と強い集束の合
成系は強い集束系（Alternating Gradient Focus）となって、1周する間に数回元の位相にもど
る振動解となり、振動幅を非常に小さくすることができる。Courantたちは同じ論文の中で、四
重極磁場は良い円筒レンズで、交互に異る極性の四重極電磁石を配列すれば、良い長距離ビーム
輸送系が構成できると付記している。
ここで、Courant達の論文にわずか数週間遅れて出された東北大学北垣敏男の特筆すべき論文
にふれておく。周回軌道を構成する二重極の月値を正負交互に配列して集束系とする機能結合
（CombinedFunction）型に換って、周回軌道の二重極のn値を零とし、直線部に極性の異る四重
極を配列して集束作用をもたせる機能分離（SeparatedFunction）型を提唱し、100GeV陽子シン
クロトロンの設計例も併せて提示した。この提案は集束作用を周回磁場と独立に調整できるので、
前者より遥かに自由度のある設計であった。彼はまた、より高エネルギーの加速器設計は、1段よ
り2段のシンクロトロン加速が合理的であることも提唱している。20年近く経った1971年、幾
度も触れたWilsonがFNALにおいて500GeV陽子シンクロトロンを完成して初めて実現した。また
CERNでも同様の構成で、CPSを入射器としてスーパー陽子シンクロトロン（SPS）、陽子450GeVが
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1976年に稼働した。今日では、機能分離型や2段シンクロトロンの設計はもはや常識となってい
ることを考えると、その先見性が理解される。
さて、低・中エネルギーの重イオン加速は主としてタンデム型ハンデグラフ、アルバレ型ライ
ナック、アイソクロナス・サイクロトロン等で行われたが、シンクロトロン加速を初めて行った
のは1970年代、陽子シンクロトロンの使命を終えたコスモトロン（BNL）やべパトロン（LBL）で
あった。特に後者は重イオンライナック（Super－HILAC）を入射器としてべバラック（BEVAIAC）
と呼ばれる複合系に改造されて、ウランに至る重イオンをGeV／核子の高エネルギー領域まで加速
して核物理の新分野を切り開いた。この加速器系は1992年に停止したが、GSIにおいて、より高
度に整備された複合施設、重イオンライナック（UNILAC）、重イオンシンクロトロン（SIS）、重イ
オン蓄積・冷却リング（ESR）の複合系が1990年に稼働している。後述の蓄積、冷却等の開発に
より、近年重イオン反応で生成される不安定原子核ビームの蓄積・冷却加速等が可能となって、
不安定核ビームによる核物理研究のための複合加速器が幾つか計画されている。より高エネルギ
ーの加速は、BNLではAGSを用いてAuイオンを10GeV／核子まで、CERNではSPSを用いてSイオ
ンを200GeV／核子まで加速し、現在BNLで建設中の相対論的イオン衝突器（RHIC、100GeV／核子×
2）への足掛りを作っている。
近年、小型陽子シンクロトロンが癌治療用として注目されている。陽子の人体組織中での吸収
線量分布が飛程端末で急峻などーク（BraggPeak）を持つことを癌治療に利用する発想であるが、
最初に提唱したのは1946年のWilsonの論文であった。彼は1940年頃、J．Lawrence（Lawrence
の弟、医師）の速中性子線治療の不成功を見、また荷電粒子の飛程とエネルギーの関係を精密に
研究していたので、その発想は自然の流れであったと思われる。その論文の末尾に、将来高エネ
ルギー重イオンが利用できるようになれば更に有効であろうとまで述べている。この論文は当時
計画されていたハーバード大学のシンクロサイクロトロン実現の応援のた桝こ書かれたものらし
いが、事実この160MeV陽子は1967年から今日まで数多くの臨床実績（260例／年）をあげて、陽
子線治療の有効性を実証した。そして現在、250MeV（体内飛程30cm）程度の小型シンクロトロン
が医療専用加速器として普及し始めている（一部はアイソクロナス・サイクロトロンを加速器と
して採用）。重イオンについては、上に述べたべバラックのNeビームを用いて1980年頃から臨床
試験が行われ、その後本格的な医療用施設（HI舶C、800MeV／核子）が筆者達によって放射線医学
総合研究所（NIRS）に建設され、1994年からCビームを用いて臨床試験に入っている（現在まで
に約750例）。GSIでも上に述べたSISのCビームを用いて、1997年末から臨床試験を開始した。
（4）　ビーム蓄積、ビーム衝突、軌道放射、そしてビーム冷却
加速器発達の最も華やかな面は素粒子物理学のた桝こ加速器をより高エネルギー化することで
あった。そして冗中間子、K中間子、反陽子、（J／の粒子等の生成が次々と実証されていったが、
新しい素粒子の発見にはそれの生成反応に有効な高い重心系エネルギーを必要とした。そのため
に、静止標的の実験室系ではもっと高いエネルギーを用意しなければならなくなった。素粒子研
究のための高エネルギー領域では、静止標的に衝突させた場合の重心系全エネルギーは入射エネ
ルギーの平方根にしか比例しない。例えば500GeV陽子を水素標的に衝突させれば31GeV、これを
1000GeVに上げても43Gevのエネルギーしか有効でない。これと同様の実験は15．5GeVの陽子ど
うし、21．5GeVの陽子どうしの正面衝突で実現できる。勿論、ビームどうLを正面衝突させるの
は容易でなく、有効に正面衝突させるには長時間衝突リングの中に大量の鋭いビームを蓄積して
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おくことが重要課題であった。
ビーム蓄積リングの研究は、1956年アメリカの肌RAグループで、ハンデグラフやベータトロ
ンの項で述べたD．Kerst達によって始められた。同年、G．0・Neilは電子の衝突型加速器計画を
提唱し、B・Richter達とともに1961年にスタンフォード大学で互いに接する二つの電子一電子
衝突リングを建設した。また、Wideroeとともにベータトロンを製作したB．Touschekは電子一
陽電子衝突の重要性を唱え、一つのリングで実現できる技術的提案を行って、1960年にはフラス
カティ国立研究所で仙Aと名付けたリングにかなりの長時間電子を蓄積することに成功した。驚
くべきことに、あのアイディアマンのWideroe自身はすでに1943年に衝突型加速器についても特
許を取っていた。Touschek達とベータトロン開発を行っていた頃に！である。ADAの電子蓄積成
功の後、フラスカティ研究所では1969年仙ONE、オルセー原子核研究所では1970年DCIと、一
つのリングの中を互いに反対方向に走る電子一陽電子衝突リングが次々と建設された。核子衝突
については、1971年CERNのCPSの28GeV陽子を入射して陽子一陽子衝突をさせる交差型蓄積リ
ング（ISR）が完成し、10年余り唯一の核子一核子衝突リングとして稼働した。ここでは陽子を
大量に蓄積するために、かつて肌甑グループによって研究された高周波蓄積法が活用された。こ
の蓄積法は後に1979年INSにおいて筆者達が完成した重イオン蓄積リング（TARN）のビーム入射・
蓄積にも用いられ、イオンの大強化のための多重入射法と高周波蓄積法の複合方式が確立された。
さて、電子一陽電子衝突については次々と高エネルギーの装置が建設され、ドイツ電子シンク
ロトロン研究所（DESY）のPETRA（17GeVX2）、SLACのPEP（11GeVX2）、コーネル大学のCESR（5GeV
X2）が稼働し、その後これらは性能向上によりいずれもエネルギーを上昇させた。そしてさらに
高エネルギー衝突を目指して、我が国では高エネルギー物理学研究所（KEK）にTRISTAN（30GeV
X2）が1986年に完成したが、その後1989年にはCERNのLEP（55GeVX2）が稼働して世界最高
の電子一陽電子衝突リング（Zウイークボゾン工場）となった。周回する進達拉近ヒ宣三越遊塑
造土壁壇塾五重越波皇室壬軌道望遠昼左包拉遊出主星ことが早くから知られている。この麹盤王
室空重＝堪墨のするので、これが電子リングの高エネルギー化に限界を
与えている。そのため、より高エネルギーの電子一陽電子衝突を目指すには、加速は線形加速器
によらねばならず、衝突も直線上を1回で行わせねばならない。TeV領域のエネルギー、Ⅷサイ
ズのビームの1回衝突を目指して、その前段階の線形衝突器（SLACLinearCollider：SLC，50GeV
X2）が建設された。そして現在、この方向の開発研究が各国で行われている。
周回電子からのエネルギー放出の問題は、古くはJ．Larmorが1890年代に解いているが、1945
年になってJ．Blewett達はGE社の100MeVベータトロンの電子エネルギーの研究から放射損失が
無視できないとの結論を出した。光として実際に観測されたのは1947年、GE社の70MeVシンク
ロトロンからの光であった。電子加速にとっては邪魔者であった放射光も、その精密観測は基礎
的には特殊相対論の検証につながるものであり、応用的には極めて良好な光学特性をもち、波長
領域も今までにない広域を覆っているので、その積極的利用研究が約30年以前から開始された。
わが国でもINS電子シンクロトロン（1．3GeV）を利用して研究が先駆的に進められ、やがて専用
の小型蓄積リングも世界で最初に建設された。放射光は発生の由来からシンクロトロン放射光
（SR）と呼ばれ、1960年代は殆どの研究が素粒子研究用の電子シンクロトロン（のちには電子蓄
積リング）に寄生していたが、その特長を活かした大小様々の専用放射光源の建設、利用法の開
発が年を追って活発になった。最近に建設された高輝度光源の主なものは、グルノーブル欧州共
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同SR施設（ESRF：6GeV、1994年）、アルゴンヌ国立研究所（ANL）のSR光源（APS：7GeV、1996
年）、わが国のスーパ一光リング（SPring－8：8GeV、1997年）である。これらの最新施設は周回
軌道からのSRに加えて、軌道直線部に配置した挿入光源と呼ばれる装置が主要な高輝度光源を構
成している。これらの挿入光源装置は、塵垣星空宣王を壁狂させて短波長大強度を実現させる多
極ウィグラーや、壁缶旦週遡壁拉去る王堕効星空直軽度皇室現させるアンジュレータ等で、これ
らの開発と併せて電子ビーム自身を大強度化、高安定化、低エミッタンス化する様々の開発が行
われている。SR光源を用いる研究は物質・材料から生物・医学に亙る基礎・応用研究、さらには
産業界に革新的技術をもたらす可能性も秘めており、その期待は留まるところを知らない。
ここでアンジュレータから発展した自由電子レーザ開発に触れる。1950年代クライストロンや
電子ライナック開発を進めていたスタンフォード大学にオクスフォード大学から移ったH．Motz
は、1951年電子を周期的に蛇行させてミリ波を発生させるアンジュレータを提案し、1959年電子
ライナックを用いてミリ波から可視光の発生とその理論解析を行った。これは上に述べた単色光
SRとして、その後挿入光源へ発展したが、これらの研究を基盤としてJ．Madey達は同大学で開
発された43MeV超伝導ライナックの旦星型堅王宣二二主＿＿仁王室生王＝匝旦＿墜魁＿と＿超伝導会旦星空
Zと芝王＿ヒ：二芝を迭さ立だ全車堂鐘聖光基壷墨」迷え乏4旦上里とLを塾生金堂て、自由電子レ
ーザ（Free Electron Laser：FEL）と名付けて開発し、1977年に最初の発振に成功した。
従来のレーザがルビーや炭酸ガス等の原子・分子の励起準位から出る波長・位相の揃った光で
あり、波長も変え難く出力も媒質で制限されているのに対して、FELはレーザのコヒーレント単
色光の特長に加えて、波長可変・大出力可能という魅力をもっていた。この夢のレーザに対して
アメリカは戦略防衛構想（SDI）の中核として取り上げ、先に述べた肝Q（中性ビーム兵器として）
とともに強力に推進した。これらの研究は軍事研究としての成果は実らなかったが、ともに加速
器科学の中では一定の成果があった。そしてアメリカではスタンフォード大学、LANL等5か所、
欧州でも2か所にFEL利用研究施設が稼働している。わが国ではSR挿入光源の開発に力が注がれ
たが、FELに関してはSDIに批判的であったためか開発には10年の遅れがあった。その後、電子
技術総合研究所、分子科学研究所等々で研究が行われ、現在自由電子レーザ研究所が0．278〝mの
世界最短波長記録を出している。そして世界で8番目のFEL利用研究施設として、半導体物性、
同位体分離、新素材、生物・医学応用等の研究に供されている。
ここで、加速器物理学上の重要な話題を述べよう。先に述べたように、電子や陽電子の蓄積リ
ングでは、運動量のばらつきはエネルギーの4乗に比例するSRにより放射減衰が起るが、陽子や
反陽子ではこの現象がほとんどないため、特に素粒子反応で生成される反陽子の蓄積にはビーム
冷却法の開発が不可欠の課題であった。周回リングを走行する粒子集団の重心とともに走行する
位相空間座標系では、ある温度の気体分子集団と同様の、位置と運動量の拡がりをもっている。
この拡がりを減少させることは気体温度を冷却することと類似しているので、ビーム冷却の名が
ある。現在、二つの方法が確立している。その一つは、1966年ノボシビルスクでG．Budkerによ
って発明された電子ビーム冷却法で、蓄積リング内の堤壬生＝通塾星置上達星空走る塗Z辿」三
ネ′しギーや与l年生肱がりか′トさいド電千ビームとキリンン血紳部で並走させて、相互に運動母の
堂且と且を皇堂」宣蛙逝上ヒ途皇ヒ多選空電王を逸上垣旦工」塵王宣二二生型王室！と卓二堂左包些
拡塑且を泣坐皇堂互」他の一つは1972年CERNでS．Van derMeerによって発明された確率冷却
法である。熱い反陽子集団のばらつきを観測し修正する‘‘マクスウェルの悪魔”を用いる。周回
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する集団の中の個々の粒子を観測、修正する悪魔はいないが、遊金坐墓匝吐ら眉去遡遡塵盤笠」
リング下流の適当な場所の高周波電場をちょうどその小冊が周回してくる時点にムせて制御し、
全も団の平均値からのばらつきが小さくなるように　正する、この操作を多数回繰り返すことに
より、全集団のばらつき（ェン、トロピー）を減少させる方式である。この確率冷却法を確立した
CERNはSPS（400GeV陽子シンクロトロン）を衝突リングとして用いて、陽子一反陽子衝突（270GeV
X2）を実現させ、1983年に弱い相互作用の媒介粒子W土、ZO（ゲージボゾン）の存在を検証した。
また、FNALでも先に述べた500GeVシンクロトロンを超伝導化してエネルギー倍増し、冷却リン
グを組み合わせてTEVATRON（1TeVX2）が完成され、最近第六番目のクオークであるトップクォ
ークの検証を果した。一方、蓄積された反陽子を減速した上で冷却する低エネルギー反陽子リン
グ（LE膿）が1983年に同じくCEmに完成し、原子核物理学の研究に提供された（現在、重イオ
ン冷却リングに転用されている）。低速領域の確率冷却については、INSにおいて筆者達が建設し
た前述の重イオン蓄積リング（TAm）を用いて成功し、その後建設した冷却シンクロトロン
（TAm－2）を用いて電子ビーム冷却にも成功する等、核物理・原子物理の領域でにわかに注目を
集め、各地で冷却リングの建設が行われるようになった。この他、イオン励起準位に共鳴するレ
ーザを用いるレーザ冷却も実現しており、またミューオン冷却に用いるエネルギー損失冷却も研
究されている。
なお、CERNでは先に述べたLEP（電子一陽電子衝突リング）のトンネルを利用したLHC（陽子
一衝突シング：8TeVX2）が建設中であり、これが当面世界最高エネルギー衝突計画である。重イ
オン衝突については、先に触れたように、BNLにおいて中断されたイザベル計画のトンネルを活
用した相対論的重イオン衝突器MIC（100GeV／核子×2）が建設中である。非対称衝突としては、
電子一陽子衝突器HERA（電子30GeVX陽子820GeV）がDESYで稼働中、また電子一陽電子の非対
称エネルギー衝突器はKEK（8GeVX3．5GeV）やSLAC（9GeVX3．1GeV）で建設中である。
Ⅲ　おわりに
以上に各種加速器についての原理と発展を、それぞれ年代を迫って記述した。これらの各種加
速器は単独の完成された市販機器となって応用研究、産業に広く活用されているが、一方大型の
装置ではそれぞれの特長を活かした複合装置を構成することが多い。加速、減速、蓄積、冷却等
を自在に取り扱って、超低エネルギーから超高エネルギーまで、顕微鏡的なビームから大強度ビ
ームまで、f秒のパルスから連続ビームまで電子、陽子、重イオン、偏極粒子、二次粒子として
の中性子、反粒子、中間子、不安定核そして放射光等々多様なビームを提供している。加速器が
出現して以来今日までの60年間に、エネルギーで10桁、強度で10桁、そして多様な加速ビーム
種に拡がる三次元空間に加速器を用いる研究、応用の領域は拡張され続けている。（図1参照）
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図1粒子ビーム応用のエネルギー・強度分布図。横軸は電流値、縦軸はエネル
ギーを示す。イオンの質量別は示されていない。電子の応用についてはe
またはγが付記されている。
原理的な面で重要な発明・発見は、1929年Lawrenceのサイクロトロンの等時性原理、1944年
Veksler達の位相安定性の原理、1952年Courant達の強集束の原理、1956年0・Neil達の衝突型
の提唱、そして1966年Budker、1972年VanderMeerのビーム冷却法の発明をあげることができ
よう。これらの発明・発見は高エネルギー化とともに大型化する加速器をその都度小型化し、あ
るいは不可能を可能にする役割りを果してきた。
一方、光学的、技術的に見ると、第2次大戦末期のレーダー技術の進歩がもたらした大電力高
周波技術、強集束原理によって小型化された電磁石が多数配列された巨大な精密機器となった加
速器の設計を極めて高精度で実行することを可能としたコンピュータの急速な進歩、等が加速器
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の進化に果した貢献は顕著である。また超伝導技術、超高真空技術の寄与も大きい。もっと一般
的に、産業界が提供する素材、部品の高品質化、技術の高度化なしには、加速器物理学が期待す
る進歩は実現しなかったであろう。（図2参照）
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図2　加速器開発の歴史とその背景
今世紀、進化し続けた加速器は、物理学の根幹にかかわる重要な概念や知識に計り知れない貢
献を果してきた。もし加速器が存在しなかったとすれば、人類の自然に対する理解は現在とかな
り異なるものとなっていたと思われる。一方、推進の原動力であった原子核・素粒子の研究に留
まらず、先駆的にそれを利用し続けた医学分野はもとより、物性・化学・生物学・工学等の広範
な基礎・応用の分野で、さらに産業界でも加速器が盛んに利用されるようになってきた。しかも
これらの分野で加速器の秘める能力に対する期待は留まるところを知らず、今なお発展の一途を
たどっている。基礎科学の研究所で、医療施設や生産工場で、また公害処理やェネルギー開発に
まで、机上に乗せられるような小型の加速器から街を取り巻くような超大型の規模まで、多様な
加速器群が重要な役割りを果たしつつある。
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参考資料　3

参考資料3．
加速器科学関連用語集
・イオン注入
圃体内に不純物を導入する手段の一つで、目的とする不純物をイオン化して加速（数十keV以
上）し、固体内に打ち込む方法。
・ECR（electron cyclotron resonance）イオン源
電子サイクロトロン共鳴を利用するイオン源のこと。磁場中に閉じ込められた電子にそのサイ
クロトロン周波数に等しい高周波を印加すると、高周波のエネルギーが共鳴的に電子に吸収され
て高エネルギー電子が生成する。高エネルギー電子は原子の束縛を離れるため、効率良く多価イ
オンが生成できる。
・ウィグラー
超伝導磁石のような強い磁場によって電子ビームの軌道を急激に強く曲げることにより、きわ
めて波長が短く、輝度の高い連続スペクトルを持っ放射光を発生する装置。
・エキゾチック原子核（exotic nuclei）
陽子数に対する中性子数が極端に多い中性子過剰核（中性子ハロー核など）や、逆の場合の中
性子欠損核（陽子ハロー核など）、核の変形（ラグビーボール型）が大きい超変形核、バナナ型原
子核など極限状態原子核の総称。
・SLD実験（SLDはStanford Large Detectorの略）
米国スタンフォード線形加速器センターにある電子・陽電子衝突型加速器SLC（Stanford
Linear Collider）を用いる実験。1990年実験開始。日本チームも参加。
・Ⅹ線構造解析
物質中の原子の並び方を主にⅩ線の解析現象を利用して解析する方法の総称。単結晶構造解析
や粉末Ⅹ線回折法がその代表的なものである。
・X線吸収微細構造（XAFS：Ⅹ－rayAbsorption Fine Structure）
物質を構成する原子のX線吸収スペクトルはその吸収端から高エネルギー側へ数十eVの範囲
にスペクトル線が何本かに分かれる微細構造を示し、さらにその先、数百eVでの領域では吸収係
数が周期的に変化する微細構造を示す。後者は広域Ⅹ線吸収微細構造と呼ばれ、その原子の周囲
の局所的な構造についての情報を与える。
・Ⅹ線吸収微細構造（ⅩAFS）分析
元素にⅩ線を照射すると上のように、特有の波長のⅩ線を吸収する。そのスペクトルを用いた
1
解析法。Ⅹ線吸収ピークの近傍の微細構造を測定して、特定の元素の周囲の原子配置や電子状態
を調べる。
・Ⅹ線小角散乱
単色Ⅹ線の物質による散乱で、3度位までの小さい散乱角で生じるもの。蛋白質のような大き
な面間隔の格子面が存在するときに起こる小角の回折の場合もある。結晶欠陥など物質内の密度
の異なる領域が多数ある時、これらが散乱体となって生じることが多い。
・Ⅹ線ラマン散乱
原子内に強く束縛された電子（内殻電子）の励起を伴うⅩ線の散乱現象。散乱されたⅩ線は電
子の励起分だけ散乱前よりエネルギーを失っており、散乱エネルギースペクトルからⅩAFS分
析と同様の解析ができる。軽元素のⅩAFS分析は通常真空中で測定しなければならないが、Ⅹ
腺ラマン散乱は硬Ⅹ線を用いるため大気中での測定ができる。
・エネルギー可変陽電子消滅
単色陽電子ビーム（別項）を物質に入射する際、ビームのエネルギーを調節することにより、
陽電子が対消滅する深さを制御することができる。エネルギーを調節したビームを用いて、陽電
子の入射から消滅までの時間や2本の消滅ガンマ線のなす角度を測定することにより、欠陥の種
類や大きさとその深さ分布、任意の深さでの電子の運動状態などを非破壊的に知ることができる。
・エネルギーの単位
1eV＝1電子ボルト＝1．6×10胃19ジュール、陽子や電子が1ボルトの電圧で加速されたときに得
るエネルギー。室温（絶対温度300・K）の気体原子の持つ運動エネルギーは約1／40eVである。
1eVは12000。Kの気体原子の運動エネルギーに相当する。
（1MeV＝106ev、1GeV＝109ev、1TeV＝1012ev）
・エネルギー・フロンティア（energy frontier）
（現段階において）最も高いエネルギー領域のこと。加速器の発展とともにより高いエネルギ
ーへと移ってゆく。
・円偏光
光の波の性質の一つ。光は振動して伝播するが、その振動面が一平面内に限られているものを
直線偏光という。振動が回転しながらったわるものを円偏光といい、その回転方向により右円偏
光、左円偏光がある。
・オージェ電子
励起状態にある原子が基底状態に遷移するとき、光子を放出するかわりに原子内の電子にエネ
ルギーを与えて電子を放出する。この放出電子をオージェ電子と呼ぶ。オージェ電子のエネルギ
2
ーを分光することにより原子の電子状態の解析・原子の種類の同定などができる。
・架橋
“橋かげ’ともいう。放射線照射などによって、分子間（特に高分子）に新たな結合を生じ、
分子量の大きな分子になる反応をいう。架橋の結果、高分子材料では強度の増加、耐熱性の増大
などが起こるので、材料の改質に利用される。
・カスケード方式（cascade type）
シンクロトロンの主リングにビームを入射するとき、小型のシンクロトロン（ブースターとい
う）を用いる加速器の型式。KEKの陽子シンクロトロンは、フ工ルミ研究所のテパトロンとと
もに、カスケード方式を世界で最初に実現した加速器である。カスケード方式は主リングのビー
ム強度を大きくできる点、ブースターで加速されたビームを利用できる点で有利とされており、
その後、建設された大型シンクロトロンは、この方式を採用しており、それまでに建設されたシ
ンクロトロンもブースターを追加増強したものもある。
・加速器駆動末臨界発電炉
加速器を用いた高エネルギー粒子の反応によって得られた中性子を、末臨界状態の炉心に供給
することにより核反応を持続させ、発電を行う原子炉のこと。加速器で炉心を駆動するため、中
性子バランスを制御でき、安全性を向上できる。
・冠状動脈造影（コロナリーアンジオグラフィー）
ヨードなどの造影剤を血管内に注入し、Ⅹ線の連続撮影などによって、冠状動脈の血管走行の
画像を得るための方法。冠状動脈は、心臓の筋肉に栄養と酸素を補給する血管であり、この動脈
がつまると心筋梗塞や狭心症になる。
・極限条件（物性研究）
極低温、超高温、超高圧などの環境条件をいう。超高圧下では水素が伝導を示すなど通常の環
境とは全く異なった物理挙動を示すことが知られている。極限条件での物性研究から物質の本質
を知ることができると期待されている。
・クオーク（quark）
陽子、中性子、冗中間子など、強い相互作用をする素粒子（ハドロン）を構成する基本粒子。
アップ（u）、ダウン（d）、ストレンジ（S）、チャーム（C）、ボトム（b）、トップ（t）の6
種類のクオークの存在が確認されている。全てのクオークは、スピン1／2を持っ。電荷について
は、u、C、tは（＋2／3）e、d、S、bは（－1／3）eの電荷をもつ。
・クオーク・グルーオン・プラズマ（quark gluon plasma）
クオーク・マターと呼ばれることもある。素粒子を構成する際、クオークはグルーオンによっ
β
て結び付けられており、クオークやグルーオンはこの結合状態でしか存在しないと考えられてい
る。しかし、最近の理論計算によれば、数兆度以上の高温や、普通の原子核の10倍以上の高密度
では、クオーク・グルーオンの結合状態が破れクオークとグルーオンが入り混じって存在するプ
ラズマ状態になると予測されている。クオーク・グルーオン・プラズマは、宇宙創生直後の高温
期には実現していたと考えられている。
・空孔型欠陥
原子が、格子状に配列した結晶から、原子が抜けた型の欠陥。原子が1個抜けたものを単空孔、
2個以上抜けたものを複空孔という。陽電子はこの型の欠陥に敏感で、欠陥の濃度や大きさにつ
いての情報を与える。
・グルTオン・グルーオン相互作用（gluon－gluoninteraction）
グルーオンとグルーオンが相互に作用すること。クオークとクオークの間に働く強い力を媒介
する粒子（ゲージ粒子）をグルーオンという。グルーオンがクオークと相互作用するのは当然で
あるが、グルーオンどうLでも相互作用することが予想されていた。電磁相互作用を媒介するフ
ォトンには無い性質であり、TRISTANの実験がそれを実証した。
・蛍光Ⅹ線
X線またはガンマ（γ）線で物質を照射すると、その物質中の元素の特性Ⅹ線がでる。このⅩ
線を蛍光Ⅹ線と呼ぶ。
・K中間子（K一meSOn）
質量が冗中間子の約3倍の中間子で、Sクオークとuクオークが結合してできる荷電K中間子
（g＋＝這、芳一＝這）と、Sクオークとdクオークが結合してできる中性K中間子（gO＝d；、蔚＝あ）
がある。質量は以下のとおり。
片±‥　493MeV／C2（電子の約950倍）
だ0：498MeV／C2
〟土はH「8秒程度の寿命で、〟±γ、方土方0、が方±ガなどに崩壊する。また、∬0は、寿命の短い
（10‾10秒）Ⅹごと寿命の長い鍔（10‾8秒）の混合状態と考えられており、足ごは2個の冗中間子に、
片言は3個の冗中間子に崩壊する。差±、∬±ともに、稀にCPの破れを示す崩壊を起こすことが
知られている。
・ゲージ粒子（gauge particle）
ゲージ場に伴う粒子のこと。ゲージ場は時空の各点における位相変換に対して不変の場で、自
然界の4種の力の場はすべてゲージ場である。したがって、グルーオン、光子、ウイークボソン
などはすべてゲージ場の粒子である。万有引力の場はゲージ場であることは認識されているが、
重力子の存在は明らかでない。
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・高輝度放射光（high brilliance SR）
通常の電磁石ではなくて、ウィグラーやアンジュレーターのような挿入光源によって発生する
放射光。通常の場合に比べて、輝度が1000倍程度大きくなる。
・光電子分光
物質が光やⅩ線を吸収し、その結果、物質から放出された電子のエネルギーや角度分布の測定
より、物資を構成する原子の結合状態などの物理状態を観測する方法の総称。
・航跡場
プラズマ中にはプラズマ振動と呼ばれる固有な振動が存在し、このプラズマ振動の周期に相当
する程度のパルス幅の極短パルスレーザーをプラズマ中に打ち込むと、大振幅のプラズマ波が励
起される。これは、ちょうど船が水面を進むときにできる航跡に似ているため、航跡場と呼ばれ
る。この航跡場が作る強い電場を用いて荷電粒子を加速する方法を航跡場加速という。
・高周波加速空洞（radio－frequency acceleration cavity）
高周波の電磁波によって荷電粒子を加速するための装置の一部で、電磁波発生源からの電磁波
を受けて、加速電場を形成するための空洞。
・固定標的（fixed target）
粒子を衝突させて実験を行うた桝こ固定してある標的。素粒子の実験では水素を用いることが
多いが、標的密度を大きくするため液体水素が使われる。原子核実験では金属箔が使われること
が多いが、気体や液体の場合もある。
・小林・益JIlの6元クォーク模型（Kobayashi－Masukawa six－quarkmadel）
素粒子を構成する基本粒子に関する模型。これによると、素粒子は6種類のクオーク、u、d、S、
C、t、bで構成される。最初（1963年）、Ge11－Mannによって導入されたのはu、d、S、の3種で
あるが、1973年、小林・益川は、中性K中間子の崩壊に見られるCPの破れをワインバーグ・サ
ラム論に基づいて説明するには、クオークが少なくとも6種あり、世代混合と呼ばれる特定の相
互関係が必要であるとの理論を提唱した。その後、C（1974年）、b（1977年）、t（1995年）が発
見された。
・コンプトン散乱Ⅹ線
自由電子と高エネルギーの光子（Ⅹ線あるいはγ線）との散乱をコンプトン散乱といい、散乱
されたⅩ線のうち、その波長が入射Ⅹ線より長い方にずれたもの。
・紫外線（ultraviolet）　真空紫外線（vacuum ultraviolet＝VUV）
紫外線は波長が400nmから数10nm（nm＝10‾9m）までの光の総称で、波長がそれより短い光をⅩ
線という。波長が0．2nm～約200nmの範囲の光をとくに真空紫外線という。この領域の光は空気
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によって強く吸収されるので、光路を真空にしなければならないことから、この名称がある。
・CTR散乱（Crystal Truncation Rod散乱）
結晶表面・界面に特有の散乱現象である。結晶の三次元周期が表面で途絶えることによる二次
元的構造を反映した散乱で、これを測定することにより表面・界面近傍の結晶構造を解析するこ
とができる。
・CDF実験（CDFはCollidingDetector Facilityの略）
米国フェルミ研究所の世界最高エネルギーの陽子・反陽子衝突型加速器を用いる実験で、1986
年実験開始。米国、イタリア、日本の国際共同実験。1995年トップ・クオークを発見した。
・CP不変性の破れ（CP violation）
CとPの両方を行う変換（CP変換）を行うと相互作用（ハミルトニアン）が変わるとき、C
P不変性が破れているという。強い力、電磁気力はCP不変であり、弱い力も多くの場合CP不
変である。1950年代に弱い力ではP不変が成り立たないことが示され（パリティ非保存）、C、
Pに対する不変性が重要な課題になった。1964年、FitchとCroninが中性K中間子の崩壊の中に
CPが破れている現象を発見した。現在のところ、K中間子の崩壊以外にCPが破れている現象
は確認されてはいないが、B中間子の崩壊で大きなCPの破れが予想されており、Bファクトリ
ーでの実験が精力的に進められている。CPの破れの起源は未解決の課題である。現在の宇宙が
大部分粒子で構成され、反粒子が少ないのはCPの破れに起因していると考えられる。
・生物学的効果比（RBE：relative biological effect）
放射線による生物学的効果の程度は吸収エネルギーに依存するが、放射線の種類が異なれば同
じ吸収線量でも効果が異なる。このことから、Ⅹ線またはガンマ（γ）線による生物学的効果を
基準とした、対象となる放射線による生物学的効果の比を生物学的効果比という。
・精密（素粒子）物理
エネルギー・フロンティアの探索的物理に対比して、素粒子の性質や崩壊現象などを精密に調
べることによって、新しい粒子や法則などを兄いだそうとする物理。
・線エネルギー付与（LET‥1inear energy transfer）
荷電粒子が物質中を通過する際、その行程の物質に単位長さ当たり局部的に与えるエネルギー。
この値が高いと密にイオン化が起こる（中性子線など）。
・蓄積リング（storage ring）
加速器で加速された荷電粒子やそれによって作られる二次粒子を長期間（数分～数十時間）に
わたって蓄積しておくシンクロトロンのこと。粒子は、蓄積リング内で、軌道を曲げられるたび
に放射光を発生する。放射光を出すたびに、粒子はエネルギーを失うので、そのエネルギーを一
β
定に保つための装置。
・中性子過剰核（neutronTrich nuclei）
同じ原子番号を持つ安定同位体と比較して、中性子数の多い同位体を中性子過剰核という。
・中性子散乱（neutron scattering）
一般に、中性子が物質にあたって散乱されることをいう。ここではエネルギーの低い中性子を
用いて物質構造を研究することを指す。中性子は電荷を持たないが、原子核によって散乱される
ので、物質内における原子核の位置を決定することができる。また、中性子は磁気モーメントを
持っので、原子の電磁気的性質を調べることができる。
・超重元素
一般にウランより重い元素をいう。
・長寿命放射性廃棄物
安定な核種に崩壊するのに長い時間を要する核種（長寿命放射性核種）を含む廃棄物のこと。
長寿命放射性核種としては、マイナーアクチノイド核種（ネプツニウム（Np）、アメリシウム（Am）、
キュリウム（cm）など）、核分裂生成物などがある。
・超伝導加速空洞
超伝導体が低温になると電気抵抗が極めて低くなることを利用した加速空洞。電力の消費が極
めて少なく、高い加速電場を持つ加速器を作ることができる。
・超対称性理論（supersymmetric theory）
自然界にある粒子は、粒子のスピン（自転）によってボゾンとフェルミオンの2種に大別され
る。ボゾンはスピンが0または整数で、フェルミオンは半整数である。元来、ボゾンとフェルミ
オンは全く別種の粒子と考えられていたが、ボゾンとフェルミオンの間には対称性があり、ボゾ
ンとフェルミオンが同数種だけ存在し、それぞれ一対一に対応するということを超対称性という。
・超対称大統一理論（supersymmetric grand unified theory）
電磁気力、弱い力、強い力を統一的に記述する理論を大統一理論（GUT）という。大統一理
論を構築するときに、超対称性の必要性が予想されており、超対称大統一理論といわれている。
この3つの力に加えて、万有引力をも統一的に記述しようとすると、超対称性は不可欠であると
考えられている。
・D－T中性子源
重水素（D）一三重水素（T）の核融合反応、T（d，n）Heにより高速中性子（n；14MeV）を発
生させる方法。
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・D－Li中性子源
リチウム（Li）をターゲットとし、これに35MeVの重陽子（D）ビームを照射するとストリッピン
グ反応により、前方向にエネルギー分布が14MeV付近にピークを持つ中性子が得られる。重陽子
のエネルギーによって中性子のエネルギーが可変できる。
・電弱理論（electroweak theory）
電磁気力（電磁相互作用）と弱い力（弱い相互作用）を統一した理論。この理論は、1967年
Weinberg、Salam、Glashowなどによって提出され、中性カレントの存在やウイークボゾンの発
見（1983年）で実験的に確かめられた。この理論を構築するときに、数学的手法としてヒッグス
機構が用いられた。
・トムソン散乱
自由電子と低エネルギーの光子の散乱をいい、コンプトン散乱の低エネルギーの極限に相当す
る。
・軟Ⅹ線（soft X－ray）
波長が数百Å（Å；オングストローム＝10－10m）から0．01Å程度の間の電磁波のことをⅩ線と
いい、このうち大体2Åより波長が長いものを軟Ⅹ線という。これに対して、2Aより波長が短
いものを硬Ⅹ線という。硬Ⅹ線は軟Ⅹ線より透過力が強く、透過力の強い線を硬いⅩ線、吸収さ
れやすい線を軟らかいⅩ線とした呼び名がそのまま伝統的に残ったものである。
・二次粒子
一次放射線と物質との相互作用によって放出される粒子。
・熱中性子（thermal neutron）
中性子が原子核と衝突を繰り返して減速し、媒質中の分子の熱運動と平衡に達した中性子。
・ハイパー核（hypernucleus）
奇妙さを持つ重粒子（Sクオークを持つA粒子や∑粒子など）を含む原子核。Aや∑は性質が、
陽子や中性子と似ているので、Aや∑を含む原子核を生成することが可能である。ハイパー核の
寿命は約10‾10秒である。
・冗中間子（冗一meSOn）
核力を媒介する粒子として、湯川によって予言（1935年）された最初の中間子。質量は約
140MeV／C2で、電子の約280倍。uクオークとdクオークで構成され、冗＋、冗‾、7；0の3種があ
る。冗±中間子は10‾3秒で崩壊して、〃粒子を生ずる（冗±書→　〝±γ）。7［0中間子は10‾16秒で2
γ崩壊する。
β
・パートナー粒子（超対称性の）（partner particle）
塵対称性理論によれば、現在知られているクオーク、レプトン、ゲージ粒子などには、必ずそ
れに対応する粒子が存在することになる。これらの対応する粒子をパートナー粒子と呼んでおり、
パートナー粒子全部をまとめてSUSY粒子という。例えば、クオークのパートナーはスクォー
ク：、フォトンのパートナーはフォティーノなどと名付けられている。
・パルス中性子源（pulsed neutron source）
周期的に一定の間隔をおいて中性子を発生する装置。一番最初のものは、1962年にソ連で建設
されたパルス原子炉であった。その後、加速器を用いたパルス中性子源が建設された。世界の主
な！ヾルス中性子源は、英国ラザフォード研究所のISIS、米国ロスアラモス研究所、KEKの12GeV
PS！のブースター利用施設などである。
・パルスラジオリシス（ポンプ＆プローブ）
非常に短いパルス状（現在では、パルス幅がフェムト秒）の放射線を照射し、その後に起こる
現象を光学手段を用いて観察し、放射線反応の初期の基礎過程を解析する方法。ポンプ＆プロー
ブは、それを放射線反応以外にも広めたもの。
・厚射高速陽電子線回折（reflectionhigh energypositrondiffraction）
高速（数keV～10keV程度）の陽電子をごく浅い角度で固体表面に入射し、反射する陽電子の回
折パターンにより、表面の原子配列を知ることができる。陽電子は、電子の場合と異なり表面ポ
テンシャルの反発を受けるので内部まで入り込まず、表面近傍層の状態を知ることが可能である。
・！ヾンド構造
結晶内の電子が取りうるエネルギー帯（バンド）の構造。各電子が、周期的に配列したイオン
のポテンシャルと他の電子が作る平均場を受けて運動すると考えると、結晶内の電子は量子化さ
れたエネルギー帯を形成する。
・lヒッグス機構（Higgs mechanism）、ヒッグス場（Higgs field）
ヒッグス機構は、1964年Higgsによって提案されたゲージ対称性（ゲージ変換に対して不変な
こ：と）の破れを説明する理論的手法をいう。このような性質を持つ場のことをヒッグス場といい、
それに伴う粒子がヒッグス粒子である。ヒッグス機構は電弱理論を導くときに用いられており、
電知力が実証された現在、ヒッグス粒子の発見が重要な課題となっている。ヒッグス粒子は素粒
子の質量を決定する役目を持っている粒子である。
・光核反応
原子核に数MeV以上のエネルギーを有する光（ガンマ（γ）線）を入射すると、巨大双極子共
鳴状態の励起や、原子核中の重陽子による吸収、あるいは（γ、冗）反応などの反応が起こる。
これらを総称して光核反応と呼ぶ。
タ
・B中間子（B－meSOn）
ボトム・クオークbとアップ・クオークuまたはダウン・クオークdで構成される中間子。b
とuが結合してできる荷電B中間子（β．＝〟石、β‾＝嘉）と、bとdが結合してできる中性B中間子
（β0＝d石、所＝あ）がある。質量は以下のとおり。
β．：5，278MeV／C2（電子の約10000倍）
β0：5，279MeV／C2
崩壊の過程で大きなCPの破れを示すことが予想されており、bクオークがCクオークに変わ
る（香りの変化）可能性がある。
・ビーム冷却
加速ビームは、エネルギーや運動量などに広がりを持っている。この広がりはビームが持つ温
度のようなものである。この広がりを小さくする技術をビーム冷却という。エネルギーのそろっ
た電子を用いる方法（電子ビーム冷却）や確率的な方法（ストカスティック冷却）などがある。
・B物理（B－physics）
B中間子、とくにその崩壊現象について研究する物理。
・標準模型（standard model）（標準理論）
強い相互作用を量子色力学（QCD）で、弱い相互作用と電磁相互作用を電弱理論で記述する
模型。この模型は18個のパラメーターを持ち、これらを決定する原理は分かっていない。
・不安定核種（unstable nuclei）
不安定な原子核（放射性同位元素）のこと。
・ベータトロン振動
シンクロトロンなどの円形加速器内のビームが、ビームの進行方向と垂直な面内で起こす振動
のこと。
・偏極ビーム（poloarized beam）
ここの粒子のスピン（自転）の向きが揃った粒子ビーム。
・ポジトロニウム
陽電子（ポジトロン）と電子がクーロン力によって結びつき、水素原子（陽子と電子の結合状
態）のような一種の原子状態を形成したもの。
・ミューオンスピンの回転緩和共鳴（〃SR）
ミューオンは冗中間子の崩壊によって生成する際に、進行方向にスピンが揃うという性質を持
つ。この性質を利用し、スピンの揃ったミューオンを物質に打ち込み、物質に働く磁場やその磁
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場ゆらぎを観測する方法を〝SR法という。この方法は、回転・緩和・共鳴の3つの方法からなる。
．ギソン・ファクトリー（mesonfactory）
車間子工場のこと。大強度の陽子加速器を用いて多量の冗中間子を発生し、冗中間子やその崩
壊ヤ生ずる〝粒子を用いて広い学際領域の研究を行う施設を云う。世界の主なメソン・フアクト
リサは、米国のロスアラモス研究所（LANL）、カナダのトライアンフ（TRIUMF）、スイ
スのポール・シェラー研究所（PSI）である。
・陽電子消滅誘起オージェ電子分光（positronannihilationinducedAugerelectronspectroscopy）
瘍電子が原子の内殻の電子と対消滅し、原子が励起状態から基底状態に遷移するとき、準位間
のエネルギー差に等しいエネルギーを外側の軌道の電子が受け取り、放出される（オージェ電子）。
このオージェ電子のエネルギーを測定すると原子の同定ができる。電子入射による通常のオージ
ェ電子分光に比べ、二次電子にはバックグラウンド信号のないスペクトルが得られ、表面感度の
極めて高い測定が可能である。
・4種の力（four kinds of forces）
自然界に存在することが知られている4種類の力、すなわち、万有引力（重力）、電磁気力、強
い力、弱い力のこと。これらの力は粒子間で相互に作用するので、相互作用ともいわれる。
力 力の強 さ 力の作用範囲 例
万有 引力 10‾39 無 限大 天体
電磁気力 1
（電磁気力 を 1 とした）
無限大 原子、分子、化学反応
強い力 102 短い （10‾15m ） 核分裂、核融合
弱い力 10‾10 短い （10‾15m ） ベータ崩壊
・量子色力学（quantumChromodynamics）
クォークとその間に働く強い力を取り扱う理論、略称QCDといわれている。色力学という名
前の由来は、クオークの持つ3つの自由度を色の3原色で表現したことによる。
・ルミノシティ（1uminosity）
加速器のビームの強度を表す量。固定標的の場合には、毎秒、標的に入射する粒子数であり、
衝突型加速器の場合には両方のビームに含まれる粒子が、毎秒、交差する粒子数を表す。
・冷中性子（cold neutron）
低エネルギーの中性子のうち、エネルギーが0．5eV以下のものを熱中性子と呼び、一般に媒質
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との多重散乱による熱平衡によって得られる。この時媒質が液体ヘリウム温度程度まで冷却され
て、そのエネルギーが0．002eV以下の場合は冷中性子と呼ばれる。
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